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主         文  

    １ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

    ２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由  

 以下，略語については，本文中に記載するほか，別紙略語表記載のとおりとする。 

第１ 請求 

 １ 被告は，原告Ａ１，原告Ａ２，原告Ａ３，原告Ａ４，原告Ａ５，原告Ａ６，原

告Ａ１１，原告Ａ１２，原告Ａ１５，原告Ａ１６及び原告Ａ１７に対し，それぞ

れ５５０万円及びこれらに対する平成２７年９月９日から，原告Ａ１８及び原告

Ａ１９に対し，それぞれ５５０万円及びこれらに対する平成２８年８月１６日か

ら，原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０に対し，それぞれ１３７万５

０００円及びこれらに対する平成２７年９月９日から，原告Ａ１３及び原告Ａ１

４に対し，それぞれ２７５万円並びにこれらに対する平成２７年９月９日から各

支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 ２ 被告は，原告ら各自に対し，別紙１記載の謝罪文（各原告に対応する部分に限

る。）を交付せよ。 

 ３ 被告は，毎日新聞，産経新聞，読売新聞，朝日新聞及び日本経済新聞において，

第１事件原告らに対し，別紙２の１及び２記載の謝罪広告を，第２事件原告らに

対し，別紙２の１及び３記載の謝罪広告を，それぞれ別紙４記載の条件にて掲示

せよ。 

 ４ 被告は，原告ら各自に対し，人民日報，中国青年報，南方日報，光明日報及び

文匯報において，別紙３記載の謝罪広告を，別紙４記載の条件にて掲示せよ。 

第２ 事案の概要 

本件は，中国又は中華人民共和国の国民であり，第二次世界大戦中，被告によ

り中国から日本に強制連行され，日本各地の事業場で強制労働に従事させられた

と主張する者（ａ１，ａ２，ａ３（ａ３’），ａ４，ａ５，ａ６，ａ７，ａ８，ａ
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９，ａ１０，ａ１１，ａ１２，ａ１３，ａ１４，原告Ａ１８，ａ１５。以下「本

件被害者ら」という。）又はその権利義務を相続により承継した者である原告ら

が，被告に対し，これらの強制連行，強制労働及びその後の被告の対応により精

神的損害等を被ったとして，①ヘーグ陸戦条約３条，②不法行為（中華民国民法，

日本国民法）又は③国家賠償法１項１条に基づき，謝罪文の交付並びに日本及び

中華人民共和国で発行されている新聞への謝罪広告の掲載を求めるとともに，損

害賠償の一部として，慰謝料（遺族固有の慰謝料を含む。）及び弁護士費用並びに

これに対する訴状送達の日の翌日（第１事件原告らについては平成２７年９月９

日，第２事件原告らについては平成２８年８月１６日）から支払済みまで民法所

定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

 １ 前提事実等 

以下の事実は，後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認めることができる。なお，

以下において，年号については西暦で記載し，明治以降は和暦も併記する。 

⑴ 条約等の定め 

ア サン・フランシスコ平和条約（甲Ｂ２） 

  

日本国は，戦争中に生じさせた損害および苦痛に対して，連合国に賠償

を支払うべきことが承認される。しかし，また，存立可能な経済を維持す

べきものとすれば，日本国の資源は，日本国がすべての前記の損害及び苦

痛に対して完全な賠償を行い且つ同時に他の債務を履行するためには現

在充分でないことが承認される。 

  

日本国は，現在の領域が日本国軍隊によって占領され，且つ，日本国に

よって損害を与えられた連合国が希望するときは，生産，沈船引揚げその

他の作業における日本人の役務を当該連合国の利用に供することによっ

て，与えた損害を修復する費用をこれらの国に補償することに資するため
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に，当該連合国とすみやかに交渉を開始するものとする（以下，この規定

による役務の供与を「役務賠償」ということがある。）。 

  

次の（Ⅱ）の規定（省略）を留保して，各連合国は，日本国及び日本国

民のすべての財産，権利及び利益でこの条約の最初の効力発生の時にその

管轄の下にあるものを差し押え，留置し，清算し，その他何らかの方法で

処分する権利を有する。 

 第１４条⒝ 

この条約に別段の定がある場合を除き，連合国は，連合国のすべての賠

償請求権，戦争の遂行中に日本国及びその国民がとった行動から生じた連

合国及びその国民の他の請求権並びに占領の直接軍事費に関する連合国

の請求権を放棄する。 

  

日本国は，戦争から生じ，または戦争状態が存在したためにとられた行

動から生じた連合国及びその国民に対する日本国及びその国民のすべて

の請求権を放棄し，且つ，この条約の効力発生の前に日本国領域における

いずれかの連合国の軍隊又は当局の存在，職務遂行又は行動から生じたす

べての請求権を放棄する。 

イ 日中共同声明（甲Ｂ２） 

     第１項 

日本国と中華人民共和国との間のこれまでの不正常な状態は，この共同

声明が発出される日に終了する。 

     第２項 

日本国政府は，中華人民共和国政府が中国の唯一の合法政府であること

を承認する。 

     第５項 
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中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のために，日本国に対する

戦争賠償の請求を放棄することを宣言する。 

     第６項 

日本国政府及び中華人民共和国政府は，主権及び領土保全の相互尊重，

相互不可侵，内政に対する相互不干渉，平等及び互恵並びに平和共存の諸

原則の基礎の上に両国間の恒久的な平和友好関係を確立することに合意

する。 

   ウ ウィーン条約法条約 

ウィーン条約法条約は，１９８１年（昭和５６年）８月１日，日本国にお

いて発効した条約であり，以下の規定がある。（甲Ｂ２） 

     ４条 この条約の不遡及 

この条約は，自国についてこの条約の効力が生じている国によりその効

力発生の後に締結される条約についてのみ適用する。ただし，この条約に

規定されている規則のうちこの条約との関係を離れ国際法に基づき条約

を規律するような規則のいかなる条約についての適用も妨げるものでは

ない。 

 ３１条 解釈に関する一般的な規則 

１項 

条約は，文脈によりかつその趣旨及び目的に照らして与えられる用語の

通常の意味に従い，誠実に解釈するものとする。 

      ２項 

条約の解釈上，文脈というときは，条約文（前文及び附属書を含む。）の

ほかに，次のものを含める。 

      条約の締結に関連してすべての当事国の間でされた条約の関係合意 

     ⒝ 条約の締結に関連して当事国の一又は二以上が作成した文書であっ

てこれらの当事国以外の当事国が条約の関係文書として認めたもの 
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      ３項 

      文脈とともに，次のものを考慮する。 

      条約の解釈又は適用につき当事国の間で後にされた合意 

     ⒝ 条約の適用につき後に生じた慣行であって，条約の解釈についての当

事国の合意を確立するもの 

     ⒞ 当事国の間の関係において適用される国際法の関連規則 

      ４項 

用語は，当事国がこれに特別の意味を与えることを意図していたと認め

られる場合には，当該特別の意味を有する。 

     ３２条 解釈の補足的な手段 

前条の規定の適用により得られた意味を確認するため又は次の場合に

おける意味を決定するため，解釈の補足的な手段，特に条約の準備作業及

び条約の締結の際の事情に依拠することができる。 

 前条の規定による解釈によっては意味があいまい又は不明確である

場合 

⒝ 前条の規定による解釈により明らかに常識に反した又は不合理な結

果がもたらされる場合 

 ３４条 第三国に関する一般的な規則 

      条約は，第三国の義務又は権利を当該第三国の同意なしに創設すること

はない。 

     ３５条 第三国の義務について規定している条約 

      いずれの第三国も，条約の当事国が条約のいずれかの規定により当該第

三国に義務を課することを意図しており，かつ，当該第三国が書面により

当該義務を明示的に受け入れる場合には，当該規定に係る当該義務を負う。 

     ５３条 一般国際法の強行規範に抵触する条約 

      締結の時に一般国際法の強行規範に抵触する条約は，無効である。こ
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の条約の適用上，一般国際法の強行規範とは，いかなる逸脱も許されな

い規範として，また，後に成立する同一の性質を有する一般国際法の規

範によってのみ変更することのできる規範として，国により構成されて

いる国際社会全体が受け入れ，かつ，認める規範をいう。 

   エ Ｂ規約 

Ｂ規約は，１９７９年（昭和５４年）９月２１日，日本国において発効し

た国際規約であり，以下の規定がある。 

     ２条３項 

  この規約の各締約国は，次のことを約束する。 

       この規約において認められる権利又は自由を侵害された者が，公的

資格で行動する者によりその侵害が行われた場合にも，効果的な救済

措置を受けることを確保すること。 

      ⒝ 救済措置を求める者の権利が権限のある司法上，行政上若しくは立

法上の機関又は国の法制で定める他の権限ある機関によって決定さ

れることを確保すること及び司法上の救済措置の可能性を発展させ

ること。 

      ⒞ 救済措置が与えられる場合に権限のある機関によって執行される

ことを確保すること。 

     １４条 

      すべての者は，裁判所の前に平等とする。すべての者は，その刑事上の

罪の決定又は民事上の権利及び義務の争いについての決定のため，法律で

設置された，権限のある，独立の，かつ，公平な裁判所による公正な公開

審理を受ける権利を有する。 

オ ジュネーヴ第４条約 

ジュネーヴ第４条約は，１９５３年（昭和２８年）１０月２１日，日本国

において発効した条約であり，以下の規定がある。 
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 ２条 条約の適用 

平時に実施すべき規定の外，この条約は，二以上の締約国の間に生ずる

すべての宣言された戦争又はその他の武力紛争の場合について，当該締

約国の一が戦争状態を承認するとしないとを問わず，適用する。 

 ６条 適用の始期及び終期 

この条約は，第２条に定める紛争又は占領の開始の時から適用する。 

この条約は，紛争当事国の領域内においては，軍事行動の全般的終了の

時にその適用を終わる。 

この条約は，占領地域内においては，軍事行動の全般的終了の後１年で

その適用を終わる。（中略） 

被保護者は，その解放，送還又は居住地の設定がそれらの期間の終了の

後に行われる場合には，それまでの間，この条約による利益を引き続き受

けるものとする。 

     ７条 特別協定 

      締結国は，（中略）別個に規定を設けることを適当と認めるすべての事

項について，他の特別協定を締結することができる。いかなる特別協定も，

この条約で定める被保護者の地位に不利な影響を及ぼし，又はこの条約で

被保護者に与える権利を制限するものであってはならない。 

     ８条 被保障権の放棄禁止 

被保護者は，いかなる場合にも，この条約及び，前条に掲げる特別協

定があるときは，その協定により保障される権利を部分的にも又は全面

的にも放棄することができない。 

     １４６条 条約違反者の処罰 

締約国は，次条に定義するこの条約に対する重大な違反行為の一を行い，

又は行うことを命じた者に対する有効な刑罰を定めるため必要な立法を

行うことを約束する。（以下省略） 
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     １４７条 重大な違反行為の意義 

      前条にいう重大な違反行為とは，この条約が保護する人又は物に対し

て行われる次の行為，すなわち，殺人，拷問若しくは非人道的待遇（生

物学的実験を含む。），身体若しくは健康に対して故意に重い苦痛を与

え，若しくは重大な傷害を加えること，被保護者を不法に追放し，移送

し，若しくは拘禁すること，被保護者を強制して敵国の軍隊で服務させ

ること，この条約に定める公正な正式の裁判を受ける権利を奪うこと，

人質にすること又は軍事上の必要によって正当化されない不法且つし意

的な財産の広はんな破壊若しくは徴発を行うことをいう。 

     １４８条 国の責任 

締約国は，前条に掲げる違反行為に関し，自国が負うべき責任を免れ，

又は他の締約国をしてその国が負うべき責任から免れさせてはならない。 

⑵ 訴訟承継（弁論の全趣旨） 

ア 第１事件原告であったａ１１は，訴訟係属中の２０１５年（平成２７年）

１１月２９日に死亡した。ａ１１の相続人は，原告Ａ１３及び原告Ａ１４で

あり，同人らは，本件請求について，それぞれ２分の１の割合でａ１１の権

利義務を承継した。 

イ 第１事件原告であったａ７は，訴訟係属中の２０１８年（平成３０年）３

月８日に死亡した。ａ７の相続人は，原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原

告Ａ１０であり，同人らは，本件請求について，それぞれ４分の１の割合で

ａ７の権利義務を承継した。 

 ２ 争点及び当事者の主張 

   本件の争点は，以下のとおりである。 

  ⑴ 強制連行及び強制労働の事実等の有無 

    当事者の主張は別紙５記載のとおり。 

  ⑵ ヘーグ陸戦条約に基づく責任の成否 
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当事者の主張は別紙６記載のとおり。 

  ⑶ 不法行為責任の成否１ 中華民国民法 

当事者の主張は別紙７記載のとおり。 

  ⑷ 不法行為責任の成否２ 日本国民法 

当事者の主張は別紙８記載のとおり。 

  ⑸ 国家賠償法に基づく責任の成否 

当事者の主張は別紙９記載のとおり。 

  ⑹ 損害 

当事者の主張は別紙１０記載のとおり。 

⑺ 国家無答責の法理の適否 

当事者の主張は別紙１１記載のとおり。 

  ⑻ 除斥期間による請求権の消滅の成否 

当事者の主張は別紙１２記載のとおり。 

  ⑼ 請求権放棄による請求権の消滅の成否 

当事者の主張は別紙１３記載のとおり。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実１ 中国人労働者の日本への移入，事業場における労働等の経緯及び

状況 

後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実を認めることができる。 

⑴ 中国人労働者の移入に至る経緯 

ア 日本国と中国との交戦 

日本国は，１９３７年（昭和１２年）７月の盧溝橋事件をきっかけに，

中国との間で交戦状態に入った（以下，これを「日中戦争」という。な

お，当時の日本国政府による公称は「支那事変」であった。） 

 日本国政府は，１９３８年（昭和１３年）４月１日，戦争により労働力

が不足する中，国家総動員法を公布し，戦時及び戦争に準ずべき事変の場
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合において，国防の目的を達成するため，国の全力を最も有効に発揮させ

るよう，人的及び物的資源を統制運用する体制をとった。 

（甲Ａ２，甲Ｂ１） 

イ 日本国による中国人労働者の移入政策 

しかし，１９４１年（昭和１６年）１２月８日の真珠湾攻撃をきっかけ

に，いわゆる太平洋戦争が始まり，日本国内における労務需給はますます

ひっ迫した。 

そこで日本国政府は，１９３６年（昭和１７年）１１月２７日，昭和１７

年閣議決定を行い，中国人労働者を日本国内に移入することにより，当時国

策としていた東亜共栄圏建設の遂行に協力させるという方針の下，中国人労

働者の試験移入を行い，その成績によって，漸次中国人労働者の移入を本格

実施に移すこととなった。 

  これに基づき，日本国政府は，「華人労務者内地移入ニ関スル件第三措置

ニ基ク華北労務者内地移入実施要領」を定め，１９４３年（昭和１８年）４

月から同年１１月にかけて，１４１１名の中国人労働者が試験的に日本国内

に移入された。 

 上記試験移入の成績を踏まえ，日本国政府は，１９４４年（昭和１９年）

２月２８日になされた昭和１９年次官会議決定により，中国人労働者の移入

の実施要領を定め，中国人労働者の本格移入を実施することを決定し，同年

８月１６日，「昭和１９年度国民動員実施計画策定ニ関スル件」と題する閣

議決定において，移入する中国人労働者を３万人と計上した。これにより，

同年３月から１９４５年（昭和２０年）５月までの間に，本格移入として，

中国人労働者３万７５２４名が移入された。 

 上記試験移入及び本格移入により，日本に移入された中国人労働者は，合

計３万８９３５名である。 

（甲Ａ２，甲Ａ７の２，甲Ａ７の４，甲Ｂ１） 



 

11 

 

ウ 中国人労働者の供出に関係する機関の設立 

日本国は，１９３８年（昭和１３年）１１月，華北の経済開発を目的とす

る国策会社として，北支那開発株式会社を設立した。 

また，１９４０年（昭和１５年）３月，日本国の軍事力を背景に，南京に

汪兆銘を主席とする中華民国国民政府が樹立され，これに伴い，北京に所在

し，華北を統治していた中華民国臨時政府は，華北政務委員会に改編された。 

華北労工協会は，華北政務委員会と北支那開発株式会社が共同で出資をし

て，１９４１年（昭和１６年）７月設立した財団法人であり，華北内外にお

ける労働力の供給分配等の統制機関であった。 

（甲Ａ１，甲Ａ３，甲Ｂ４の１，甲Ｂ４の２，甲Ｂ５の１，甲Ｂ５の２） 

⑵ 中国人労働者移入計画の概要 

ア 昭和１９年次官会議決定による中国人労働者移入計画の概要は，以下のと

おりである。（甲Ａ７の４） 

  通則 

      中国人労働者の供出又はそのあっせんは，大使館，現地軍並びに国民政

府（華北からの場合は華北政務委員会）指導の下に，現地労務統制機関（華

北からの場合は華北労工協会）により行う。 

     移入すべき中国人労働者 

訓練した元俘虜又は元帰順兵のほか，募集によるものとし，年齢はおお

むね４０歳以下の男子で，素質優良，心身健全な者を選抜することとする

が，３０歳以下の独身男子を優先的に選抜するように努力する。 

     訓練 

中国人労働者は，移入に先立ち，一定期間（１か月以内）現地の適当な

機関において必要な訓練をする。移入未経験労働者については，日本国内

においても，これを使用する工場事業場において，一定期間必要な訓練を

行わせる。 
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 従事すべき業務，就労地 

中国人労働者は，国民動員計画産業中，鉱業，荷役業，国防土木建築業

及び重要工業その他の特に必要と認めるものに従事させ，就労地について

は，できる限り分散させないように留意する。中国人労働者の使用を認め

る事業場は，関係庁と協議の上，厚生省が決定する。 

 契約期間 

契約期間は，原則として２年とし，同一人を継続使用する場合において

は，２年経過後適当な時期において，希望により一時帰国させること。 

 中国人労働者への指示，管理 

中国人労働者に対する取扱い及び待遇に関しては，その民族性を考慮し，

特に注意を払うとともに，業種又は就労地によって著しく差別を生じさせ

ないようにする。 

工場事業場は，現地から同行する日系指導員を中国人労働者の直接の責

任者として，中国人労働者の世話に当たらせる。作業に関する命令は，日

系指導員及び中国系責任者を通じて発することとし，中国人労働者に対す

る直接の命令は厳に慎む。 

中国人労働者の作業場所は朝鮮人労務者又は俘虜とは厳にこれを区別

する。 

就労地に到着した後は，十分な休養を与えた上で就労させる。 

     衣食住 

住宅は湿気予防に留意し，朝鮮人労働者住宅と近接させないようにする。 

食事は中国人労働者の通常食を支給することとし，食料の手当てについ

ては，農林省において特別の措置を講じる。 

     賃金等 

中国人労働者の賃金は，日本における賃金を標準とするが，日本国内と

現地の賃金及び物価との間に著しい懸隔がある実情をもって，残留家族に
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対する送金及び持帰金を確保するために所要の措置を講ずる。中国人労働

者の家族送金及び持帰金については，原則として特別の制限をつけない。 

     労働時間，休日 

就労時間は日本国内の例による。四大節のほか，旧正月３日並びに端午

節，仲秋節各１日は必ず公休日の取扱いをなす。 

 移入，送還 

中国人労働者の輸送は，日本，満州，中国関係機関において手配を行う。 

中国人労働者は契約期間満了後，工場事業場において原則としてこれを

集合地まで送還する。   

   イ 昭和１９年次官会議決定とともに定められた「華人労務者内地移入手続」

には，中国人労働者の移入手続について次のとおり規定されている。（甲Ａ

１，甲Ａ７の４） 

     厚生省が中国人労働者の事業場への割当てを決定し，大東亜省（１９４

２年（昭和１７年）１１月に設立された満州国，中国を含む大東亜地域の

政治経済を処理する官庁であり，同地域における外交，日本の商業の保護，

在留日本人に関する事務，移植民海外拓殖事業等を所管した。）に通報す

るとともに，事業場別割当表を内務省に送付する。通報を受けた大東亜省

は，中国人労働者の引継輸送月日等を決定して厚生省に通報し，厚生省か

ら関係庁府県を通じてこれを事業主に通報する。 

 厚生省は，事業者をして中国人労働者の引継，輸送，到着後の措置に遺

憾なきよう期せしめるとともに，引率責任者を選定して大東亜省に通報す

る。 

 中国人労働者が就業地に到着したときは，その中国人労働者数，到着年

月日，輸送途中の概況等を，事業主から各地の国民職業指導所，庁府県を

通じて厚生省に報告する。 

 中国人労働者の異動，災害，紛擾その他事件が発生したときは，事業主
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から警察署及び国民職業指導所を経て庁府県に報告し，庁府県はこれを取

りまとめて厚生省，内務省及び大東亜省に報告する。 

 事業主は，毎月末現在の中国人労働者の勤労状況を，国民職業指導所を

経由して庁府県に報告し，庁府県はこれを取りまとめて厚生省及び大東亜

省に報告する。 

 事業主は，警察署及び国民職業指導所その他関係機関の指示に従い，訓

練施設，技術教育施設，適切な慰安娯楽施設を設けるほか，健康診断，生

活訓練その他の保護指導を講じる。 

 中国人労働者の移動（就業場所の変更等）については原則として認めな

いが，やむを得ない場合は厚生省の稟議を経て認めることができるものと

する。 

 労務の終了により帰国者が確定したときは，帰国者名簿及び帰国予定年

月日等を，事業主から，国民職業指導所及び警察署を経由し，庁府県を通

じて厚生省，内務省及び大東亜省に報告する。また，事業主において引率

責任者を付し，来日の場合に準じて帰国させるとともに，国民職業指導所

及び警察署を経由し現地機関引渡完了の概況を報告させる。 

⑶ 中国人労働者の移入の状況 

ア 移入の関係機構 

 現地機構 

中国における労務者の供出又はあっせんは，中央の計画に基づき大使館，

現地軍，国民政府等が担当するものとされていたところ，昭和１９年次官

会議決定に基づく華北からの中国人労働者の本格移入のほとんどは，華北

労工協会の担当により行っていた。（甲Ａ７の４） 

   中央機構 

日本国内における企画及び受入体制として，官庁側においては，関係各

庁が相互に緊密な連絡を行いつつ，移入連絡は大東亜省，労務の割当て及
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び管理は軍需省及び運輸省と協議の下に厚生省が，取締りは内務省がこれ

に当たっていた。民間側においては，実務の連絡あっせんに当たり，華北

労工協会及び関係統制会（統制会は事業統制を目的として政府が命じて設

立する団体である。国家総動員法及び関連法令に基づく。）が主としてこ

れを任されていた。（甲Ａ１，甲Ａ７の４，甲Ｂ１） 

イ 供出方法 

供出方法には，行政供出，訓練生供出，自由募集，特別供出の４つがあっ

た。 

行政供出は，日本国と協力関係にあった中国側勢力の行政機関の供出命令

に基づく募集で，各省，道，県，郷村へと上級庁から下部機構に対し供出員

数の割当てを行い，責任数の供出をさせるというもの，訓練生供出は，日本

現地軍において作戦により得た俘虜，帰順兵で一般良民として釈放して差し

支えないと認められた者及び中国側地方法院において微罪者を釈放した者

を華北労工協会において下げ渡しを受け，同協会の有する各地（西南，石門，

青島，邯鄲，徐州及び塘沽）所在の労工訓練所において一定期間（約３か月），

日本へ渡るに当たり必要な訓練をした者を供出するというもの，自由募集は，

主要労工資源地において条件を示し希望者を募るもの，特別供出は，現地に

おいて特殊労務に必要な訓練と経験を有する特定機関の在籍労務者を供出

するものである。 

（甲Ａ７の４） 

ウ 供出の状況及び実態 

     供出元及び供出機関 

中国人労働者の供出元を地域別にみると，華北が圧倒的な多数を占め，

３万５７７８名，華中が２１３７名，満州（関東州）は１０２０名であり，

供出方法ごとにみると，行政供出が２万４０５０名，訓練生供出が１万０

６６７名，自由募集が１４５５名，特別供出が２７６３名であった。 
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供出機関ごとにみると，華北労工協会が大多数を占め３万４７１７名に

のぼり，日華労務協会（華中）が１４５５名，華北運輸股肦有限公司が１

０６１名，福昌華工株式会社（満州）が１０２０名，国民政府からが６８

２名であった。 

（甲Ａ７の２，甲Ａ７の４） 

 供出の実態 

 中国人労働者の供出は，上記の４方法によることとされていたものの，

移入の主目標であった元俘虜，帰順兵等の供出（訓練生供出）が，当初の

見通しに比べはるかに少なかったため，行政供出という名の下に，中国の

都市郷村から，自由意思に基づくものとはいえない態様で供出していたと

いうのが実情であった。また，行政供出及び訓練生供出によるもの，とり

わけ１９４４年（昭和１９年）後半以降の行政供出に基づく中国人労働者

は，健康状態が極めて悪く，多くの疾患を有しており衰弱が著しく，日本

上陸時にはかろうじて歩行できるような状態の者が極めて多数見受けら

れた。（甲Ａ７の２，甲Ａ７の４） 

エ 石門の労工訓練所 

石門臨時俘虜収容所は，訓練生供出のための訓練を施す労工訓練所のうち

石門所在のもので，１９３９年（昭和１４年）３月２８日に設立され，１９

４１年（昭和１６年）８月１６日に石門市南兵営に移転した。 

同収容所は，日本軍第１１０師団の兵団長直属の機関で，同兵団が管内で

獲得した「俘虜及び帰順匪中特に教育を要する者」を収容してこれを訓練教

化し，帰郷若しくは労工として移民させるための施設であった。同収容所の

教育は，精神教育及び体育向上に重点を置き，初度教育は約１か月をもって

標準とし，長期者に対しては逐次教育程度を高め，主として，「大東亜戦争」

の真義を理解徹底させることに努めるとされ，教育の結果，抗日意識を完全

に放棄して新政権（国民政府を指すと解される。）に忠誠を誓う者，心神耗
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弱にして釈放しても実害がないと認められる者その他特別の理由により釈

放することが有利と認められる者は，兵団長の認可を得て，就職帰農又は労

工移民させるとされていた。 

（甲Ａ８，甲Ａ３，甲Ｄ５，弁論の全趣旨） 

⑷ 日本への輸送の状況 

中国人労働者の移入当時，船腹事情がひっ迫し，航海自体も危険であった。

飲料水や食料が不足し，支給した食料に砂のような不純物が混入していたこと

もあった。 

輸送はおおむね貨物船によって行われ，当初は船医が付き添っていたものの，

その後は付き添いもなく，中国人労働者は，船倉内の石炭，塩，鉱石の上に長

時間寝起きせざるを得ないこともあった。 

輸送過程においては，３万８９３５名の乗船者数に対し，船中で５６４名が

死亡し，事業場に到着する前に２４８名が死亡した。 

（甲Ａ７の４） 

⑸ 事業場全体の状況 

   ア 配置状況 

中国人労働者は，全国１３５の事業場に配置され，鉱山業，土木建築業，

造船業，港湾荷役業等の事業に従事した。（甲Ａ７の４） 

   イ 中国人労働者の指導・取扱いに関する規定 

 中国人労働者の取締りに関しては，内務省が，厚生省，軍需省と連名で，

関係地方庁に通牒を発し，取締要領である「移入華人労務者指導ニ関スル

件」及び「移入華人労務者取締要領」を定めてこれらの励行を通達した。

（甲Ａ７の６） 

 「移入華人労務者指導ニ関スル件」には，中国人労働者の宿舎の位置及

び施設については，防諜，逃走防止，朝鮮人との均衡保持，中国人の慣習

及び保健衛生等を考慮し決定すること，事業場における作業場所及び作業
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種類に関しては，防諜，事故防止及び作業能率発揮の見地から決定するこ

と，中国人労働者の食料その他の処遇に関しては，中国人労働者にとって

最大の関心事であり，その適否如何は直ちに稼動成績並びに治安に影響を

及ぼすものであるから，地方事情を斟酌しつつその民族性と慣習に適した

指導を行い，勤労意欲の高揚並びに事故防止を図ること，中国人労働者の

特殊性に鑑み，供出者側の指導員及び事業主側の指導員の協力一体化を図

ること，その他の事項については各具体的事案につきその都度主務省の指

示を待って行うこととの記載がなされている。（甲Ａ７の６） 

 「移入華人労務者取締要領」には，以下の定めが置かれている。（甲Ａ７

の６，甲Ｂ４６） 

 ａ 事前措置 

中国人労働者の割当予定通報を受けたときは，事業者側と連絡し作業

場宿舎等の選定，警戒対策の樹立その他取締上必要な諸般の準備をする

こと。 

事業者側に対しては逃亡防止及び外部との連絡遮断に処する確実な

施設の完備と中国人労働者監督の責任を負担させること。特に朝鮮人と

の接触については事業場内外を問わずこれを防止するよう特別の考慮

を払わせること。 

宿舎は防諜及び公安風俗上支障ない場所に選定させるよう指導を加

えること。 

 ｂ 視察取締 

入国時における視察検索に当たっては，抗日不穏分子の計画的潜入に

特に注意し，綿密周到な計画を講ずること。 

昭和１９年次官会議決定に定める訓練期間中は特に積極的指導に努

めること。 

警察署長が中国人労働者の引継輸送に関し事業者側から報告を受け
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たときは，可及的便宜を図りこの取締対策に遺憾ないようにすること。 

事業者側に対しては中国人労働者の逃走はもちろん，事業場内外にお

ける事故は些細なものであっても全て報告させること。 

逃走者があった場合には，直ちに関係方面に捜査手配を行い，発見に

努めること。 

宿舎については，関係者以外の出入を禁じ，特に在留中国人との連絡

をさせないようにすること。 

作業場においては，朝鮮人，俘虜，満支人船員と接触させないように

警戒すること。 

事業者側に対しては朝鮮人との関係において一方の不満を惹起させ

ないように宿舎，食事その他の待遇上の均衡保持に特に留意すること。 

中国人労働者の思想動向経歴等に関しては，詳細内査を行うとともに，

常にその動静に注意し，身替者，変名者及びその他不穏分子の発見，不

穏計画の察知に努めること。 

中国人労働者の外出は，団体外出とし，やむを得ない場合のほか個人

外出は認めないこと。元俘虜，元帰順兵については訓練期間中外出を禁

止すること。 

中国人労働者の通信発受は，事業者において取りまとめ，取り扱わせ，

検閲を実施すること。 

     ｃ 諸報告 

中国人労働者の稼働状況及び移動に関しては，毎月担当省に報告する

こと。 

重大な事故及び犯罪容疑により中国人労働者を検挙したときは，その

都度即報すること。 

 中国人労働者に対する指示は，中国から同行した日系指導員が直接の  

責任者となっていた。警察官は，宿舎付近に駐在して外部より保護取締に
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当たり，日系指導員若しくは中国人の責任者を通じ作業その他の命令を行

っていた。 

事業場においては，中国人の責任者に私刑を行わせたり，食料被服その

他の支給品の減配・横流しを行ったり，殴打等の暴力行為等を行っていた

ことがあった。 

（甲Ａ７の６） 

   ウ 衣食住の状況 

中国人労働者の被服の状況は十分ではなく，特に地下足袋等の支給が不十

分であり，凍傷の原因となった。 

食事は量が不足し，質も不良であった。特に食用油が不足しており，一部

地方においては，冬季の生鮮野菜が不足していた。また，一部の事業場では

食料の横流し等も行われており，食料の質と併せ，事業場到着前に罹病，衰

弱していた中国人労働者の疾病，失明及び死亡の原因となった。 

宿舎設備については，整備が間に合っていなかったり，通風採光等の見地

から不衛生であったりという状況が認められた。また，医療施設及び診療状

況，薬品備付等が不十分なものがあった。 

（甲Ａ７の５） 

   エ 死亡者数 

中国人労働者の移入人数３万８９３５名のうち，日本上陸前に船中で死亡

した者が５６４名，上陸後各事業場に受け入れられる前に死亡した者が２４

８名，事業場内で死亡した者が５９９９名，戦後送還前に死亡した者が１０

名，残留中に死亡した者が９名であり，死亡者の合計は６８３０名にのぼる。 

傷害死による死亡者は３２２名であり，このうち，公傷死が２６７名，私

傷死が５５名である。公傷死の主な原因は，落盤，飛石，落石によるものが

最も多く６８名であり，運搬，車両事故によるものが３０名，墜落によるも

のが１４名である。私傷死によるものは，戦災によるものが３５名，渡船転
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覆等水難によるものが１０名，車両によるものが６名である。 

疾病による死亡者は６４３４名であり，このうち，感染疾病に基づくもの

が１９６２名，一般疾病に基づくものが３８８９名，疾病が不明のものが５

８３名である。 

また，自殺による死亡者は４１名，他殺による死亡者は３３名である。 

（甲Ａ７の２，甲Ａ７の４，甲Ａ７の５） 

   オ 疾病，障害の状況 

障害を負った中国人労働者の数は４６７名である。主な障害は，失明が２

１７名，視力障害が７９名，肢部欠損が１３名，肢部機能障害が７０名，指

部欠損が３９名，指部機能障害が３８名である。（甲Ａ７の５） 

⑹ 鹿島組花岡事業場 

   ア 事業場の概要及び移入の経緯 

鹿島組花岡事業場は，秋田県の花岡町（当時）に所在していた，鹿島組の

事業場である。 

鹿島組は，株式会社藤田組（当時）花岡鉱業所における日産２０００キロ

グラムのプラントの選鉱場付帯工事を短期間内に完成させるために，大量の

労働者を必要としていたが，日本人及び朝鮮人労務者の補充が困難であった

ため，１９４２年（昭和１７年）１１月２７日，日本国政府の「華人労務者

内地移入ニ関スル件」に基づき，中国人労働者の移入就労を図ることとした。

その上で，鹿島組において，移入方針及び対策に関する打合せを行い，内務，

外務，厚生，軍需等関係各省の指示，指達事項に基づき，統制団体である日

本土木建築統制組合の援助あっせんを受け，現地供出機関である華北労工協

会と，中国人労働者の移入につき契約を締結することとした。 

鹿島組花岡事業場は，１９４３年（昭和１８年）１２月１５日に開所式が

行われ，１９４４年（昭和１９年）３月１日から業務を開始した。 

    （甲Ｃ１） 
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イ 移入の状況 

鹿島組は，１９４４年（昭和１９年）５月８日，華北労工協会との間で３

００人の訓練生の供出を受ける契約を締結し，同年７月２８日，２９９名の

中国人労働者が青島から乗船し（船中で３名死亡），同年８月８日，２９４名

が鹿島組花岡事業場に受け入れられた（道中で２名が死亡。第１次移入）。 

さらに，１９４５年（昭和２０年）４月１５日，華北労工協会との間で６

００名の行政供出を契約し，同年４月１８日，５８９名の中国人労働者が青

島から乗船し，同年５月５日，５８７名が鹿島組花岡事業場に受け入れられ

た（道中で２名が死亡。第２次移入）。 

そして，華北労工協会との間で，北海道玉川事業場分として契約を締結し

た中国人労働者１００名（行政供出）につき９８名を，事業場間の協議によ

り鹿島組花岡事業場に移入することとし，１９４５年（昭和２０年）５月１

１日，９８名の中国人労働者が青島から乗船し，同年６月４日，９８名の労

働者が鹿島組花岡事業場に受け入れられた（第３次移入）。 

鹿島組花岡事業場に供出された中国人労働者は，出身地が河北，河南，山

東で，最高年齢は６７歳，最年少が１６歳，平均年齢が３５歳であった。家

族構成としては，第１次移入については独身が６割，家族のあるものが４割，

第２次及び第３次移入においては，独身が５割，家族のあるものが５割であ

った。 

（甲Ａ７の４，甲Ｃ１）。 

   ウ 労働内容 

中国人労働者は，鉱滓堆積場工事，同暗渠工事，花岡川改修工事及び大森

川改修工事において，トロッコ押しによる土砂運搬，もっこ担ぎ，掘削，コ

ンクリート固め等の作業を行った。（甲Ｃ１） 

   エ 労務管理の状況 

中国人労働者への指導に当たっては，華北労工協会（北京）から中国人指
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導員１名，華北労工協会東京事務所から日本人指導員１名がそれぞれ派遣さ

れた。 

また，取締りに当たっては，秋田県警察部特高課，大館警察署，花岡警部

補派出所等の警察官憲と密接な連絡をとり，大館警察署及び花岡警部補派出

所等の警察官が，中国人関係係員として見回りをすることがあったほか，専

任警官が１名駐在していた。また後述の花岡事件の後は，警備のため数名な

いし十数名の警官が派遣されることがあった。 

冬場は，氷が張るような状況においても工事が強行され，河川付替作業を

行う中国人労働者の多くは凍傷になった。 

戦後，同和鉱業株式会社の社員であり，秋田県花岡鉱業所に勤務していた

Ｂは，１９４４年（昭和１９年）７月１３日，内務省，厚生省の職員が花岡

鉱山の中国人労働者の管理状況視察及び現地指導のため来山し，Ｂを含めた

鉱山側の労務関係職員と，鹿島組の労務関係職員とに対し，宿舎の構造と設

備が贅沢にすぎる，食料の供給が贅沢すぎる，濡れタオルの水が一滴もなく

なるまで搾り取る方針を採れという指導を行ったと述べている。 

（甲Ｃ１，甲Ｃ６）  

   オ 衣食住の状況 

鹿島組が作成した華人労務者就労顛末報告書には，中国人労働者には，健

康保持及び作業従事に必要な程度の被服の支給がなされており，作業従事の

際は，地下足袋を支給することが理想であったが，国内物資の極度の不足に

より入手できなかったため，各１足の配給にとどめ，藁靴及びわらじを無償

支給したとの記載がなされている。 

また，食料状況については，戦争後期に中国人労働者が移入されたため，

食料が入手できず，補給が不足していたことが記載されている。 

住居については，中国人労働者のための施設として，中山寮という木造平

屋建建物が備えられており，宿舎の１人当たりの面積は，約１畳半であった
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と記載されている。 

戦後のアメリカ軍による調査によれば，中山寮を始めとする設備は非常に

不衛生な状態であったことが指摘されている。 

（甲Ｃ１，甲Ｃ４） 

   カ 花岡事件 

中国人労働者の幹部であったＣ以下数十名は，１９４５年（昭和２０年）

６月３０日午後１０時頃，鹿島組花岡事業場の中山寮において，補導員の寝

室に乱入し，就寝中の補導員９名中４名及び中国人労働者１名を殺害し，２

名に重傷を負わせたほか，事務室倉庫等を破壊し，食料工具毛布等を奪うと

いう暴動を起こし，重傷者を除く全員が逃亡した。捜査の結果，関与したと

される１３名全員が逮捕，検挙され，取調べを受けた。 

花岡事件は，中国人労働者が，普段から，指導員の態度及び逃亡犯や怠慢

者に対する私刑に対し反感及び恐怖感を抱いていたほか，食糧事情が悪化し

て質量ともに低下し，空腹感と健康維持に対する危惧を抱いていたところに，

１９４５年（昭和２０年）６月２７日から県労報主催の突貫週間が開始され

て作業時間が延長され，不満及び恐怖感が頂点に達しつつあり，集団逃亡の

計画があったところに，たまたま他の逃亡した中国人労働者の捜索のため警

備が手薄なところに実行されたと考えられている。 

花岡事件の容疑者として，秋田刑務所に護送された者は，Ｃ，原告Ａ１８，

ａ４ら合計１２名であった。 

１９４５年（昭和２０年）９月１１日，秋田地方裁判所において，Ｃら１

２名は，殺人，殺人未遂の罪で懲役刑の判決を受けた。 

（甲Ａ７の１，甲Ａ７の６，甲Ｃ３） 

   キ 死亡者及び罹病者数等 

鹿島組花岡事業場に移入された中国人労働者のうち，移入時に３名が死亡

し，上陸後受入時までに４名が死亡し，事業場内において４０７名が死亡し，
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戦後残留者のうち４名が死亡し，合計４１８名が死亡した（死亡率４２．３

パーセント）。死亡原因は，疾病によるものが４１６名，自殺によるものが１

名，他殺によるものが１名である。疾病による死亡者４１６名のうち，主な

原因は，赤痢（死亡者５１名），大腸炎（死亡者６８名），敗血症（死亡者３

１名），肺炎ないし気管支炎（死亡者５８名），胃炎ないし腸炎（死亡者１０

６名）である。外務省報告書に記載のある１３５の事業場のうち，鹿島組花

岡事業場の死亡率は５番目に高かった。 

負傷者数は１０２名，罹病者数は１１９０名，障害を負ったものが６名で

ある(負傷者，罹病者については延べ数である。以下同じ。)。 

（甲Ａ７の４，甲Ａ７の５） 

   ク 送還状況 

１９４５年（昭和２０年）１２月３日，残留者４１名を除く５３１名の中

国人労働者が塘沽に集団送還された。（甲Ａ７の４） 

⑺ 藤永田大阪事業場 

   ア 事業場の概要及び移入の経緯 

藤永田大阪事業場は，大阪市内に所在していた藤永田造船所（当時）の事

業場である。藤永田造船所は，艦船製造を行う会社であったが，工員が応召

されるなどして労働力が不足していたため，中国人労働者の移入を実施する

こととなった。（甲Ｄ２） 

   イ 移入状況 

藤永田造船所は，１９４４年（昭和１９年）５月２３日，華北労工協会と

の間で，藤永田造船所が，華北労工協会が供出する労工を使用する契約を締

結し，行政供出の方法により，同年８月５日，１６１名の中国人労働者が塘

沽から乗船し，同月１５日，１６０名が藤永田大阪事業場に受け入れられた

（船中で１名死亡）。 

藤永田大阪事業場に供出された中国人労働者１６１名のうち，最高齢は５
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５歳，最年少が１６歳，平均年齢が３２歳で，家族構成は独身が７４名，家

族のあるものが８６名であった。 

（甲Ａ７の４，甲Ｄ２） 

   ウ 労働内容 

中国人労働者は，造船作業を行い，鉄木工，鉸鋲工，木工，雑工，建築工，

賄夫に分かれて作業を行った。（甲Ｄ２） 

   エ 労務管理の状況 

中国人労働者指導日本人派遣員ないし中国人派遣員は，中国人労働者の監

督指導に当たるとともに，中国人労働者に関する自己の意見及び中国人労働

者一般の希望事項等を事業者側中国人労働者関係職員に伝達していた。また，

俘虜や朝鮮人等との交渉を極力避けるようにされ，官庁の指示により，中国

人労働者一般の単独外出は禁止されていた。（甲Ｄ２） 

   オ 衣食住の状況 

藤永田造船所が作成した華人労務者就労顛末報告書によれば，被服として，

作業服，肌着，チョッキ等が支給されたとされている。 

中国人労働者の宿舎は，外面コンクリート建の２階建ての建物であり，燃

料不足のため，暖房設備はなかった。 

上記報告書には，中国人労働者には，主食はメリケン粉，米を主とし，副

食として，季節野菜等を十分に支給したと記載されている（ただし，戦時中

であることや，後記のとおり，事業場内において死亡者が発生していること

などからすれば，必要な量の食事が支給されていたとは認め難い。）。 

    （甲Ｄ２） 

カ 死亡者及び罹病者数 

藤永田大阪事業場に移入された１６１名の中国人労働者のうち，移入時の

船中で１名が死亡し，事業場内で５名が死亡した（死亡率３．１パーセント）。

死亡原因は疾病であり，伝染病によるものが３名，一般疾病によるものが２
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名，１名は不明である。負傷者は１５６名，罹病者は１０名である。（甲Ａ７

の４，甲Ａ７の５）。 

   キ 送還状況 

１９４５年（昭和２０年）１１月２７日，残留者２名を除く１５３名の中

国人労働者が藤永田大阪事業場を出発し，中国に送還された。（甲Ａ７の４） 

⑻ 港運大阪安治川事業場 

   ア 事業場の概要及び移入の経緯 

港運大阪安治川事業場は，大阪市内にあった港運業界の事業場である。港

運大阪安治川事業場においては，太平洋戦争の開始以降，人手が不足してい

たところ，中国人労働者の日本国内への移入があることを聞き，これを申し

込んだ。（甲Ｄ１の１） 

   イ 移入状況 

港運大阪安治川事業場には，日本港運業界と華北労工協会との間の２００

名の行政供出の契約に基づき，１９４４年（昭和１９年）１０月１０日，２

００名の中国人労働者が塘沽から乗船し，同月１９日，港運大阪事業場に受

け入れられた。 

港運大阪安治川に供出された２００名の中国人労働者は，最高齢が５３歳，

最年少が１７歳で，平均年齢は２７歳であった。家族構成については不詳で

ある。 

（甲Ａ７の４，甲Ｄ１の１） 

   ウ 労働内容 

中国人労働者は，大阪港石炭運送株式会社専属の荷役労務員として，石炭

集散地である安治川沿岸を中心に，主に築港，木津川，尻無川の各沿岸にお

いて労働し，時には解体作業を行っていた。（甲Ａ７の６，甲Ｄ１の１） 

   エ 労務管理の状況 

事業場は，官憲の指導の下，関係職員らができ得る限り意思疎通を図り，
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作業能率を増進するものとされていた。現場への往復に当たっては指導員が

引率していた。（甲Ｄ１の１） 

オ 衣食住の状況 

港運大阪安治川事業場の作成した事業場別華人労務者調査報告書には，中

国人労働者には，被服として，作業服，シャツ，靴下，地下足袋等が配給さ

れた旨記載されている。 

食事については，上記報告書には，十分な支給をするため常に努力し，メ

リケン粉，米，野菜，漬物等を提供したと記載されている（ただし，戦時中

であることや，後記のとおり，事業場内において死亡者が発生していること

などからすれば，必要な量の食事が支給されていたとは認め難い。）。 

宿舎は，木造の中２階で，別棟には炊事場，浴場があった。 

（甲Ｄ１の１） 

カ 死亡者及び傷病者数 

港運大阪安治川事業場に移入された中国人労働者２００名のうち，事業場

内で１２名が死亡した（死亡率６パーセント）。死亡原因は疾病であり，伝染

病によるものが６名，一般疾病によるものが６名である。罹病者は２１１名

である。（甲Ａ７の４，甲Ａ７の５，甲Ｄ１の１） 

キ 送還状況 

中国人労働者１８８名は，１９４５年（昭和２０年）１１月１２日，塘沽に

送還された。（甲Ａ７の４） 

⑼ 港運大阪川口事業場 

   ア 事業場の概要及び移入の経緯 

港運大阪川口事業場は，日本港運業界に所属し，１９４４年（昭和１９年）

１０月１８日，大阪市西区内に開設された。 

日本港運業界は，戦局が苛烈になるに伴い，港湾荷役及び鉄道運輸の労務

者の需給の要望が高まったため，運通省のあっせんにより，華北労工協会と
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契約を締結し，港運大阪川口事業場には，２００名の行政供出がなされた。 

（甲Ｄ２５の２） 

   イ 移入の状況 

２００名の中国人労働者は，１９４４年（昭和１９年）１０月１０日，塘

沽から乗船し，同月１９日，港運大阪川口事業場に受け入れられた。 

港運大阪事業場に供出された中国人労働者は，最高齢が５１歳，最年少が

１７歳，平均年齢が３０歳であり，大部分が独身であった。 

（甲Ａ７の４） 

   ウ 労働内容 

湾岸倉庫，鉄道荷役（甲Ａ７の６） 

エ 労務管理の状況 

港運大阪川口事業場においては，中国人労働者を監督する者として選任指

導者が置かれ，警察署からは，特高係１名のほか，巡査２名の常置派遣を受

け，外事課近畿海運局より，専任係員が随時出張し，指導監督に当たった。

（甲Ｄ２５の２） 

   オ 宿舎の状況 

宿舎は，３階建（地下１階）の洋風建物であった。（甲Ｄ２５の２） 

カ 死亡者及び傷病者数 

港運大阪川口事業場に受け入れられた中国人労働者２００名のうち，事業

場において１１名が死亡した（死亡率５．５パーセント）。死亡原因は疾病で

あり，伝染病によるものが８名，一般疾病によるものが３名である。また，

負傷者は２２名，罹病者は８８名である。（甲Ａ７の４，甲Ａ７の５） 

キ 送還状況 

中国人労働者１８９名は，１９４５年（昭和２０年）１１月１２日に塘沽

に送還された。（甲Ａ７の４） 

⑽ 港運大阪築港事業場 
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ア 事業場の概要及び移入の経緯 

港運大阪築港事業場は，大阪にあった港運業界の事業場である。同事業場

は，日本国政府の命により，日本港運業界大阪支部の下に，大阪築港管理事

務所を設置した。（甲Ｄ２４の１１） 

   イ 移入状況 

港運大阪築港事業場には，福昌華工との１９１名の特別供出の契約に基づ

き，１９４４年（昭和１９年）４月，１９１名の中国人労働者が大連から乗

船し，同月２０日，港運大阪築港事業場に受け入れられた。また，華北労工

協会との間における２７０名の行政供出契約に基づき，同年１０月１６日，

２７０名の中国人労働者が塘沽から乗船し，同月２２日，２６９名が港運大

阪築港事業場に受け入れられた（船中で１名死亡）。 

港運大阪築港事業場に供出された中国人労働者の年齢構成及び家族構成

は不詳である。 

（甲Ａ７の４） 

 ウ 労働内容及び労務管理 

中国人労働者は，主として船内荷役をし，沿岸倉庫等の荷役作業にも従事

した。事業場は，官憲の指導により，中国人労働者を日本人及び朝鮮人とは

隔離して処遇していた。（甲Ａ７の６，甲Ｄ２４の１１） 

   エ 衣食住の状況 

事業場報告書には，衣服は，移入時に着用していた服の上に，厳寒作業中

は防寒のために毛布を代用していたこと，食料についても，日本人及び朝鮮

人と同様の量を与えられていたが，副食物は不十分であったこと，戦争後期

は食料の入手に苦労をしていたことが記載されている（ただし，戦時中であ

ることや，後記のとおり，事業場内において死亡者が発生していることなど

からすれば，必要な量の食事が支給されていたとは認め難い。）。 

宿舎は，大阪市八幡屋北国民学校分教場を借り受けて使用していたが，１
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９４５年（昭和２０年）６月１日に戦災により焼失してからは，安治川宿舎

を使用し，同年７月１日に大阪市営築港公設市場を借用していた。 

（甲Ｄ２４の１１） 

オ 死亡者及び傷病者数 

外務省報告書によれば，港運大阪築港事業場に移入された中国人労働者４

６１名のうち，１名が移入時の船中で死亡し，事業場内で５５名が死亡し，

合計５６名が死亡したとされている（死亡率１２．１パーセント）。死亡原因

については，傷害が５名，疾病が５１名で，疾病死のうち，伝染病が１６名，

一般疾病が３０名，不名が５名であるとされている。 

負傷者は２７名，罹病者は２６９名，障害を負ったものが１名である。（甲

Ａ７の４，甲Ａ７の５） 

カ 送還状況 

第一次移入者のうち１８２名（９名が事業場内で死亡）が，１９４５年（昭

和２０年）１１月６日，港運大阪築港事業場を出発し，大連に集団送還され

た。第二次移入者のうち１名の残留者を除く２０８名（４６名が事業場内で

死亡）が，同月１２日，塘沽に集団送還された。なお，第二次移入者のうち

１４名は中途帰国している。（甲Ａ７の４，甲Ｄ２４の４） 

⑾ 原告ら及び本件被害者ら 

ア ａ１及び原告Ａ１ 

     原告Ａ１の父ａ１は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事した

後，１９４５年（昭和２０年）９月４日，黄疸で死亡した。（甲Ａ６の１，

甲Ｅ１の１，甲Ｅ１の５） 

     原告Ａ１は，陳述書（甲Ｃ１６の１，甲Ｃ１６の２）において，以下の

とおり供述している。 

      父ａ１は，１９４５年（昭和２０年）の旧暦１月２３日に，私服の漢奸

（日本国に協力する中国人）に連れ出され，日本軍に捕まって花岡で労工
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にさせられた。その後，父ａ１が日本で亡くなったことを聞き，当時の家

族である祖母，母，姉及び兄は全員非常に衝撃を受けた。家族の生活は苦

しく，いつも飢えに耐えながら生活し，そのような中，母は病気で倒れ，

６４歳で死亡した。原告Ａ１は，父ａ１が連れ出された後の同年の旧暦３

月１日に生まれたため，父ａ１に会ったことがなく，その愛情を受けたこ

ともない。 

イ ａ２及び原告Ａ２ 

     原告Ａ２の父ａ２は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事して

いた。（甲Ｃ１７の２，甲Ｅ２の１，甲Ｅ２の５） 

 原告Ａ２は，陳述書（甲Ｃ１７の１，甲Ｃ１７の２）において，以下の

とおり供述している。 

父ａ２は，周囲の多くの青年たちとともに，中国共産党の影響下，革命

組織に参加していた進歩青年であったが，１９４５年（昭和２０年）３月

１５日，１９歳の時に，党組織の会議に参加するための準備をしていたこ

とを知った日本兵に包囲されたため，同志を逃がして自らは捕まり，しば

らく監禁された後，青島に送られて日本に向かう船に乗せられ，同年５月

５日，鹿島組花岡事業場に到着し，強制労働に従事させられた。父ａ２は，

終戦後，中国の天津に戻ったが，そのときには骨と皮ばかりにやせ細って

いた。父ａ２が捕まった後，祖父は心労のため死亡し，祖母も泣き続けた

余り失明した。父ａ２は，その後，兵として多くの功績を挙げ，１９７０

年（昭和４５年）に退職し，１９８５年（昭和６０年）５月，６０歳で死

亡した。 

ウ ａ３及び原告Ａ３ 

     原告Ａ３の父ａ３は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事し，

１９４５年（昭和２０年）７月７日，胃腸カタル，日射病で死亡した。ａ

３は，日本では，ａ３’と名乗っていた。（甲Ａ６の１，甲Ｅ３の４，甲Ｅ
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３の５） 

     Ｄは，陳述書（甲Ｃ１８の１，甲Ｃ１８の２）において，自らは原告Ａ

３の子であると述べ，子供の頃祖母からよく聞かされた話として，以下の

とおり供述している。 

      祖父のａ３は，戦前，布を売って生計を立て，曾祖父母，原告Ａ３，伯

父，祖母とともに裕福な家庭環境で過ごしていたが，日本軍による悪行の

ため，商売ができずに生活苦となった。祖父ａ３は，抗日聯軍に所属し，

捕まったときに備えて身分を隠すため，ａ３からａ３’に改名していたが，

１９４３年（昭和１８年）１月に開かれた重要な会議の席で，裏切りによ

って捕まって投獄され，以後は音信不通になった。残された家族は飢えと

寒さに苦しみ，家族は，祖母と原告Ａ３の２人を残して相次いで亡くなっ

た。戦後，祖母は，仲間が持ち帰った祖父ａ３の遺骨と対面した。 

エ ａ４及び原告Ａ４ 

     原告Ａ４の父ａ４は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事した。

（甲Ｅ４の１，甲Ｅ４の２） 

父ａ４は，花岡事件の被疑者として，１９４５年（昭和２０年）７月１

３日，秋田刑務所に護送され，同年９月１１日，秋田地方裁判所において

殺人及び殺人未遂の罪で懲役１０年の判決を受けた。（甲Ｃ３） 

     Ｅは，陳述書（甲Ｃ１９の１，甲Ｃ１９の２）において，自らは原告Ａ

４の子であると述べ，以下のとおり供述している。 

      祖父ａ４は，国民党の軍に所属していたが，１９４４年（昭和１９年）

春に，日本国の捕虜となり，鹿島組花岡事業場で１年余り労役を強いられ，

耐え難い状況の中，大隊長の指導の下，中隊長として花岡事件の暴動を起

こした。秋田刑務所においても虐待を受け，戦後は，東京裁判において証

人となった。 

１９４８年（昭和２３年）の秋頃，帰国して兵役に就き，１９５０年（昭
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和２５年）２月１日に除隊し，１９８１年（昭和５６年）６月１７日に病

死した。 

オ ａ５及び原告Ａ５ 

     原告Ａ５の父ａ５は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事した。

（甲Ｃ２２の１，甲Ｃ２２の２，甲Ｅ５の４，甲Ｅ５の５）  

 原告Ａ５は，陳述書（甲Ｃ２２の１，甲Ｃ２２の２）において，以下の

とおり供述している。 

１９４５年（昭和２０年）旧暦２月１８日，日本軍らが山東省荘平県張

家楼村を襲撃し，村の老若男女３３３名が殺害され，２７１名が負傷した。

このとき，父ａ５は，隣家の干し草の中に隠れていたところを，銃剣で足

を７，８か所刺され，捕まった。 

父ａ５は，荘平県にある牛舎に監禁された後，済南まで連行され，青島

から貨物船に乗って鹿島組花岡事業場まで連れていかれた。現場では重労

働を強いられ，少しでも仕事が遅いと殴られた。食べ物はどんぐりの粉で，

満腹にならないばかりか，よくお腹を下し，多くの者が餓死したり，殴り

殺されたりした。父ａ５らは，日本国の補導員による虐待に耐えかね，花

岡事件を起こし，獅子が森に逃げ込んだが，大勢の警察と地元の村民らが

山狩りを始め，父ａ５は，捕まって縄で縛られたまま共楽館広場に連行さ

れた。一面の砂利石の上に，膝立ちの姿勢でひざまずかされ，膝が破れ，

骨が見えるほどになり，３日３晩飲み物も食べ物も与えられず，灼熱の日

ざしにさらされ，このときにも多くの者が死んでいった。その後，再び現

場に連れ戻され，重労働を強いられた。 

１９４５年（昭和２０年），父ａ５は中国に戻ったが，２番目の叔父と子

供２人が日本兵に殺されていたことを知り，精神的ショックで胃潰瘍と精

神錯乱を患い，１９７９年（昭和５４年）には脳血栓のため半身不随にな

り，１９９２年（平成４年）に亡くなった。 
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カ ａ６及び原告Ａ６ 

     原告Ａ６の父ａ６は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事した。

（甲Ｃ２０の１，甲Ｃ２０の２，甲Ｅ６の１，甲Ｅ６の２） 

 原告Ａ６は，陳述書（甲Ｃ２０の１，甲Ｃ２０の２）において，以下

のとおり供述している。 

父ａ６は，１９４５年（昭和２０年）２月，トーチカを築きに来ていた

日本軍に抗議したため漢奸に捕らえられ，青島の倉庫に監禁され，貨物船

で日本に送られ，花岡の中山寮に連行された。 

中国人労働者は，凍えるような寒さの中で，セメント袋を体に巻いて防

寒し，どんぐりを挽いて蒸したもので飢えをしのいでいた。木造の部屋で

雑魚寝をしていたが，雨風をしのぐことはできず，室内は薄暗く湿気に覆

われ，地面は絶えず水が滴り，蚊にかまれて全身のかさぶたから血が流れ

ていた。作業は，鉱毒の発生を防止する池を迂回するため，山に沿って暗

渠を掘る，土石で一杯になったもっこを２人で運ぶというものだった。１

度に運ぶ重さは数百斤で，１日十数時間も働かされ，補導員は，絶えず罵

り叫びながら中国人労働者を監視し，容赦なくこん棒で殴っていた。１９

４５年（昭和２０年）６月，突貫工事が始まり，中国人たちの労働時間は，

毎日十二，三時間であったのが十五，六時間に延長され，そうであるのに

食料は少しも増えず，餓死者はますます増えていき，ひそかに野草やわら

半紙を口に入れて飢餓に耐えていた。父ａ６は，花岡事件の際には，棒で

背中や腰を殴打され，腰部は内出血で腫れ上がり，帰国後も，雨天や曇天

の際には，激しい痛みが残存していた。 

終戦後の１９４５年（昭和２０年）１２月３日に塘沽港に到着し，徒歩

により帰宅した。１９４６年（昭和２１年），眉村郡の武装工作隊に入った

ものの，１９４９年（昭和２４年），花岡で罹患した気管支炎，胃潰瘍が悪

化したため故郷に戻り，農業，中国共産党支部の書記，高校の運営に携わ
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っていたが，１９９７年（平成９年）１０月２１日，肺の病気で死亡した。 

キ ａ７並びに原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０ 

 原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０の父ａ７は，１９２８

２） 

 父ａ７は，平成２７年（２０１５年）５月１６日，原告ら代理人に対

し，以下のとおり述べた。（甲Ｃ２３の３） 

１９４３年（昭和１８年），河北省唐山市玉田県のゲリラ小隊に加わ

り，日本軍と戦っていたが，同年か翌年の冬，任務遂行中に，日本軍等

に捕まった。その後，遵化監獄に連行され，唐山への移送を経て，北京

の西苑の拘置所で１か月ほど過ごし，青島に移送され，鉱石の運搬船で

鹿島組花岡事業場に連れていかれた。 

当時１６歳であったが，事業場では，建物を建てたり，隊長の世話係

として働いたりしていた。仕事ができなかったり，話が分からなかった

りしたときには，補導員から平手打ちを受けた。 

冬は，中国にいた際に着ていた単衣の服以外に，支給された服１枚し

かなく，寒さのあまり現場に置いてあるセメント袋を切り裂いて身に着

けていた。 

花岡事件の際は，暴動には参加しなかったが，周りの中国人労働者と

ともに布団１枚を背負って獅子が森に逃げ込み，憲兵及び警察官の山狩

りによって捕まえられた。人数を数えられるたびに１人１人こん棒で頭

を殴られ，共楽館広場において，厳しい日ざしの中，２日間砂利石だら

けの地面にひざまずかされ，水も食料も与えられず，警察官にこん棒で

殴られた。このときには，飢え，暑さ，病気などにより１００名余りが

死亡し，死体はトラックで運ばれていった。 

戦後，帰国したが，体はリウマチに侵され，手が震えるようになり，
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物がつかめなくなり，農業に従事していたが，６０年以上にわたり仕事

に支障が生じた。 

 原告Ａ７は，陳述書（甲Ｃ２３の１，甲Ｃ２３の２）において，以下の

とおり陳述している。 

原告Ａ７が生まれる前に，当時一家で唯一の労働力だった父ａ７が強制

連行され，残された家族は極めて苦しい状況に追い込まれ，祖母と母が物

乞いをしながら，その後生まれた原告Ａ７を養育してきた。 

父ａ７は，帰国後，全身傷病に苦しみ，重労働ができなくなった。この

ため，母が働いて原告Ａ７を含む４名の子（以下「原告Ａ７ら」という。）

を養育してきたが，過労がたたって１９５６年（昭和３１年）に死亡し，

祖母が原告Ａ７らを連れて物乞いをし，ようやく生き延びた。原告Ａ７ら

は，進学することも，軍に入ることも，仕事に就くことできず，差別を受

け続けた。 

ク ａ８及び原告Ａ１１ 

     原告Ａ１１の父ａ８は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場で労務に従事し

た。（甲Ｅ８の１，甲Ｅ８の５） 

 原告Ａ１１は，陳述書（甲Ｃ２１の１，甲Ｃ２１の２）において，以下

のとおり供述している。 

父ａ８は，１９３９年（昭和１４年）に中国共産党に加わったが，１９

４４年（昭和１９年）４月，任務遂行中に日本国の特務機関に捕まり，無

極県の日本憲兵隊に連行され，何度も拷問を受けた後，石門市の俘虜収容

所でひどい待遇を受けた。同年５月，北平西苑の一四一七憲兵甦生隊に移

され，ここでもひどい待遇を受けた。同年８月，青島に送られた後，貨物

船に乗せられて，花岡に連行され，耐え難い重労働を強いられ，虐待と非

人道的な境遇を受けた。父ａ８は，帰国後も，長期にわたり部隊で働いて

いたが，日本に行った経緯が誤解され，父ａ８の仕事や子の入隊及び仕事
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にも影響した。父ａ８は，花岡受難者聯誼会の会長を務め，生存している

中国人労働者や遺族とともに，鹿島建設（旧鹿島組）との間で和解を成立

させた。 

ケ ａ９及びａ１０並びに原告Ａ１２ 

  原告Ａ１２の祖父ａ９及び父ａ１０は，日中戦争中，鹿島組花岡事業場

で労務に従事した。祖父ａ９は，１９４５年（昭和２０年）７月１２日，

赤痢で死亡した。（甲Ａ６の１，甲Ｃ２４の１，甲Ｃ２４の２，甲Ｅ９の１，

甲Ｅ９の２，甲Ｅ９の５） 

 原告Ａ１２は，陳述書（甲Ｃ２４の１，甲Ｃ２４の２）において，以下

のとおり供述している。 

祖父ａ９は，１８９４年（明治２７年）生まれであり，父ａ１０は１９

２６年（大正１５年）生まれである。ａ９の家は製紙業を営んでいたとこ

ろ，その製品を八路軍（日中戦争期に華北で活動した中国共産党軍）に提

供していたために，１９４４年（昭和１９年）４月８日，祖父ａ９が，保

定城内で紙を売り終えて帰宅する途中に日本軍らに捕まった。父ａ１０は，

祖父ａ９を救い出すために家財一切を売り払ったが，八路軍に通じている

と疑われ，同月２２日早朝，日本国の憲兵と中国の特務により，自宅から

連行された。その後，祖父ａ９と父ａ１０は，石門南兵営，北京の西苑俘

虜収容所，青島を経て，鹿島組花岡事業場まで連行された。 

祖父ａ９及び父ａ１０は，その後老人班に入れられ，山で柴刈りをして

運搬する仕事を行っていたが，１９４５年（昭和２０年）３月，祖父ａ９

は，過労と飢餓によって倒れたため，病舎に入れられ，父ａ１０も看護班

に配転された。鹿島組花岡事業場では，医者も薬も欠乏しており，病人は

治療を受けることもなく，食料を半減され，死を待つばかりであった。看

護の仕事の内容は，毎日のように亡くなった中国人労働者の死体を火葬す

るというものであった。祖父ａ９は，飢えのあまり，日本国の補導員が食
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事の号令をかける前に食べ物に手をかけたことから，補導員に殴られて病

状が悪化し，同年６月中旬に死亡した。父ａ１０は，花岡事件に参加して

捕えられた後，他の中国人労働者とともに一面砂利石が引かれていた共楽

館広場に３日３晩ひざまずかされ，少し動いただけで警官から殴られ，前

歯も折られた。事件後，祖父ａ９を含む１００名以上がまとめて火葬され

た。父ａ１０は，どれが祖父ａ９の遺骨か分からず，やむなくいくつかの

遺骨を拾った。 

戦後，父ａ１０は帰国した。 

コ ａ１１並びに原告Ａ１３及び原告Ａ１４ 

  原告Ａ１３及び原告Ａ１４の父ａ１１は，日中戦争中，藤永田大阪事業

 

     原告Ａ１４は，陳述書（甲Ｄ３０の１，甲Ｄ３０の２）において，父

ａ１１から，当時の状況を以下のとおり聞かされていたと供述してい

る。 

１９４３年（昭和１８年），県医学学校の学生だった１６歳のときに，漢

奸に捕まり，監禁された。食べ物もろくに与えられず，夜になると木で作

った籠の中に入れられ，監視員が顔を洗ったあとの水しか飲めない状況で

あった。 

その後，塘沽に連れていかれたが，そこでの規則を知らなかったため，

怒鳴られたり，殴られたりしてすごした。食べ物は，トウモロコシの粉で

作ったマントウ１個だけで，中まで火が通っておらず，生であったため，

多くの人が下痢になり，病気になる者が続出していた。病気になっても治

療を受けることができず，放置され，数日後にはそのまま死ぬという状況

であった。 

１か月後，船で日本に向かい，藤永田造船所まで連行され，大きな木造

の建物に住まわされた。若かったため，比較的軽い仕事を与えられたが，
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毎食１個の小さなマントウが支給されるだけでいつも空腹であり，冬も一

重の服しかなかったため，セメント袋を体に巻き付けて暖をとっていた。

日本人の監督からは殴られたり，けがをしても休むことなく働かされたり

した。 

昭和２０年（１９４５年）８月頃，空爆が始まり，宿舎は破壊された。

終戦後の同年１１月頃，船で塘沽まで戻り，物乞いをしながら帰郷した。 

サ ａ１２及び原告Ａ１５ 

  原告Ａ１５の父ａ１２は，１９４４年（昭和１９年）１０月１０日，青

島から乗船し，同月１８日，大阪築港に到着し，同月１９日，港運大阪築

港事業場で労務に従事した。戦後，１９４５年（昭和２０年）１１月博多

から出港し，同月１２日，帰国して塘沽に到着した。（甲Ｄ１の１，甲Ｅ１

１の１，甲Ｅ１１の２） 

 原告Ａ１５は，陳述書（甲Ｄ１１の１，甲Ｄ１１の２，甲Ｄ２２の１，

甲Ｄ２２の２）において，以下のとおり供述している。 

父ａ１２は，１８歳であった１９４４年（昭和１９年）７月，行商先の

原武県（現在の原陽）で日本軍に捕まり，その後，県城北関小駅の建物に

連行された。翌日，同様に捕まっていた他の約１００名とともに，有蓋車

に詰め込められて新華院に送られ，そこで１か月の間，１日１０時間を超

えて，山で穴を掘りガソリンを埋める労働をさせられていた。まともな衣

服もない状態で，毎日粗末な食事をとり，日本人の監督から暴行も受けて

いた。その後，日本人に監視された状態で汽車に乗せられて青島に送られ，

同年１０月１９日，船で青島を出発し，日本まで向かうこととなった。船

中では毎日トウモロコシの粉で作ったマントウ１つとニンニクだけでし

のいでいた。 

父ａ１２は，１９４４年（昭和１９年）１０月１８日，大阪築港に上陸

し，翌１９日，港運大阪安治川事業場に連行された。同事業場では，船で
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石炭の荷役作業を行った。毎朝６時に僅かな食事をとり，日本人に連れら

れてふ頭まで行き，百斤を超える石炭を天秤棒で運び，午後にマントウ１

つと水だけが支給された後，引き続き荷役作業を行い，１日十数時間働い

ていた。食事が粗末なため，中国人労働者は骨と皮ばかりにやせ細った。

病気になった者は，治療を受けることなくそのまま死んでいった。 

終戦後，１９４５年（昭和２０年）１１月１２日に塘沽に送還されたが，

日本にいた際に患った胸の病気のために働くことができず，八路軍に加わ

ったが，１年余りで病気により除隊した。 

父ａ１２は，１９８５年（昭和６０年），肺結核及び肺気腫と診断され，

専門病院で１か月入院した。しかし入院費が払えなくなったため，地元の

病院でさらに１か月入院し，その後も医療費がかさんだため，自宅で療養

した。入院費のための借金と，毎日の薬代，注射代で生活は苦しいもので

あった。原告Ａ１５は，父ａ１２が働けないため，母と姉と共に農業を行

っていた。 

自宅療養を続けていた父ａ１２は，１９９８年（平成１０年）１２月２

１日，肺気腫による呼吸困難で死亡した。 

原告Ａ１５は，１９９９年（平成１１年）には，父ａ１２の入院費の返

済ができなかったため，１週間拘置所に入れられるなどしたが，２０１０

年（平成２２年）にようやく借金の返済を終えた。 

シ ａ１３及び原告Ａ１６ 

  原告Ａ１６の祖父ａ１３は，１９４４年（昭和１９年）１０月２２日，

華北労工協会の行政供出により，藤永田大阪事業場で労務に従事し，終戦

後，１９４５年（昭和２０年）１１月１２に日に塘沽に送還された。（甲Ｅ

１２の１，甲Ｅ１２の４，甲Ｄ２９） 

     原告Ａ１６は，陳述書（甲Ｄ２６の１，甲Ｄ２６の２）において，以下

のとおり供述している。 



 

42 

 

祖父ａ１３は，１９４４年（昭和１９年）７月１８日，日本兵に捕らえ

られ，石家庄の南兵営にある労工訓練所に送られた。労工訓練所は，鉄条

網や電気を通した鉄条網，水溝に囲まれ，数十メートルごとに見張り台が

あり，各所に重装備の兵士が見張っていた。食事は１日２食の高粱飯であ

った。ダニやノミであふれていた不衛生な小さな小屋に数十人が押し込め

られ，日本兵に警棒で殴られたり，全く日のささない水牢に入れられたり

して，毎日七，八十人が死んだ。病人が出ても治療は受けられず，息のあ

るうちから万人坑（生き埋めにするための場所）に投げ込まれた。同年９

月２８日，塘沽収容所に送られ，そこでは１日にトウモロコシの粉で作っ

た小さな餅２つと冷たい水を与えられるのみで，食べると腹を下すような

状態であった。そこにいる人々はもはや立つことさえできず，喉が焼き付

くように乾いていたため，水たまりに群がって泥水を飲んでいた。こうし

た境遇に耐え切れずに，何人かが脱走を試みたが，日本兵に捕まり，丸裸

にされた上，鉄条網を支えていた柱に縛り付けられ，凍死か餓死させられ

た。 

１９４４年（昭和１９年）１０月１６日，塘沽から船に乗せられ，同月

２２日，大阪に到着し，築港一帯で囚人同様の生活を強いられた。築港で

は，食べ物にも事欠き，体にはぼろ毛布を羽織り，ぼろ靴を履いていた。

冬も一重の服で，屋内には火もなく，板張りのみすぼらしい小屋で生活を

していた。海辺で貨物船の荷役を毎日１３時間くらい強いられ，少しでも

作業が遅いと監督にさんざん殴られた。傷病者に対してもまともな治療は

なく，飢えと寒さで２０名余りが死んだ。荷役の他，大阪市内まで石炭を

運ばされたり，三菱株式会社や三井造船まで荷物を運ばされたりした。劣

悪な労働環境であり，風呂も入れないために，体の至るところに潰瘍がで

きており，治療も受けられないため，異臭を放ち，街で日本人から大声で

「くさい，くさい。」と叫ばれた。 
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戦後，帰国したが，日本での虐待によって全身が疥癬に侵され，生活能

力を失った。その後，１９９１年（平成３年）に病気で死亡した。 

祖父ａ１３が連行された後，祖母と当時９歳の母が残され，３か月後，

祖母は男子を産んだが，労働力を奪われ，畑仕事をする者がいなかったた

め，食べ物さえ買えず，子は餓死してしまった。祖父ａ１３を取り戻すた

めに家を売り，漢奸にお金を払ったが，取り戻すことはできず，苦しい生

活の中，泣き続けた祖母は失明してしまった。 

ス ａ１４及び原告Ａ１７ 

 原告Ａ１７の父ａ１４は，日中戦争中，港運大阪川口事業場で労働を行

った。（甲Ｄ１５の１，甲Ｄ１５の２，甲Ｅ１３の１，甲Ｅ１３の２） 

 父ａ１４は，２０１０年（平成２２年）８月１９日，原告Ａ１５に対し，

以下のとおり述べた。（甲Ｄ１５の１，甲Ｄ１５の２） 

１９４４年(昭和１９年），抗日遊撃隊に加わったが，漢奸に売り渡され，

戦いを経て日本兵に捕まり，縄で縛られたまま洛陽にある西宮の営倉に連

れていかれ，２０日ほど，生のトウモロコシの粒や汚れた水を飲む日々を

送った後，新華院に送られた。そこでは，１日２回の食事が支給され，板

張りで寝ていた。１週間後，青島に行き，船で日本に向かった。船中では，

鉱石の上に座って寝ていた。日本に到着後，港運大阪川口事業場に送られ，

１枚１５キログラム以上ある鉄の板を１日何トンも船から降ろすなどの

荷役作業を行った。トロッコを押して物を運んでいた際，下り坂で止めら

れず，トロッコが柱にぶつかって横転し，物が落ちてしまい，監視に木刀

でたたかれ，足で蹴られたことがあった。食事は，朝にはマントウ１個と

黒い粉のかゆ１椀，昼にはおにぎり１個，夜にはマントウ１個にかゆ１杯

が支給されるのみであった。賃金は全く支払われていない。終戦後，中国

に戻り，国民党で兵役に就き，退役後は鋼鉄工場で運転手になったが，１

９６０年（昭和３５年）に，日本で労工になっていたことが原因で故郷に
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戻り，農業を行っていた。 

     原告Ａ１７は，陳述書（甲Ｄ２７の１，甲Ｄ２７の２）において，上記

 

原告Ａ１７が５歳の頃，家の入口に毎日「叛徒」，「特務」，「自白しろ」

などと記載された多くの壁新聞が張られ，多くの人々が家にやってきて，

父ａ１４を指さして罵った。学校に行くようになっても，誰も遊んでくれ

ず，唾を吐きかけてくる者がいて，「叛徒」，「悪者の娘」と言われた。 

１９７５年（昭和５０年），兄は徴兵募集に応じたが，政治審査で父ａ１

４の経歴が問題となり，審査で落とされた。自身も，１９７６年（昭和５

１年）に女性兵士に応募したが，同様の理由により審査で落とされた。父

ａ１４は，濡れ衣が晴れたあと，ようやく仕事に復帰でき，１９８５年（昭

和６０年）に退職したが，２０１１年（平成２３年）５月１０日に病死し

た。 

セ 原告Ａ１８ 

 証拠（甲Ａ４，甲１２，甲１３の２，甲Ｃ３，甲Ｅ１４の５の１，甲Ｅ

１４の５の３，原告Ａ１８本人）によれば，以下の事実が認められる。 

原告Ａ１８は，１９２３年（大正１２年）５月１８日，河北省新楽県化

皮村で生まれ，家業の農業の手伝いをしていたが，日本軍の攻撃や略奪に

より農作業ができなくなったため，１９歳で中国共産党に入党し，八路軍

に加わり，ゲリラ隊に所属していた。 

１９４４年（昭和１９年）春，任務遂行中に，日本軍に戦闘の末捕ま

り，有蓋車に詰め込まれて鉄条網，高圧線と深さ４メートルくらいの堀で

囲まれた石門俘虜収容所に連行された。逃げようとした者が感電死したこ

ともあった。そこでの食事は１回１杯の高粱飯であり，飢えと病気で多く

の者が亡くなった。また，特に訓練を受けることもなかった。 

石門俘虜収容所から，日本兵の監視の下，有蓋車で３日をかけて北京西
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苑収容所に連行されたが，その間，飲食物を与えられず，閉じ込められた

ままであった。移動中に多くの者が死亡し，死体は外に投げ捨てられた。 

西苑収容所では，ハエたたきの仕事をしたり，草むしりをしたりしてい

た。その後，青島から船に乗り，鉄鉱石の上に寝かされ，日本に向かっ

た。 

日本に到着した後，鹿島組花岡事業場に連行され，暗渠で仕事をした

り，宿舎である中山寮の近くの土地で畑を作るなどしていたが，賃金は支

給されていない。 

食事は３回で，朝昼はどんぐりの粉でつくったウオトウで，食べると下

痢をした。山に行って木の葉や野草を採ってきて食べており，夜はどんぐ

りの粉の入ったかゆがでた。 

１日に十五，六時間ほど働き，堀を掘るときには水が足に浸かったまま

作業をしたため，凍傷になった。 

その後，花岡事件を起こし，獅子が森に向かったが，そこで銃で撃た

れ，今でも顔に傷が残っている。容疑者として逮捕された後，厳しい取調

べを受け，秋田地方裁判所で，補導員を殺害したことにより懲役６年の判

決を受けた。 

終戦後，帰国し，家族に会い，抱き合って泣いた。中国共産党に復党し

たいと頼んだが，相手にしてもらえなかった。 

ソ ａ１５及び原告Ａ１９ 

  原告Ａ１９の父ａ１５は，１９４４年（昭和１９年），華北労工協会の行

政供出により塘沽から乗船し，同年１０月２２日大阪に上陸し，同日，港

運大阪築港事業場に移入され，労働を行った。その後，１９４５年（昭和

２０年）１１月６日，港運大阪築港事業場を出発し，博多から乗船し，同

月１２日，塘沽に送還された。（甲Ｄ２４の５，甲Ｅ１５の１，甲Ｅ１５の

２） 
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 原告Ａ１９は，陳述書（甲Ｄ２８の１，甲Ｄ２８の２）において，以下

のとおり供述している。 

父ａ１５は，中国共産党に入党し，村民兵連連長を務めていた。１９４

４年（昭和１９年）旧暦７月８日，民兵を率いて地下道を掘り，深夜，家

で休んでいたところ，漢奸が引き連れてきた日本兵数人により，父ａ１５

らを銃剣で脅して監禁し，拉致した。父ａ１５が捕まり，主要な働き手が

いなくなったため，残された家族は生活が極めて困難になった。 

父ａ１５は，石家庄南兵営に護送され，十分な食事や衣服を与えられず，

虐待も受けた。１９４４年（昭和１９年）９月初め，天津の塘沽港に護送

され，同年１０月に貨物船で大阪築港に連行された。築港では，１人で１

００キログラムの麻袋を運ばされ，運べない場合には，日本人の監督にひ

ざまずかせられ，死ぬほど殴りつけられた。食事は主にどんぐりの粉で，

毎日十数時間の労働を強いられた。父ａ１５は，十二指腸潰瘍や腰を患っ

たが，治療を受けることはできなかった。 

父ａ１５は，１９４５年（昭和２０年）に帰国して，１９４８年（昭和

２３年）には中国人民解放軍に参加したが，病気がちのために退役して就

労し，文化大革命中に，日本に連行されたという理由のみで迫害され，死

亡した。なお，原告Ａ１９は，父ａ１５の亡骸を見ることができず，遺骨

も引き渡されなかった。 

タ 原告Ａ１８を除く原告らの陳述書の記載は，本件被害者らやその家族など

から聞いた話であり，反対尋問を経ていない供述であるが，上記⑴ないし⑽

で認定した中国人労働者の労働実態にかんがみて，細部にわたる部分の正確

性はともかくとして，関係する中国人労働者に関し，同記載のような出来事

があったものと認めるのが相当である。 

２ 認定事実２ 終戦及び送還 

  ⑴ アメリカ，イギリス及び中華民国は，１９４５年（昭和２０年）７月２６日，
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日本国に対する降伏の勧告と，軍国主義的指導勢力の除去，戦争犯罪人の厳罰，

連合国による占領，領土の制限，日本の徹底的民主化などの降伏条件と戦後の

対日処理方針とを定めたポツダム宣言を発出し，日本国政府は，同年８月１４

日，ポツダム宣言を受諾した。 

（甲Ｂ２） 

  ⑵ 日本国政府は，１９４５年（昭和２０年）９月２日，降伏文書に調印し，こ

れによって戦争は終結した。降伏文書には，日本国政府に対し，現に日本国の

支配下にある一切の連合国俘虜及び被抑留者を直ちに解放し，その保護，手当，

給養及び指示された場所への即時輸送のための措置を執るように命じるとの

記載がなされていた。（甲Ｂ４７） 

  ⑶ １９４５年（昭和２０年）８月１７日，内務省主管防諜委員会幹事会におい

て，船腹の都合がつき次第，速やかに中国人労働者全員を帰国させ，不可能で

あれば一部でも帰国させるという方針を決定し，中国人労働者の作業の中止，

帰国の準備，その他当面必要な措置を執るべきことを申し合わせた。 

そして，日本国政府は，中国人労働者の送還につき，華人労務者帰国取扱要

領を定めた。同要領には，中国人労働者の帰国は，おおむね１９４５年（昭和

２０年）９月下旬に開始し，同年１０月中旬に完結するようにすること，引き

続き在留を希望する者については在留を認めること，病者で直ちに帰国させる

ことができない者は，雇用者において引き続き養護を行い，別途帰国させるこ

と，帰国までの間，労働を希望する者に対しては就労させても差し支えないが，

雇用者において絶対に強制はしてはならないこと，自活のための軽労働には進

んで従事するよう指導することと記載されていた。 

しかし，実際には，中国人労働者の送還は，華人労務者帰国取扱要領に定め

た期間内に完了することが到底望み得ない状況にあった。そこで，日本国政府

は，中国人労働者の送還を迅速に進めるため，送還計画を練り直し，連合国司

令部に対し，積極的な援助を要請した。連合国司令部は，同要請を受け入れ，
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アメリカ軍上陸用舟艇（ＬＳＴ）による長崎県南風崎からの送還を提案し，こ

れによる送還も併せて行うこととなった。 

上記方針に従い，日本国政府は，１９４５年（昭和２０年）１０月２日，北

海道関係の４事業場における１５３４名の中国人労働者を室蘭港より送還し，

同月９日には，伏木，新潟及び赤谷における１６５３名の中国人労働者を新潟

港より送還し，その後，博多，室蘭，新潟等から合計４０集団１万１９２５名

の中国人労働者を送還した。また，アメリカ軍の上陸用舟艇により，同年１１

月２９日から同年１２月７日にかけて，４回にわたり中国人労働者合計１万９

６８６名を佐世保から送還した。 

（甲Ａ７の４） 

３ 認定事実３ 戦後処理 

  ⑴ サン・フランシスコ平和条約 

ア 日本国は，第二次世界大戦後，連合国の占領下におかれたが，１９５１年

（昭和２６年）９月８日，サン・フランシスコ市において，連合国４８か国

との間で，サン・フランシスコ平和条約を締結し，１９５２年（昭和２７年）

４月２８日，同条約の発効により，独立を回復した。同条約は，第二次世界

大戦後における日本国の戦後処理の骨格を定めることになったものであり，

各連合国と日本国との間の戦争状態を終了させ，連合国が日本国民の主権を

承認するとともに，領域，請求権及び財産等の問題を最終的に解決するため

に締結されたものである。しかし，中国が講和会議に招請されなかったほか，

インド等は招請に応じず，ソヴィエト社会主義共和国連邦等は署名を拒んだ

ため，全ての連合国との間の全面講和には至らなかった。（公知の事実） 

イ 中国は，連合国の一員として，本来，講和会議に招請されるべきであった

が，１９４９年（昭和２４年）に成立した中華人民共和国政府と，これに追

われる形で台湾に本拠を移した中華民国政府が，いずれも自らが中国を代表

する唯一の正統政府であると主張し，連合国内部でも政府承認の対応が分か
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れるという状況であったため，結局，いずれの政府も講和会議には招請しな

いこととされた。ただし，日本国における権益の放棄（サン・フランシスコ

はサン・フランシスコ平和条約の定める利益を受けるものとされた（同条約

第２１条）。（甲Ｂ２） 

⑵ 日華平和条約等（甲Ｂ２） 

ア 日本国政府は，サン・フランシスコ平和条約の締結後，日本国政府と同条

約の当事国政府との間では，上記⑴アに基づく役務賠償等に関する交渉を連

合国各国と進めるとともに，サン・フランシスコ平和条約の当事者とならな

かった諸国又は地域についても，戦後処理の枠組みを構築する二国間平和条

約等を締結すべく交渉を行うこととなった。その結果，二国間賠償協定が締

結され（フィリピン共和国等），あるいは，賠償請求権が放棄された（ラオス

人民民主共和国等）が，そこでは，当然ながら，個人の請求権を含めた請求

権の相互の放棄が前提とされた。日本国政府は，サン・フランシスコ平和条

約の当事国とならなかった諸国又は地域についても，個別に二国間平和条約

又は賠償協定を締結するなどして，戦争賠償及び請求権の処理を進めていっ

たが，これらの条約等においても，請求権の処理に関し，個人の請求権を含

め，戦争の遂行中に生じたすべての請求権を相互に放棄する旨が明示的に定

められている。 

そして，日本国及び中華民国は，１９５２年（昭和２７年）４月２８日，

日本国と中華民国との間の平和条約を締結し，同条約は，同年８月５日に発

効した。同条約には，以下の規定がある（なお，同条約における「サン・フ

ランシスコ条約」は，サン・フランシスコ平和条約を意味する（下記イにつ

いても同じ。））。 

 第１条 

日本国と中華民国との間の戦争状態は，この条約が効力を生ずる日に終
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了する。 

     第１１条 

この条約及びこれを補足する文書に別段の定がある場合を除く外，日本

国と中華民国との間に戦争状態の存在の結果として生じた問題は，サン・

フランシスコ条約の相当規定に従って解決するものとする。 

イ 日華平和条約の不可分の一部をなす議定書の１（ｂ）には，「中華民国は，

日本国民に対する寛厚と善意の表徴として，サン・フランシスコ条約第十四

条（ａ）１に基づき日本国が提供すべき役務の利益を自発的に放棄する。」と

規定されている。 

ウ 日華平和条約に関する交換公文には，日華平和条約の条項は，中華民国に

関しては，中華民国政府の支配下に現にあり，又は今後入る全ての領域に適

用があることが確認されている。 

⑶ 日中共同声明 

日華平和条約の締結後も，中国においては，中華人民共和国政府と中華民国

政府とがともに正統政府としての地位を主張するという事態が続いたが，日本

国政府は，田中角栄内閣の下で，中華民国政府から中華人民共和国政府への政

府承認の変更を行う方針を定め，いわゆる日中国交正常化交渉を行い，日本国

と中華人民共和国は，１９７２年（昭和４７年）９月２９日，日中共同声明を

発出した。  

⑷ 日中平和友好条約 

日本国は，１９７８年（昭和５３年）８月１２日，中華人民共和国との間で，

日中平和友好条約を締結した。同条約においては，日中共同声明が「両国間の

平和友好関係の基礎となるものであること」及び日中「共同声明に示された諸

原則が厳格に遵守されるべきことを確認」すると定められている。（甲Ｂ２） 

４ 強制連行及び強制労働の事実等の有無について（争点⑴，別紙５関係） 

⑴ 認定事実１のとおり，中国人労働者は，華北労工協会を中心に，日本現地軍
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も関与して，強制的に，又は真意に基づかずに生活の本拠から引き離され，石

門などの労工訓練所で思想教育を含む訓練を施されて日本に移入した上，各事

業場で，日本国政府の指示に基づく官憲の監視・取締りの下，衣食住も厳しく

制約された劣悪な環境で重労働に従事したものであり，その中で虐待に当たる

ような取扱いを受けることもあって，多数の中国人労働者が命を落とした。 

本件被害者らを含む中国人労働者を，強制的に，又はその真意に基づかずに

日本に移入し，各事業場で労働に従事させた上記の一連の行為は，上記⑴記載

のとおり，日本国政府の策定した各要領等に基づき行われていることからすれ

ば，日本国政府の国策として政府関係機関の全面的関与の下でされたというべ

きである。 

⑵ 争点⑵，⑶，⑷のうち，強制連行及び強制労働を含む日中戦争の遂行中に生

じた請求権に基づく本件被害者らの裁判上の請求に対しては，まず，被告主張

の請求権放棄の抗弁（争点⑼）が問題になるので，次に検討する。 

５ 請求権放棄の抗弁について（争点⑼，別紙１３関係）等 

  ⑴ サン・フランシスコ平和条約の枠組み等について 

   ア 前記認定事実３のとおり，第二次世界大戦後における日本国の戦後処理の

骨格を定めることとなったサン・フランシスコ平和条約は，いわゆる戦争賠

償（講和に際し戦敗国が戦勝国に対して提供する金銭その他の給付をいう。）

に係る日本国の連合国に対する賠償義務を肯認し，実質的に戦争賠償の一部

に充当する趣旨で，連合国の管轄下にある在外資産の処分を連合国にゆだね

２）などの処理を定める一方，日本国の資源は完全な戦争賠償

柱書），その負担

能力への配慮を示し，役務賠償を含めて戦争賠償の具体的な取決めについて

は，日本国と各連合国との間の

１）。そして，このような戦争賠償の処理の前提となったのが，いわゆる「請

求権の処理」である。ここでいう「請求権の処理」とは，戦争の遂行中に生
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じた交戦国相互間又はその国民相互間の請求権であって戦争賠償とは別個

に交渉主題となる可能性のあるものの処理をいうが，これについては，個人

の請求権を含め，戦争の遂行中に生じた相手国及びその国民に対する全ての

請求権は相互に放棄するものとされた（１４条⒝ ）。 

    このように，サン・フランシスコ平和条約は，個人の請求権を含め，戦争

の遂行中に生じた全ての請求権を相互に放棄することを前提として，日本国

は連合国に対する戦争賠償の義務を認めて連合国の管轄下にある在外資産

の処分を連合国にゆだね，役務賠償を含めて具体的な戦争賠償の取決めは各

連合国との間で個別に行うという日本国の戦後処理の枠組みを定めるもの

であった。この枠組みは，連合国４８か国との間で締結されこれによって日

本国が独立を回復したというサン・フランシスコ平和条約の重要性にかんが

み，日本国がサン・フランシスコ平和条約の当事国以外の国や地域との間で

平和条約等を締結して戦後処理をするに当たっても，その枠組みとなるべき

ものであった（以下，この枠組みを「サン・フランシスコ平和条約の枠組み」

という。）。サン・フランシスコ平和条約の枠組みは，日本国と連合国４８か

国との間の戦争状態を最終的に終了させ，将来に向けて揺るぎない友好関係

を築くという平和条約の目的を達成するために定められたものであり，この

枠組みが定められたのは，平和条約を締結しておきながら，戦争の遂行中に

生じた種々の請求権に関する問題を，事後的個別的な民事裁判上の権利行使

をもって解決するという処理にゆだねたならば，将来，どちらの国家又は国

民に対しても，平和条約締結時には予測困難な過大な負担を負わせ，混乱を

生じさせることとなるおそれがあり，平和条約の目的達成の妨げとなるとの

考えによるものと解される。 

    そして，このサン・フランシスコ平和条約の枠組みにおける請求権放棄の

趣旨が，上記のように請求権の問題を事後的個別的な民事裁判上の権利行使

による解決にゆだねるのを避けるという点にあることにかんがみると，ここ
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でいう請求権の「放棄」とは，請求権を実体的に消滅させることまでを意味

するものではなく，当該請求権に基づいて裁判上訴求する権能を失わせるに

とどまるものと解するのが相当である。したがって，サン・フランシスコ平

和条約の枠組みによって，戦争の遂行中に生じたすべての請求権の放棄が行

われても，個別具体的な請求権について，その内容等にかんがみ，債務者側

において任意の自発的な対応をすることは妨げられないものというべきで

あり，サン・フランシスコ平和条約１４条（ｂ）の解釈をめぐって，吉田茂

内閣総理大臣が，オランダ王国代表スティッカー外務大臣に対する書簡にお

いて，上記のような自発的な対応の可能性を表明していることは公知の事実

である。 

    また，国家は，戦争の終結に伴う講和条約の締結に際し，対人主権に基づ

き，個人の請求権を含む請求権の処理を行うことができる。 

  イ サン・フランシスコ平和条約の締結後，日本国政府と条約の当事国政府は，

二国間賠償協定の締結や賠償請求権の放棄を合意し，そこでは，個人の請求

権を含めた請求権の相互の放棄が前提とされた。そして，日本国政府は，サ

ン・フランシスコ平和条約の当事国とならなかった諸国又は地域との間でも，

戦争賠償及び請求権の処理について同様の合意をし，サン・フランシスコ平

和条約の枠組みに従った戦争賠償及び請求権の処理をし，これと異なる処理

をするものではなかった。 

  ウ 日本国政府と中華民国政府との間で締結された日華平和条約の１１条は，

個人の請求権を含む請求権について，サン・フランシスコ平和条約１４条⒝

に準じて，放棄されたと解すべき内容の規定になっている。 

    日華平和条約が締結された１９５２年（昭和２７年）当時の情勢から，当

時の日本国政府が中華民国政府を中国の正当政府として承認していたが，中

華民国が支配していた領域が台湾等にとどまっていたことや，戦争賠償及び

請求権の処理に関する条項は，中華人民共和国の支配する中国大陸について，
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将来の適用の可能性示されたにすぎないとの解釈も十分成り立つことから，

日華平和条約における戦争賠償及び個人の請求権を含む請求権の放棄に関

する条項は，中国大陸に適用されるものと断定することはできず，中国大陸

に居住する中国国民に対して当然にその効力が及ぶものとすることもでき

ない。 

⑵ 日中共同声明５項における請求権放棄について 

ア 日中共同声明５項は，その文言上，放棄の対象となる請求の主体が明示さ

れておらず，国家間のいわゆる戦争賠償のほかに請求権の処理を含む趣旨か

どうか，また，請求権の処理を含むとしても，中華人民共和国の国民が個人

として有する請求権の放棄を含む趣旨かどうかが，必ずしも明らかとはいえ

ない。 

イ しかしながら，公表されている日中国交正常化交渉の公式記録や関係者の

回顧録等に基づく考証を経て今日では公知の事実となっている交渉経緯等

を踏まえて考えた場合，以下のとおり，日中共同声明は，平和条約の実質を

有するものと解すべきであり，日中共同声明において，戦争賠償及び請求権

の処理について，サン・フランシスコ平和条約の枠組みと異なる取決めがさ

れたものと解することはできないというべきである。 

 中華人民共和国政府は，日中国交正常化交渉に当たり，「復交三原則」に

基づく処理を主張した。この復交三原則とは，①中華人民共和国政府が中

国を代表する唯一の合法政府であること，②台湾は中華人民共和国の領

土の不可分の一部であること，③日華平和条約は不法，無効であり，廃棄

されなければならないことをいうものである。中華人民共和国政府とし

ては，このような考え方に立脚した場合，日中戦争の講和はいまだ成立し

ていないことになるため，日中共同声明には平和条約としての意味を持

たせる必要があり，戦争の終結宣言や戦争賠償及び請求権の処理が不可

欠であった。 
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これに対し，日本国政府は，中華民国政府を中国の正統政府として承認

して日華平和条約を締結したという経緯から，同条約を将来に向かって終

了させることはともかく，日中戦争の終結，戦争賠償及び請求権の処理と

いった事項に関しては，形式的には日華平和条約によって解決済みという

前提に立たざるを得なかった（日華平和条約による戦争賠償及び請求権の

処理の条項が中国大陸に適用されると断定することができないことは上

記のとおりであるが，当時日本国政府はそのような見解を採用していなか

った。）。 

     日中国交正常化交渉において，中華人民共和国政府と日本国政府は，

いずれも以上のような異なる前提で交渉に臨まざるを得ない立場にある

ことを十分認識しつつ，結果として，いずれの立場からも矛盾なく日中

戦争の戦後処理が行われることを意図して，共同声明の表現が模索さ

れ，その結果，日中共同声明前文において，日本国側が中華人民共和国

政府の提起した復交三原則を「十分理解する立場」に立つ旨が述べられ

た。そして，日中共同声明１項の「日本国と中華人民共和国との間のこ

れまでの不正常な状態は，この共同声明が発出される日に終了する。」と

いう表現は，中国側からすれば日中戦争の終了宣言と解釈できるもので

あり，他方，日本国側からは，中華人民共和国政府と国交がなかった状

態がこれにより解消されたという意味に解釈し得るものとして採用され

たものであった。 

 以上のような日中国交正常化交渉の経緯に照らすと，中華人民共和国 

政府は，日中共同声明５項を，戦争賠償のみならず請求権の処理も含めて

すべての戦後処理を行った創設的な規定ととらえていることは明らかで

あり，また，日本国政府としても，戦争賠償及び請求権の処理は日華平和

条約によって解決済みであるとの考えは維持しつつも，中華人民共和国政

府との間でも実質的に同条約と同じ帰結となる処理がされたことを確認
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する意味を持つものとの理解に立って，その表現について合意したものと

解される。以上のような経緯を経て発出された日中共同声明は，中華人民

共和国政府はもちろん，日本国政府にとっても平和条約の実質を有するも

のにほかならないというべきである。 

      そして，前記のとおり，サン・フランシスコ平和条約の枠組みは平和条

約の目的を達成するために重要な意義を有していたのであり，サン・フラ

ンシスコ平和条約の枠組みを外れて，請求権の処理を未定のままにして戦

争賠償のみを決着させ，あるいは請求権放棄の対象から個人の請求権を除

外した場合，平和条約の目的達成の妨げとなるおそれがあることが明らか

であるが，日中共同声明の発出に当たり，あえてそのような処理をせざる

を得なかったような事情は何らうかがわれず，日中国交正常化交渉におい

て，そのような観点からの問題提起がされたり，交渉が行われた形跡もな

い。したがって，日中共同声明５項の文言上，「請求」の主体として個人を

明示していないからといって，サン・フランシスコ平和条約の枠組みと異

なる処理が行われたものと解することはできない。 

 以上によれば，日中共同声明は，サン・フランシスコ平和条約の枠組み

と異なる趣旨のものではなく，請求権の処理については，個人の請求権を

含め，戦争の遂行中に生じたすべての請求権を相互に放棄することを明

らかにしたものというべきである。 

ウ 上記のような日中共同声明５項の解釈を前提に，その法規範性及び法的効

力について検討する。 

まず，日中共同声明は，我が国において条約としての取扱いはされておら

ず，国会の批准も経ていないものであることから，その国際法上の法規範性

が問題となり得る。しかし，中華人民共和国が，これを創設的な国際法規範

として認識していたことは明らかであり，少なくとも同国側の一方的な宣言

としての法規範性を肯定し得るものである。さらに，国際法上条約としての
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性格を有することが明らかな日中平和友好条約において，日中共同声明に示

された諸原則を厳格に遵守する旨が確認されたことにより，日中共同声明５

項の内容が日本国においても条約としての法規範性を獲得したというべき

であり，いずれにせよ，その国際法上の法規範性が認められることは明らか

である。 

そして，前記のとおり，サン・フランシスコ平和条約の枠組みにおいては，

請求権の放棄とは，請求権に基づいて裁判上訴求する権能を失わせることを

意味するのであるから，その内容を具体化するための国内法上の措置は必要

とせず，日中共同声明５項が定める請求権の放棄も，同様に国内法的な効力

が認められるというべきである。 

エ 以上のとおりであるから，日中戦争の遂行中に生じた中華人民共和国の国

民の日本国又はその国民若しくは法人に対する請求権は，日中共同声明５項

によって，裁判上訴求する権能を失ったというべきであり，そのような請求

権に基づく裁判上の請求に対し，同項に基づく請求権放棄の抗弁が主張され

たときは，当該請求は棄却を免れないこととなる。 

 

⑶ 日中共同声明５項の解釈に関する原告らの主張について 

   ア 原告らは，日中共同声明の文言，締約過程及び締約後の中華人民共和国政

府の対応等に照らし，ウィーン条約法条約に基づき解釈すれば，日中共同声

明５項により個人の請求権が放棄されたと解することは誤りであると主張

する。しかし，日中共同声明の文言の点については，上記のとおり，文言か

ら直ちに中華人民共和国の国民が個人として有する請求権の放棄を含む趣

旨かどうかが，必ずしも明らかとはいえない

交渉経緯等を踏まえて，日中共同声明５項の解釈を判断すべきものであって，

文言のみから日中共同声明５項の解釈を判断することは相当でない。 

   イ 原告らは，国家が対人主権に基づいて個人の損害賠償請求権を放棄するこ
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とができるとしても，人権保護，国際法の発展を考慮すれば，明文でもなく，

かつ個人の権利を制限しようとするいかなる拡大解釈は許されないと主張

する。しかし，上記のとおり，日中共同声明５項の文言を，サン・フランシ

スコ平和条約の枠組み及び日中共同声明の締約過程から個人の損害賠償請

求権の放棄を宣言したものと解釈することは，サン・フランシスコ平和条約

の締結及び日中共同声明の発出当時の情勢に基づく意思解釈であり，不当な

拡大解釈とはいえない。 

   ウ 原告らは，日中共同声明発出後の中華人民共和国の対応を指摘するが，発

出後長期間経過した後である１９９２年（平成４年）４月１日以降の同国の

政治的立場をいうものであり，これをもって日中共同声明５項の解釈の基礎

とすることは相当ではない。 

エ なお，ウィーン条約法条約は，１９８１年（昭和５６年）８月１日，日本

国において発効した条約であり，４条において不遡及が定められているから

共同声明の締約過程により日中共同声明５項を解釈することが，ウィーン条

約法条約の趣旨に反するものともいえない。 

⑷ 原告らのサン・フランシスコ平和条約の枠組みに関する反論について 

ア 原告らは，中華人民共和国はサン・フランシスコ平和条約の当事国ではな

く，また同条約に基づく義務を引き受けたこともないこと，日華平和条約１

１条に「日本国と中華民国との間に戦争状態の存在の結果として生じた問題

は，サン・フランシスコ条約の相当規定に従って解決するものとする。」旨

の規定があるものの，中華民国と中華人民共和国との間に政府承継は行われ

ていないこと，そもそも中華人民共和国はサン・フランシスコ平和条約につ

いて不法・無効である旨の主張を続けていることから，サン・フランシスコ

平和条約を日中共同声明の解釈の参考とすることはできないと主張する。 

しかしながら，前記⑴及び⑵のとおり，「サン・フランシスコ平和条約の枠
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組み」は，連合国４８か国との間で締結されこれによって日本国が独立を回

復したというサン・フランシスコ平和条約の重要性にかんがみ，日本国がサ

ン・フランシスコ平和条約の当事国以外の国や地域との間で平和条約等を締

結して戦後処理をするに当たっても，その枠組みとなるべきものであったと

判断した上で，平和条約の実質を有する日中共同声明において，戦争賠償及

び請求権の処理について，「サン・フランシスコ平和条約の枠組み」と異なる

取決めがされたものと解することはできないという，日中共同声明の解釈に

関する事柄であり，サン・フランシスコ平和条約を直ちに日中共同声明の解

釈の参考としたものではない。 

そして，中華人民共和国がサン・フランシスコ平和条約及び日華平和条約

を不法・無効なものと批判していた趣旨は，中華人民共和国政府が中国の正

統政府であるとの立場に基づき，中華人民共和国を除外したサン・フランシ

スコ講和会議及びこれに基づいて締結されたサン・フランシスコ平和条約の

効力は絶対に承認できないというものであって，サン・フランシスコ平和条

約や日華平和条約における戦争賠償及び請求権問題の処理の内容（すなわち

「サン・フランシスコ平和条約の枠組み」）そのもの，ひいては，戦争状態を

最終的に終了させ，将来に向けて揺るぎない友好関係を築くことが，他の連

合国と日本国との間の合意としても不当な内容のものであるなどとして批

判していたとは解されない。日中共同声明５項を「サン・フランシスコ平和

条約の枠組み」に従って解釈することは，日中国交正常化交渉の過程を踏ま

えたことによるものであるから，その後，中華人民共和国がサン・フランシ

スコ平和条約及び日華平和条約を不法・無効なものと批判したことが，日中

共同声明５項を「サン・フランシスコ平和条約の枠組み」に従って解釈する

ことの妨げになると直ちにいうことはできない。 

イ 原告らは，国際法上のユース・コーゲンス（強行法規）の理論から判断し

ても，サン・フランシスコ平和条約は強行法規ではありえず，中華人民共和
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国が同条約の枠組みに拘束されるものではない旨，それにもかかわらず，上

記⑴⑵の説示は，中華人民共和国がサン・フランシスコ平和条約の枠組みに

拘束されるように解釈するものであり，実定法上認められていない客観的制

度の法理によって日中共同声明５項を解釈したとの非難を免れないと主張

する。 

しかし，サン・フランシスコ平和条約が強行法規の性質を有するものとし

て締結国以外の第三者を拘束すると判断したものではなく，日中共同声明の

締約過程に照らし，５項において，戦争賠償及び請求権の処理について，サ

ン・フランシスコ平和条約の枠組みと異なる取決めがされたものと解するこ

とはできないと判断したものであることは上記⑴及び⑵において判断した

とおりであり，原告らの主張は失当である。 

また，原告らは，サン・フランシスコ平和条約の枠組みをもって日中共同

声明５項に関する解釈が行われているという前提に立ち，放棄の範囲と性質

に関して，中華人民共和国が当事国でないサン・フランシスコ平和条約によ

って拘束されることは許されないと主張するが，同様の理由により，原告ら

の主張は失当である。 

⑸ 司法へのアクセス権の侵害の主張について 

ア 原告らは，上記⑴及び⑵と同旨の最高裁平成１９年判決の判断によれば，

日中共同声明５項に基づく請求権放棄は原告らの裁判上訴求する権利を喪

失させたものとなるが，それはＢ規約２条３項に基づく効果的な救済を受け

る権利，同規約１４条１項に基づく公正な裁判を受ける権利を主要素として

構成される原告らの司法へのアクセス権（効果的な救済を受ける権利及び公

正な裁判を受ける権利）に対する手続的制限となるとした上，日本国政府に

よってなんらの代替措置も執られず，かつ，執られる見込みもない中で，「過

大な負担」が事後的に被告に発生することを憂慮して，重大な国際人道法違

反，人権侵害の被害者である原告らの裁判上訴求する権能を喪失させること
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は，目的とその手段との均衡を欠くものである上，国際人権法の基本的要請

を体現するジュネーヴ第４条約等にも違反するもので，司法にアクセスする

権利のまさしく本質を害する重大な人権侵害であるから，最高裁平成１９年

判決の上記判断は，日本を拘束している条約上の義務に違背する深刻な事態

を引き起こすものであり，誤りであると主張する。 

イ しかし，Ｂ規約については，１９７９年（昭和５４年）６月２１日に日本

国において発効したものであり，遡及して適用される旨の規定はないから，

１９７２年（昭和４７年）９月２９日に発出された日中共同声明を拘束する

ものとはいえない。 

また，実質的観点からみても，前記⑴のとおり，サン・フランシスコ平和

条約の枠組みにおける請求権放棄の趣旨は，戦争状態を最終的に終了させ，

将来に向けて揺るぎない友好関係を築くという平和条約の目的の達成の妨

げとなることのないよう，戦争の遂行中に生じた種々の請求権の問題を事後

的個別的な民事裁判上の権利行使による解決にゆだねるのを避ける点にあ

り，戦争状態の最終的な終了及び恒久的な平和友好関係の確立は重要な代替

措置ということができるし，請求権放棄によっても，請求権放棄が，請求権

を実体的に消滅させることまでを意味するものではなく，個別具体的な請求

権について，その内容等にかんがみ，債務者側において任意の自発的な対応

をすることは妨げられないことからすれば，目的とその手段との均衡を欠く

ということはできない。 

さらに，ジュネーヴ第４条約は，戦時における文民の保護に関して定めた

もので，戦争被害者保護のための国際条約であるジュネーヴ諸条約の一つで

あるが，日本国は，１９５３年（昭和２８年）に加入したものであり，それ

以前の行為に同条約を適用すべき根拠はないから，そもそも日中戦争の遂行

中の行為について適用されるとは解し得ない上，同条約７条の第２文，１４

７条，１４８条も個人の賠償を受ける権利について規定したものとはいえず，
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いずれにせよ，日中共同声明５項による請求権放棄及びそれに関する上記⑴

及び⑵に沿う最高裁平成１９年判決の判断がジュネーヴ第４条約に抵触す

るものではないし，その他具体的な国際人権法への違反については具体的な

主張がなく，採用のかぎりでない。 

ウ そうすると，日中共同声明５項は，中華人民共和国のした宣言に基づき法

規範性を有する有効なものというべきであり，最高裁平成１９年判決と異な

る判断をする必要性は見出し難く，原告らの主張は採用できない。 

⑹ 以上によれば，争点⑵，⑶，⑷のうち，強制連行・強制労働を含む日中戦争

の遂行中に生じた請求は，日中共同声明５項に基づく請求権の抗弁により，そ

の余の争点（争点⑹，同⑺及び同⑻）について判断するまでもなく理由がない。 

６ 戦後における処遇改善義務違反について（争点⑷，別紙８関係） 

原告らは，被告が，戦後，俘虜条約，ポツダム宣言及び降伏文書により処遇改

善義務を負っていたにもかかわらず，これを怠った旨主張する。 

この点につき，連合国が１９４５年（昭和２０年）７月２６日に発し，日本国

が同年８月１４日に受諾したポツダム宣言には，俘虜を虐待する者を含む一切の

戦争犯罪人は，厳格な司法手続に附されなければならない旨の宣言内容が存する

が，それ以上に俘虜ないし捕虜の処遇改善に関する宣言内容は存しない。 

また，１９４５年（昭和２０年）９月２日に日本国と連合国との間で交わされ

た休戦協定であり，ポツダム宣言の受諾を外交文書として固定した降伏文書の第

７項には，日本国政府に対し，現に日本国の支配下にある一切の連合国俘虜及び

被抑留者を直ちに解放し，その保護，手当，給養及び指示された場所への即時輸

送のための措置を執るように命じるとの記載がある。しかし，降伏文書は，その

文言や，目的が戦争終結にあることに鑑みれば，日本国が，連合国に対して無条

件降伏の内容として負う義務を定めたものにとどまり，日本国が降伏文書により

命じられた措置の実施を怠った際に，日本国の支配下にある連合国俘虜及び被抑

留者に，日本国に対する損害賠償請求権を付与することを定めたものと解するこ
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とはできない。 

俘虜条約は，署名のみならず批准をすることにより成立するものであるところ，

日本国は同条約を批准していないから，同条約は未だ成立していない。したがっ

て，同条約に違反したことを根拠とする損害賠償請求を行うことはできない。 

したがって，戦後における処遇改善義務違反についての原告らの主張は採用で

きない。 

７ 戦後における早期送還義務違反について（争点⑷，別紙８関係） 

原告らは，戦後，被告は，俘虜条約６８条１項，７１条本文，７５条により，

本件被害者らを早期に送還すべき義務を負っていたところ，強制連行は迅速に行

ったのに，送還は当初計画よりも遅れたとして，早期送還義務違反を主張する。 

しかし，上記６記載のとおり，俘虜条約は未だ成立していないから，同条約に

違反したことを根拠とする損害賠償請求を行うことはできない。 

したがって，俘虜条約に基づく戦後における早期送還義務違反についての原告

らの主張は採用できない。 

８ 先行行為に基づく保護義務・救護義務違反について（争点⑷，同⑸，別紙８，

９関係） 

原告らは，先行行為に基づく保護義務違反等の不法行為を主張する。 

しかし，原告らの主張する上記各義務は，いずれも強制連行及び強制労働によ

ってもたらされた本件被害者ら及び原告らの状況を前提として，その保護ないし

救護を求めるものであるところ，その実質は，強制連行及び強制労働によっても

たらされた損害の賠償ないし回復を求めるものにほかならず，被告が損害の賠償

ないし回復の措置を執らなかったからといって，被告が，強制連行及び強制労働

に基づく責任と別個独立の原因に基づく責任を負うとはいえない。 

したがって，先行行為に基づく保護義務違反等についての原告らの主張は採用

できない。 

９ 戦後における書類の焼却，外務省報告書の隠蔽行為についての責任（争点⑷，
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同⑸，別紙８，９関係） 

⑴ 証拠（甲Ｂ８の４，甲Ｂ４３，４４）によれば，被告の政府委員は，１９６

０年（昭和３５年）５月３日の日米安全保障条約等特別委員会において，「（昭

和）２１年の３月に，外務省管理局においてそういう調書（外務省報告書）の

作成をいたしたそうでございますが，そういう調書がございますと，職犯問題

の資料に使われて非常に多数の人に迷惑をかけるのでないかということで，全

部焼却いたしたそうでありまして，現在外務省としては，そうした資料を一部

も持っていない次第でございます。」と答弁し，外務省は，外務省報告書は全部

焼却したためこれを保有していないと述べていたこと，その後，１９９３年（平

成５年）６月７日の参議院予算委員会において，１９４６年（昭和２１年）に

外務省が中国人労働者に係る全国の１３５の事業所の調査を実施した記録の

原本がでてきたこと，これをもとにした外務省報告書が東京華僑総会に保管さ

れていたことが判明したことが指摘されたこと，１９９４年（平成６年）６月

２２日の外務委員会会議において，国務大臣は，外務省が外務省報告書を作成

したことは事実であり，中国人労働者の連行は半強制的であったという認識を

示したことが認められる。 

⑵ 原告らは，強制連行，強制労働に関する書類の焼却及び外務省報告書の隠蔽

により，本件被害者らが，他者から自らの意思に基づいて日本で労働に従事し

たかのように思われ，本件被害者ら及び原告らの名誉ないし名誉感情が侵害さ

れたものであるなどとして，強制労働に関する書類の焼却及び外務省報告書の

隠蔽は不法行為に当たると主張する。 

しかし，書類の焼却及び隠蔽行為は，公然事実を摘示する行為でないから，

これをもって名誉毀損ということはできない。 

また，原告らは，名誉感情が侵害されたとも主張し，同主張は，第三者が本

件被害者らの名誉感情を侵害する行為をしていることを前提に，これを防止な

いし回復する義務を負い，同義務の内容として，被告が，原告らに対する関係
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で，強制連行及び強制労働に関する資料を保管すべき義務及びこれを開示すべ

き法的義務を負い，被告が同義務に違反したというものと解される。 

しかし，原告らの主張を前提としても，名誉感情を侵害する行為をしている

のは第三者であり，本件被害者ら及び原告らが，これを防止ないし回復するこ

とを求める権利や，法律上保護された利益を有するということはできない。 

したがって，原告らの主張は採用できない。 

１０ 国会答弁による名誉毀損について（争点⑷，同⑸，別紙８，９関係） 

  ⑴ 後掲各証拠によれば，被告の国会における会議及び委員会において，内閣総

理大臣及び政府担当者は，以下の内容の答弁を行ったことが認められる。 

   ア １９５４年（昭和２９年）９月６日，参議院厚生委員会において，外務省

アジア局長は，「戦時中に中国から主として労務者ということで中国人が大

体内地にまいりまして，いろいろなところで働かれた，それがいろいろな事

情で亡くなられたのが今の問題の遺骨でありますが，その戦時中に中国から

労務者をこちらに連れて参りました際には，これはやはり労務者を募集いた

しまして，それに応募して来たということになっております。併しその労務

者である人は，戦争中に日本軍と戦争いたしまして，日本軍の捕虜となって

抑留されておった人が釈放されまして民間人となり，その民間人の人を労務

者として連れて来たというものが非常に多いようであります。従って出身か

ら言えば捕虜とも言えるわけでありますが，内地に参りました場合には捕虜

の身分で来たのではなくて，自由の身柄の人としてきたことになっておりま

す。」と答弁した。（甲Ｂ１６） 

イ １９５８年（昭和３３年）３月２５日，参議院予算委員会第二分科会会議

において，外務省アジア局長は，「戦時中中国から相当多数の労務者が日本

へ来て働いていたわけですが，この身分につきましては，通常，俘虜とか何

とか言っておられますが，私，現地で直接会って承知いたしておりますが，

俘虜ではございません。全部，身分が俘虜であった者も，現地で日本に送る



 

66 

 

前に身分を切りかえまして，雇用契約の形でみな日本に来ております。従っ

て，通常言われる俘虜という身分ではございません。」と答弁した（甲Ｂ２

０） 

ウ １９５８年（昭和３３年）４月９日，衆議院外務委員会会議において，中

国人労働者の一人であるＦについて，同人が本人の自由な意思に基づいて入

国したものではないという点は明らかではないかという質問に対し，岸信介

内閣総理大臣は，「政府としては当時の事情を明らかにするような資料がご

ざいませんし，それを確かめる方法が実は現在としてはないのであります。」，

「あの閣議決定の趣旨は，そういう本人の意思に反してこれを強制連行する

という趣旨でないことは，あの閣議のなんでも明らかでありますが，しかし

事実問題として，強制して連れてきたのか，あるいは本人が承諾して来たの

か，これを確かめるすべがございませんので，政府としては責任を持ってど

うだということを今の時代になって明らかにすることはとうていできない

と思います。」と答弁した。（甲Ｂ８の２） 

エ １９６０年（昭和３５年）５月３日，衆議院日米安全保障条約等特別委員

会議において，外務省アジア局長は，外務省報告書について，「（昭和）２１

年の３月に，外務省管理局においてそういう調書の作成をいたしたそうでご

ざいますが，そういう調書がございますと，戦犯問題の資料に使われて非常

に多数の人に迷惑をかけるのではないかということで，全部焼却いたしたそ

うでありまして，現在外務省としては，そうした資料を一部も持っておらな

い次第でございます。」と答弁した。（甲Ｂ８の４） 

オ １９６０年（昭和３５年）５月１３日，衆議院会議において，岸信介内閣

総理大臣は，議員からの質問主意書に対し，「戦時中わが国に渡来した中国

人労務者が国際法上捕虜に該当するものであつたか否かについては，当時の

詳細な事情が必ずしも判明していないので，いずれも断定しえない。」と記

載した答弁書を提出した。（甲Ｂ２２） 
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  ⑵ 文書中の記載が名誉を毀損するものであるか否かは，一般読者の普通の注意

と読み方を基準として，かかる記載が人の社会的評価を低下させるものかどう

かによって判断すべきであり（最高裁昭和２９年（オ）第６３４号同３１年７

月２０日第二小法廷判決・民集１０巻８号１０５９頁），発言内容が名誉毀損

に当たるか否かも，これに準じて判断すべきである。 

上記ア及びイの答弁について，これらの答弁は，中国人労働者一般について，

当初は俘虜ないし捕虜であったが，日本国内で労務に服する段階においてはそ

のような立場になく，自由な意思で労務に服していたという内容のものであり，

それ以上に個々の中国人労働者に関する事実関係に言及するものではないか

ら，日本国政府の政治的立場を示したというべきものであり，具体的な事実を

摘示したものと解することはできない。国家が政治的立場を示すことが，当該

政治的立場に基づく具体的行為を離れて，私人との関係で違法性を帯びるもの

ではないというべきである。また，原告らの主張は，上記答弁がなされる以前

から，強制連行された中国人労働者は，自ら進んで来日し，日本の軍国主義者

に協力したスパイという評価を受けていたということを前提に，被告が戦時中

の先行行為に基づき名誉回復の義務を負っていたというものであるところ，日

中戦争中の被告の行為（先行行為）に基づく原告らの損害賠償請求権が裁判上

訴求する権能を失っていることは上記のとおりであるから，被告が，損害の回

復を実質とする名誉回復の義務を負うということはできない。 

上記ウの答弁は，本件被害者らでない特定の中国人労働者について，強制的

に日本に連行されたのか，承諾して来たのかは確かめるすべがなく，日本国政

府としての立場を明らかにすることはできないと述べるものであって，本件被

害者ら及び原告らを対象とするものでもない上，事実を摘示したものというこ

ともできない。 

上記エの答弁は，外務省が，その作成した外務省報告書を焼却し，答弁の時

点で外務省にかかる資料が現存していないことを摘示するものであり，本件被
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害者ら及び原告らに関する事実を摘示したものとはいえない。そして，外務省

に関する上記事実を摘示したからといって，本件被害者ら及び原告らの社会的

評価が低下したと認めることはできない。 

上記オの答弁は，国際法上の捕虜に該当するか否かという法解釈に解し，事

実関係が不明であるから，断定的な見解は述べられないという内容のものであ

り，そもそも事実を摘示したということはできず，日本国政府の政治的立場を

述べたものと解することが相当である。 

以上のとおり，上記各答弁は，いずれも本件被害者ら及び原告らの名誉を毀

損するものとはいえず，原告らの主張は採用できない。 

１１ 名誉回復義務違反の主張（争点⑷，同⑸，別紙８，９関係） 

原告らは，被告は，先行行為に基づく作為義務としての名誉回復義務を負って

いたところ，これを現在に至るまで怠っており，損害の賠償及び名誉回復の責任

を負うと主張する。 

しかし，原告らの主張する名誉回復義務は，被告による名誉毀損行為によって

もたらされた本件被害者ら及び原告らの状況を前提として，これを原状に回復す

ることを求めるものであるところ，その実質は，被告の名誉毀損行為によっても

たらされた損害について，金銭賠償以外の方法で填補することを求めるものであ

り，名誉回復を独立した義務として観念することはできない。 

そして，日中戦争中の被告の行為に基づいて生じた損害の賠償を求める権利は，

上記のとおり，日中共同声明５項により裁判上訴求する権利が失われているもの

であるし，原告らが戦後の名誉毀損行為と主張する各行為については，上記のと

おり，そもそも名誉毀損に当たるものではない。したがって，原告らの主張は採

用できない。 

１２ 結語 

以上のとおり，中国人労働者は，強制的又は真意に基づくことなく移入された

ものであり，労働環境や処遇は，戦争行為そのものによることなく多くの死者が
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生じたことなどからも分かるように，大変劣悪なものであったといわざるを得な

いが，法的観点からみて原告らの請求はいずれも理由がないからこれを棄却する

こととし，訴訟費用の負担につき民事訴訟法６１条を適用して，主文のとおり判

決する。 
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別紙 略語表 

法令等  

ヘーグ陸戦条約 
陸戦ノ法規慣例ニ関スル条約（１９１２年（明治４

５年）１月１３日条約第４号） 

ヘーグ陸戦規則 
ヘーグ陸戦条約 条約附属書 陸戦ノ法規慣例ニ関

スル規則 

強制労働条約 
強制労働ニ関スル条約（昭和７年１１月２１日批

准） 

サン・フランシスコ平和条約 日本国との平和条約 

日中共同声明 
１９７２年（昭和４７年）９月２９日に行われた日

本国政府と中華人民共和国政府の共同声明 

日中平和友好 日本国と中華人民共和国との間の平和友好条約 

ウィーン条約法条約 条約法に関するウィーン条約 

俘虜条約 俘虜の待遇に関する条約 

日華平和条約 日本国と中華民国との間の平和条約 

ジュネーヴ第４条約 
戦時における文民の保護に関する１９４９年（昭和

２４年）８月１２日のジュネーヴ条約（第４条約） 

Ｂ規約 市民的及び政治的権利に関する国際規約 

  

判例  

大審院昭和１６年判決 
大審院昭和１５年（オ）第６２６号同１６年２月２

７日判決・大審院民事判例集第２０巻２号１１８頁 

最高裁昭和２５年判決 
最高裁判所昭和２４年（オ）第２６８号同２５年４

月１１日第三小法廷判決・集民３号２２５頁 

最高裁平成９年判決 
最高裁判所平成６年（オ）第１２８７号同９年９月

９日第三小法廷判決・民集５１巻８号３８５０頁 
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最高裁平成１０年判決 
最高裁判所平成５年（オ）第７０８号同１０年６月

１２日第二小法廷判決・民集５２巻４号１０８７頁 

最高裁平成１９年判決 

最高裁判所平成１６年（受）第１６５８号同１９年

４月２７日第二小法廷判決・民集６１巻３号１１８

８頁 

最高裁平成２１年判決 
最高裁判所平成２０年（受）第８０４号同２１年４

月２８日第三小法廷判決・民集６３巻４号８５３頁 

  

その他  

藤永田造船所 株式会社藤永田造船所 

中国 満州事変及び日中戦争を戦った国家としての中国 

本件被害者ら 

中華人民共和国の国民であり，第二次世界大戦中，

被告により中国から日本に強制連行され，日本各地

の事業場で強制労働に従事させられたと主張する者

（ａ１，ａ２，ａ３（ａ３’），ａ４，ａ５，ａ

６，ａ７，ａ８，ａ９，ａ１０，ａ１１，ａ１２，

ａ１３，ａ１４，原告Ａ１８，ａ１５。 

中国人労働者 
第二次世界大戦中に，日本国の政策に基づき日本国

内に移入された中国人労働者。 

藤永田大阪事業場 株式会社藤永田大阪事業場 

港運大阪安治川事業場 日本港運業界大阪安治川事業場 

港運大阪川口事業場 日本港運業界大阪川口事業場 

港運大阪築港事業場 日本港運業界大阪築港事業場 

鹿島組花岡事業場 株式会社鹿島組花岡事業場 

鹿島組 株式会社鹿島組（当時） 
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外務省報告書 華人労務者就労事情調査報告書 

昭和１７年閣議決定 

１９４２年（昭和１７年）１１月２７日に行われ

た，「華人労務者内地移入ニ関スル件」と題する閣

議決定 

昭和１９年次官会議決定 

１９４４年（昭和１９年）２月２８日に行われた

「華人労務者内地移入ノ促進ニ関スル件」と題する

次官会議決定 
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別紙１ 

１ 原告Ａ１に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ１氏を，１９４５年３月，日本国官吏や軍隊が一体と

なって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム

宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ１氏が

任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をした

ことにより，ａ１氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そ

してａ１氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつ

き，心から謝罪します。 

   ○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

２ 原告Ａ２に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ２氏を，１９４５年３月，日本国官吏や軍隊が一体と

なって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム

宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ２氏が

任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をした

ことにより，ａ２氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そ

してａ２氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつ

き，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

３ 原告Ａ３に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ３’氏を，１９４３年１月，日本国官吏や軍隊が一体

となって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダ

ム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ３’

氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁を

したことにより，ａ３’氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこ

と，そしてａ３’氏の孫である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害した
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ことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

４ 原告Ａ４に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ４氏を，１９４４年春，日本国官吏や軍隊が一体とな

って逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム宣

言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ４氏が任

意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をしたこ

とにより，ａ４氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そし

てａ４氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつき，

心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

５ 原告Ａ５に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ５氏を，１９４５年３月，日本国官吏や軍隊が一体と

なって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム

宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ５氏が

任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をした

ことにより，ａ５氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そ

してａ５氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつ

き，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

６ 原告Ａ６に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ６氏を，１９４４年，日本国官吏や軍隊が一体となっ

て逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム宣言

受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ６氏が任意

の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をしたこと

により，ａ６氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そして
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ａ６氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつき，

心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

７ 原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿らの父ａ７氏を，１９４３年ないし１９４４年の冬，日本国

官吏や軍隊が一体となって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，

日本国がポツダム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国

公務員がａ７氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかの

ような答弁をしたことにより，ａ７氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を

侵害したこと，そしてａ７氏の子である貴殿らに対しても精神的苦痛を与え，名誉

を侵害したことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

８ 原告Ａ１１に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ８氏を，１９４４年春，日本国官吏や軍隊が一体とな

って逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム宣

言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ８氏が任

意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をしたこ

とにより，ａ８氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そし

てａ８氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつき，

心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

９ 原告Ａ１２に対する謝罪文 

日本国政府は，１９４４年４月，日本国官吏や軍隊が一体となって，貴殿の祖父

ａ９氏及び貴殿の父ａ１０氏を相次いで逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働

に従事せしめ，日本国がポツダム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，

さらには日本国公務員がａ９氏及びａ１０氏が任意の契約に基づき日本の事業場
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において労働に従事したかのような答弁をしたことにより，ａ９氏及びａ１０氏に

多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したこと，そしてａ９氏の孫であり，

ａ１０氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつき，

心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

１０ 原告Ａ１３及びＡ１４に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿らの父ａ１１氏を，１９４３年，日本国官吏や軍隊が一体

となって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツ

ダム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ

１１氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような

答弁をしたことにより，ａ１１氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵

害したこと，そしてａ１１氏の子である貴殿らに対しても精神的苦痛を与え，名

誉を侵害したことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

１１ 原告Ａ１５に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ１２氏を，１９４４年７月，日本国官吏や軍隊が一

体となって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポ

ツダム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員が

ａ１２氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのよう

な答弁をしたことにより，ａ１２氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を

侵害したこと，そしてａ１２氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名

誉を侵害したことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

１２ 原告Ａ１６に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の外祖父ａ１３氏を，１９４４年７月，日本国官吏や軍隊

が一体となって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国
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がポツダム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務

員がａ１３氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかの

ような答弁をしたことにより，ａ１３氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名

誉を侵害したこと，そしてａ１３氏の外孫である貴殿に対しても精神的苦痛を与

え，名誉を侵害したことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

１３ 原告Ａ１７に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ１４氏を，１９４４年７月，日本国官吏や軍隊が一

体となって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポ

ツダム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員が

ａ１４氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのよう

な答弁をしたことにより，ａ１４氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を

侵害したこと，そしてａ１４氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名

誉を侵害したことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

１４ 原告Ａ１８に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿を，１９４４年４月，日本国官吏や軍隊が一体となって逮

捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダム宣言受

諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員が貴殿が任意の

契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答弁をしたこと

により，貴殿に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害したことにつき，

心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 

１５ 原告Ａ１９に対する謝罪文 

日本国政府は，貴殿の父ａ１５氏を，１９４４年，日本国官吏や軍隊が一体と

なって逮捕し，日本の事業所に連行し，強制労働に従事せしめ，日本国がポツダ
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ム宣言受諾後も損害の回復を直ちに行わず放置し，さらには日本国公務員がａ１

５氏が任意の契約に基づき日本の事業場において労働に従事したかのような答

弁をしたことにより，ａ１５氏に多大な肉体的・精神的苦痛を与え，名誉を侵害

したこと，そしてａ１５氏の子である貴殿に対しても精神的苦痛を与え，名誉を

侵害したことにつき，心から謝罪します。 

○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 
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別紙２ 

１ 見出し部分 

  強制連行し，強制労働に従事させた中国人被害者と遺族に心から謝罪 

２ 第１事件本文  

日本国は，戦時中，労働力として日本の事業場に強制連行され，強制労働に従事

させられた原告Ａ１８氏に対し，また，強制連行・強制労働の後死亡した被害者の

遺族である原告Ａ１氏及びその他の原告らに対し，多大な肉体的・精神的な苦痛と

経済的損害を与えたことにつき，心から謝罪申し上げます。 

また，日本国の謝罪があまりに遅すぎ，このため日本国の謝罪があなた方の苦痛

を十分に癒すことができず，あなた方の怒りを十分に和らげることができないこと

についても，心から謝罪いたします。 

日本国は，戦時中，不足した労働力を確保するため，４万人に近い中国人を日本

に強制連行し，３５企業の１３５の事業場に送って苦役に従事させました。当時の

日本政府の奨励の下に，日本企業は残酷に中国人を使役し，このために６８３０名

余りの中国人が迫害され死去しました。多くの家庭が破壊され，家族は離散しまし

た。 

また，日本国は，ポツダム宣言受諾後もあなた方被害者らの損害を回復する適切

な措置を直ちに行わず今日まで放置して来ました。さらに，強制連行・強制労働の

被害者を「契約工」と称し，自らの意思に基づき，日本に来て労働したかのような

弁明をして，その名誉を侵害しました。 

こうして，日本国は，あなた方被害者と遺族に対し，多大な肉体的・精神的な苦

痛と経済的な損害を与えました。あなた方被害者と遺族を含め，強制連行・強制労

働による被害者らが蒙った大きな痛苦と損害に対し，日本国は，加害国としての歴

史的，社会的，道義的，法律的責任を負うものであり，全ての被害者と遺族の方々

に心から謝罪するとともに，殉難された中国人に対して心からの哀悼の意を表しま

す。 
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過去の経験を忘れないで将来の戒めとする。そのために，日本国は，中国人被害

者らの人権が侵害された強制連行・強制労働の歴史的事実を率直に認め，深く反省

の意を表し，二度と同じ過ちを繰り返さないために，この歴史的事実を次の世代に

伝え，実際の行動によって，日中友好を擁護し促進していきます。 

   

     ○○年○○月○○日    日本国内閣総理大臣 ○○○○ 」 

３ 第２事件本文 

日本国は，戦時中，労働力として日本の事業場に強制連行され，強制労働に従事

させられた原告Ａ１８氏に対し，また，強制連行・強制労働の後死亡した被害者の

遺族である原告Ａ１９氏に対し，多大な肉体的・精神的な苦痛と経済的損害を与え

たことにつき，心から謝罪申し上げます。 

また，日本国の謝罪があまりに遅すぎ，このため日本国の謝罪があなた方の苦痛

を十分にいやすことができず，あなた方の怒りを十分に和らげることができないこ

とについても，心から謝罪いたします。 

日本国は，戦時中，不足した労働力を確保するため，４万人に近い中国人を日本

に強制連行し，３５企業の１３５の事業場に送って苦役に従事させました。当時の

日本政府の奨励の下に，日本企業は残酷に中国人を使役し，このために６８３０名

あまりの中国人が迫害され死去しました。多くの家庭が破壊され，家族は離散しま

した。 

また，日本国は，ポツダム宣言受諾後もあなた方被害者らの損害を回復する適切

な措置を直ちに行わず今日まで放置してきました。さらに，強制連行・強制労働の

被害者を「契約工」と称し，自らの意思に基づき，日本に来て労働したかのような

弁明をして，その名誉を侵害しました。 

こうして，日本国は，あなた方被害者と遺族に対し，多大な肉体的・精神的な苦

痛と経済的な損害を与えました。あなた方被害者と遺族を含め，強制連行・強制労

働による被害者らが蒙った大きな痛苦と損害に対し，日本国は，加害国としての歴
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史的，社会的，道義的，法律的責任を負うものであり，すべての被害者と遺族の方々

に心から謝罪するとともに，殉職された中国人に対して心から哀悼の意を表します。 

過去の経験を忘れないで将来の戒めとする。そのために，日本国は，中国人被害

者らの人権が侵害された強制連行・強制労働の歴史的事実を率直に認め，深く反省

の意を表し，二度と過ちを繰り返さないために，この歴史的事実を次の世代に伝え，

実際の行動によって，日中友好を擁護し促進していきます。 

  ○○年○○月○○日     日本国内閣総理大臣 ○○○○ 
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別紙３  

１ 第１事件 

［标题］ 

向被强掳奴役的中国受害者及其遗属真诚谢罪  

［正文］ 

战争时期被强掳到日本作业场从事奴役劳动的原告Ａ１８先生，被强掳奴役后 死亡

的受害者遗属Ａ１先生以及其他原告们，由于给你们造成了身体上，精神上的极大痛苦

和经济上的损害，日本国在此谨表示真诚的谢罪。 

并且，日本国的谢罪为时过晚，因此，这一谢罪不能完全消除你们的痛苦，不能完全缓

解你们的愤怒。对此日本国也表示衷心的谢罪。 

在侵华战争时期，日本国为了弥补劳动力的严重不足，强掳近 4 万名中国人到日本，

并押送到 35 家企业的 135 个作业场从事苦役劳动。在当时的日本政府的鼓励之下，日

本企业残酷奴役中国人，致使 6830 余名中国人被残害身亡，使许许多多的家庭妻离子

散，家破人亡。 

并且，在接受波茨坦宣言以后直到现在，日本国也始终没有采取任何妥善的措施挽回

中国人蒙受的损害，甚至辩解称被强掳奴役的受害者是“合同工”，好像你们自愿来日本

打工。这严重损害了受害者的名誉。  

因此，日本国对受害者及其遗属造成了身体上，精神上的极大痛苦和经济上的损害。

受害者及遗属因强掳奴役而蒙受了深重的痛苦与损害，对此，日本国作为加害国，应该

承担历史，社会，道义，法律上的责任，向所有的受害者及遗属真 诚谢罪，并对殉难

的中国人表示诚挚的哀悼。 

 “前事不忘，后事之师”。日本国坦诚地承认中国受害者的人权被侵害的这一历 史事

实，并表示深刻反省。为了绝不重蹈覆辙，日本国将这一历史事实传给后代，并以实际

行动维护和促进中日友好。  

      

             日本国   内阁总理大臣 ○○○○ 
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○○年○○月○○日 

２ 第２事件 

［标题］ 

向被强掳奴役的中国受害者及其遗属真诚谢罪  

［正文］ 

战争时期被强掳到日本作业场从事奴役劳动的原告Ａ１８先生，被强掳奴役后死亡的

受害者遗属Ａ１９先生以及其他原告们，由于给你们造成了身体上，精神上的极大痛苦

和经济上的损害，日本国在此谨表示真诚的谢罪。 

并且，日本国的谢罪为时过晚，因此，这一谢罪不能完全消除你们的痛苦，不能完全缓

解你们的愤怒。对此日本国也表示衷心的谢罪。 

在侵华战争时期，日本国为了弥补劳动力的严重不足，强掳近 4 万名中国人到日本，

并押送到 35 家企业的 135 个作业场从事苦役劳动。在当时的日本政府的鼓励之下，日

本企业残酷奴役中国人，致使 6830 余名中国人被残害身亡，使许许多多的家庭妻离子

散，家破人亡。 

并且，在接受波茨坦宣言以后直到现在，日本国也始终没有采取任何妥善的措施挽回

中国人蒙受的损害，甚至辩解称被强掳奴役的受害者是“合同工”，好像你们自愿来日本

打工。这严重损害了受害者的名誉。  

因此，日本国对受害者及其遗属造成了身体上，精神上的极大痛苦和经济上的损害。

受害者及遗属因强掳奴役而蒙受了深重的痛苦与损害，对此，日本国作为加害国，应该

承担历史，社会，道义，法律上的责任，向所有的受害者及遗属真诚谢罪，并对殉难的

中国人表示诚挚的哀悼。 

 “前事不忘，后事之师”。日本国坦诚地承认中国受害者的人权被侵害的这一历史事实，

并表示深刻反省。为了绝不重蹈覆辙，日本国将这一历史事实传给后代，并以实际行动

维护和促进中日友好。  
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   日本国   内阁总理大臣 ○○○○  

                       ○○年○○月○○日 
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別紙４ 

 謝罪広告（別紙２及び別紙３）の条件 

１ 見出し部分は１４ポイント 

２ 本文は８ポイント 

３ 「日本国内閣総理大臣○○○○」の部分は１２ポイント 
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別紙５ 強制連行及び強制労働の事実等の有無 

第１ 原告らの主張 

１ 強制連行に至るまでの経緯 

  ⑴ 満州事変 

１９３１年（昭和６年）９月１８日，中国東北部（以下「旧満州」という。）

の奉天（現在の瀋陽）郊外の柳条湖で，関東軍参謀らの謀略によって南満州鉄

道が爆破された（以下，この事件及びこれをきっかけとする旧満州における日

中の武力衝突を「満州事変」という。）。当時，旧満州の旅順に司令部を置いて

いた関東軍は，旧満州を占領し，１９３２年（昭和７年）３月１日には，傀儡

政権を擁立して「満州国」の建国を宣言し，同年９月１５日，日本国政府（斎

藤実内閣）は「満州国」を承認した。 

「満州国」成立後の旧満州では，関東軍は治安維持の観点から日本人移民の

促進，中国人・朝鮮人の流入の規制を図り，特に中国の華北地方から旧満州へ

の流入を規制した。 

  ⑵ 日中戦争 

１９３７年（昭和１２年）７月７日，北京郊外の盧溝橋で日中両国軍の衝突

事件が発生した（盧溝橋事件）。これを契機に戦線が拡大し，日中戦争に至るこ

とになった。１９３６年（昭和１１年）４月当時，陸軍の支那駐屯軍（司令部

は天津。）は兵力を増強し，新編制に改変していた。「駐屯軍」は外地における

平時の編制であったが，１９３７年（昭和１２年）８月３１日，陸軍は，支那

駐屯軍を改編し，華北において北支那方面軍（司令部は北京。）を編制し，第１

軍と第２軍を統轄した。「方面軍」は戦時の編制である。以後，日中両軍は，南

京攻略戦，徐州会戦，「武漢攻略作戦・広東作戦」などの大規模な戦闘を行った

が，次第に長期持久戦に転換するに至った。 

北支那方面軍設置の際，陸軍は「特務部」を置き，軍作戦地後方地域におけ

る各般の政務事項に関し，中国側機関を統制指導し，当該地域の「日満中提携」，
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共栄実現の基礎とするために，諸般の工作を実施すべきものとした。 

この北支那方面軍特務部が指導し，１９３７年（昭和１２年）１２月，北平

（北京）で華北の傀儡政権である中華民国臨時政府を設立し，以後も軍が華北

の支配の実権を握り，強制連行実行の重要な一角を担うのである。 

  ⑶ 物資の動員 

日本国が中国や南方へと占領地を拡大する重要な要因は，鉱業資源の獲得に

あった。関東軍は，１９３６年（昭和１１年）８月，「満州国第２期経済建設要

綱」を決定し，その枠組みに沿って，「満州産業開発五ヵ年計画」（１９３７年

（昭和１２年）４月～１９４１年（昭和１６年）３月）が作成された。この計

画では，鉄・石炭・アルミニウム・液体燃料等の基礎素材部門の生産能力の大

幅拡充とともに，自動車・飛行機・兵器等の軍需工業の確立を目標とした。 

華北では，北支那方面軍特務部，興亜院（１９３８年（昭和１３年）１２月

１６日設置の日本の国家機関。１９４２年（昭和１７年）１１月大東亜省に統

合された。），満鉄（南満州鉄道株式会社）調査部等の連携により，いくつかの

経済開発計画が立案された。「満州国」の場合と異なり，華北における経済開発

計画の制約要因は「治安」の問題であった。華北では中国共産党の抗日根拠地

と遊撃区が建設され，農村部は日本側の支配が及び難い状態であった。 

  ⑷ 労働力の動員 

１９３８年（昭和１３年）４月，国家総動員法が公布された。同法は，「戦時

（戦時に準ずべき事変の場合を含む。）に際し国防目的達成の為国の全力を最

も有効に発揮せしむる様人的及物的資源を統制運用」することを目的とする。

日本国政府は，「政府は戦時に際し国家総動員上必要あるときは勅令の定むる

所に依り帝国臣民を徴用して総動員業務に従事せしむることを得」という規定

により，議会の承認なしに，勅令をもって経済と国民生活の全体にわたって統

制する権限を得た。 

厚生省援護局の資料によれば，１９４５年（昭和２０年）８月１５日時点の
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現存兵員数は５４７万２４００名（うち中国本土１０５万５７００名），１９

３７年（昭和１２年）７月７日から１９４５年（昭和２０年）８月１４日まで

の死没者は１４８万２３００名（うち中国本土３８万５２００名）であった。 

上記統計によれば，盧溝橋事件が勃発した１９３７年（昭和１２年）７月７

日以後，兵力の大動員と消耗によって，日本国内の労働力が極めて逼迫する状

況になっていたことが読み取れる。 

例えば，１９３７年（昭和１２年）８月，応召による坑夫の欠乏を危惧した

筑豊石炭鉱業会は，朝鮮人労働者の「誘致」を決議し，石炭鉱業連合会を通じ

て日本国政府に陳情しているが，こうした動きにも労働力に強い需要があった

ことを見ることができる。 

日本，朝鮮，「満州国」においては，国家総動員法及びこれに基づく勅令によ

って労働力動員体制が整備された。他方，中国の華北など占領地においては，

軍が直接前面に出て，法制・行政機構を実体化させる余裕を欠いていた。ただ

し，動員の強制性という点では，植民地と占領地は同様であり，いずれの地域

においても，まず募集によって必要数を調達しようとし，それが困難になると

行政機関への割当てに移行し，そして警察（あるいは軍）と連携した強権的な

いし詐欺的な動員が一般化し，ついには拉致にまで至ることになった。 

１９３９年（昭和１４年）７月，国民徴用令が公布され，一般国民が軍需産

業に動員されるようになった。さらに，「昭和１４年度労務動員実施計画綱領」

が閣議決定され，これには移入朝鮮人労務者が計上され，同年９月から朝鮮人

が集団で「労力移入」されることになった。これが強制連行の第１段階として

の「集団募集」であった。 

「満州国」では，日中戦争勃発後，「修正５ヵ年計画」を策定し，本格的な労

働力動員政策を実施することとした。まず，１９３８年（昭和１３年）１月，

労働力動員実施機関として，「満州国政府」，満鉄，大東公司，満州土建協会等

の共同出資により「満州労工協会」が設立された。以後，満州労工協会が，労
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働者の供給，登録業務等を行った。 

関東軍は，１９３７年（昭和１２年）までは華北からの中国人流入を制限し

ていたが，１９３８年（昭和１３年）からは華北からの労働力導入促進に転換

した。１９４０年（昭和１５年）には，旧満州に流入した中国人は１３０万名

を上回り，その数は１９３６年（昭和１１年）と比べると農林漁業は３．２７

倍，鉱業は１２．７２倍に増えた。他方，旧満州に労働力を供給する結果とな

った華北においても，労働力の需要は大きく，これに旧満州と華北との間に「労

働力の奪い合い」の状態が現出した。 

華北においては，１９３８年（昭和１３年）１１月，華北経済開発の統合調

整企業として「北支那開発株式会社」が設立された。華北における土木，鉱山

等の労働力需要は急速に高まり，「満州国」側の労働力需要との調整が必要に

なったからである。 

１９３９年（昭和１４年）２月，北京で「満支労働関係者会議」が開催され，

「満州国」側は大東公司が「満州国」への供給斡旋を統制し，華北側は「労工

協会」を設立して統制することとした。「華北労工協会」は，日本の傀儡政権で

あった中国政府と北支那開発株式会社が出資し，１９４１年（昭和１６年）７

月設立された。 

  ⑸ 中国人強制連行政策の立案 

   ア 事業者側の要請 

１９３９年（昭和１４年）７月，北海道土木建築業聯合会内，外地労働者

移入組合発起人作成の「願書」が，厚生・内務大臣宛に提出された。同願書

には，日中戦争の本格化のもとで，「我国内の労働力は減ぜざるを得ず。枯渇

する我労働資源を支那人の有する最も簡易なる奉仕を以て代位するは極め

て当然ならずや」とあり，また「労働者の不足より生ずる賃金の高騰を防ぐ」

とあり，北海道において合計６１００名の導入が必要であるとされていた。

同願書には，「彼等の如き低廉なる労働賃金を以て甘んずる労働者を我本土
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に連行し」，「予てより試みられつつある百の宣撫工作より勝れるものある可

しと信ず」ともあった。この一節は，宣撫工作による募集などでは逼迫する

労働力の需要には追い付かず，もはや「連行」するしかないという事業者側

の逼迫した状況をうかがうことができる。 

１９３９年（昭和１４年）１２月，日本の土建企業の連合体である土木工

業協会では，臨時理事会で調査部に研究課を置くことを決議した。１９４０

年（昭和１５年）１月の調査部臨時委員会におけるＧ理事長の発言は，１９

３８年（昭和１３年）段階で，華北の労働統制の計画を持っていたことを明

らかにするものであった。 

朝鮮人に加えて中国人を日本に連行する構想は，１９４０年（昭和１５年）

３月に商工省燃料局に官民合同協議会が設置された時から表面化していた。 

１９４１年（昭和１６年）４月，北京で「満州北支労務対策会議」が開催

された。北支那方面軍司令部参謀部第４課「月報」（同月分）の「政務関係事

項三」の記載によれば，上記会議には「関東軍Ｈ参謀以下３名及び政府代表

部，（満州）労工協会，土建協会，満炭等代表者８名を迎え北支側より軍，興

亜院華北連絡部，新民会，華北交通会社等代表者」が参列した。上記会議で

は，「昭和１６年度対満供出労働者」の１１０万名確保を目標として設定さ

れたほか，そのための必要な方策として「治安工作と労働者募集との連携」

が掲げられた。「満州国」側の一員として参加した満州土木建築協会理事長

のＩは，上記会議において，「勿論募集難の最大原因は治安が悪く，募集地区

に入れないのですから，北支軍としては募集に最も有利な地区に討伐をやっ

て頂ければ良いのです」と提案すると，北支那方面軍（北支軍）のＪ大佐が

「よし討伐しやう」と発言した。 

上記会議では，華北では「討伐」を労働力調達の手段とすることが，事業

者側と北支那方面軍の共通の理解となったことが分かる。また，上記会議に

参加した「新民会」とは，１９３７年（昭和１２年）１２月に北平（北京）
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で設立された宣撫団体である。抗日勢力の減少，傀儡政権の支持の取付けを

目的に，中国人に対する宣撫工作を行った。北海道土木建築業聯合会内，外

地労働者移入組合発起人（代表・Ｋ）作成の前記「願書」に，「連行」が「百

の宣撫工作より勝れるもの」とあるのは，新民会等による宣撫工作では労働

力を確保できないという事情を企業側もよく認識していたことを示すもの

である。 

１９４１年（昭和１６年）８月，石炭鉱業連盟会長，日本金属鉱業連盟会

長が日本国政府に対し，「支那苦力の移入」を求める意見書を提出した。 

以上のとおり，昭和１７年閣議決定の前に既に事業者が積極的に中国人強

制連行に向けて動いていた。これに関与する事業者は，既に「満州国」や華

北においてさまざまな企業活動を展開し，そこで多くの中国人労働者を使役

していた。その経験をもとに，上記のとおり，もはや「連行」するかしない

と提言するに至っているのである。 

  イ 中国人強制連行政策の立案 

１９４１年（昭和１６年）１２月８日，日本国はアメリカ及びイギリスに宣

戦を布告し，太平洋戦争が開始された。長期化している日中戦争に加え，太平

洋戦争の開始により，ますます日本国内（内地）の労働力が逼迫するようにな

った。土木工業協会は，１９４２年（昭和１７年）１０月１０日極秘文書「華

北労務者の使役に関する件」を作成し，「（興亜院が作成した）『華北労務者の対

日供出に関する件』の方針に基づき土木工事用労務者の移入を実施せん」とし

て「移入要領」を定めた。 

石炭統制会は，１９４２年（昭和１７年）１０月１日，各支部に対し，極秘

文書「炭鉱に俘虜並に苦力使用の件」を発し，その中で「苦力使用に関しても

現在企画院と種々交渉中にて未だ具体的の結果を見ざるも各業者の熱意如何

に依りては此れも使用可能となる見込あるにより交渉の資料として右俘虜と

同様十月五日迄に各社より希望数並に希望条件を徴取することに本日決定し
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た」と述べている。同年１０月１５日付けの石炭統制会東部支部長名義の「苦

力使役の件」には，興亜院の希望を記載した企画院作成名義の「苦力の件」が

別紙として添付されている。 

事業者側の強い要請，北支那方面軍の積極的関与の姿勢，さらには太平洋戦

争勃発により，ついに１９４２年（昭和１７年）１１月２７日，昭和１７年閣

議決定に至った。なお，昭和１７年閣議決定の直前の同年１０月２１日付けで

「俘虜派遣規則」が公布され即日実施された。同規則第１条には「本令ニ於テ

俘虜ノ派遣ト称スルハ俘虜ヲ労務ニ服セシムル為俘虜収容所外ニ派遣居住セ

シムルヲ謂ヒ派遣俘虜ト称スルハ派遣セラレタル俘虜ヲ謂フ」とある。すなわ

ち，軍事俘虜を俘虜収容所以外に収容して，工場や鉱山に労役させることを認

めるものであった。 

昭和１７年閣議決定を受けて，１９４２年（昭和１７年）１２月，関係官庁

と民間統制団体の１８名からなる「華北労働事情調査団」が派遣された。これ

には，企画院，厚生省，内務省，商工省など各省と民間側各種統制会，三井，

三菱，住友などの鉱山関係者，新潟，伏木の荷役業者等総勢２７名が参加した。 

日本国政府は，昭和１７年閣議決定に基づき，１９４３年（昭和１８年）４

月から同年１１月までの間に，中国人労働者１４１１名を日本国内に試験的に

移入した。 

１９４４年（昭和１９年）１月２７日の衆議院予算委員会において，岸信介

国務大臣は，「来年度の計画を進めて行きます上に於きまして，労務の問題は

御承知の如く非常な重要問題でありまして，露天労務者としましては（欠落）

名前後の者が必要ではないかと考えて居ります。而して其の確保と云うことに

付きましては，是は一般労務計画と睨み合わせて行かなければなりませぬが，

御話の如く私共も此の労務の給源と致しまして，半島労務者及び華人労務者等

の相当大量な此の方への割当の移入と云うことは，どうしてもやって行かなけ

ればいかぬ，随て之に伴う所の各種の問題は，御承知の如く頭を切り替えて，
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凡ゆる方法を講じて之を解決すると云うことにし，相当大量の斯う云う方面の

労務者を入れる必要がある，斯様に考えて居ります」と述べた。また，同月２

８日の同委員会で小泉国務大臣が「試験移入は非常によい成績」である旨の答

弁をした。同年２月１７日付けの石炭統制会労務部長から東部支部長宛の「華

人労務者移入に関する件」には，「為替相場の関係上之が経費相当割高となる

を以て其一部に対し国家補償をなすべきや否やに付協議中」とある。中国人労

働者を受け入れた企業に対し，日本国政府が国家補償を行うという話はこの時

点で出ていたのである。 

そして，１９４４年（昭和１９年）２月２８日，昭和１９年次官会議決定を

行った。昭和１９年次官会議決定の「第一 通則」の一では，「本件により内地

に移入する華人労務者の供出又はその斡旋は大使館，現地軍並びに国民政府

（華北よりの場合は華北政務委員会（華北における日本の傀儡政権））指導の

下に現地労務統制機関（華北よりの場合は華北労工協会）をして之に当たらし

むること」と定められている。昭和１７年閣議決定に比べて，「大使館現地軍」

が登場し，また，「訓練せる元俘虜又は元帰順兵」が連行対象者として前面に登

場している。 

昭和１９年次官会議決定に基づき，日本国政府は，「華人労務者内地移入手

続」において中国人労働者移入の具体的な実施細目を定め，さらに，１９４４

年（昭和１９年）８月１６日「昭和１９年度国民動員実施計画策定に関する件」

との閣議決定により，昭和１９年度国民動員計画において３万名の中国人労働

者の供給を計上して，中国人労働者の本格的な移入を促進することとした。 

日本国政府は，昭和１９年次官会議決定に基づき強制連行を本格化させ，１

９４４年（昭和１９年）３月から１９４５年（昭和２０年）５月にかけて，３

万７５２４名，前記試験的移入と併せて合計３万８９３５名の中国人が強制連

行された。なお，俘虜収容所から青島等の港に行き着くまでに死亡した数は３

２０名であり，これを加えると強制連行された中国人は３万９２５５名になる
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との推計もある。 

２ 強制連行の実態 

⑴ 概要 

華北における強制連行は，日本国政府，日本大使館（北京），現地軍（北支那

方面軍。北京），国民政府又は華北政務委員会の指導のもとに，華北労工協会が

当たっていた。そして実際には，全ての面で北支那方面軍が前面に出て，徴用

手続すらとらない無差別の労工狩り（拉致）を行い，捕虜を転用していた。 

⑵ 供出手続（拉致の実態） 

昭和１７年閣議決定は，「年齢概ね４０歳以下にして心身健全なる者」を選

抜するとし，中国人労働者の供出方法は，「行政供出」，「訓練生供出」，「自由募

集」及び「特別供出」の４つであった。しかし，「訓練生供出」の実態は，戦闘

によって捕まえた俘虜を供出するものであり，「行政供出」の実態は，特に１９

４３年（昭和１８年）以後，日本における労働力が極めて逼迫してからは，戦

闘を前提とせず暴力的に逮捕・拉致した者を供出するものであり，いずれも強

制連行であった。 

また，４６事業場における統計によると，中国人労働者の５９．３パーセン

トが有家族者であり，４０歳を超える者も連行されていた。 

⑶ 訓練 

ア 昭和１９年次官会議決定においては，中国人労働者の移入に先立ち，一定

期間（１か月以内）現地の適当な機関において必要な訓練をすることとされ

ていた。 

イ 石門俘虜収容所は，１９４４年（昭和１９年）春，「石門労工訓練所」と改

称され，表向きは「労工」となるための「訓練」を行う施設となった。しか

し実際には俘虜収容所そのものであり，「訓練所」と呼べるものではなく，思

想教育，団体教練もあったものの，そのほとんどは「労働」，しかも「強制労

働」であった。石門俘虜収容所の周囲には，背丈の倍くらいの太い丸太が立



 

95 

 

ち並び，有刺鉄線が張られ，丸太にはがいしが付けられて高電圧線が張られ

ていた。捕虜が逃げようとして感電死したこともあった。 

戦場での負傷者は手当もされないまま有蓋車に押し込められた。逃げるこ

とができず，途中で食物も水も与えられなかったため，石門の駅に着いた時

には，既に多数の俘虜が死んでいた。石門労工訓練所に到着すると，消毒の

ため石炭酸水の入っているドラム缶の中に入れられ，氏名，八路軍（日中戦

争期に華北で活動した中国共産党軍）かどうか，身分などが登記された。収

容所の食事は粗末なもので，それすらも満腹になるまでは食べられなかった。

衣服の支給はなく，暑い頃に捕まえられた者は冬になっても薄着のままだっ

た。病気になって死ぬ者も多く，死者数が多くなると，常備されている棺桶

に遺体を入れ，それを担いで万人坑に行き，死体を放り出して，また棺桶を

持って帰った。さらに多くなると，大八車に何十体も積んで運び出した。暴

動を起こし，門を出ようとして２０名くらいが銃で撃たれて死亡したことが

あった。 

ウ 済南の俘虜収容所である新華院においても，中国人労働者は，朝に体操す

ることはあったものの，ほとんど閉じ込められたままであり，実際には，俘

虜を労工に変えるための訓練は行われていなかった。 

⑷ 日本への輸送 

昭和１９年次官会議決定では，「華人労務者の輸送は日満支関係機関に於い

て之が手配を為すこと」とされていたが，実際には日本大使館，北支那方面軍，

華北労工協会が連絡を取り合い，収容所に収容されていた捕虜らを収容所から

出港地に輸送し，上船させ，日本の入港地から日本各地の事業場に輸送した。 

輸送された中国人労働者は，食糧事情が最悪の状態で，貨物船の貨物に寝起

きさせられ，最長で３９日も要する航海を余儀なくされ，上陸後直ちに長時間

の汽車輸送を受けた。その結果，これによる死亡者は８１２名にのぼった。石

門俘虜収容所に収容された中国人労働者は，石門捕虜収容所から石門にある駅
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まで３０分ほど歩かされ，その間，拳銃か何かの武器を持った中国人警備隊員

と小銃を持った日本軍兵士に監視され，石門駅に到着するまでに２名が倒れ，

この２名を含め２５名は栄養失調者として乗船しなかった。石門にある駅で，

有蓋車に押し込まれ，出発する間際に閉められた有蓋車の扉は，青島に着くま

で開けられることはなかった。４斗樽ほどの樽を便器として，貨車の中に入れ，

そこで大小便をさせられた。 

船中の警備は海軍の分担で，一個分隊ほどの兵隊が乗っていた。海に飛び込

んで逃げる者もいた。昼間は潜水艦に攻撃されるので，主に夜に航行し，朝鮮

の沿岸を通って，約１週間航海した。そして上陸地から日本各地の事業場に汽

車で「輸送」させられたのである。 

⑸ 中国人労働者の身分，年齢，家族の状況 

外務省報告書では，鹿島組花岡事業場の中国人労働者の年齢構成は，最年長

が６７歳，最年少が１６歳，平均年齢が３５歳であり，家族構成は，独身が６

割，家族のある者が４割と記載されている。職業は，農７０５名，商１０２名，

工３９名で，前歴は俘虜であるものが１３６名との記載がある。 

藤永田大阪事業場は，年齢構成は，最年長が５５歳，最年少が１６歳，平均

年齢が３２歳であり，家族構成は，独身が７４名，家族のある者が２７５名，

職業は，農１２３名，商１０名，その他１９名，前歴は，保安隊員が８名とな

っている。 

港運大阪安治川事業場は，年齢構成は，最年長が５３歳，最年少が１７歳，

平均年齢が２７歳であり，家族構成，職業，前歴は，いずれも不詳となってい

る。 

港運大阪川口事業場は，年齢構成は，最年長が５１歳，最年少が１７歳，平

均年齢が３０歳，家族構成は，大部分が独身，職業は，主として農，前歴は，

旧軍人が７０名と記載されている。 

港運大阪築港事業場は，年齢，家族構成及び職業は不詳，前歴は，荷役労工
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となっている。 

外務省報告書は上記のとおり整理しているが，現地機関も受入企業において

も中国人労働者の前歴に関心はなく，中国人労働者においても，たとえ八路軍

に所属していても身分を明らかにせず，多くは農民であると申告していたため，

前歴については実際とは異なる。 

年齢について，昭和１７年閣議決定は，「年齢概ね４０歳以下にして心身健

全なる者」を選抜するとしていたが，実態は上記のとおり，４０歳を超える者

もいたのである。 

また，統計数字の出ている４６事業場の家族状況をみると，有家族者が５９．

３パーセントであった。 

３ 強制労働の実態 

⑴ 強制労働に対する被告の主体的関与 

ア 中国人労働者に対する管理・取締りは被告が行っていたこと 

各事業場に配置された中国人労働者に対しては，日本国政府，事業場，中

国側の華北労工協会等の三者が管理を行っていた。政府機関としては，内務

省（取締担当，地方庁，警察署），厚生省（労役配置担当，国民職業指導所），

軍需省（生産量割当），運輸省（国内移動輸送）が担当し，地方庁としては，

県，町が担当した。 

外務省報告書には中国人労働者に対する管理及び取締りについては内務

省が厚生省，軍需省と連名で行っていたことが明記されている。また，住居

の設置場所のような詳細にわたる事項についても，日本国政府が事業所に対

し指示をしている様子がうかがえる。 

   イ 内務省による事業所の指示，視察 

     移入華人労務者取締要領の発出 

内務省は，１９４４年（昭和１９年）４月付けで，「移入華人労務者取締

要領」を発出しているが，その中で，逃亡の防止や外部の接触を絶つため，
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さまざまな処置を各事業所に指示している。例えば，中国人労働者の宿舎

と作業場を日本人や朝鮮人からできるだけ隔離する，個人外出の禁止，手

紙など通信の検閲，思想や経歴等の詳細な内査，逃亡者の捜査などである。

さらに事故や紛争の発生状況，中国人労働者の「稼働状況」，それに「指導

員」や「取締専従警察官」について，内務省に毎月報告するよう求めてい

る。 

このように，被告は，各事業所が中国人労働者を「管理」する手法につ

いて，極めて詳細かつ具体的に指示を行っていた。犯罪者あるいはスパイ

集団に対するに等しい扱いが，中国人労働者に対する日本側の基本的な姿

勢だった。 

     内務省による事業場の視察 

また，内務省は，自ら出した指示がきちんと実施されているかどうか確

かめるため，事業所の視察に回っており，実際に，三井鉱山砂川鉱業所の

事業所報告書には，「内務省，厚生省，軍需省調査官来山時に於て，良好な

る為不評を蒙りたることあり。」と記載されており，内務省などの調査官

が来たが，中国人労働者への待遇が良すぎて，不評だったということが分

かる。 

このように，被告は，中国人労働者の生命，健康を保護する義務がある

のにこれを怠っていただけではなく，中国人労働者の労働条件をより劣悪

にすべく，事業所に対して指示を行っていたのである。 

１９４４年（昭和１９年）７月１２日，内務省のＬ事務官，Ｍ嘱託（以

下「Ｍ嘱託」という。），厚生省官僚，秋田県警察部特高課長，警察署長な

ど二十数名が花岡鉱山を訪れ，鹿島組花岡事業場と鹿島組に対し，中国人

労働者の取扱方法について指示をした。Ｍ嘱託は「宿舎の構造と設備が華

労に対して贅沢過ぎる。理由・粗末な穴倉敷仮小屋が華労の性格に適す

る。」，「食糧の給与が贅沢過ぎる。現給（２２キロ）でも多過ぎた。理由・



 

99 

 

華人の労働者は麦粉は主食でない。より下級な食糧を採っている。」，「作

業能率は低い（当時日本人と同率）。現在の３倍を華人能率の基本とせよ。

理由・北海道イトムカ鉱山の華労は花岡鉱山の華労よりも食糧が不足であ

るが能率が良い。濡れたタオルの水が一滴もなくなる迄もしぼる方針を取

れ。華人の性格には裏表ありて裏には陰謀術策が秘められ日本人に想像の

出来難い点がある。」，「華労の裏面的行動を査察し反動的陰謀者の早期発

見」などと指示した。 

また，Ｍ嘱託は，１９４４年（昭和１９年）の３月か４月頃から，内務

省の嘱託として，強制労働が行われていた各地の事業所に，合計２０回程

度の視察旅行を行っている。この視察旅行には，常に内務省外事課の理事

官か事務官が同行し，事業所に対して，さまざまな指示を行っていた。 

かかる内務省の指示が，中国人労働者の処遇を悪化させ，その健康被害

を惹起せしめたことは明らかである。 

     華人労務者使用上の参考資料の作成 

Ｍ嘱託は，１９４４年（昭和１９年），中国人労働者が「試験移入」され

た富山県の日本港運業会伏木華工管理事務事務所を視察した際も，まず中

国人労働者の食事の量を減らすように勧告している。また，宿舎の設備や

衛生施設，衣服も汚れて不潔であることを確認した上で，「中国人にはこ

れで十分だ。」と意見を述べた。さらに，同年５月にＭ嘱託は長野県王滝村

のホテルで中国人労働者の取扱いについて，内務省理事官，長野特高の警

部，福島県警の警官，建設会社間組と飛鳥組の事業所の代表に対し講演を

行っている。その骨子は，「中国人はずる賢いので，見張っていないと何を

しでかすかわからないから注意が必要だ。風呂や病気の治療は不要で，食

料も少なくてよい。」というものであった。 

内務省は，このようなＭ嘱託の勧告や意見に基づき，１９４４年（昭和

１９年）６月付で，「華人労務者使用上の参考資料」という意見書を作成し
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た。この意見書には，次のような記載がある。なお，この意見書では中国

人労働者のことを「苦力」，「支那」，中国を「支那」，朝鮮を「半島」と記

している。 

「（宿泊施設は）座して頭の上二，三寸空く程度で良いのではないか，そ

うするなら，苦力の収容力は現在の倍以上はあると思われる。」 

「殊に甚だしいのは入浴の施設であるがあれ等は何うかと思う。大体苦

力が今日迄日本のような風呂に入ったものが，何人あるか？支那の習慣は，

（中略）自分の家に連れて来て風呂に入れるという事は，被征服者が征服

者に対する態度なのであり従って余り増長させて働かなくなると云う事

であろう。大体彼等には洗面器へ水なり湯なり一杯有れば夫れで沢山なの

である。」 

「（食料は）少ない（中略）程彼等が緊張して居り，稼働率も良い。多い

程緊張味を欠くのみか，病人が多く増長慢で稼働率が悪いのである。」 

「食料を直ちに減ずる事は困難であるので，病人とか，作業を休んだも

のは減ずるとか，又毎日僅か宛を減じて行くと云う方法にする以外には無

いのではないかと思う。」 

「（中国では）逃走した者は何れも首を斬るか，銃殺なので，此の点日本

へ来て逃走しても大した処罰を受けなかったとなると取締が倍々困難に

なりはせぬかと云う事を恐れるのである。」 

このように，中国人労働者に対する事業所での処遇をより悪化させるよ

うな方策が，内務省により極めて具体的に指示されていた。 

ウ 警察署による指示 

内務省のみならず各地の警察署も，中国人労働者の管理・取扱いについて，

各事業場に対し，より劣悪なものにするように指示を出している。例えば，

岩手県の日鉄鉱業釜石鉱業所に対して，警察は，「華人労務者に関する警察

側よりの指示事項」として，「逃走者を逮捕せる場合，絶対に帰国又は職場に
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復帰さすことなく警察署に連行のこと」，「労働能率の向上のため成績優秀者

に嗜好品を与え不良者には減食すること」，「規律，指導訓練は最初から厳格

に行うこと」，「宿舎は座して頭上二三寸空けば良しとす。入浴の設備は被征

服者が征服者を持成すと云う支那の観念があるから設備の必要なし」という

指示を行っている。 

これらの指示内容は，上記内務省の「華人労務者使用上の参考資料」の内

容とも大きく符合している。内務省の指示は，各地の警察署を通じて，各事

業所に浸透していった。 

⑵ 中国人労働者の抵抗・蜂起に対する被告の対応 

中国人労働者は，極めて過酷な環境と条件のもとに拘束されていたが，自ら

を取り巻くこれらの環境と条件を甘んじて受け入れてきたものではなく，食料，

衣料充足の要求，通信外出要求，強制労働に対する要求，帰国要求をしていた。 

また，中国人労働者による事業場に対する抵抗の一つとして，逃亡があった

が，官憲，事業場は逃亡を最も危険視しており，被連行朝鮮人に比して，警察

的管理，取締りがより強かったため，中国人労働者の逃亡者数は少なく，逃亡

率は低かった。 

さらに，生産妨害，罷業，部隊長に対する攻撃などで，より積極的に事業場

に抵抗する中国人労働者もいたが，警察は該当者を容赦なく逮捕し，逮捕後の

拷問や欠食などによって，多くの中国人労働者が死亡した。 

⑶ 鹿島組花岡事業場における強制労働 

ア 概要 

鹿島組花岡事業場における労働実態は，中国人労働者にとって苛烈を極めるも

のであった。毎日ほとんど食事を与えられないまま重労働に駆り出され，夜は粗

末な小屋に閉じこめられて睡眠もままならない日々を送らされていた。その結果，

健康を害する者が続出し，疫病も蔓延した。 

イ 中国人労働者の生活状況 
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鹿島組花岡事業場においては，「華人を取扱ふこと牛馬を取扱ふ如くにして，作

業中停止すれば撲たれ部隊行進中他に遅れれば撲たれ彼等の生活は極少量の食糧

を与へられ最大の要求と撲たれることのみと言ふも過言にあらず」という状況で

あり，過酷な生活と労働の中で，４１８名が死亡していった。 

   ウ 中国人労働者の疾病・傷害・死亡 

     鹿島組花岡事業場の衛生状態は非常に悪く，赤痢が集団的に発生した。さらに，

１９４５年（昭和２０年）６月２４日から，１０日間の「突撃期間」における連日

の強制労働，虐待，酷使により，同月３０日までの死者は累計１３７名を数えた。 

     突撃期間を引き金として，同日夜，中国人労働者が一斉蜂起する花岡事件が起き

たが，逃亡した中国人労働者は，憲兵，警察官，消防団らによって逮捕されて寮に

連れ戻され，３日間にわたる拷問を受け，１９４５年（昭和２０年）８月末までの

死者累計は２８６名となった。 

     鹿島組花岡事業場では，昭和１９年（１９４４年）９月から昭和２０年（１９

４５年）７月末まで死体の火葬に当たって何らの宗教的儀式も行われなかった。

死体は，古い別の建物の中にしまわれたか，衣服を付けずに箱に入れるか，むし

ろにくるまれて山の脇に放置された。そして，死体が堆積してくると燃料を節約

するために同時焼却された。中国人労働者の人格や名誉は配慮されることなく，

冒涜されるに任される状態であったものである。 

エ 花岡事件 

     概要 

鹿島組花岡事業場に連行され，強制労働に従事させられた中国人労働者

は，過酷な労働条件と心身両面にわたる絶え間ない虐待に耐えかね，中華

民族の誇りと尊厳を守るために，当時の労工隊の大隊長であったＣの指揮

のもと，１９４５年（昭和２０年）６月３０日夜暴動を起こした。 

     蜂起のきっかけ 

蜂起の直接のきっかけは，１９４５年（昭和２０年）６月，寮を抜け出
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して草を食べているところを捕らえられた中国人労働者に対し，かまどの

中で真っ赤に焼いた鉄の棒を同人の両股の間に挟ませるという酷刑が行

われたことであった。 

     蜂起の決行と捕縛 

決行は，１９４５年（昭和２０年）６月３０日の深夜，蜂起の時刻は，

同年７月１日午前１時と決定された。しかし，中国人労働者は，実際より

２時間も早い同年６月３０日午後１０時半直前に，４名の日本人補導員と

１名の親日中国人労働者を殺害し，つるはし，鳶口，シャベル，鍬，鎌な

どで武装し，持てる限りのふとん，衣服，食糧を担いで，中国人労働者の

宿舎である中山寮の反対側にあった，獅子が森に向けて夜通し逃走し，獅

子が森の山上に至り，北海道の海辺まで行って中国に帰る道を探そうとし

た。 

しかし，暴動を起こした２日目には延べ２万余名の憲兵，警察官，消防

団によって包囲され，心身衰弱や病気のためまともに歩くことができなか

った中国人労働者約３００名が捕まり，獅子が森に逃げた中国人労働者約

３００名も，抵抗するだけの体力がなく，すぐに捕縛され，１９４５年（昭

和２０年）７月４日ないし５日には，中山寮に連れ戻された。 

     共楽館広場や警察署での拷問 

連れ戻された中国人労働者は，鹿島組花岡事業場の共楽館前の，砕石が

敷かれた広場（以下「共楽館広場」という。）に，両手を後手に縛られ，か

つ，２名ずつ腕を結ばれて，ひざまずかされた。しかも膝の後ろに三角棒

が通され，７月の炎天下，水も食料も与えられず，三日三晩にわたって放

置された。三角棒による圧迫と砂利が足に食い込む痛さから少しでも体勢

を崩すと，即座に暴行が加えられた。この拷問により１００余名が死亡し

た。広場の四方は無数の日本兵，憲兵，警察官が銃をとって監視し，これ

に鹿島組花岡事業場の下請労働者が加わった。 
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ａ４（原告Ａ４の父）は，暴動が失敗した後，共楽館広場に連れ戻され，

逃亡を企てた数百名とともに，３日間，ひざまずかされた。食べ物を与え

られず，眠ることも許されず，眠ろうとすると水をかけられた。３日後，

ようやく茶碗３分の２のどんぐりのかゆを与えられた。 

その他，ａ２（原告Ａ２の父），ａ５（原告Ａ５の父），ａ６（原告Ａ６

の父），ａ７（原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０の父），ａ８

（原告Ａ１１の父）及びａ１０（原告Ａ１２の父）が，共楽館広場前での

暴行，虐待を受けている。ａ３（原告Ａ３の父）は，共楽館前広場で暴行，

虐待を受け，１９４５年（昭和２０年）７月７日，死亡した。 

Ｃら首謀者は，警察官によって，次々に拷問にかけられた。警察官は，

ａ４を連行し，棍棒で殴りつけ，両親指をひもで体の後ろで縛った状態に

してはしごにくくり付け，天井に引き上げて，棒で背中や上肢，下肢を殴

ったとされる。 

     刑事判決 

花岡事件の首謀者は１２名で，取調べの結果，「戦時騒擾殺人罪」が適用

され，１９４５年（昭和２０年）７月１３日秋田刑務所に護送され，同年

９月１１日，秋田地方裁判所において，Ｃは無期懲役，他の１１名は，懲

役３年から１０年の判決を受けた。ａ４（懲役１０年）及び原告Ａ１８（判

決書には，Ａ１８’と記載。懲役６年）は，この１１名に含まれている。 

⑷ 港運大阪安治川事業場，同大阪築港事業場及び同大阪川口事業場 

ア 港湾荷役での強制労働 

「外務省報告書」及び「外事月報」によると，５事業場７グループ，延べ

１４１０名の中国人労働者が大阪に連行されてきた。 

大阪への最初の連行は，大阪船舶荷役株式会社と神戸船舶荷役株式会社が連名

で福昌華工株式会社と交わした「供出」契約に基づいて実行されたものである。

「外事月報」１９４３年（昭和１８年）９月分には上記の契約書が掲載されて
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おり，大阪へ２００名，神戸へ１００名を連行することが記載されていた。同

記事では同年９月３日に神戸税関経由で２１０名が大阪港に入港，同月５日

から作業を開始し，神戸においては同月７日に１０６名が神戸入港，同月９

日から就業という日程で連行が実行されたことが記載されている。また，中

国人労働者の出身地，学齢，年齢，荷役経験年数，妻帯の有無の分布表も添え

られており，それによると９０パーセントは山東省出身，年齢二，三十代が約

８０パーセント，荷役経験５年未満が４５パーセントという構成であること

が分かる。 

イ 中国人労働者の労働実態・生活実態 

 港運大阪築港事業場をはじめとする大阪の港湾荷役で強制労働に従事させら

れた中国人労働者についても，その劣悪な労働環境は上記鹿島組花岡事業場に

おけるのと同様であった。この点については，ＢＣ級戦犯裁判の報告等により

明らかである。公判記録からは，事業所における虐待の事実すら認めることが

できる。 

 アメリカ国立公文書館（ワシントン）で，１９９２年（平成４年）にアメリカ

軍第８軍の軍事委員会の指令書（ＢＣ級戦犯裁判の結果報告）が発見され，１

９９４年（平成６年）にその公判記録が発見された。 

公判記録の中に，中国人労働者の一人であるＮの１９４８年（昭和２３年）

８月２３日付けの調書がある（以下「Ｎ調書」という）。Ｎ調書には，大阪で虐

待・虐殺の事実があった状況について，以下の記載がある。なお，「Ｐ」とは「収

容所厚生科長Ｐ」のことである。 

「１９４５年春頃，Ｏ（彼を私は中国から知っていた）は，弱っていて空腹

で食べ物の追加を頼んだ。彼は断られ，丸マントウを盗んだ。彼は捕まり金属

の手錠で縛られた手首をひもで吊された。その状態で私たち労働者がほとんど

いる前でひどく殴られた。Ｐは最初に平手打ちをくわし殴った。彼が意識を失

った後，ＣＸが木の棍棒で彼を殴るのを手伝った。４０分間のこのひどい強打
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の結果，彼は何も食べることができなくなり，何もできなくなって，１週間ぐ

らいで死んだ。」 

「１９４５年７月，中国人労工の１人，Ｑは，空襲の後で点呼に遅れた。Ｐ

は彼の頭や身体や目を棍棒でひどく殴りつけた。頭や目から血が流れ出て地面

に倒れて，彼は意識がなくなった。彼はその後すぐに死んだ。私は宿舎の窓か

ら全体の出来事を見た。」 

 港運大阪築港事業場の報告書に添付された港愛病院医師作成の「死亡診断書」

では，前記Ｏについて「３月２８日，肺浸潤により病死」，Ｑについて「７月２

１日，衝心性脚気により病死」となっていた。また前記Ｐは当初ＢＣ級戦犯法

廷の起訴状に，訴因として虐殺の事実が挙げられていたが，虐待のみで有罪と

なっている。しかし，大阪の港湾荷役では，Ｎ調書のとおり，中国人労働者の

虐殺があった。 

   ウ 中国人労働者による抵抗，蜂起 

大阪での抵抗活動としては，具体的には，食料を増やすように要求し，運

んでいた荷物等を海に落とす，クレーンを停止するといったものが行われた。 

また，Ｒら３名の下，１２名のメンバーが団結し，仲間を増やして，１９

４５年（昭和２０年）１月頃から同年４月初旬までの間，「反飢餓闘争」と呼

ばれる抵抗闘争がなされた。これはＳらが飢餓に対して抵抗するため，１２名

の仲間と「お腹がすきすぎて仕事ができない。みんなで仕事に行かないようにし

よう。」とストライキをしたものであった。この「反飢餓闘争」は，少ない食糧，

長時間の労働では生存していけないという状況を解決するために行われた。１９

４５年（昭和２０年）４月６日，メンバー全員が一斉に仕事に行かなかったと

ころ，官憲が収容所を包囲し，主要メンバーのＳ，Ｔ，Ｕら６名に手錠をかけ

逮捕した。警察は，壁側に向かせ，互いに会話することを禁止し，Ｓらは，

それぞれ分かれて警察に連行され，別々の場所に留置され，尋問，拷問が行

われたのである。拘禁は，日本敗戦の日まで続いた。 
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このように，被告は，警察官により中国人労働者を拷問，弾圧し，積極的

に加害行為を行った。 

⑸ 藤永田大阪事業場 

ア 造船業における強制労働 

藤永田大阪事業場は，強制労働が行われた事業所のうち，大阪では唯一，港湾荷

役以外の事業場である。 

造船所での労働は，事業場報告書によれば，１日９時間，交代制なし，月平均

作業日数２８日であったとされている。中国人労働者は，宿舎から隊列を組ん

で工場に向かい，そこで作業別の班に分かれて仕事に就かされた。日本人監

督が作業単位ごとに目を光らせ，怒鳴り散らし，時には拳や棒で殴って仕事

をさせた。これにつき，中国人労働者の一人であるＶは，「連れていく日本人

は２人とも短刀を持っていました。怒鳴られることもありましたが，言葉の意味

は分かりませんがその声や格好で怒鳴っているのが分かります。板の置き方や置

く場所を間違えたという（らしい）理由で，何度も殴られました。少しでもずれ

たら殴ります。肩や腰のほかいろんなところを殴られました。」と述べている。 

労働内容は，船体のリベット打ち，木工関係，各職種の補助作業や，掃除など

雑役作業など，幾つかの職種に分かれていた。これにつき，中国人労働者の一人

であるＷは「仕事の内容ですが，まず２人１組で火を焚きます。１人が火を焚き，

もう１人が機械を操作します。火を焚くのは鋲を赤く焼くためです。ハサミで挟

んで，赤く焼けた鋲を打ち込む。５ｃｍくらいのハサミでした。役割は決まっ

ていて，同じ人がずっと同じ仕事をしていました。火を焚く人はずっと火を

焚く。熱くなったら一つ取る。それをダ，ダ，ダと打ち込みます。『打鋲』と

言います。当然身体が痛みますがそんなことに構ってはいられません。」と述

べ，前記Ｖは，「私は帰国するまでずっと木工班で仕事をしていました。機械で切

った板を運搬する仕事でした。板は大体２～３ｍの長さで，その切った板を運ん

で行って積むわけです。かなりの重量がありました。ともかく８時間ぶっとうし
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で，切った板をどんどん運んでいました。長い板ですから，２人で運んで積み上

げるのです。」と述べている。 

イ 中国人労働者の生活実態 

藤永田大阪事業場における中国人労働者の宿舎について，「事業場報告書」には

「外面コンクリート建てにて内部には２階に仕切られ１棟に２５０人定員なるも

実際数は１５０名に付き狭隘なるが如きは事はなく・・」と記載されている。また，

燃料不足のため暖房設備がなかったことも記載されている。 

部屋の広さについて，生存者は，「住んでいるところには木造の平屋で，建物の

中には幾つかに仕切られている。寝るところはカイコ棚風の２層になっていた。

入り口のところの見張りを含めて３，４名の警官が付いていた。周囲の壁は２ｍ

の高さで，その上に３本の電気鉄条網があった。」と述べている。 

食事について，中国人労働者であるＸ，Ｙ，Ｖ，Ｚは，当初ウオトウ１個と漬物

のようなものか，薄いトウモロコシ粉のかゆという状態だったので，隊長を通じ

て会社側と交渉の結果，小麦のマントウに変わった。それでも朝１～２個，昼２～

３個，夜はかゆかマントウ１～２個に少しのおかず，といった具合でとても腹が

満たされる量ではなかったとのことである。この点，事業報告書では「食糧は健康

保持及作業従事上必要量を充二分に支給したり故に日鮮人の少量配給に比較すれ

ば問題にならぬ程の優遇なり」との記載があるが，上記各証言とは大きな隔たり

がある。 

   ウ 中国人労働者の健康・医療・死亡 

藤永田大阪事業場での労働期間中の死者は，ＢＡ，ＢＢ，ＢＣ，ＢＤ，ＢＦの５

名とされている。事業場報告書には，５名の死亡診断書が添付されている。死

亡診断書をみると，ＢＡ，ＢＢの２名は１９４４年（昭和１９年）８月１５日の

発病となっている。つまり，日本に上陸した時点で，既に病に冒されていた

わけであり，「捕虜収容所」での生活がいかに過酷であったかを物語っている。

１９６６年（昭和４１年）８月に行われた聞き取りの際，中国人労働者である
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Ｙ，ａ１１，ＢＥは死亡者，医療に関して次のように証言している。 

・ＢＦという，３０才ぐらいの人。民権県の人。仕事に慣れないながら，働い

ていたがある日点呼をしてみると１人いない。翌日になってもいない。彼

は逃亡していたと言うことで，数日後警察に捕まって送り返されてきた。

罰として食事抜きということになった。後で彼が死んだということを知っ

た。（ａ１１） 

・ＢＤとは一緒に仕事をしていた。仕事中よくうつむいてしゃがみ込んだりして

いたが，どういう理由で死んだか分からない。（ａ１１） 

・ＢＢは病気だったことは知っていた。何の病気かは知らない。 

・敗戦後，病院に入院している人を見舞いに行った。（Ｙとａ１１） 

・入院していたＢＧという人だった。敗戦前に仕事でけがをした。 

・けがをしたときは，指導員が付き添って病院へ行くことができた。 

・ＢＥは，首にでき物ができて，またａ１１は釘を踏み抜いてそれぞれ病院で治療

を受けた。 

４ 戦後における日本国政府の対応 

⑴ 強制労働の継続 

日本国は，１９４５年（昭和２０年）８月１４日，ポツダム宣言を受諾し，

同年９月２日，降伏文書に署名した。これらにより，日本国は，日本における

捕虜虐待を含む一切の戦争犯罪人を処罰すること，中国人労働者を直ちに解放

し，保護し，送還のための処置をとること，被抑留中国人の状態を連合国最高

司令官に報告する義務を負った。日本国政府は，ポツダム宣言の受諾を受け，

同年８月１７日，内務省主管防諜委員会において「華人労務者ノ取扱」という

文書を各事業所に発出し，中国人労働者の作業を停止するように指示した。 

しかしながら１９４５年（昭和２０年）８月２２日に内務省，厚生省係官に

より関係各統制会に発出された「華人朝鮮人労務者の休戦後の措置に関する件」

及び「華人労務者帰国取扱要領」には，労働の継続を許容する規定が存してい
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たため，実際には，稼働が停止しない事業所があった。 

鹿島組花岡事業場では，中国人労働者に敗戦の事実が知らされず，「華人労務

者ノ取扱」は破り捨てられ，敗戦前と全く同じような強制労働が続けられた。

強制労働が中止されたのは１９４５年（昭和２０年）１０月花岡鉱山にアメリ

カ兵が来山し，中国人労働の禁止命令が出されてからであった。 

⑵ 送還の遅れ 

日本国政府は，降伏文書で，中国人労働者を直ちに解放し，保護し，送還の

ための措置を執るとされたことを踏まえ，１９４５年（昭和２０年）８月下旬

から９月上旬に「華人労務者帰国取扱要領」を作成し，１２回にわたって送還

が行われた。 

しかし，実際は，船舶の事情，中国側の交通事情の悪化，中国人労働者の持

帰金問題，帰国後中国人労働者が「悪宣伝」をするのではないかという日本側

の猜疑心が原因で，送還手続は滞った。 

鹿島組花岡事業場の中国人労働者のうち，生存者５３１名は，１９４５年（昭

和２０年）１１月２４日に集団帰還のため花岡を離れた。花岡には，なお秋田

刑務所内に１２名，ＧＨＱの指令で留められた者１１名，病気入院中の者１８

名，計４１名の残留者がいた。 

港運大阪築港事業場の生存者達は，１９４５年（昭和２０年）１１月６日，

港運大阪安治川事業場及び港運大阪川口事業場に連行されて荷役の労働を強

制された者たちとともに集団帰国のため大阪を出発し，同月１２日に，塘沽に

到着した。築港への被連行者で残留したのは，僅か２名であったが，うち１名

は，６月の大阪大空襲でけがをして入院中のＮ，もう１名はＢＨであった。 

⑶ 資料の焼却 

被告は，事業者に命じて，１９４５年（昭和２０年）８月１６日，戦時中の

中国人及び朝鮮人に関する統計資料，訓令その他の重要書類を焼却させた。 

これら資料の隠蔽行為により，中国人労働者が，その意思に反して強制的に
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日本に連行され，強制労働に従事させられたという実態が隠蔽され，本件被害

者らが自発的に日本企業に協力したとの風説が流布され，中国において生活を

再建する上で大きな支障が生じることになった。 

⑷ 外務省報告書の作成及びその隠蔽 

外務省管理局は，中国人労働者の強制連行の状況を調査した上で，１９４６

年（昭和２１年），外務省報告書を作成した。 

しかし，この外務省報告書においては，中国人労働者が「俘虜」であること

が隠蔽され，「契約労働者」であることが強調されていた。 

外務省報告書は，１９４６年（昭和２１年）３月にその要旨が報告された後，

整理された報告書の形式で完成したが，１９６０年（昭和３５年）５月３日の

日米安全保障条約等特別委員会において，外務省アジア局長は，外務省報告書

の所在について，「全部焼却いたしたそうでありまして，現在外務省としては，

そうした資料を一部も持っておらない次第でございます。」と答弁し，その内

容を明らかにしなかった。その後，同年６月６日の岸信介首相の答弁等，日本

国政府は一貫して外務省報告書の存在を明言せず，また，その内容も明らかに

しなかった。 

しかし，実際には東京華僑総会に外務省報告書が保管されていた。 

⑸ 政府答弁 

被告は，以下のとおり，中国人労働者の強制連行，強制労働の事実を否定し，

事実を矮小化する答弁を行った。 

   ア １９５４年（昭和２９年）９月６日外務省アジア局長答弁 

「戦時中に中国から主として労務者ということで中国人が大体内地に参

りましていろいろな所で働かれた，それがいろいろな事情で亡くなられたの

が今の問題の遺骨でありますが，その戦時中に中国から労務者をこちらへ連

れて参りました際には，これはやはり労務者を募集いたしまして，それに応

募して来たということになっています。併しその労務者である人は，戦争中
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に日本軍と戦争いたしまして，日本軍の捕虜となって抑留されておった人が

釈放されまして民間人となり，その民間人の人を労務者として連れて来たと

いうのが非常に多いようであります。従って出身から云えば捕虜とも言える

わけでありますが，内地に参りました場合には捕虜の身分で来たのではなく

て，自由の身柄の人として来たことになっております。」 

   イ １９５８年（昭和３３年）３月２５日外務省アジア局長答弁 

「戦時中中国から相当多数の労務者が日本へ来て働いていたわけですが，

この身分につきましては，通常，俘虜とか何とか言っておられますが，私，

現地で直接会って承知いたしておりますが，俘虜ではございません。全部，

身分が俘虜であった者も，現地で日本に送る前に身分を切りかえまして，雇

用契約の形でみな日本に来ております。従って，通常言われる俘虜という身

分ではございません。」 

   ウ １９５８年（昭和３３年）４月９日岸信介首相の答弁 

「（Ｆ事件に関して）政府としては当時の事情を明らかにするような資料

がございませんし，それを確かめる方法が実は現在としてはないのでありま

す。」，昭和１７年閣議決定の「趣旨は，そういう本人の意思に反してこれを

強制連行するという趣旨でないことは，あの閣議のなんでも明らかでありま

すが，しかし事実問題として，強制して連れてきたのか，あるいは本人が承

諾して来たのか，これを確かめるすべがございませんので，政府としては責

任を持ってどうだということを今の時代になって明らかにすることはとう

ていできないと思います。」 

   エ １９６０年（昭和３５年）５月３日外務省アジア局長答弁 

「（外務省報告書の所在について）全部焼却いたしたそうでありまして，

現在外務省としては，そうした資料を一部も持っておらない次第でございま

す。」 

   オ １９６０年（昭和３５年）５月６日岸信介首相の答弁 
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「戦時中わが国に渡来した中国人労務者が国際法上捕虜に該当するもの

であつたか否かについては，当時の詳細な事情が必ずしも判明していないの

で，いずれも断定しえない。」 

５ 本件被害者ら及び原告らの被害状況 

⑴ ａ１及び原告Ａ１ 

  ア 原告Ａ１の父であるａ１は，山東省定陶県西南宗庄で農家を営んでいた。

１９４５年（昭和２０年）３月７日，家に押し入ってきた私服の漢奸が，父

ａ１を連れ出していった。当時，家族としては，原告Ａ１の祖母（同居はし

ていなかった。），父ａ１，母ＢＩ（妊娠中），姉ＢＪ及び兄ＢＫがいた。 

その後，父ａ１の甥である宋明保は，父ａ１が捕まって連れ去られたこと

を知り，翌日からお金を使って人を雇い，数日間その行方を探したが，結局

探し出すことができなかった。 

   イ 原告Ａ１は，父ａ１が連行された後の，１９４５年（昭和２０年）４月１

２日に生まれた。当時，姉ＢＪは１５歳，兄ＢＫは１２歳で，母ＢＩもまた

纏足で，仕事ができるような状態ではなかった。父ａ１が連行されてから，

家族はただ同人の帰りを待ちわびる日々であった。 

ウ １９４５年（昭和２０年）旧暦１０月末になって，同じく花岡に連行され

ていた，同村に住む母方の親戚であるＢＬが戻ってきて，父ａ１が，同年７

月１５日（旧暦かどうかは不明。）花岡で死亡したという訃報をもたらした。

後に原告Ａ１が探し出した名簿・死亡診断書によれば，父ａ１は，同年９月

４日，黄疸・肝炎で死亡したことになっていた。 

原告Ａ１は，父ａ１を相続した。家族は驚き悲しみ，母ＢＩはただ茫然と

する有様であった。家族はお金を借りて，棺桶を買い，父ａ１の位牌を作っ

て，棺桶の中に納めた。 

エ 原告Ａ１の一家は，大黒柱を失い，日々の食事にさえ困るようになった。

原告Ａ１は家が貧しくなったため，学校には，小学校３年までしか通えず，
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７歳か８歳の頃から，結婚した兄ＢＫの姪の面倒を見なければならなかった。

村でただ一つの井戸から苦労して水をくみ出し，数ムー（１５ムーが１ヘク

タール）の土地に，親戚に頼んで田植をしてもらい，母ＢＩは原告Ａ１と兄

ＢＫを連れて方々に物乞いをしながら，何とか生き長らえた。兄ＢＫは，１

９５７年（昭和３２年）に東北地方に出稼ぎに行き，姉ＢＪは，１７歳で嫁

いでいったため，原告Ａ１は，母ＢＩと２人きりになった。飢えに苛まれ，

苦労を重ねた母ＢＩは，１９６４年（昭和３９年），６４才でこの世を去っ

た。 

オ 原告Ａ１は，父ａ１に会ったこともなく，父の愛情を受けることもなかっ

た。父がいなかったことで，飢えに苛まれ，苦労を重ねてきたことによる苦

痛を被告に償ってほしいと願っている。 

⑵ ａ２及び原告Ａ２ 

ア 原告Ａ２の父ａ２は，山東省泰安市で，周囲の多くの志のある青年達とと

もに，中国共産党の影響下の地下組織に所属していた。ａ２は，１９４５年

（昭和２０年）３月１５日，ある村で，他の同志とともに党組織の会議に参

加するための準備をしていたが，日本兵に知られ，包囲された。父ａ２は他

の同志を反対方向に逃がすため，身をていして敵が来る方向に向かって歩き

出し，捕まった。他の数名の同志は，父ａ２のおかげで，難を逃れ，逃げる

ことができた。 

イ 父ａ２は，捕まった後，泰安駅近くにある倉庫に監禁され，青島に送られ，

青島から日本に向かう船に乗せられ，１９４５年（昭和２０年）５月５日，

鹿島組花岡事業場に到着した。父ａ２は，第３中隊（４４８号）に編入され，

他の労工と同様，ありとあらゆる苦しみを受け続けた。花岡事件に参加し獅

子が森に逃げたが，捕まって共楽館に送られ，共楽館前広場で暴行，虐待を

受けた。 

父ａ２は，１９４５年（昭和２０年），日本国が降伏した後，生き残った者
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たちと祖国の天津に戻り，金がなかったために，天津から山東まで１か月以

上を費やして鉄道に沿って歩き，ようやく家にたどり着いた。身体は既に骨

と皮だけのように痩せ細っていた。 

ウ 父ａ２は，帰国してしばらく経った頃，組織によって南下の部隊に派遣さ

れ，上海戦，渡江，抗米援朝など各地で闘い，多くの功績を挙げたが，１９

７０年（昭和４５年）に退職し，１９８５年（昭和６０年）５月１１日に病

死し，原告Ａ２は，父ａ２を相続した。 

エ 原告Ａ２も他の家族も，父ａ２から，日本へ強制連行された事実について

話を聞くことはなかった。花岡での苦しみを家族にも話さず，１人で抱え込

んで死亡した父ａ２の精神的な苦しみは絶大で計り知れない。 

⑶ ａ３及び原告Ａ３ 

ア 原告Ａ３の父ａ３は「ａ３’」とも名乗っており，河北省安平県で，布を売

って生計を立て，庭付きの立派な家屋に住んでいた。裕福な家庭環境の中，

原告Ａ３の家族には，父ａ３のほか，祖父母，３歳年上の兄ＢＭ及び母ＢＮ

等がいた。 

イ 日本軍が中原の地に侵入し，放火，略奪，殺人などが始まると，父ａ３は

商売ができなくなり，家の生活はやりくりがつかないようになっていった。

１９４２年（昭和１７年）の五一大掃討（同年５月に日本軍が主に河北省の

抗日根拠地に行った大侵攻作戦）の前後の時期，父ａ３は，身分を隠すため，

名をａ３’’に改名し，安平県四区抗日聯軍の主任となっていたが，１９４３

年（昭和１８年）１月に開かれた重要な会議の席で，裏切りによって捕まり，

投獄された。 

ウ 母ＢＮは，父ａ３が連行された当時３２歳で，上には７０余歳の夫の親，

下には未成年の子が２人いた。一家は餓えと寒さで苦しみ，母ＢＮは，痩せ

て弱った身体を引きずりながら働きに出ていた。それでもまともに食べるこ

とができず，原告Ａ３も，重い栄養不良に陥り，四肢は痩せ細り，腹部は太
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鼓のように膨れ上がるなど瀕死の状態になった。母ＢＮは，病気がちな原告

Ａ３を抱えて，ぬかをこねたものを食べ，野草を掘って食べ，街で物乞いを

しながら野宿をし，父ａ３の行方を聞いて回っていた。 

エ 父ａ３は，安平県内の施設に収容された後，石門捕虜収容所，北京の捕虜

収容所を経て，１９４４年（昭和１９年）８月，鹿島組花岡事業場に連行さ

れた。花岡における所属等は不明である。花岡事件に参加したが，共楽館前

広場で暴行，虐待を受け，１９４５年（昭和２０年）７月７日，死亡した。

原告Ａ３は，父ａ３を相続した。 

オ １９４５年（昭和２０年），日本国の降伏により戦争は終了したが，母ＢＮ

が対面したのは，仲間が持ち帰った父ａ３の遺骨であり，母ＢＮは，父ａ３

の遺骨を抱いて泣き叫んだ。父ａ３の死は，原告Ａ３の家庭を破壊し，もと

もといた家族のうち，生き残ったのは母ＢＮと原告Ａ３だけであった。母Ｂ

Ｎは，言葉に尽くせないほどの苦労をし，１９８７年（昭和６２年）５月２

０日病死した。 

カ 原告Ａ３は，被告による謝罪と賠償があって初めて正義を取り戻し，中国

と日本国との真の友好が実現できると考えている。 

⑷ ａ４及び原告Ａ４ 

ア 原告Ａ４は花岡に連行された父ａ４の長男である。 

父ａ４は，国民党十五軍六十五師の情報官で，軍位は少尉であったが，１

９４４年（昭和１９年）の春，日本軍が洛陽を攻略したとき，Ｃとともに捕

虜になった。父ａ４は同年５月２５日，洛陽で捕虜になった。その後，洛陽

から鄭州に送られ，鄭州に２日２晩留まり，石家荘に送られた。そして北京

の捕虜収容所に監禁され，青島に連行され，同年８月，日本軍によって鹿島

組花岡事業場に連行された。北京から船に乗るまでの間は，ドアが閉められ

た汽車に乗せられ，拳銃と刀を持っていた日本兵に監視されていた。青島で

乗った船は下関に着き，下関から花岡まで警察官と民間の日本人によって監
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視されていた。その後１年余り，戦争捕虜として労役を強いられた。父ａ４

は，第２中隊の中隊長であった。夕方に作業場から中山寮に戻ったあと，父

ａ４ら中国人労働者は日本人の職員に監視されていた。１９４４年（昭和１

９年）の冬の間は，セメントの作業をしたり，河床を掘りトロッコを押した

りしていたが，積雪量が２メートルの中でも，透けて見えるほど薄い衣服し

か与えられず，わらじで作業したため，凍傷で足は腫れ上がった。花岡での

生活は正にこの世の地獄で，あらゆる苦難を味わった。中国人労働者は，日

本人に作業場で殴られたり，皮膚病や下痢にかかったりした。父ａ４は，中

国人労働者の死体が寮から運び出された時にその死体を見た。 

やむにやまれず，実に耐え難い状況の下で，大隊長であるＣの指導の下，

ついに１９４５年（昭和２０年）６月３０日に暴動を起こした。父ａ４は暴

動が失敗した後，共楽館広場に連れ戻され，逃亡を企てた数百名とともに，

３日間，ひざまずかされた。食べ物を与えられず，眠ることも許されず，眠

ろうとすると水をかけられた。３日後，ようやく茶碗３分の２のどんぐりの

かゆを与えられた。警察官は，父ａ４を連行し，棍棒で殴りつけ，両親指を

ひもで体の後ろで縛った状態にしてはしごにくくり付け，天井に引き上げて，

棒で背中や上肢，下肢を殴った。 

そして，父ａ４は，１９４５年（昭和２０年）７月１３日花岡から秋田刑

務所に護送された。両手両足を縛ってはしごの上に横たわらせて水をかけら

れ，水がいっぱい入ったやかんで胃がいっぱいに膨れ上がるまで口に水を注

がれ，吐き出すまで腹を踏みつけられるなどの拷問を受けた。秋田地方裁判

所で懲役１０年の刑を宣告された。監獄においても虐待の限りを受けた。 

イ 父ａ４は，終戦後の１９４６年（昭和２１年）４月中旬，秋田刑務所から

解放された。父ａ４は東京裁判において証人となり，法廷に出廷して，日本

軍による数々の罪行を証言した。その後，父ａ４は華僑の紹介で，日本人と

結婚した。故郷を思う余り，１９４８年（昭和２３年）の秋頃に中国に戻り，
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国民党百五十四師の排長になった。その後は龍華戦役を経て，中国人民解放

軍両広総隊後勤部で任務に就いていた。 

ウ 父ａ４は，病気のため，１９５０年（昭和２５年）２月１日，除隊を願い

出て，故郷に戻り，１９８１年（昭和５６年）６月１７日に病死し，原告Ａ

４は，父ａ４を相続した。 

⑸ ａ５及び原告Ａ５ 

ア 原告Ａ５の父ａ５は，１９２１年（大正１０年）１１月生まれで，下記の

張家楼惨案に際し，日本軍及び傀儡軍によって捕まり，日本に連行された１

０名のうちの１名である。１９４４年（昭和１９年）７月２４日，山東省荏

平県張家楼村の村民は，３００余名の青壮年からなる抗日民兵聯防隊を組織

し，日本軍及び傀儡軍による度重なる襲撃を撃退していた。当時農業を営ん

でいた父ａ５は，聯防隊の一員となった。１９４５年（昭和２０年）３月３

１日，日本軍及び傀儡軍合わせて約３７００名が山東省荏平県張家楼を襲撃

し，住民３３０名を殺害，２７１名を負傷させた。同時に民家２７２３軒を

焼き，牛８６頭，車４８台，無数の食糧を強奪した（張家楼惨案）。父ａ５は

仲間と徹底抗戦を行ったが，ついに銃弾を撃ち尽くし，銃を敵に渡すまいと，

空になった銃をある家のかまどの中に隠し，自分は積み上げられていた柴の

中に隠れた。日本兵がその柴の束に向かって銃剣を突き刺したとき，父ａ５

は脚の７，８か所を刺され，ついには捕まった。父ａ５とその他捕虜となっ

た村民は縛られて荏平県城まで連行され，数日後，同じく監禁されていた仲

間（ＢＯ，ＢＰ，ＢＱ，ＢＲ，ＢＳ，ＢＴ，ＢＵ）とともに済南まで連行さ

れた。父ａ５は，他の１０００名余りの中国人労働者と青島から日本に向か

う貨物船に乗せられた。日本の下関に着き，花岡に送られ，そこで労役に就

かされた。 

イ 花岡では川を掘り，堤防を修築する工事に就かされ，石や砂を運び，ある

いは手押し車で数百キログラムもある石や砂を運ばされた。満足な食べ物を
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与えられなかったばかりか，少しでも仕事が遅いと殴られるなど，作業中も

日本人補導員から暴行を受け続けた。そのため，休憩時間になると補導員の

目を盗んで野草を食べ，飢えを凌いだ。中国人労働者の食事は主にどんぐり

粉であり，消化が悪いために，常々ひどい下痢に悩まされた。犬さえ見向き

もしない食事に，牛馬のような仕事を強いられ，骨と皮だけに痩せ細ってい

った。 

  父ａ５たちはこうした虐待に耐えきれず，１９４５年（昭和２０年）６月

３０日夜暴動を起こした。山に逃げた後，松の木の上に隠れていたところを

日本人に見つかり，木から引きずり下ろされ，他の中国人労働者とともに縛

られて，共楽館広場に連れ戻された。その後，逃亡を企てた数百名とともに，

広場で三日三晩ひざまずかされ，日ざしが容赦なく照りつけ，めまいに襲わ

れる中，周囲の日本人から散々に殴りつけられた。３日後，再び中山寮に戻

され，重労働を強いられた。 

１９４５年（昭和２０年）８月末になって，父ａ５たちはようやく日本国

の敗戦を知った。花岡で，アメリカ軍の管理の下，数か月の休養を経た後，

船に乗って天津塘沽に戻った。 

ウ 父ａ５は，国民党が彼らを兵隊にとると聞き，同村から連行された他の仲

間とともに，日本で死亡したＢＯとＢＳの遺灰を持って逃亡した。家に着い

たときは既に夜であったが，祖父に戸を開けるよう大声を上げた。祖父は父

ａ５の幽霊が現れたと思い，なかなか戸を開けなかったが，父ａ５と分かり，

抱き合って泣いた。祖父及び家族は同人が連行された後，その消息を知るた

めに奔走したが，その甲斐もなく，父ａ５は既に死んだものと思われていた。

父ａ５は，戻ってきてから，２番目の叔父（祖父は４人兄弟）と子２人が日

本兵に殺されていたことを知った。父ａ５は武装隊長，郷長などを務めたが，

日本での苦難と余りにも大きな精神的なショックのため，帰国後，胃潰瘍を

患い，精神錯乱にも陥った。１９７９年（昭和５４年）には，５８歳で脳血
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栓のため半身不随になった。１９９０年（平成２年），原告Ａ５とＢＶは，父

ａ５を介抱しながら，北京で開かれた聯誼会に参加した。父ａ５は，１９９

２年（平成４年）１０月１３日，病気で死亡し，原告Ａ５が相続した。 

エ 原告Ａ５は，被告が，賠償をしていないこと，歴史を改ざんし続けている

ことから，被告に対して，歴史を正視し，謝罪賠償することを求めている。 

⑹ ａ６及び原告Ａ６ 

ア 原告Ａ６の父ａ６は１９１８年（大正７年）１０月２０日に生まれた。父

ａ６は，山東省濰県ＣＹ区に居住していたが，１９４５年（昭和２０年）２

月，原告Ａ６の母と幼い兄が泣き叫ぶ中，トーチカを築きに来ていた日本軍

に抗議の言動を発したことが原因で，漢奸に捕らえられた。同日，３０名余

りとともに連行され，監獄から，青島烟草（煙草）公司の倉庫に監禁された。

その後は港に連れていかれて，日本の貨物船に乗せられた。 

イ 父ａ６は，下関から鹿島組花岡事業場の中山寮に連行された。凍えるよう

な寒さの中でセメント袋を身体に巻いて防寒とし，毎日の食事はどんぐりを

挽いて蒸したもので餓えを凌いでいた。木造の部屋で雑魚寝をしていたが，

木造の建物は雨風を遮ることはできず，室内は薄暗く湿気に覆われ，地面は

絶えず水が滴り，蚊にかまれて全身のかさぶたから血が流れていた。鉱毒の

発生を防止する池を迂回するため，山に沿って暗渠を掘らされ，土石で一杯

になったもっこを２名で運ばされた。一度に数百斤の重さの荷を運ばされ，

１日十数時間も働かされ，補導員は絶えず罵り叫びながら，中国人労働者を

監視していた。補導員はすぐに飛んできて容赦なく棍棒で中国人労働者を殴

った。１９４５年（昭和２０年）６月に突貫工事が始まり，中国人労働者の

労働時間は毎日十二，三時間だったのが，十五，六時間に延長され，しかも

出される食料の分量は少しも増えず，餓死していく中国人労働者はますます

多くなっていった。父ａ６はひそかに野草やわら半紙を口に入れて飢餓に耐

えていた。そのような重労働と生活のストレスで重度の胃潰瘍になり，また，
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気管支炎にも罹患した。花岡事件の際には，父ａ６は，棒で背中や腰を殴打

され，腰部の傷は内出血で腫れ上がり，帰国後も雨天や曇天の時は，激しい

痛みが残存していた。 

ウ １９４５年（昭和２０年）８月１５日，日本国は無条件降伏をし，父ａ６

らは仲間の骨壷を手にして汽車に乗り花岡を離れ，同年１１月２９日，アメ

リカの船に乗り，同年１２月３日には天津の塘沽港に到着，天津北洋大学に

集合した。そして，一路物乞いをしながら天津から済南まで歩き，済南から

も野宿で家に帰ってきた。父ａ６は，１９４６年（昭和２１年），眉村郡の武

装工作隊（地方の武装組織）に入ったものの，１９４９年（昭和２４年），花

岡で罹患した気管支炎，胃潰瘍が悪化したため，地元に戻った。１９５８年

から１９７２年（昭和３３年から昭和４７年）まで，農業をしながら，中国

共産党支部の書記を務め，その後は，高校の運営をし，１９９７年（平成９

年）１０月２１日，肺の病気で死亡した。原告Ａ６は，父ａ６を相続した。 

エ 原告Ａ６は，被告に対し，責任ある態度で歴史に向き合い，右傾化に影響

を受けることなく，歴史の真相を歪曲せず，真摯にこの問題に対応し，公正

な裁決を出すことを，今後，何代にわたろうとも，訴え続けることを誓って

いる。 

⑺ ａ７，原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０ 

ア 原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０の父ａ７は，１９４３年（昭

和１８年）の日中戦争時期，河北省唐山市玉田県の区の小隊（ゲリラ隊）に

加わり日本軍と戦っていた。地雷を埋め，電柱を倒壊させ，電話線を切断す

るなどして，敵の通信施設や交通手段を破壊した。１９４３年ないし１９４

４年（昭和１８年ないし１９年）の冬，ある任務を遂行中，豊潤，玉田，遵

化三県から掃討にやって来た日本軍・傀儡軍と，河北省唐山市玉田県で熾烈

な戦闘を繰り広げた。当時，父ａ７側は１２名と少数であったため，弾を撃

ち尽くし，最後には敵に捕まった。 
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イ 父ａ７は，遵化監獄に連行され，数日後に再び唐山に移送された。北京の

西苑の拘置所に１か月ほどおり，１２名のうち１名が死亡した。数日後，再

び青島に移送され，鉱石を運搬する船に乗せられ，下関に到着し，すぐに鹿

島組花岡事業場に送られた。 

ウ 父ａ７は，当時１６歳であった。本部にて隊長の世話係を命ぜられ，補導

員（ＢＷという名前であったと記憶している。）からは「三郎」と呼ばれてい

た。仕事ができなかったり話が分からなかったりした時には，補導員から，

平手打ちを受けていた。冬は，国にいたときに着ていた単衣の服以外に，支

給された服１枚しかなく厳しい寒さであった。中国人労働者は，寒さのあま

りセメント袋を切り裂いて身に巻いていた。父ａ７は，花岡事件にも参加し

た。大隊長が屋根の上に立って，一人一人武器になるようなものと布団を背

負って集合するようにとアナウンスした。父ａ７は，暴動には参加しなかっ

たが，布団１枚を背負って獅子が森に逃げ込んだ。２万名余りの憲兵，警察

官らによる山狩りが行われ，周囲は次々と捕まっていき，父ａ７も捕らえら

れた。捕らえられた中国人労働者は，人数を数えるたびに，一人一人棍棒で

頭を殴られた。共楽館広場に集められ，最初は後ろ手に縛られ正座であった。

後に後ろ手はほどかれたが，厳しい日差しの中で，２日間，一面砂利石だら

けの地面にひざまずかされた。水も食料も与えられず，警察官が棍棒を持っ

て殴り，飢え，暑さ，病気などで１００名余りが死亡し，死体はトラックで

運ばれていった。 

エ １９４５年（昭和２０年），日本国は降伏し，父ａ７は，アメリカ軍による

支援の下，仲間とともに苦労に苦労を重ねながら，ようやく帰国することが

できた。しかしながら，身体は，リウマチなどに冒され，手が震えるように

なって物がつかめなくなった。その後，父ａ７は，農業に従事したが，手の

震えは後遺症として残り，６０年以上にわたって，仕事に支障が生じた。そ

のため，原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０は，父ａ７の妻であ



 

123 

 

る母が働いて育てていたが，過労がたたって，母は１９５６年（昭和３１年）

死亡した。その時，原告Ａ７は１２歳，原告Ａ８は９歳，原告Ａ９は７歳，

原告Ａ１０は５歳であった。 

オ 被告が，強制連行について誠実に謝罪してこなかったことから，父ａ７が

日本に連行されていたという経歴を理由に，父ａ７の子らは，進学すること

も，軍に入ることも，就職することもできず，差別を受け続け，今も涙がこ

ぼれるほどの苦労をした。父ａ７も，花岡に連行された悲惨な経験をずっと

忘れることはなく，思い出すと辛いので思い出さないようにしてきた。死亡

した仲間を慰霊するためと，公道を取り戻すために，何度か日本を訪れた。

被告からの謝罪，補償は一切ないが，自分が生きている間に，被告から謝罪

してほしいと心から願い，本訴訟にも原告として参加し，提訴にあたっては

来日もした。 

カ 父ａ７は，２０１８年（平成３０年）３月８日に死亡し，原告Ａ７，原告

Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０が，父ａ７を相続した。原告Ａ７，原告Ａ８，

原告Ａ９及び原告Ａ１０は，父ａ７の遺志を受け継ぎ，被告に，謝罪，賠償

することを強く要求している。 

⑻ ａ８及び原告Ａ１１ 

  ア 原告Ａ１１の父ａ８は，１９１９年（大正８年）６月１２日，河北省石家

荘市深沢県南営村の中農の家に生まれ，家庭を持って平穏な生活を送ってい

た。父ａ８は，１９３７年（昭和１２年）の七．七事変（廬溝橋事件）をき

っかけに，祖国・故郷を守るために，積極的に抗日民族闘争に身を投じた。

村の抗日動員会の動員部長，副村長を務め，村民に対する教育をし，金銭や

銃の供出を呼びかけた。また青壮年の自衛隊，児童団を組織して大衆を動員

し，村一帯は早くから抗日根拠地になっていた。１９３８年（昭和１３年）

２月，日本軍は石家荘市深沢県県城を占領し，これ以後，不断に各村々に対

し掃討を行った。同年の旧暦３月のある日，父ａ８の前妻（原告Ａ１１の母
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の叔母に当たる。）は妊娠７か月の中，逃げようとしたところを日本兵に頭

を撃たれ，母子共々絶命した。父ａ８の家の唯一のロバも略奪された。１９

４３年（昭和１８年）旧暦４月のある夜，父ａ８は任務遂行中，路上で日本

軍司令部の巡回兵に捕まった。あらゆる拷問を受けながら，最後まで身分さ

え明らかにせず，看守が熟睡している隙に壁を乗り越えて脱走を果たした。

父ａ８は，あらためて四区の区長兼遊撃小隊の隊長を務め，１９４４年（昭

和１９年）旧暦２月，晋県，深沢県，無極県の三区に転属となり民政秘書と

なったが，同年旧暦４月のある夜，甄家庄村で七級村を拠点にしている警備

隊に捕まり，無極県の日本憲兵隊に連行され尋問・拷問を受けた。その９日

後，石家荘の集中営に送られ，同年旧暦の５月５日，有蓋列車に乗せられて

北平（北京）西苑の一四一七憲兵隊甦生隊（集中営）に連行された。１９４

４年（昭和１９年）８月，青島に送られ，鉄鉱石を積載した貨物船に詰め込

まれ，鹿島組花岡事業場に連行された。中国人労働者は，３００名が一つの

大隊，三つの中隊，九つの小隊に編成され，Ｃが大隊長，ＢＸが副隊長に任

命された。父ａ８はＢＹを隊長とする第三中隊第七小隊に編入された。 

イ 日本に着いた当初は荒地の開墾をさせられた。谷で暗渠の改修作業を毎日

十三，四時間以上やらされ，食べ物はどんぐり粉と漬け物だけであった。冬

になると，寒風大雪の中でもわらじ履きで凍り付く水に入って作業を強いら

れた。寒さに耐えきれず，セメント袋を身にまとう者もいたが，補導員に見

つかると，怒鳴られながら，凍り付く屋外で裸にされ，セメント袋を捨てさ

せられた。父ａ８も，脚が凍傷になったために歩くのが遅いといっては補導

員のＣＺに殴られた。父ａ８らは，これ以上耐えても，待つのは死のみであ

ったため，暴動を起こし，船を奪って帰国することを考え，大隊長と接触し，

十数名の中心メンバーを組織した。花岡事件の際は，共楽館まで連行され，

飲まず食わずで，三日三晩砂利石だらけの広場にひざまずかされた。そして

３０名余りが警察署に連行され，肉が焼けるほど脚に炭火を押し付けられた
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り，手の関節が木の棒で打ち砕かれたりという激しい拷問に晒された。 

ウ 父ａ８が連行された後，家族はその消息を全く知り得ず，母ＢＺは嫁いで

きたときに持ってきた家具や，生活の糧であった土地を売り払って父ａ８の

探索に努めたが，ようやく見つけ出した石家荘集中営の死亡者名簿にも父ａ

８の名はなく，行方を探し出すことができなかった。母ＢＺは，一方で抗日

活動を行い，一方では苦労を重ねながら幼い子たちを育て上げた。 

エ １９４５年（昭和２０年）８月１５日，日本国が降伏し，父ａ８は，同年

１２月，祖国に戻った。父ａ８は，祖国に戻った後，日本に連行されたこと

をスパイ，外国に通じていると疑われ，軍（武装部）においても昇進がない

など苦労を重ねた。原告Ａ１１は，１９８７年（昭和６２年）以前は，父ａ

８が日本に行ったことがあるということしか知らなかった。父ａ８も母ＢＺ

もこの辛い過去を話したがらず，そのため具体的な状況は全く知らなかった。

同年９月，父ａ８と母ＢＺは，花岡で第一次の強制連行をされ大隊長であっ

たＣと会って以降，実相と家族の境遇を原告Ａ１１に話すようになった。そ

して，父ａ８は，加害企業と日本国政府の責任を追及する決意を表明し，原

告Ａ１１も父ａ８の願いが実現するよう手伝う決心をした。父ａ８は，生前，

花岡受難者聯誼会の会長として，加害企業・鹿島建設に対し，他の生存者や

遺族とともに訴訟を提起し，長年にわたる奮闘の結果，歴史的な和解を達成

した。しかし，強制連行に関し，政策の策定者であり，加害の主体である被

告に対しては責任をとらせることができないまま，父ａ８は，２０００年（平

成１２年）１１月５日，心臓病で死亡し，原告Ａ１１が父ａ８を相続した。 

オ 被告にその責任をとらせることは，花岡に強制連行された全ての中国人労

働者の願いでもあり，父ａ８の遺志でもある。原告Ａ１１は，父ａ８の遺志

を実現するため，本訴訟を提起し，被告が歴史を直視し，謝罪と損害賠償を

するよう求めている。 

⑼ ａ９，ａ１０及び原告Ａ１２について 
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ア 原告Ａ１２の祖父ａ９は，河北省保定市富昌屯村で，製造小売業に従事し

ていた。１９４４年（昭和１９年）４月８日，祖父ａ９は，保定城内で紙を

売り終え，帰宅後，保定駅南の鉄橋を通過していた際，八路軍に製品を供給

していたとして，日本軍と傀儡軍に捕らえられた。原告Ａ１２の父ａ１０は，

なけなしの家財（ロバや荷車）を売って，逮捕された祖父ａ９を解放させよ

うと奔走している最中に，自分自身も，八路軍に通じていたと疑われ，１９

４４年（昭和１９年）４月２２日（旧暦）早朝，家の戸を打ち壊して乱入し

てきた日本の憲兵と中国の特務に捕らえられた。突然男性労働力を２名も奪

われ，家庭には，原告Ａ１２の祖母，母，叔母だけが残され，生活は悲惨を

極めることになった。祖父ａ９及び父ａ１０は，ともに保定で拘禁された後，

石家荘の石門捕虜収容所に送られ，同所で再会し，互いに抱き合って大泣き

をした。さらに，北京の西苑俘虜収容所，青島を経て，１９４４年（昭和１

９年）８月，一緒に，鹿島組花岡事業場の中山寮に連行された。 

イ 祖父ａ９及び父ａ１０は，当初，一般の労働に従事させられた後，老人班

に編入され，山で柴を刈り運搬する作業に従事した。１９４５年（昭和２０

年）３月頃，祖父ａ９は，過労と飢餓によって倒れたため，病舎に収容され

た。同時に，父ａ１０も看護班に配転させられた。病人には満足な治療も医

薬品も与えられず，逆に食事の量を半分に減らされ，いったん病気になると

死ぬ運命が待っているだけであった。そのため，看護班にとっての仕事の大

部分は，毎日のように死亡した同胞の死体を火葬することであった。このよ

うに，僅かな食料をさらに半減させられた祖父ａ９は，飢えのあまり日本人

監督の号令前に食事に手を付けたとして，補導員から激しく殴打され，病状

をさらに悪化させた。同年６月中旬，祖父ａ９は，両目を大きく開けたまま

の姿で，恨みを抱いたまま死亡した。 

父ａ１０は，祖父ａ９を相続した。 

労工たちは耐えに耐えきれず，暴動を起こしたが，２万名に及ぶ日本の軍，
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警察，民間人によって鎮圧された。父ａ１０も他の労工たちとともに，一面

砂利石が敷かれていた共楽館広場に三日三晩にわたってひざまずかされた。

少し動いただけで警官から殴られ，前歯も折られた。暴動後，遺体の腐敗が

進み，暴動の犠牲者ら百名余と一緒に焼却されたため，父ａ１０は，祖父ａ

９の遺骨を特定することができないまま，幾つかの遺骨を持ち帰るしかなか

った。 

ウ 父ａ１０は，１９４５年（昭和２０年）１１月に花岡を離れ，遺骨ととも

に帰国した。天津で叔父から旅費を借りてようやく家にたどり着き，家族と

対面した。家庭は，祖父ａ９と父ａ１０が強制連行されたことによって零落

しており，帰国後も長く生活に困窮した。父ａ１０は，２００４年（平成１

６年）旧暦１２月７日に死亡し，原告Ａ１２が父ａ１０を相続した。 

エ 原告Ａ１２は，被告による中国侵略と拉致政策が，強制連行と，原告Ａ１

２の家族の破壊と悲惨な境遇の根本的な原因であると考え，被告に対し，謝

罪と損害賠償を求めている。 

⑽ ａ１１，原告Ａ１３及び原告Ａ１４ 

ア 原告Ａ１３及び原告Ａ１４の父ａ１１は，１９２７年（昭和２年）６月５

日生まれで，河南省杞県出身である。１９４３年（昭和１８年），父ａ１１は，

県医学学校の衛生兵（新四軍）で当時１６歳であったが，日本軍が故郷を占

領し，至る所で人狩りを始め，父ａ１１も日本軍に捕まり，民権県にある大

きな建物（警察局）の中に監禁された。当時，家族は父ａ１１が捕まったこ

とを知らなかったが，そのことを知ると，家の数ムーの土地を売り払って，

父ａ１１を解放させようとした。しかしお金を払っただけで，父ａ１１はそ

のまま警察局の中に監禁され続けた。食べ物も十分に与えられず，夜になる

と木で作った籠の中に入れられ，監視員が顔を洗った後の水しか飲めなかっ

た。その後，民権県から汽車に乗せられて徐州まで連行された。父ａ１１は，

翌日，再び汽車に乗せられ，そのまま塘沽の集中営に入れられた。下車後，
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三道崗を経て，ある大きな建物の中に押し込められ，１か月過ごした。食べ

物はひどく，毎食トウモロコシ粉で作ったマントウ１個だけで，中まで火が

通らず生のままだったので，多くの者が下痢になり，病気になる者が続出し

ていた。治療を受けることもできず，仕事ができないとなると病室に入れら

れて放置された挙げ句に，数日後にはそのまま死んだとしてもおかしくなか

った。１か月余りした後，父ａ１１ら１００名余りは，服１着，布団１枚，

靴１足を支給され，船に乗せられ，日本の下関港に着いた。 

イ 下船後，父ａ１１は藤永田大阪事業場まで連行された。下船後，大きな木

造の建物に住まわされ，すぐに重労働が始まった。藤永田大阪事業場に連行

された中国人労働者は，９つの班に編成され，父ａ１１は９班に所属してい

た。当時，父ａ１１はまだ若かったので，他の者に付いて労働をしていた。

その後，船上で仲間たちのために湯を沸かしたりするように命じられた。比

較的軽い仕事だったが，それでもいつもお腹を空かせていた。毎食１個の小

さなマントウだけで，冬でも１枚の服しか着ず，やむなくセメント袋を身体

に巻き付けて暖をとった。労働内容は，船体のリベット打ち，木工関係等で

あった。役割は決まっており，火を焚く者はずっと同じ火を焚く仕事をして

いた。ある時，父ａ１１は木くずを拾って，火をおこしたが，日本人の監督

に見つかり殴られた。時には残業があり，全く休憩がとられないこともあっ

た。父ａ１１が大きな釘で足を刺したことがあり，歩くことも困難であった

が，日本の監督はそれでも休ませなかった。１９４５年（昭和２０年）の６

月から８月頃にかけて，大阪の上空に飛行機が現れ，至る所を空爆しはじめ

た。一面の火の海であった。父ａ１１の宿舎も破壊され，他の所に移った。 

ウ それから数日もしない頃，日本国が降伏し，父ａ１１は，１９４５年（昭

和２０年）１１月頃，大阪から船に乗って，港で船を乗り換え，中国の塘沽

で下船した。下船後は天津の北洋大学で数日過ごし，国民党軍に参加した。

そして，国民党の傅作義を大将とする部隊に入隊し，１９４９年（昭和２４
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年）の北平（北京）の平和的解放にも貢献したため，人民解放軍の第四野戦

軍に編入された。復員後は，中国農業銀行の行員として勤務した。ところが，

１９７０年（昭和４５年）になり，組織から２名が派遣され，父ａ１１は日

本に連行されたことを白状しろと問い詰められ，売国奴とつるし上げられ，

銀行を解雇された。父ａ１１の子である原告Ａ１３及び原告Ａ１４も，父ａ

１１の経歴が原因で軍にも入れず，納得できなかった父ａ１１は，石家荘に

行き，何度も窮状を訴えたが，誰にも相手にされなかった。父ａ１１は，世

の中を諦め，出家し，河南省商丘市民権県「白雲寺」で和尚をし，その後は，

子の家で生活していた。 

エ 父ａ１１が日本に強制連行されたことは，帰国後も，父ａ１１とその子で

ある原告Ａ１３及び原告Ａ１４ら家族を苦しめ続けている。なお，父ａ１１

は，２０１５年（平成２７年）１１月２９日死亡し，原告Ａ１３及び原告Ａ

１４が本件訴訟を承継した。 

⑾ ａ１２及び原告Ａ１５ 

ア 原告Ａ１５の父ａ１２は，１９２４年（大正１３年）１月１４日，河南省

原陽県靳堂郷庄寨村で生まれた。家は農家をしていた。父ａ１２には２歳上

の姉が１人おり，父ａ１２の父母と４人で暮らしていた。近くには特に親戚

もいなかった。１９４４年（昭和１９年）の旧暦７月，父ａ１２は河南省陽

武県（現・河南省新郷市原陽県）の，県城南関周辺に行商に行った際に，日

本軍に捕まり，その後県城北関（陽武）駅のそばの倉庫に連行された。その

倉庫の建物の前では日本兵が監視していた。捕まった１週間後，父ａ１２は

他の１００名余りとともに，北関駅から新開鉄道の有蓋車に積まれ山東省済

南市新華院に送られた。移動先の新華院では１か月余り苦役に就かされた。

毎日粗末な食事と，まともな衣服もない状態で，父ａ１２らはさらに監視員

から暴行を受けた。新華院での労働は，日本軍の管理のもと毎日山で穴を掘

りガソリンを埋めるという作業で，１日１０時間を超える労働だった。１か
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月後日本軍から説明があり，父ａ１２たちは東京で仕事をするとの話であっ

た。このとき父ａ１２らは，自分たちが日本に送られ強制労働を強いられる

とは，予想さえしていなかった。 

イ その後，父ａ１２ら数百名は日本人に監視された状態で汽車に乗せられ，

港から船に乗せられて日本に向かった。日本の港で下船し，さらに小さな船

で大阪に連行され，板張りの建物に入れられた。父ａ１２らは，大阪に着い

てから隊に編成された。父ａ１２は，第四小隊で，隊長はＣＡ（河南省陽武

県合地舗村の者）であった。父ａ１２らが強制労働に就かされた事業所は，

港運大阪安治川事業場であった。仕事は，毎日船での石炭の荷役作業であっ

た。父ａ１２は，体が大きく若かったため，毎日のように大きな船で仕事を

命じられた。石炭を天秤棒で運ばされたが，一つが１００斤（５０キログラ

ム）を超える荷であった。石炭はばら積みになっており，素手で石炭を扱っ

ていた。マスクが支給されることもなかった。朝６時に朝食があったが，僅

かな量であった。朝食後，日本人に率いられて埠頭まで行き，荷役作業が始

まり，埠頭で昼食をとらされた。昼食は，１名につきマントウ１つと水だけ

であった。食べ終えるとすぐにまた仕事で，毎日十数時間の労働であった。

余りに粗食であったため，皆，骨と皮だけに痩せ細った。病気になった者は，

治療を受けることもなくそのまま死んでいった。こうした極めて劣悪な環境

のもと，監視員が厳しく父ａ１２らを監視し，夜寝るときも，宿舎を見張っ

ていた。 

ウ １９４５年（昭和２０年）８月，日本国が敗戦した。同年１０月，父ａ１

２らは大阪から汽車に乗って下関に行き，そこから船に乗って塘沽で下船し，

その後天津の北洋大学に入った。当時，北洋大学は帰国した中国人労働者の

臨時の収容所として使われていた。父ａ１２は北洋大学に数日いた後，汽車

に乗って石家荘を経由し太原に行き，知人の紹介により太原で八路軍に加わ

った。しかし，日本にいる間に肺を悪くしていたため，兵役に就くたびに息
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が苦しくなり，結局八路軍に１年余りいた後，病気ということで除隊になっ

た。帰国した際，父ａ１２の姉は既に結婚して家を出ており，父ａ１２の父

母が出迎えた。１９６０年（昭和３５年）に父ａ１２は結婚した。 

エ 原告Ａ１５は１９６６年（昭和４１年）５月１日に生まれた。家には父母

と４歳上の姉がいた。祖父母は，原告Ａ１５が小さいときに死亡した。家は

農家をしていた。父ａ１２は帰国後肺を患っており，原告Ａ１５と姉は，子

供の頃から畑の仕事の手伝いや，鶏や豚を飼う仕事をしていた。７歳くらい

のとき，父ａ１２から，以前日本に行っていたことがあり，日本語も少し話

せるということを聞いた。ただ，このとき父ａ１２は，強制連行されたとい

うことを一言も言わなかった。当時は文化大革命で，小学校が５年間，その

後中学校が５年間という学制に短縮されていたが，原告Ａ１５も姉も家の農

業を手伝わねばならないため，小学校を出たあと，中学校に行くことはでき

なかった。 

父ａ１２は，原告Ａ１５が子供の頃から病弱で肺が悪いようであり，よく

咳き込んでいたが，段々と咳き込む様子がひどくなり，１０メートルも歩く

と息が切れるようになった。１９８５年（昭和６０年），父ａ１２は汲県にあ

る肺の専門病院に１か月入院することになった。医者の診断では，肺結核と

肺気腫ということだった。原告Ａ１５は，病院で医者から「お父さんは炭鉱

で働いていたのですか。」と聞かれた。原告Ａ１５はそのような話は聞いた

ことがないので，驚いて父ａ１２に尋ねると，同人は「日本にいた頃，大阪

で石炭の積み下ろしをしていた。石炭はバラ積みになっており，通気が悪く

排気のない船倉の中で，石炭で真っ黒になりながら毎日荷役の作業をしてい

た。」と言った。当時痰を吐くと真っ黒だったそうである。なぜ日本に行って

わざわざそんな仕事をしていたのかと聞くと，父ａ１２は「仕事ではない，

戦争中，日本軍に無理やり連れていかれて働かされた。このあたりにはそん

な人が大勢いる。」と答えた。原告Ａ１５が日本軍による強制連行のことを
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知ったのは，このときが初めてであった。父ａ１２は，１か月間汲県の病院

に入院した後，入院費が払えなくなり，やむなく地元に戻り，原陽県人民病

院でさらに１か月入院した。しかし医療費がかさむので，そのあとは家で療

養するしかなかった。病院から薬（抗生物質）と注射の処方箋を受け取り，

原告Ａ１５が毎日父ａ１２に薬を注射していた。汲県の病院での入院費は１

万２０００元であった。当時，病院はお金がないと診療してくれず，入院費

を用立てするために農村信用社からお金を借りた。１か所での借入れは３０

００元が限度ということで，原告Ａ１５は６か所の農村信用社を回ってお金

をかき集めた。原陽に戻ってからの薬代，注射代だけでも，毎年の収入の３

分の２が費やされた。 

入院の際の借金返済の上に，毎日の薬代，注射代がかかってくるので，生

活は本当に大変であった。退院後は父ａ１２が働けなくなったので，原告Ａ

１５と母と姉で何とか農家の仕事をやっていかねばならない状態であった。

当時は農業生産隊から指示を受け，黄河の水を灌漑のために引き込む導水路

を掘る作業などにも従事していた。農業生産隊の作業をどれだけやったかで，

農業の収入が決まるのである。これらの作業についても，父ａ１２に代わっ

て原告Ａ１５がすることになった。 

自宅療養を続けていた父ａ１２は，１９９８年（平成１０年）１２月２１

日に死亡した。肺気腫による呼吸困難が原因であった。父ａ１２の死後も，

一家総出で仕事をしていたが，借金の返済は非常に困難であった。１９９９

年（平成１１年），入院費の借金について返済ができなくなり，農村信用社が

裁判所に原告Ａ１５を訴え，原告Ａ１５は，１週間拘置所に入れられたこと

がある。その後も返済を続けて，最終的に借金の返済が完了したのは２０１

０年（平成２２年）である。 

⑿ ａ１３及び原告Ａ１６ 

ア 原告Ａ１６の祖父ａ１３は１９０８年（明治４１年）１０月８日生まれで，
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河北省邯鄲市磁県中馬頭村出身である。１９３７年（昭和１２年）１０月１

７日早朝，日本軍土肥原師団が邯鄲市を占領し，同月１７日午後には馬頭鎮

を占領し，翌１８日黎明には磁県城を占領した。そして馬頭駅一帯を占拠し，

碼頭に憲兵隊，皇協軍，安民隊などという部隊，あるいは傀儡軍を設けた。

そして，馬頭地区を長期にわたって占領するため，平漢線に沿って，村々に

対し，至る所で焼く，殺す，奪うといった「三光政策」を行い，また各村に

保甲制を実行し，村ごとに傀儡村長と報告員を指定した。祖父ａ１３はその

報告員に指定され，毎日，憲兵隊に状況を報告するよう要求された。１９４

４年（昭和１９年）７月，憲兵隊は，報告員が情報を漏らしたのではないか

と疑い，同月１８日，祖父ａ１３は，市場に行って農作物を売ろうとしてい

たところを憲兵隊に捕まり，７日後の午前１０時頃，列車に乗せられ，石家

荘の日本警察所に連行され，八路軍に通じていると断定され，石家荘の南兵

営（労工訓練所）に送られた。１９４４年（昭和１９年）９月２８日，ａ１

３は，日本兵によって汽車に乗せられ，塘沽収容所に送られ，東亜建設隊の

大隊に編成された。大隊はさらに二つの中隊，六つの小隊に分かれていた。

日本に送られるため，塘沽で待たされ，同年１０月１６日，貨物船「清津丸」

に乗せられて日本に送られた。同月２２日，生き残った２６９名が大阪に着

き，築港一帯で囚人同様の生活を強いられることになった。 

イ 祖父ａ１３は第２中隊第３小隊に配属され，船の荷役のほか，大阪市内ま

で石炭を運ばされたり，三菱株式会社や三井造船まで荷物を運ばされたりし

た。劣悪な労働環境と風呂にも入れないために，体の至る所に疥癬ができ，

治療を受けられず，体中に異臭が立ちこめていた。街で日本人に出くわすと，

みな遠ざかり，大声で「臭い！臭い！」とわめかれた。食べ物にも事欠き，

食事はどんぐりで，量は手でつかめる程度しかなかった。身にぼろ毛布を羽

織り，拾ったつま先が露出したぼろ靴を履いていた。冬も一重の服で，屋内

には火もなく，コンクリートの袋を服の代わりにしていた。海辺で貨物船で
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の荷役を毎日１３時間もやらされ，少しでも動作が鈍いと監督に散々殴られ

た。傷病者に対してもまともな治療がされず，飢えと寒さで死亡者も出た。 

ウ １９４４年（昭和１９年）７月１８日，祖父ａ１３が連行された際，家に

は原告Ａ１６の祖母（妊娠中）及び母（当時９歳）が残された。３か月後，

原告Ａ１６の祖母は子を産んだが，労働力を奪われて，畑仕事をする者がお

らず，食べ物さえない状態であったため，子は餓死した。原告Ａ１６の祖母

は，祖父ａ１３を取り戻すために，家を売り，そのお金を漢奸に渡したが，

結局祖父ａ１３を取り戻すことはできなかった。生活の糧を失い，生活はと

ても苦しかったため，原告Ａ１６の母は地主の「童養媳（実質的な幼少労働

力）」になり，地主の家の息子の妻になった。 

エ １９４５年（昭和２０年）旧暦１１月１５日，祖父ａ１３らは，日本か

ら船に乗って，同月２１日に塘沽に到着した。内戦に巻き込まれるのを避

けるため，自宅に戻ることができたのは，１９４６年（昭和２１年）２月

頃であった。祖父ａ１３は，日本での過酷な状況による精神的なショック

に加え，体中に疥癬の痕が醜く残ってしまったことから，勃起障害とな

り，以後，祖母との間に子はできなかった。中国共産党の時代になり，地

主が地位を失ったため，原告Ａ１６の母は解放された。祖父ａ１３は，体

を治療しながら，地元で農作業をして生活をした。原告Ａ１６は，小学校

６年生の頃，祖父ａ１３から初めて日本に強制連行された話を聴いた。祖

母も母も，祖父ａ１３が日本に行ったことがあるということを話題にする

のを避けていたため，祖父ａ１３は，原告Ａ１６にのみ，日本に強制連行

された一連の経緯を話し続け，原告Ａ１６もノートにまとめるようになっ

た。原告Ａ１６は，高校教師（特級）となり，晩年の家族の生活を支え

た。祖父ａ１３は，１９９１年（平成３年）８月２０日に胃癌で死亡した

が，原告Ａ１６は，死亡する直前まで，祖父ａ１３から，日本に強制連行

された話の内容を覚えておくように念を押された。原告Ａ１６の母は，２
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０００年（平成１２年）１０月１３日に死亡し，原告Ａ１６がこれを相続

した。 

オ 原告Ａ１６は，被告に対して，以下のとおり要求している。 

   ① 歴史的責任を負い，歴史的事実を認め，労工及び遺族に謝罪すること 

   ② 労工及び遺族に対して賠償を行うこと 

③ 歴史を鑑とし，次世代に歴史事実を伝えるため，大阪の築港に中国受

難者のための記念館を建設すること 

    ④ 日本の歴史の教科書に，この歴史事実を記載し，日本の若い世代に伝

え教訓にすること 

このようにしてこそ，中日両国の明るい未来が開かれると考えている。 

⒀ ａ１４及び原告Ａ１７ 

  ア 原告Ａ１７の父ａ１４は，１９２８年（昭和３年）１月２９日に河南省洛

陽市偃師県に生まれた。父ａ１４は，１９４３年から１９４４年（昭和１８

年から昭和１９年）にかけて，ＣＢ，ＣＣ，及び九十四軍のＣＤが組織する

抗日遊撃隊に参加したが，同年７月，漢奸の密告によって河南省鞏県路安庄

（現在の鞏義市）で日本兵に包囲されて戦闘になり，敵に捕まった。一人一

人が首を縄で縛られたまま大口郷にある洞穴に監禁され，翌日も同じく縛ら

れたままの状態で洛陽市西工兵営房まで連行された。西工で父ａ１４らは２

つの部屋に押し込まれ，５０名余りがこの部屋の中で大小便を強いられた。

２０日余り監禁され，食料は毎日生のトウモロコシと汚れた水だけであった。

１９４４年（昭和１９年）８月１５日前後，どこかに送ると宣告され，首を

縄で縛られたままの姿で連行され，洛陽市孟津県姚溝店溝后まで歩かされ，

その後さらに黄河沿いの風岭渡（現白河）で船に乗せられて黄河を渡り，下

船後，汝陽駅で一夜を過ごし，翌日有蓋車に詰め込まれて徐州駅に着いた。

そこでしばらく停車した後，さらに済南府まで連行され，集中営「新華院」

に入れられた。集中営から港に行き，船に乗せられ，日本のある港で下船し，
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電車に乗せられて大阪に着いた。 

イ 大阪では港運大阪川口事業場で労働に従事させられた。大阪到着後２日間

留まり，隊に編成された。２階建ての木造の建物に住まわされ，父ａ１４は

２階に住んでいた。埠頭で食料を下ろし，列車に乗せるという仕事をさせら

れ，１つ３０斤余りある鉄の塊を，毎日３トン運ばされた。疲れて少しでも

手を止めると，日本人の監督に木刀で殴られた。ある時，父ａ１４は，車を

押している際に下り坂で制御できずに柱に追突し，荷物をひっくり返し，日

本人監督に木刀で散々殴られ，足で蹴りつけられた。最も多く働かされたの

は住友倉庫での食料運搬であった。三菱重工では鉄を運ばされた。食事は朝

にマントウ１個と，１碗のかゆだけ，昼は作業現場で，おにぎり１つで，夜

はマントウ１個と１碗のかゆであった。使役されていた期間中，１度だけゴ

ム底の靴が支給されたことがあるのみで，賃金は１度も支払われていない。 

ウ １９４５年（昭和２０年）８月１５日の午前，父ａ１４は解放され，１か

月後，営舎を出てある大きな駅に着き，そこから乗車して下関まで行き，帰

国した。塘沽で下船後，天津北洋大学に入れられ，国民党の部隊に組み込ま

れ，監護団として倉庫の見張りをしていた。その後北京に行き傅作義部隊に

参加した。北京が無血解放された後，第四野戦軍営に改編された。父ａ１４

は戦車兵であった。１９５０年（昭和２５年）に朝鮮戦争が勃発した後，父

ａ１４らは北京の槐樹岭で教練を務めた。１９５８年（昭和３３年）後は転

属になり，焦作馬村の復員軍人鋼鉄工場で運転手をしていたが，１９６０年

代に，日本で労工をしていたことが原因で解雇され，１９６７年（昭和４２

年）頃，故郷に帰された。罪名は「裏切り者」であった。 

エ 原告Ａ１７は，１９６２年（昭和３７年）の生まれであるが，５歳の頃，

家の入口に毎日たくさんの大字報（壁新聞）が貼られ，「叛徒」，「特務」，「自

白しろ」等の汚い言葉で殴り書きされていた。たくさんの人々が家にやって

きて，父ａ１４を指さして罵った。原告Ａ１７は恐ろしくて母の服の中に隠
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れていた。学校でも，誰も原告Ａ１７と遊ぼうとせず，中には唾を吐きかけ

る者もいた。叛徒，悪者の娘だと言われた。原告Ａ１７は，放課後に泣きな

がらそのことを父ａ１４に話すと，同人は，「娘よ。お父さんは叛徒でも，ま

してや特務なんかではない。」と自分の経験を，原告Ａ１７に話をしたので

ある。１９７５年（昭和５０年），原告Ａ１７の兄は，徴兵募集に応じたが，

政治審査で，父ａ１４の経歴が問題となり，落とされた。１９７６年（昭和

５１年），洛陽五二軍で女性兵士の募集があり，原告Ａ１７は応募したが，父

ａ１４の経歴が問題となり，落とされた。父ａ１４は，故郷で農業を営んで

いたが，１９７９年（昭和５４年），濡れ衣が晴れて，再び自動車の修理工に

なり，１９８５年（昭和６０年）に退職し，２０１０年（平成２２年）５月

１０日，心筋梗塞で死亡し，原告Ａ１７が，父ａ１４を相続した。 

オ 原告Ａ１７は，被害者の遺族として，父ａ１４が味わった苦労，歴史を永

遠に忘れず，被告に対して，受難者と遺族に対して，謝罪と賠償をするよう

強く求めている。 

⒁ 原告Ａ１８ 

ア 原告Ａ１８は，１９２３年（大正１２年）５月１８日，河北省新楽県化皮

村に，２人兄弟の弟として生まれた。家業の農業の手伝いをしていたが，１

９歳の時に中国共産党に入党し，２２歳の時に八路軍に加わった。日本軍に

よる華北地域での三光作戦が展開される中，１９４４年（昭和１９年）４月

２０日，原告Ａ１８は，木庄から永安に向かう途中の京漢鉄道を越えたとこ

ろで日本軍に囲まれた。日中戦争末期は，石家荘周辺では，西側が八路軍の

勢力地域，東側が日本軍の勢力地域に分かれており，日本軍と八路軍の衝突

の最前線であった。原告Ａ１８は，４名で穴に入ったが，自決できず，４名

とも捕まった。捕まった後，原告Ａ１８は，他の者らとともに正定の県城の

中の日本の憲兵隊に連れていかれた。そこから石家荘の東兵営に有蓋車に詰

め込まれて連れていかれた。有蓋車には中国人労働者がぎっしりと乗せられ，
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４名の銃剣をもった日本兵に監視されていた。そして，東兵営から石門俘虜

収容所（南兵営）に移動し，石門俘虜収容所には１か月ほどの間，収容され

た。原告Ａ１８は，身体が弱いように装ったため，収容所の病棟に十五，六

日間いた。入口は覚えていないが，石家荘の門には日本兵が２名いたこと，

西に山（万寿山）があったことを今でも記憶している。原告Ａ１８の記憶で

は，周りは鉄条網で囲まれており，電気が流れており，外は深さ４メートル

くらいの堀であった。食事は，高粱飯で，１日３回あったが，１回１杯と足

りず，飢えと病気で，多くの者が死亡した。大八車で死体を１日３回運び出

していた。原告Ａ１８は，収容所で何もせず，訓練も受けていなかった。も

ちろん，これから日本に行くということは聞いてはいなかった。その後，北

京西苑収容所に五，六百名とともに列車（有蓋車）で移動したが，移動中は

日本兵が監視していた。鉄道の破壊工作があるので順調に走れず，３日かけ

て北京まで連行されたが，３日間，飲み物も食べ物も与えられず，閉じ込め

られたままであったため，移動中に多くの者が死亡し，死体は外に投げ捨て

られた。西苑において，これから日本に行くという説明があり，西苑収容所

から青島へも列車で移動した。列車には日本兵も乗っており，逃げようとし

たら撃たれる状況であった。逃げようとして失敗したＣＥは，花岡まで一緒

であった。乗船のときは両側に日本兵が並んで護送された。鉄鉱石を運んで

いる船に乗せられ，船底の鉄鉱石の上に寝かされた。甲板に出ることができ

たのは海に出た後であった。このように，原告Ａ１８ら中国人労働者を中国

から日本へ「輸送」した船の環境は劣悪なものであった。 

イ １９４４年（昭和１９年）８月５日に下関に着いてから，検疫所で消毒を

させられ，列車（有蓋車）で花岡に向かい，鹿島組花岡事業場中山寮に収容

された。 

鹿島組花岡事業場では，暗渠で水につかりながら堀を掘る仕事をさせられ，

朝は何時に起こされるか分からず，１日十五，六時間，ほとんど休憩もとれ
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ずに働かされた。冬は，川の冷たい水の中で作業をしていたため，足が凍傷

になった。暗渠を作る仕事のほか，中山寮の近くの土地で畑を作らされた。

他に，穴を掘ったり，トロッコで土運びをさせられたりする者もいた。中国

人労働者は１３名ほどの小隊ごとに現場に行き堀を掘った。暗渠を掘るとき

は，草で作った靴を履き，靴が水につかったまま行うため，足は冷たくなり，

痛くなった。現在でも季節ごとに痛くなる。また，暗渠に土を埋めるため，

トロッコで土を運ぶ作業も行った。作業に関しては，ＤＡ，ＤＢ，ＢＷなど

の名前の日本の現場監督が指示をしていた。 

原告Ａ１８が鹿島組花岡事業場に到着した当時，中山寮は完成していなか

った。３００名が最初にできた１棟に入り，そこから建て増しされていった。

中山寮ができた後は１つの部屋に１２名が寝泊まりした。第１中隊，第１小

隊の小隊長ら１３名が同じ部屋で雑魚寝をさせられた。 

食事は３回，朝昼はどんぐりの粉で作ったウオトウで，小麦のマントウは

なく，山にいって木の葉や野草をとってきて食べざるを得なかった。夜はど

んぐり粉が入ったかゆであった。 

原告Ａ１８ら中国人労働者は，このままでは死ぬのを待つほかはないと考

え，ＣＦとＣＧに対する拷問と虐殺が引き金となって花岡事件を起こした。

原告Ａ１８は，ＣＧが殴り殺された場面及びＣＨが焼き殺された場面を目撃

した。 

原告Ａ１８らは，当初の計画では，北海道まで逃げて，そこから朝鮮に渡

ろうと考えていたが，結局は，獅子が森に向かった。原告Ａ１８は，獅子が

森において銃で撃たれ，顔に傷跡が残った。その後捕まって連行され，共楽

館の運動場でひざまずかされ，食べ物も飲み物も与えられなかった。一般の

者からも棒で殴られた。警察官から，誰が日本の監督をしていた篠原らを殺

したかと尋問されて，右手の親指の指先に竹串を刺される等の拷問を受けた。 

その後，補導員を殺害した件で裁判が始まり，原告Ａ１８は，懲役６年の
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判決を受けた。原告Ａ１８は，日本では，Ａ１８’’（Ａ１８’’’）と名乗って

いた。原告Ａ１８らに対する判決は１９４５年（昭和２０年）９月１１日に

あり，原告Ａ１８は懲役６年の判決であった。原告Ａ１８は，１９４５年（昭

和２０年）１０月に解放されたが，ＢＣ級裁判の証言者として残され，ＧＨ

Ｑから事情を聞かれた。 

ウ 原告Ａ１８は，１９４７年（昭和２２年）１２月に船で上海に戻り，上海

から天津に行き，天津から藁城を通って１か月かけて家に歩いて帰った。家

には，母と弟がいたが，帰って家族に会い，抱き合って泣いた。家族は原告

Ａ１８が死亡していると思っていた。原告Ａ１８は，連行されて以来，中国

の家族と連絡をとることはできなかった。 

原告Ａ１８は，帰国後，中国共産党への復党を求めたが，対応してもらえ

ず，長年にわたり，貧しい生活を送った。花岡に連行された悲惨な経験をず

っと忘れることはなく，精神的にも苦しみ続けたが，被告からの謝罪，補償

は一切ない。 

⒂ ａ１５及び原告Ａ１９ 

  ア 原告Ａ１９の父ａ１５は，河北省定州市楊家庄辛興村の出身で，１９２０

年（大正９年）生まれである。１９３７年（昭和１２年），父ａ１５は，中国

共産党に入り，村の「抗日青年団」の書記，「抗日区域小隊」の隊員，「民兵

連」の連長を兼任していた。１９４４年（昭和１９年）旧暦７月８日の夜，

父ａ１５は，寝ていたところを数名の日本兵と漢奸によって連行された。他

に，原告Ａ１９の２番目の伯父ＣＩ，いとこの兄ＣＪ，本家の親戚であるＣ

Ｋ，ＣＬ，ＣＭ，その他，ＣＮ，ＣＯ（村長）が連行された。原告Ａ１９は，

父ａ１５の連行当時３歳であったが，母が原告Ａ１９に抱きついて泣いてい

た記憶，日本兵が８名をロープで縛り，銃剣で押しながら歩かせていた記憶

が残っている。父ａ１５は，石家庄南兵営（石門俘虜収容所）を経て，１９

４４年（昭和１９年）９月初め，天津の塘沽港へ連行され，船に乗せられて，
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ともに捕まった村長のＣＯとともに，港運大阪築港事業場に連行された。他

の６名は，北海道の三井美唄炭鉱に連行されたことが関連資料によって判明

している。 

イ 港運大阪築港事業場では，荷物の積み降ろしという過酷な作業を，１日十

数時間もさせられ，どんぐり粉で作られた食べ物だけしか与えられず，冬で

も，防寒着はなく，薄い毛布しか与えられなかった。父ａ１５は，過酷な労

働のため，内臓疾患に罹患し，腰も痛めたが，十分な治療もなされず，食事

も改善しなかった。ともに連行されたＣＯも過酷な環境のため病気となり，

死亡したが，未だに埋葬場所は不明である。 

ウ 父ａ１５は，日本国が降伏した後，１９４５年（昭和２０年）１１月，仲

間とともに帰国した。帰国後，積極的に解放戦争に参加し，１９４８年（昭

和２３年）に中国人民解放軍に入隊し，省会の石家庄解放戦では，功三級の

表彰を受けた。１９５１年（昭和２６年）に復員し，発電所へ転職，１９５

２年（昭和２７年），微水発電所に異動となり，科長，支部書記，党委員を兼

任し，恵陽機械工場に異動となり，資料檔案室主任に任命された。 

ところが，文化大革命が始まり，父ａ１５には，日本兵に連行され，労働

させられた経歴があったことから，「造反派」は父ａ１５を日本のスパイ，裏

切り者だと名指して非難した。父ａ１５は，日本に強制連行された経験をず

っと忘れることはなく，精神的にも苦しみ続けた上，そのことで疑いをかけ

られ迫害されたため，１９７０年（昭和４５年）に保定の仕事場のビルから

飛び降りて死亡した。原告Ａ１９ら家族は，亡くなった父ａ１５に一目会う

ことすら許されず，遺骨すらもらえず，これ以上関係をもたないという誓約

書も書かされた。１９７９年（昭和５４年），党中央国務院の命令もあって，

保定市委は父ａ１５の冤罪を認め，保定地域における最大の冤罪事件と言わ

れた。 

エ 原告Ａ１９は，被告の謝罪と賠償がなければ，父ａ１５が浮かばれること
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はないと思い，正義を求めるため，被告に謝罪と賠償をさせるために，本件

訴訟を提起した。 

第２ 被告の主張 

被告は，原告らの主張する事実関係の認否はしていないが，本件口頭弁論期日

において，擬制自白の成立を認める趣旨ではないと陳述した。 

以上 
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別紙６ ヘーグ陸戦条約に基づく請求 

第１ 原告らの主張 

ヘーグ陸戦条約３条は，ヘーグ陸戦規則の「條項ニ違反シタル交戰當事者

ハ，損害アルトキハ，之カ賠償ノ責ヲ負フヘキモノトス。交戰當事者ハ，其ノ

軍隊ヲ組成スル人員ノ一切ノ行爲ニ付責任ヲ負フ。」と定めているところ，被告

は，下記のとおりヘーグ陸戦規則に反する行為を行ったものであり，ヘーグ陸

戦条約３条に基づく責任を負う。 

 １ ヘーグ陸戦条約が国内法的効力を有すること  

日本国は，１９１１年（明治４４年）１１月６日，ヘーグ陸戦条約及びヘーグ

陸戦規則を批准し，１９１２年（明治４５年）１月１３日に公布したのであり，

これにより，ヘーグ陸戦条約は，国内法としての効力を有するに至った。 

  ⑴ 大日本帝国憲法下においては，条約の締結は天皇大権に属し，帝国議会の

関与なしに行われ，天皇の締結した条約は，国内法としての効力を有すると

されていた。 

    また，日本国憲法下においては，全ての実質的意味の条約に国会承認が必

要であること，承認された条約は天皇が自動的に公布すること，条約及び確

立された国際法規は遵守すべきとされていること，また，条約の締結，公布

の後，立法措置を必要としないという慣行もあることから，条約は原則とし

て特別の立法措置を要せず，公布により直ちに国内法としての効力を有す

る。 

  ⑵ア 被告は，条約が国内法として直接適用できる場合の要件として，主観的

要件と客観的要件を挙げるが，そもそもこのような要件を設定することは

不要である。 

条約の当事国は，条約が国内で実現されるという結果に最も関心を持

ち，実現方法については関心を持たないのが通常である。したがって，条

約が直接適用可能であるとの当事国の積極的な意思が条約中に明示される
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ことはほとんどなく，被告のいう主観的要件を設定することは不適切であ

る。 

イ 次に，私人の権利義務が「明白，確定的，完全かつ詳細に」定められてい

ることが必要であるとすることも不適切である。 

条約を始め，法規定は本来的に後に解釈により意味内容が発展されること

を予定して，ある程度一般的な用語で規定されている。国内実施を予定して

いる条約であれば，その規定中の法概念がいかなる意味内容を持つかは，そ

れぞれの締約国における国内判例の蓄積や学説の発展に応じて確定されて

いく。したがって，条約についてのみ，前記のような厳格な要件を要求する

ことは法規定一般の解釈として失当である。 

⑶ 仮に，被告の主張する要件が必要であるとしても，ヘーグ陸戦条約はこの

要件を満たしている。 

日本国は，１９０７年（明治４０年）のヘーグ陸戦条約を，１９１１年

（明治４４年）に批准し，１９１２年（明治４５年）１月１３日，「陸戦ノ法

規慣例ニ関スル條約」として公布した。 

大日本帝国憲法６条は，「天皇ハ法律ヲ裁可シ其ノ交付及執行ヲ命ス」と定

め，１３条は「天皇ハ戦ヲ宣シ和を議シ及諸般ノ条約ヲ締結ス」と定めてい

る。すなわち，法律は議会の協賛を経た後，天皇の裁可によって初めて法律

となり，公式令によって公布され，帝国議会の協賛を経た旨記載した上論を

付し，親署の後御璽を捺印し，内閣総理大臣が年月日を記入して副署し，又

は他の国務大臣若しくは主任の国務大臣と共にこれに副署するのである。 

ヘーグ陸戦条約は，大日本帝国憲法に基づき，天皇が締結し，私人の権利

義務を詳細に定めている。したがって，ヘーグ陸戦条約を日本の国内の裁判

所で適用可能とするという意思は明白に確認できる（主観的要件の充足）。 

また，ヘーグ陸戦条約の附属書であるヘーグ陸戦規則は，私人の権利義務

を詳細に定めている。したがって，その内容を具体化する法令を待つまでも
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なく，国内での直接適用が可能である（客観的要件の充足）。しかも，天皇が

裁可し，公布することによってヘーグ陸戦条約それ自体が国内法として具体

化された法例になっており，現に第一次上海事件に際して，日本は還付義務

を履行している。 

したがって，ヘーグ陸戦条約は国内法として直接適用できる。 

２ 中国人労働者の俘虜該当性 

強制連行・強制労働によって権利を侵害され損害を被った中国人労働者につい

て，これを任意の雇用契約に基づく契約労働者であるとの主張がかつて日本国の

公務員によってなされた。しかし，強制連行・強制労働の被害にあった中国人労

働者が任意の意思で雇用契約を締結したということはできない。日本陸軍などに

よって拉致され，逮捕され，連行された中国人労働者は国際人道法上の「俘虜」

そのものである。 

⑴ 雇用契約の不存在 

中国人労働者と，鹿島組や藤永田造船所などの各事業場との間における雇

用契約の成立を証する文書は存在しない。中国人労働者が雇用契約書等何ら

かの文書に署名したことはなく，雇用契約を締結する旨を事業場の担当者に

対し意思表示したこともない。 

華北労工協会が供出する「労工」の使用についての，１９４５年（昭和２

０年）４月１５日付けの財団法人華北労工協会理事長ＣＰと鹿島組の契約書

は存在するが，それは，華北労工協会が供出する労工使用についての，華北

労工協会と鹿島組の「契約」であって，強制連行された中国人労働者と鹿島

組との「雇用契約」ではない。 

１９４５年（昭和２０年）当時の民法６２３条においても，雇用契約は雇

用主と労働者との合意によって成立するが，強制連行された中国人労働者が

鹿島組花岡事業場で労働に従事することを合意したことを示す資料は何もな
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い。これは，大阪関係の事業場に強制連行された中国人についても同様であ

る。 

したがって，中国人労働者は雇用契約によって労働に従事したものではな

く，これを「契約労働者」であるとみることはできない。 

⑵ 徴用関係の不成立 

被告が中国人労働者を法令に基づいて徴用したということもできない。 

国家総動員法第４条は「政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要アルトキハ勅令

ノ定ムル所ニ依リ帝国臣民ヲ徴用シ総動員業務ニ従事セシムルコトヲ得但シ

兵役法ノ適用ヲ妨ゲズ」と定めている。したがって，同条に基づいて制定され

た勅令である国民徴用令は，「帝国臣民」ではない中国人には適用されず，中国

人労働者について「徴用」関係が成立したということもできない。 

なお，当時，日本国の統治を受け，日本国の「帝国臣民」であった朝鮮人に

ついては当初は国民徴用令の適用を免除されていたが，閣議決定「半島人労務

者ノ移入ニ関スル件ヲ定ム」により，１９４４年（昭和１９年）９月から徴用

が実施された。 

⑶ 連合国最高司令総司令部法務局の対応 

ア 連合国最高司令部総司令部法務局（ＧＨＱ･ＬＳ）は，釈放したＡ級容疑

者のうち元閣僚８名については中国人強制連行，強制労働，中国人に対す

る虐待，虐殺等の責任があるとして，ＢＣ級犯罪容疑で訴追する計画を有

していた。このうち，岸信介についての容疑事実は，「東条の最も信頼する

協力的文官補佐役の一人であった。彼が関係した省は，捕虜を防衛産業に

使用するという政策の達成に助力し，又更に中国人奴隷労働計画の実施に

責任を持っていた。彼はそれ自体，戦争の法規と慣習の違反である数多く

の内閣の決定にも参画した」というものであった。  
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実際，岸信介は，昭和１７年閣議決定を行った東条内閣の商工大臣の地

位にあり，上記決定を最も推進する立場にあった商工省のトップであっ

た。したがって，中国人強制連行政策を推進した最も重要な人物である。 

イ １９４７年（昭和２２年）７月２８日の鹿島組責任者ＣＱをはじめ，伊

勢智得，ＣＳ，ＣＴ，ＣＵ，ＣＶの６名の起訴状の訴因は，「俘虜」を使役

したことである。 

⑷ 中国人労働者の「俘虜」該当性 

ア ヘーグ陸戦規則１条は，「戦争ノ法規及権利義務」は，「軍」に適用する

ほか，①「部下ノ爲ニ責任ヲ負フ者其ノ頭ニ在ルコト」，②「遠方ヨリ認識

シ得ヘキ固著ノ特殊徽章ヲ有スルコト」，③「公然兵器ヲ携帯スルコト」，

又は④「其ノ動作ニ付戰争ノ法規慣例ヲ遵守スルコト」，という条件を具備

する「民兵及義勇兵団」にも適用するとしている。  

イ ヘーグ陸戦規則２条は，「占領セラレサル地方ノ人民ニシテ，敵ノ接近ス

ルニ當リ，第一條ニ依リテ編成ヲ爲スノ遑ナク，侵入軍隊ニ抗敵スル爲自

ラ兵器ヲ操ル者カ公然兵器ヲ携帯シ，且戰争ノ法規慣例ヲ遵守スルトキ

ハ，之ヲ交戰者ト認ム」とし，３条は，「交戰當事者ノ兵力ハ，戰闘員及非

戰闘員ヲ以テ之ヲ編成スルコトヲ得。敵ニ捕ハレタル場合ニ於テハ，二者

均シク俘虜ノ取扱ヲ受クルノ權利ヲ有ス」としている。  

ウ 中国の華北地方は，日本の傀儡政権であるとはいえ，１９３７年（昭和

１２年）１２月１４日に設立された中華民国臨時政府が，１９４０年（昭

和１５年）３月３０日からは同日付けの「華北政務委員会組織條例」に基

づき華北政務委員会が統治する形式となっていた。 

したがって，当時の中国・華北地方は日本陸軍の占領行政が実施されて

いない「占領セラレサル地方」であった。  

強制連行された中国人労働者のうち，中国共産党あるいは中国国民党に

所属する戦闘員が日本陸軍との交戦の結果，逮捕され，俘虜収容所に収容
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された場合には，これが俘虜たることは明らかである（ヘーグ陸戦規則３

条）。 

また，戦闘員ではなく，農民などの非戦闘員であっても，日本陸軍の突

然の襲撃にあい，「民兵及び義勇兵団」を組織するいとまもなく，応戦せざ

るを得なかった者（ヘーグ陸戦規則２条），あるいは応戦することもできな

かった者（ヘーグ陸戦規則１条）も，戦闘員と同様，俘虜に該当する。 

エ ただし，形式的には，ヘーグ陸戦規則にいう「俘虜」に該当しない者も存

在し得る。例えば，非戦闘員であって，公然兵器を携帯しているわけでもな

い中国人が，抵抗する間もなく逮捕され，俘虜収容所に収容されたという場

合，形式的にはヘーグ陸戦規則の俘虜に該当しない可能性がある。 

しかし，そもそも違法な逮捕，収容，連行を行い，その支配下に置いた以

上，日本陸軍及び日本政府は，それら中国人被害者の取扱いについては，ヘ

ーグ陸戦規則にいう「俘虜」に準じて取り扱うべきである。 

したがって，以上のいずれであっても，中国人労働者は全て，ヘーグ陸戦

規則の「俘虜」として取り扱われるべきである。 

⑸ 昭和１７年閣議決定にいう「適当な機関」 

ア 昭和１７年閣議決定第１の５は，「華人労務者及びその指導者は，移入に

先立って一定期間現地の適当な機関において，必要な訓練をする」と定め

ている。また，昭和１９年次官会議決定第１・３は，「華人労務者は，移入

に先立って，できる限り一定期間（１か月以内），現地の適当な機関におい

て必要な訓練をなさしめる。移入未経験労務者については，内地において

も，これを使用する工場事業場が，必ず一定期間は必要な訓練をなさしめ

る」と定めている。 

イ 上記「適当な機関」とは，「俘虜」を「労工」に転換するための適当な機

関を意味している。具体的には，「石門労工訓練所」等の「労工訓練所」を

指している。 
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しかし，労工訓練所は，「俘虜」を「労工」に転換するに適当な機関では

なかった。１９４３年（昭和１８年）１１月１５日付の「概況 石門臨時

俘虜収容所」の「要旨」には，「石門臨時俘虜収容所は主として当兵団管内

に於て獲得せる俘虜（被検挙者を含す）及帰順匪中特に教育を要する者を

収容して之を訓練教化し帰郷若くは労工移民せしむる目的を以て昭和１４

年３月２８日保定に設立せしものを昭和１６年８月１４日石門市南兵団に

移転せしめたるものにして当兵団長に直属しあり。本収容所は部外に対す

る一般名称を石門労工教育所と称しあり」とある。 

上記記載によれば，中国人労働者は，俘虜及び「帰順匪中特に教育を要

する者」であるとされて，収容され，教育訓練を受け，「労工」として移民

させられたことになる。実際，収容された俘虜は，「幹部班」，「生建班」，

「普通班」，「教育班」，「炊事班」等の班に分けられ，各班にはそれぞれ取

締責任者を設け，さらに統括のため総班長を設けるなどの扱いを受けてい

た。しかし，既に述べたように，実際に「労工」となるための教育訓練は

皆無であり，中国人労働者の実態は俘虜収容所に収容された俘虜のままで

あった。 

したがって，「石門労工訓練所」に在籍していたことをもって，「俘虜」

が「労工」に転換されたとみることはできない。 

⑹ 「華人労工使用上ノ参考」 

ア 華北にある日本陸軍の現地部隊が作成した以下の文書は，中国人労働者

が「俘虜」であることを示すものである。 

１９４４年（昭和１９年）３月１５日付けの「華人労工使用上ノ参考」

（鷺第３９０５部隊参謀部・鷺参宜第４５号）には次のような記載があ

る。 

「華北ヨリ供出シタル労務者ハ大体前身俘虜デアル。而モ大部分ガ中国

共産党ノ傘下ニアッタモノガ多イ。故ニ単ニ俘虜ト言ッテモ軍人ノミデハ
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ナク相当ノ民衆ヲ包含シテイル。中国共産党ハ一個ノ有機的組織体ヲ為ス

ノガ特徴デアッテ軍隊ト其ノ他一般社会ニ於ケル外郭団体（民衆組織）ノ

組織活動ハ著シク赴ヲ異ニシテイルガ其ノ組織性格等ハ幾多ノ通有性ヲ持

ッテイル。故ニ其ノ（２字欠落）ヒニ訓練ノ程度ニヨリ抗日意識ハ相当ノ

相違ガアル。表面的ニハ抗日統一戦線ノ立場ヲ保持シテ全中国ノ各階級階

層ノ合同ヲ標榜シテイルガ本質的ニハ農村ニ於ケル貧農層ヲ結成シテ階級

闘争ノ潜勢力ノ培養ニ努メテ居ルモノデアル。故ニ巧妙ナル宣伝ト一般民

衆ヲ対象トシテ秘密主義ノ下ニ民衆獲得工作ヲナスノデアル。タメニ抗日

民族思想ハ相当徹底シテイル。即チ彼等ハ日本ヲ侵略国トシテ，日本人ヲ

呼ブニ『鬼子』ナル語ヲ以テシ努メテ我ヲ侮蔑スル如ク宣伝教育シテイル

ノデアル。彼捕後ハ訓練所ニ於テ思想転向教育実施シテハイルガ，期間環

境等ノ関係モアリ万全ヲ期シタトハ確信ヲ以テ言ヒ得ナイ現況デアル」 

イ 上記文書は，日本陸軍の第１１０師団所属部隊が作成したものである。第

１１０師団は，１９３８年（昭和１３年）６月１６日，姫路で留守第１０師

団の担当で編成された特設師団であり，編成後，直ちに華北に派遣，北支那

方面軍戦闘序列に編入され，北京付近の警備に当たるとともに，京漢線（北

京から武漢まで。現在は「京広線」として北京から広州まで達する）沿線の

治安作戦に従事していた。 

第１１０師団は，日米戦争開戦後も北支那方面軍隷下において，華北にあ

り，この方面のさまざまな作戦に参加した。１９４２年（昭和１７年）５月

には，歩兵第１４０連隊を第７１師団に転用し，歩兵３個連隊制師団に改編

された。その後，１９４４年（昭和１９年）３月には，第１２軍戦闘序列に

編入され，同年４月１７日から開始された大陸打通作戦第一段の京漢作戦

（華北と華南を結ぶ京漢線を確保することが目的）に参加し，洛陽を攻略し

て占領し，その後その警備に当たっていた。 
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ウ 第１１０師団作成の前記文書によれば，日本陸軍は，「華北ヨリ供出シタ

ル労務者」が「大体前身俘虜デアル」という認識をもっていた。「前身」とわ

ざわざ表記しているのは，陸軍も含め，強制連行に関わる当時の日本の行政

機構に属する官吏が，「俘虜」を，「石門労工訓練所」を経由することによっ

て，「労工」すなわち「労働者」に変容させているとの共通理解に立っていた

からである。 

そのような共通理解は，昭和１７年閣議決定及び昭和１９年次官会議決定

によって，日本が総力を挙げてアメリカ等連合国との戦争を遂行するため，

中国・華北地方から日本内地の事業場に大量の労働力を送り込む必要がある

という背景によって成立していた。 

しかし，「石門労工訓練所」を経由させても，中国人労働者が強制連行や強

制労働に同意するはずがないことを，関与した日本陸軍も官吏も知っていた。

前記文書末尾の「訓練所ニ於テ思想転向教育実施シテハイルガ，期間環境等

ノ関係モアリ万全ヲ期シタトハ確信ヲ以テ言ヒ得ナイ現況デアル」という記

載は，中国人労働者が任意の意思による雇用契約に基づいて，日本の事業場

において労働に従事したわけではないことを示して余りある。 

⑺ 「華人労務管理要領」 

ア 北京大使館事務所作成の１９４４年（昭和１９年）８月「華人労務管理

要領」には，次のような記載がある。 

「華工は元俘虜であった者が多く，是等の者に対しては一応の訓練は施し

てあるが日本内地に於て労働に従事することを心から喜んで居る者は少な

く特に就労地に到着直後は，精神的に動揺して居り且つ不安を持って居る者

もあると思われるし，また，相当期間終了後と雖も，いろいろな事情からし

て不平を抱いて居る者もあるかも知れず，斯うした華工の逃走と云うことも

一応考えられるのであるが，其の対策としては隣組体勢を常に確立して置き，

逃走者を発見した場合は，直ちに警察なり宿舎管理人に通知して頂きたい」 
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「宿舎に就ては家屋周囲の牆壁を厳重にし外部との連絡通行が不可能な

る状態に施設せしむることが大切である」 

イ 上記記述によれば，当時の北京大使館は，強制連行された中国人労働者に

おいて，「日本内地に於て労働に従事すること」を心から喜んでいる者は少

ないことなどを認め，また，宿舎も逃亡できない構造のものにすることを勧

めている。これは，まさに，当時の北京大使館に勤務する日本国の官吏が，

強制連行・強制労働をさせられた中国人労働者が任意の意思で日本に向かっ

たのでないことを知っていたことを示している。 

⑻ 大山文雄元復員庁第一復員局法務調査部長の供述 

ア 大山文雄は，１９３３年（昭和８年）１２月２０日陸軍省法務局長に就任

し，１９４５年（昭和２０年）４月１日迄在職し，同日待命，同月２日予備

役となったが，同年１１月８日再び陸軍省法務局長に任ぜられ，同年１２月

１日制度改変により第一復員省法務局長に任ぜられ，１９４６年（昭和２１

年）６月１５日制度改革により復員庁第一復員局法務調査部長に任ぜられて

いたところ，東京裁判のため，パーキンソン検事から供述書の作成を求めら

れ，これに応じた。 

イ 大山文雄は，１９６３年（昭和３８年）１月２３日付けの法務省大臣官房

司法法制調査部からの戦争裁判関係の問合せに対し，同年１０月１日，岡山

県井原市役所市長室において，「Ｂ・Ｃ級戦争犯罪につき，事実をどの程度知

っていたか」という質問には，「その頃の戦争犯罪の相手としては，俘虜しか

いなかったが，その俘虜に対する犯罪については，終戦前においても，憲兵

の捜査によって，判明したものもあり，それ等はそれぞれ軍法に従って処分

していた。勿論，今度の戦争裁判で裁かれたように広汎に亘る所謂『犯罪』

については知る由もなかった。（俘虜の外，中国人，鮮人の労役徴用について

は，かなり無理のあったことは承知していた）」と供述している。 
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ウ 陸軍省法務局長の地位にあった大山文雄が，俘虜に対するＢ・Ｃ級戦争犯

罪に関する供述において，「労役徴用」に言及していることは，中国人及び朝

鮮人の強制連行が「無理」なものであり，その実態が「俘虜」であったとの

認識を示しているものである。 

⑼ まとめ 

以上からすると，中国・華北地方において逮捕され，石門俘虜収容所（石

門労工訓練所）などに収容され，日本に強制連行され，日本各地の事業場に

おける宿舎に入所させられ，強制労働に従事させられた中国人労働者は，労

働に従事した事業場と雇用契約を結んではおらず，ヘーグ陸戦規則の「俘

虜」に該当することが明らかである。それは，逮捕された後，強制労働から

解放されるまで続いていた。 

３ 被告によるヘーグ陸戦規則違反の行為 

⑴ ヘーグ陸戦規則４条違反  

ヘーグ陸戦規則４条は，「俘虜ハ，敵ノ政府ノ權内ニ屬シ，之ヲ捕ヘタル個人

又ハ部隊ノ權内ニ屬スルコトナシ。俘虜ハ，人道ヲ以テ取扱ハルヘシ。 俘虜ノ

一身ニ屬スルモノハ，兵器，馬匹及軍用書類ヲ除クノ外，依然其ノ所有タルヘ

シ」と定めている。 

被告は，別紙５記載のとおり，日本陸軍（北支那方面軍）が，中国・華北地

方で逮捕し，俘虜収容所に収容した本件被害者らを，日本内地に強制連行し，

鹿島組花岡事業場や藤永田大阪事業場などの事業場にその支配を委ね，強制労

働をさせるに任せ，各事業場においては，別紙５記載のとおり，非人道的な取

扱いがなされていたものであって，このような被告の行為は，ヘーグ陸戦規則

４条に違反する。 

⑵ ヘーグ陸戦規則１６条及び４６条違反  

ヘーグ陸戦規則１６条は，「情報局は，郵便料金の免除を享く。俘虜に宛て又

はその発したる信書，郵便為替，有価物件及び小包郵便物は，差出国，名宛国
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及び通過国に於いて一切の郵便料金を免除せらるべし」と定め，同４６条は，

「家の名誉及権利，個人の生命，私有財産並に宗教の信仰及其の遵行は，之を

尊重すべし」と定めている。 

これらの各定めは，俘虜が家族との通信の保障を受けていることを前提とす

るものであるところ，本件被害者らは，逮捕されて以降解放されるまで，家族

らとの通信は認められなかったのであり，このような被告の行為は，ヘーグ陸

戦規則１６条及び４６条に違反する。 

⑶ ヘーグ陸戦規則１９条違反  

ヘーグ陸戦規則１９条においては，別紙８記載の俘虜条約７６条と同様の趣

旨の規定が置かれているところ，鹿島組花岡事業場においては，別紙５記載の

とおり，本件被害者らの遺体は，埋葬されることもなく放置されていたもので

あって，かかる被告の行為は，ヘーグ陸戦規則１９条に反する。 

⑷ ヘーグ陸戦規則２１条違反  

ヘーグ陸戦規則２１条は，「病者及傷者ノ取扱ニ關スル交戰者ノ義務ハ，ジ

ェネヴァ條約ニ依ル」と定めている。この「ジェネヴァ条約」とは，ヘーグ陸

戦規則採択時においては，「傷病者の状態改善に関する第１回赤十字条約（１

８６４年）」（日本は１８８６年（明治１９年）に加入），「傷病者の状態改善に

関する第２回赤十字条約（１９０６年（明治３９年））」を指す。このほか「傷

病者の状態改善に関する第３回赤十字条約（１９２９年（昭和４年））」，「俘虜

の待遇に関する条約（１９２９年（昭和４年））」を含め，上記４つが「ジュネ

ーヴ条約」と呼ばれ，さらに，「戦争犠牲者保護諸条約（１９４９年（昭和２４

年））」を含め，広義で「ジュネーヴ諸条約」と呼ばれることがある。「傷病者の

状態改善に関する第１回赤十字条約」はその後，１９４９年（昭和２４年）に

改正され，「戦地にある軍隊の傷者及び病者の状態の改善に関する１９４９年

８月１２日のジュネーヴ条約」（「第一条約」と呼ばれることがある。）となっ

た。 
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第一条約１２条，１３条，１４条によれば，「紛争当事国の軍隊の構成員及び

その軍隊の一部をなす民兵隊又は義勇軍の構成員」などの者で，「傷者又は病

者であるもの」は「すべての場合において，尊重し，且つ保護しなければなら

ない」，また「交戦国の傷者及び病者で敵の権力内に陥ったもの」は，「捕虜と

なるものとし，また，捕虜に関する国際法の規定が，それらの者に適用される」

とされている。 

しかし，本件被害者らは，別紙５記載のとおり，疾病や疫病に苦しみ，死に

至る状態であっても，医師の診察や治療をまともに受けることができなかった

のであって，被告のこのような行為は，ヘーグ陸戦規則２１条に違反する。 

４ 個人の法主体性について 

  ⑴ 国際法における個人の法主体性について 

ア 被告は，国際法が国家と国家との関係を規律する法律であるから，個人の

国際法主体性が認められるためには，条約に権利義務が規定されているだけ

でなく，権利行使のための手続が定められ，権利実現の途が保障されている

ことが必要であると主張する。 

イ 確かに，従前は，国際法が伝統的に国家間関係を規律する法であったこと

から，「個人の国際法主体性」は，個人が自らの名で権利を主張できる国際

的な手続が整備された場合にのみ肯定されるとする考え方が一般的であっ

た。 

しかし，捕虜は，主権国家のみが国際法の主体であるという観念が一般的

であった第二次世界大戦前においても，国際慣習法及びヘーグ条約等の条約

によって国際法上の権利義務の享有者たることが認められていたのであり，

１９４９年（昭和２４年）の「捕虜の待遇に関するジュネーヴ条約」７８条

１項は，「捕虜は，自己を権力内に有する軍当局に対し，抑留条件に関する

要請を申し立てる権利を有する」と定め，同条２項は，「捕虜は，また，そ

の抑留条件に関して苦情を申し立てようとする事項に対して利益保護国の
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代表者の注意を喚起するため，捕虜代表を通じ，又は必要と認めるときは直

接に，利益保護国の代表者に対して申入れする権利を無制限に有する」と定

め，第二次世界大戦前に捕虜に認められていた権利を確認している。 

これらの定めは，限定的ではあれ，捕虜を国際法上の権利義務の主体とし

て認めた上で，救済手続面での保障を及ぼすものである。したがって，個人

は国際法上の権利義務の主体となる意味の国際法主体性は認められる。 

ウ 次に，国際法上の権利義務の主体たる個人が，その権利の実現を図るため

に，そのための特別な国際的レベルでの権利救済手続が必要かという問題が

あるが，今日，日本国を含む多くの国で国際法が国内法として効力を認めら

れ，国内裁判所で解釈・適用されている現実に鑑みれば，国際法上の個人の

権利能力を国際的手続が存在する場合にのみ限定することは妥当でない。国

際法上の問題に対する管轄権は，必ずしも国際裁判所その他の国際機関に専

属するわけではなく，いずれかの国の国内裁判所であっても，その国内法に

より国際法上の問題に対する管轄権が与えられ，かつ国際法に準拠してこの

管轄権を行使している限りは，国際管轄権の行使を分担しているとみなすこ

とができるからである。 

第二次世界大戦後は，国際人権規約を始め人権の国際的保障のための条約

や一般国際法上で確立した個人の権利に対する制度の保障の確立が，個人の

国際法上の主体性を一層確実にしている。 

⑵ ヘーグ陸戦条約３条が個人の法主体性を認めていること  

   ア 文言解釈 

１９０７年（明治４０年）のヘーグ陸戦条約３条は，ヘーグ陸戦規則「ノ

条項ニ違反シタル交戦当事者ハ，損害アルトキハ，之カ賠償ノ責ヲ負フベキ

モノトス。交戦当事者ハ，其ノ軍隊ヲ組織スル人員ノ一切ノ行為ニツキ責任

ヲ負フ」と定め，戦時における私権尊重の原則を明らかにしている。そして，

ヘーグ陸戦規則５２条は，「現品徴発及課役ハ，占領軍ノ需要ノ爲ニスルニ
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非サレハ，市区町村又ハ住民ニ對シテ之ヲ要求スルコトヲ得ス。徴発及課役

ハ，地方ノ資力ニ相應シ，且人民ヲシテ其ノ本國ニ對スル作戰動作ニ加ルノ

義務ヲ負ハシメサル性質ノモノタルコトヲ要ス」「 右徴発及課役ハ，占領地

方ニ於ケル指揮官ノ許可ヲ得ルニ非サレハ，之ヲ要求スルコトヲ得ス」，「現

品ノ供給ニ對シテハ，成ルヘク即金ニテ支払ヒ，然ラサレハ領収證ヲ以テ之

ヲ證明スヘク，且成ルヘク速ニ之ニ對スル金額ノ支払ヲ履行スヘキモノトス」

と定め，同規則５３条２段は，「海上法ニ依リ支配セラルル場合ヲ除クノ外，

陸上，海上及空中ニ於テ報道ノ伝達又ハ人若ハ物ノ輸送ノ用ニ供セラルル一

切ノ機關，貯蔵兵器其ノ他各種ノ軍需品ハ，私人ニ屬スルモノト雖，之ヲ押

収スルコトヲ得。但シ，平和克復ニ至リ，之ヲ還付シ，且之カ賠償ヲ決定ス

ヘキモノトス」と定めている。 

これらの規定は，まさに，戦時，あるいは占領地において，規則に反し個

人に被害を与えた行為について，被害者個人に対する国家の責任を認めたも

のである。 

したがって，文理解釈としては，むしろ，ヘーグ陸戦条約３条は，個人の

損害賠償請求権を定めたものであり，それを前提とした運用がなされていた

ものであって，被告の前記主張は失当である。 

   イ ヘーグ陸戦条約の制定過程，趣旨及び目的からの解釈について 

     制定過程 

ヘーグ条約第３条は，同条約が１８９９年（明治３２年）制定の旧ヘー

グ条約及びその附属規則を修正して制定された際に，新たに創設された規

定である。旧ヘーグ条約には，戦争被害の補償に関する国家の責任を定め

た規定はなかった。ただ，付属規則において，占領軍が市町村や住民から

徴発や課役を受けた場合について「成るべく即金にて支払い，然らざれば

領収証を以て之を証明すべし」（５２条）とか，占領軍が私人から軍需品を
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押収した場合について「平和回復に至り，之を還付し，かつ之が賠償を決

定すべきものとす」（５３条）と定めていただけであった。  

そこで１９０７年（明治４０年）の第２回ヘーグ平和会議で，ドイツ代

表が，占領地域内外において自国軍隊の構成員がヘーグ条約の附属規則違

反行為をなした場合，その交戦国が有責であることを認め，その規則違反

行為により損害を受けた個人に対して当該交戦国が賠償をすることを要

求して，ヘーグ条約に次の２つの条文を追加することを提案した。 

「提案第１条 付属規則の条項に違反して中立の者を侵害した交戦当

事者は，その者に対して生じた損害をその者に対して賠償する責任を負う。

交戦当事者は，その軍隊を組成する人員の一切の行為につき責任を負う。 

現金による即時の賠償が予定されていない場合において，交戦当事者が生

じた損害及び支払うべき賠償額を決定することが，当面交戦行為と両立し

ないと交戦当事者が認めるときは，右決定を延期することができる」  

「提案第２条 付属規則の条項に違反した行為により交戦相手側の者

を侵害したときは，賠償の問題は，和平の締結時に解決するものとする」  

上記提案の理由に関して，ドイツ代表は，次のような趣旨を説明した。 

「陸戦の法規慣例に関する規則の違反が行われた場合の規定を付加す

ることにより，同規則を補完することを目的とするドイツ提案の理由を簡

単に説明したい。 陸戦の法規慣例に関する条約によれば，各国政府は，同

条約付属の規則に従った指令をその軍隊に対して出す以外の義務を負わ

ない。これらの規定が軍隊に対する指令の一部になることにかんがみれば，

その違反行為は，軍の規律を守る刑法により処断される。しかし，この刑

事罰則だけでは，あらゆる個人の違法行為の予防措置とはならないことは

明らかである。同規則の規定に従わなければならないのは，軍の指揮官だ

けではない。士官，下士官，一兵卒にも適用されなければならない。した

がって，政府は，自らが合意に従って発した訓令が，戦時中，例外なく遵
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守されることを保障することはできないであろう。 かかる状況にあって，

同規則の規定の違反行為による結果について，検討しておくべきである。 

『故意によるか又は過失によるかを問わず，違法行為により他人の権利を

侵害した者は，それにより生じた損害を賠償する義務をその他人に対して

負う。』との私法の原則は，国際法の現在議論している分野においても妥

当する。しかし，国家はその管理・監督の過失が立証されない限り責任を

負わないという過失責任の法理によるとするのでは不充分である。このよ

うな法理をとると，政府自身には何の過失もないというのがほとんどであ

ろうから，付属規則違反行為により損害を受けた者が政府に対して賠償を

請求することができないし，有責の士官又は兵卒に対し損害賠償請求をす

べきであるとしても，多くの場合は現実には賠償を得ることができないで

あろう。したがって，われわれは，軍隊を組成する者が行った規則違反に

よる一切の不法行為責任は，軍隊を保有する国の政府が負うべきであると

考える。その責任，損害の程度，賠償の支払方法の決定にあたっては，中

立の者と敵国の者で区別をし，中立の者が損害を受けた場合は，交戦行為

と両立する最も迅速な救済を確保するために必要な措置を講じるべきで

あろう。一方，敵国の者については，賠償の解決を和平の回復のときまで

延期することが必要不可欠である。」  

審議では，上記ドイツ提案の被害者個人が加害国家に直接に損害賠償を

請求でき，加害国家は無過失の責任を負うという基本的内容には全参加国

に異論はなく，ロシアやスイスの代表が賛同の発言をした。 

一方，中立国の市民と交戦国の市民とで条文を分けていた点についてフ

ランスやイギリスから質問があったが，ドイツ代表の提案の趣旨は，中立

国の市民と交戦国の市民との間で損害賠償について区別をすることを目

的とするものではなく，唯一賠償の支払方法についてだけ違いを設けたも

のだった。  
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結局，審議を行ったヘーグ平和会議の第二委員会は，先のドイツ代表の

提案中の主眼である提案第１条の部分を基本にして，条文上は中立国と交

戦国とを区別しない形で，次のような規定にまとめた。 

「本規則の条項に違反する交戦当事者は，損害が生じたときは，損害賠

償の責任を負う。交戦当事者は，その軍隊を組織する人員の一切の行為に

つきその責任を負う」  

総会は，上記規定を全会一致で採択した。起草委員会は，これを条約の

付属規則ではなく，条約本文に置くべきであるとし，ヘーグ条約の第３条

とされた規定が総会で全会一致で採択され，前記ヘーグ条約第３条の規定

となった。  

このように，ヘーグ条約第３条が，その審議過程をみれば，陸戦規則違

反行為によって個人に生じた損害については，被害者個人が加害国家に直

接に損害賠償を請求できることを定めたものであることは明白である。  

 趣旨 

ヘーグ陸戦条約第３条の趣旨は，軍隊構成員にヘーグ規則を遵守させる

ためには，訓令違反を理由とする軍事刑罰法規による処罰だけでは不十分

であるとの根本的な認識に立って，規則違反行為によって個人に生じた損

害については，被害者個人が加害国家に直接に損害賠償を請求できること，

及び，その個人の損害賠償請求に対し，加害国家は，指揮命令系統の管理・

監督の過失がなくても，無過失責任を負担することを国際法の明文で規定

して，軍隊構成員にヘーグ規則遵守を徹底させようとしたものである。 

ウ 以上のとおり，ヘーグ陸戦条約３条は，制定過程及び趣旨・目的から解

釈して，被害者個人が国家に対して直接損害賠償請求権を有するとしたも

のであると解釈できる。 

第２ 被告の主張 

原告らの主張は争う。 
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１ 国際法における個人の法主体性について  

⑴ 国際法は，国家と国家との関係を規律する法であり，第一次的には，国家

間の権利義務を定めるものであって，国際法が個人の権利の保護，確保に関

する規定を置いていたとしても，それは，国家が他の国家に対し，そのよう

な権利を個人に認めること，あるいは，そのような義務を個人に課すことを

約すものであって，そこに規定されているのは，直接的には，国家と他の国

家との国際法上の権利義務である。したがって，国際法が，個人の生活関

係・権利義務を対象とする規定を置いたということから直ちに，個人に国際

法上の権利義務が認められたとし，また，これによって個人が直接国際法上

何らかの請求の主体となることが認められるものではない。 

そして，国際法が原則として国家間の権利義務を規律するものである以

上，ある国家が国際法違反行為により国家責任を負うべき場合，その国家に

対して国際法上の責任を追及できる主体が国家であることは当然である。こ

のことは，相手国家から直接被害を受けたのが個人であったとしても，同様

である。この場合に加害国家に国際法上の責任を問い得るのは，被害者個人

やその遺族ではなく，被害を受けた個人の属する国家であり，当該国家が外

交保護権を行使することによって被害者等の救済が図られるのである。 

⑵ ところで，２０世紀に入って，国際法違反行為により権利を侵害された個

人が直接国際法上の手続によってその救済を図り得るような制度，すなわち

国際裁判所に個人の出訴権を認めることなどを内容とする条約が締結された

例がある。このような場合においては，個人が国家に対し特定の行為を行う

ことを国際法上の手続により要求できる地位を条約自身が与えているとみる

ことができる。そうすると，本件のように国際法を根拠として，個人が加害

国家に対し加害国家の裁判所において損害賠償請求権等を行使することがで

きるというためには，当該国際法規に，その旨の特別の制度が存在すること

が不可欠である。 
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⑶ このように，国際法の法主体は，原則として国家であるから，個人にその

ような国際法上の権利が認められるためには，特にその旨を条約において明

確に定めることが必要であり，個人が自らその権利を行使するための国際法

上の実現手続を保持し，当事者としての適格（請求の主体としての資格）が

特別に認められているか否かがその重要な判断要素である。言い換えれば，

個人が国際法の単なる受益者にとどまらず，法主体としての権利能力を取得

するには，国家に対し特定の行為を行うよう国際法上の手続により要求でき

る権能を与えられていることが必要である。 

⑷ 以上述べたところからすると，国際法の基本的な考え方によれば，個人が

国際法上の法主体であるといい得るためには，条約に権利義務が規定されて

いるだけでなく，権利を行使するための方法又は手続が定められ，権利実現

の途が保障されている必要がある。 

２ ヘーグ陸戦条約は個人に国際法上の法主体性を認めたものではないこと 

⑴ ヘーグ陸戦条約３条の文理解釈について 

ヘーグ陸戦条約１条は，「締約国ハ其ノ陸軍軍隊ニ対シ本条約ニ附属スル陸

戦ノ法規慣例ニ関スル規則ニ適合スル訓令ヲ発スへシ」と規定し，ヘーグ陸

戦規則の適用は，締約国において各国の陸軍に訓令を発する義務を課するこ

とによって実現する方式を採用しているが，これは，国家間に相互に義務を

課し，国家間の権利義務を定めることによって条約の実現を図ろうとする国

際法の基本原則に沿うものである。ヘーグ陸戦条約３条は，このように締約

国が訓令を発することにより実現することとした条約の実施につき，その履

行を確保する一手段として，違法行為に対する伝統的な国家責任を規定した

ものである。 

しかも，同条約中には国家に対する損害賠償請求権を個人に付与すること

を示唆する規定や文言は全く存せず，同条約３条は，その文言上，個人の国

際法上の権利一般について何ら言及していないのである。 
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以上からすれば，ヘーグ陸戦条約３条は，その文理自体からも，国家間の

国家責任を定めたものにすぎず，個人の損害賠償請求権を定めたものではな

い。 

⑵ 文脈からする解釈について 

ヘーグ陸戦条約の前文の第２段落においては，「締約国ノ所見ニ依レハ右条

規ハ（中略）交戦者相互間ノ関係及人民トノ関係ニ於テ交戦者ノ行働ノ一般

ノ准縄タルヘキモノトス」と規定して，人民との関係を明示して規定してい

るのに対し，３条においては，「交戦当事者ハ（中略）之カ賠償ノ責ヲ負フヘ

キモノトス」と規定するのみで，「人民トノ関係ニ於テ」というような文言を

置いていないし，２条は，「第一条ニ掲ケタル規則及本条約ノ規定ハ（中略）

締約国間ニノミ之ヲ適用ス」と規定し，７条は「本条約ハ（中略）諸国ニ対

シテハ（中略）其ノ効力ヲ生スルモノトス」と規定している。 

そうすると，ヘーグ陸戦条約全体の文脈からしても，３条が個人の加害国

家に対する直接の損害賠償請求権を認めたものでないことは明らかである。 

⑶  ヘーグ陸戦条約の趣旨及び目的からの解釈について 

上記のとおり，ヘーグ陸戦条約１条の規定振りから，同条約は，国家間に

相互に義務を課し，国家間の権利義務を定めることによって条約の実現を図

ろうとする国際法の基本原則に沿う形で制定されたということができる。 

ヘーグ陸戦条約３条は，ドイツ代表の提案を契機としてできたものである

が，この提案は，ヘーグ陸戦規則をいかに実効的に履行するかという議論の

流れの中で出されたものであって，３条は違反行為によって損害が生じた場

合に国家が賠償責任を負うことで，履行を確保しようとしたものであった。

すなわち，３条は，ともかくも加害国家に賠償責任を負わせることに主眼が

あったのであり，損害賠償請求権の主体について，これを国家ではなく個人

とする旨の議論は行われていなかったのである。 
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そうすると，ヘーグ陸戦条約の趣旨及び目的から，３条が個人の加害国家

に対する直接の損害賠償請求権を認めたものと解釈することができないこと

は明らかである。 

⑷ ヘーグ陸戦条約には権利実現の方法又は手続が定められていないこと 

そして，何よりも個人が国際法上の法主体と認められるために不可欠とさ

れる権利実現の途の保障に関して，ヘーグ陸戦条約には個人の権利実現の方

法又は手続が何ら規定されておらず，個人が国際法上の法主体であるという

ために必要な手段が確保されていない。 

⑸ 小括 

以上述べたとおり，ヘーグ陸戦条約３条は，交戦当事国たる国家が，自国

の軍隊の構成員によるヘーグ陸戦規則違反行為に基づく損害につき相手国に

対し損害賠償責任を負うという国家間の権利義務を定立したものであって，

その行為により損害を被った被害者個人が相手国に対して直接損害賠償請求

権を有することを認めたものでなく，権利を行使するための方法又は手続も

欠いている。したがって，同条は，個人に国際法上の法主体性を認めたもの

ではなく，同条を根拠とする原告らの請求を認める余地はない。 

３ 条約が国内法的効力を持つとしても，具体的請求権の根拠とはならないこと 

⑴ 原告らは，戦前ないし戦後を通じて，条約は締結ないし公布を経れば，立法

措置なくして当然に国内的効力を有するものであるとし，ヘーグ陸戦条約及び

ヘーグ陸戦規則も，１９１２年（明治４５年）に公布されたことにより，国内

法としての効力を有するに至った旨主張する。 

⑵ しかしながら，上記２のとおり，ヘーグ陸戦条約３条は，国家間の賠償責任

を定めた規定と解するほかなく，個人の国家に対する損害賠償請求権を保障す

る規定ではない。 

そうすると，仮にこの規定が国内法的効力を有するとしても，それにより当

該規定が保障していない個人の国家に対する損害賠償請求権が国内法的に創
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設されるということはあり得ず，国家責任に関する規定が国内法的効力を有し

ていることを根拠に原告ら個人の賠償請求権を認めることは，解釈に名を借り

た立法にほかならない。 

したがって，本件について国際法の国内的効力を論じてみても，これをも

って，原告らの請求が法的に根拠づけられるものではないから，原告らの主

張はそれ自体失当である。 

⑶ なお，条約が国内法としての効力を有するに至ったとしても，それだけで

当然に裁判所等の国家機関がこれを具体的請求権等の根拠法規として適用で

きるわけではないので，念のため，この点について述べる。 

まず，そもそも，条約が国内法的効力を有するか否かの問題と，国内立法

等なくして当該条約を国内で直接適用し得るか否かの問題は別の問題であ

り，個々の国民が国際法を直接の法的根拠として，当然に具体的な権利ない

し法的地位を主張したり，あるいは国内の司法裁判所が，国家と国民あるい

は国民相互間の法的紛争を解決するに当たり，国際法を直接適用して結論を

導くことが可能であるか否かは別途検討する必要がある。 

すなわち，条約は国際法の一形式であるが，これを締結するのは国家であ

って，国家間の権利義務関係を定立することを主眼とするものであるから，

条約が直接国内法上の効果を期待し，国民に権利を与え義務を課すことをも

目的とする場合には，原則として立法機関が法律を制定し，行政機関が法令

に基づきその権限内にある事項について行政措置を執ることになる。したが

って，条約の内容が私人相互間又は私人と国家間の法律関係に適用可能なも

のとして裁判所等の国家機関を拘束するためには，原則として上記のような

国内措置による補完が必要であり，現にそのような国内法が多数制定されて

いる。 

例外的に条約の規定がそのままの形で国内法として直接適用可能となる場

合があり得るとしても，いかなる規定がこれに該当するかについては，当該
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条約の個々の規定の目的，内容及び文言並びに関連する諸法規の内容等を勘

案しながら，具体的場合に応じて判断されなければならない。 

そして，上記の判断に際しては，第１に主観的要件として，私人の権利義

務を定め，直接に国内裁判所で適用可能な内容のものにするという締結国の

意思が確認できること，第２に客観的要件として，私人の権利義務が明白，

確定的，完全かつ詳細に定められていて，その内容を具体化する法令を待つ

までもなく，国内での直接適用が可能であることなどの要件を充たす必要が

あり，かかる要件充足の有無を考慮した上で条約の自動的執行力の有無を認

定することとなる。 

したがって，そうした検討を経ることなく，条約一般が直ちに国内におい

て直接適用可能であると解することは正しい法解釈とはいえない。 

とりわけ，国家に一定の作為義務を課したり，国費の支出を伴うような場

合には，事柄の性質上，権利の発生等に関する実体的要件，権利の行使等に

関する手続的要件等が明確であることが強く要請される。 

このように，国際法規の直接適用可能性は，上記の主観的要件及び客観的

要件を具備して初めて認められるものである。 

⑷ 本件において，原告らは，個人として，加害国家であるとする被告に対し

て損害賠償を請求しているのであるから，これが認められるためには，原告

らにおいて，個人の加害国家に対する損害賠償請求権を根拠付ける条約の条

項を指摘するなどして，前記の主観的要件及び客観的要件を具備しているこ

との主張，立証をする必要がある。しかしながら，上記のとおり，ヘーグ陸

戦条約には，３条を含め，そのような請求権を根拠付ける条項は存在しない

し，そのほか，原告らにおいて前記の主観的要件及び客観的要件を具備して

いるとの主張はされていないことからすると，原告らの主張はそれ自体失当

であるといわざるを得ない。 

４ 以上によれば，原告らの国際法に基づく請求は，およそ理由がない。 
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以上 
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別紙７ 不法行為責任の成否１ 中華民国民法 

第１ 原告らの主張 

１ 中華民国民法に基づく請求 

⑴ 法例１１条１項は，「事務管理，不当利得又ハ不法行為ニ因リテ生スル債権

ノ成立及ヒ効力ハ其原因タル事実ノ発生シタル地ノ法律ニ依ル」と規定してい

る。 

また，１９３１年（昭和６年）に全面的に施行された中華民国民法は，１８

４条 1 項前段において，「故意又は過失によって不法に他人の権利を侵害した

者は，損害賠償の責任を負う」，同法１８５条１項において，「数人共同して他

人の権利を侵害した者は，連帯して損害賠償の責任を負う。加害を為した者が

いずれか知ることができない場合もまた同じ」，同法１８６条は，「公務員が第

三者に対する職務を執行するに応じ，故意違背により，第三者が損害を受けた

ときは，賠償の責任を負う」，同法１８８条は，「雇人の職務の執行により，不

法に他人の権利を侵害した場合は，雇用人は行為人と連帯して損害賠償の責任

を負う」，とそれぞれ規定している。 

⑵ 被告が，中国大陸において，日本国内の労働力を確保する国策として，本件

被害者らを拉致連行した行為は，法例１１条１項の「不法行為」に当たるから，

被告は，かかる行為につき，当時の中華民国民法１８４条１項前段，１８５条

1項，１８６条，１８８条により，不法行為責任を負う。 

２ 被告の主張に対する反論 

  ⑴ 公権力の行使に対する損害賠償請求についても法例１１条が適用されるこ

と 

被告は，本件で原告らが主張する加害行為は，公権力行使に伴う法律関係で

あるから，国際私法の適用対象外であると主張する。 

被告による拉致・連行行為は，国家の公権力の行使である権力的作用という

側面を有することは否定できず，一見すると，国際私法の適用範囲外のように
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思われる。しかし，法例の適用は，実質法の性質を公法か私法かのいずれかに

区別するかによって決まるのではなく，問題となっている法律関係が抵触規則

の定めるどの単位法律関係に該当するかどうかによって決定されるものであ

る。 

そして，法律関係の側からみたとき，国家賠償は，「違法な行為によって他人

に損害を与えた者をしてその損害を賠償せしめる制度であって，損害の公平な

分担を目的とするもの」という点で不法行為責任の定義に当てはまる。 

    したがって，公権力の行使に対する損害賠償請求の法的性質は不法行為責任

に当てはまるのであるから，国際私法の守備範囲から除外することは相当では

なく，法例１１条が適用されるべきである。 

  ⑵ 拉致・連行行為は「不法行為」概念に含まれること 

ア 被告は，公権力行使に伴う国家賠償の法律関係は，法例１１条にいう「不

法行為」概念に包摂されないと主張する。 

しかし，法律関係の性質決定は，抵触規則の解釈規則であり，日本の国際

私法の体系の中で決められ，個々の抵触規則の解釈を行うことで，規定に含

まれる事項的概念の適用範囲がおのずと確定されるのであり，本件拉致・連

行行為による国家賠償は，上記のとおり，法例１１条１項の不法行為責任に

該当する法律関係である。 

イ また，被告は，アメリカや中華人民共和国において，一般不法行為と公権

力に伴う不法行為とが異なる扱いがされていると主張する。 

しかし，被告が主張する比較法的観点からみても，アメリカ合衆国におい

ては，１９４６年（昭和２１年）以前であっても，外国におけるアメリカ軍

の不法行為については，「軍事長官は，外国居住者の財産，人体，生命に対す

る損害の賠償請求について，かかる損害が陸軍，海軍，海兵隊または，これ

らの構成員により惹起された場合，これを審査等を行うための請求権委員会

を任命する権限を有する」とされており，外国におけるアメリカ軍の不法行
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為については，請求権委員会を設置して，損害賠償を支払うことが認められ

ていた。また，中華人民共和国において相互保証主義が採用されているとい

うことが，直ちに国の利害に直接関係する領域を構成し，民法の領域と異な

ることになるということには根拠がない。例えば，相互保証主義を採る立法

例には，特許法２５条，実用新案法２条の５第３項，意匠法６８条３項，商

標法７７条３項等があるが，これらは典型的な私法的権利の問題である。 

ウ 以上により，本件拉致・連行行為は，法例１１条１項の「不法行為」概念

に包摂される。 

  ⑶ 法例１１条２項の類推適用による国家無答責の法理の適用がないこと 

被告は，不法行為の成立及び効果には法例１１条２項，３項により日本法が

累積適用され，国家無答責の法理が妥当すると主張するが，別紙１１記載の原

告らの主張のとおり，同法理自体が妥当でなく，そうでないとしても，本件に

おいては適用されるべきではない。 

また，法例１１条２項の日本法の累積適用とは，相異なった複数の法律の角

度から同一の事実を評価することであり，評価の対象となる同一の事実は，法

例１１条２項では「外国ニ於テ発生シタル事実」であるから，本件では，外国

である中国において，日本軍が外国人である中国人を拉致・連行した事実であ

る。この事実について日本法を累積適用する場合，不法行為の対象となる権利

の存否は，いわゆる先決問題として，その権利自体の準拠法（本件においては

中国法。）によることになり，中国で中国人の権利を侵害する行為が，準拠法た

る中国法によって不法行為となる以上，これに日本法を累積的に適用しても不

法行為となる。 

したがって，いずれにしても，日本の国家無答責の法理は適用されない。 

  ⑷ 法例１１条３項の適用により除斥期間が適用されることはないこと 

被告は，法例１１条３項，日本国民法の７２４条後段により，原告らの請求

権は既に消滅していると主張する。 
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しかし，法例１１条３項は，「損害賠償其他ノ処分」についてのみ日本法の累

積適用を認めているのであるから，その文言から，あくまで不法行為の直接的

な効力である損害賠償法の方法及び額について，日本法の累積適用を定めたも

のにすぎず，時効ないし除斥期間について累積適用が行われるものではない。 

したがって，法例１１条３項により，不法行為債権の消滅時効等に関する日

本国民法７２４条が適用されることはないから，原告らの請求権は消滅してい

ない。 

仮に除斥期間が適用される余地があるとしても，本件において除斥期間を理

由に原告らの請求権が消滅しないことは，別紙１２記載のとおりである。 

第２ 被告の主張 

   原告らの主張は争う。 

１ 本件に法例１１条は適用されないこと 

⑴ 原告らが主張する被告の加害行為については国際私法（抵触法）たる法例１

１条は適用されないこと 

ア そもそも，本件で原告らが主張する被告の加害行為は，「本件被害者らに

対する拉致・連行行為は，被告の政策立案に基づくものであり，かつ，被告

の機関または官吏ないし公務員たる日本軍もしくは憲兵隊によって，また被

告の指示のもと活動を行っていた華北労工協会によって行われた」などとい

うものであり，かかる主張を前提とすれば，上記行為は正に国家の公権力の

行使である権力的作用であり，極めて公法的色彩の強い行為であって，国家

の利害から切り離して考えることができないから，かかる行為について私法

の適用を認め，私法規定の抵触の問題と捉えた上で，一般抵触法規である法

例を適用することはできない。 

  公権力行使に伴う国家賠償という法律関係については，日本国の国家利益

が直接反映される法律関係ということができ，国際私法の適用対象とはなら

ないと考えるのが正当である。 
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  したがって，法例１１条の適用があることを前提に中華民国民法に基づく

請求権があるとする原告らの主張は，その前提において失当である。以下，

詳述する。 

 現代の国際私法においては，国家と市民社会とは切り離すことが可能

であり，市民社会には特定の国家法を超えた普遍的な価値に基づく私法が

妥当しており，これはどこの国でも相互に適用可能なものであるとの考え

が国際私法の前提にある。 

確かに，私法の領域でも国によって法の在り方が異なることはいうまで

もない。しかし，一般的性格に着目すれば，私法の領域では，国家利益に

直接関係しないことから，一般に法の互換性が高く，このような私法の領

域においては，連結点を介して準拠法を定めることに合理性がある。 

これに対して，国家の利益が直接反映され，場合によっては処罰で裏打

ちされることもある公法の領域については，国家間の利益が相対立し，特

定の国家利益を超えた普遍的価値に基づく国家法なるものを想定すること

が困難であるため，特定の国家法を相互に適用可能とすることはできな

い。法の抵触という問題は，公法の領域についても生ずるが，上記で述べ

たとおり，一般的な法の互換性を前提とする私法の領域とは，その性質が

大いに異なることから，公法の領域は国際私法の守備範囲から除外される

ことになる。 

上記で述べたところからすると，国際私法が対象とする法律関係は，一

般に法の互換性が高く，国家の利益に直接関係しない領域に属する法律関

係（以下「私法的法律関係」という。）にとどまるといわなければならな

い。そして，国家の利益が直接反映される法律関係（以下「公法的法律関

係」という。）は，国際私法の関係からは，公法の領域に属するものとし

て取り扱われることとなり，国際私法の対象外に置かれるものといわなけ

ればならない。 
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 前記の観点から，公権力の行使につき国家が賠償責任を負うか否かと

いう法律関係を検討すると，このような法律関係は，公権力の行使の適否

が判断の対象となるという意味で，公法的法律関係の側面を有することは

明らかである。すなわち，公権力の行使の適否に関する判断が，その後の

国の行政権，立法権の行使，さらには，国民生活に対する国の機関の権限

行使の在り方にも重大な影響を与えるものであって，当該国家の利益と密

接な関係を有することは明らかであり，また，その適否が問題とされてい

る公権力の行使について，当該国家の法律とは異なる適法要件を定める他

国の法律によって，その違法性の有無が判断されるようなことは，当該国

家の利益に反することも明らかである。 

 これに加え，国家賠償法制定前の日本の法体系をも考慮に入れる必要

がある。すなわち，大日本帝国憲法下においては，国又は公共団体の権力

的作用については，私法である民法の適用はないとされ，これに基づく国

の損害賠償責任が否定されていた（国家無答責の法理）。このように，国

の権力的作用について一般私法である民法の適用が否定されるとする当時

の法制度をみても，公権力の行使に伴う不法行為については，日本の法政

策上，国家利益が直接反映され，一般私法と異なる領域に属する法律関係

として理解されていたことが明らかである。 

 以上にみたところからすると，公権力行使に伴う国家賠償という法律

関係については，日本の国家利益が直接反映される法律関係ということが

でき，国際私法においては，公法の領域に属する法律関係として取り扱わ

れることになるため，国際私法の適用対象とはならないと解するのが正当

である。 

⑵ 原告らが主張する被告の加害行為は法例１１条にいう「不法行為」概念に包

摂されないこと 

ア 次に，法例１１条適用の有無を検討するに当たっては，同条にいう「不法
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行為」という法律概念が，原告らが主張する法律関係（国の公権力の行使に

よる国家賠償関係）を包摂するかどうかが検討されなければならない。換言

すれば，同条にいう「不法行為」という法律概念が上記のような法律関係を

対象としていないのであれば，同条を適用する余地はない。 

法例１１条の「不法行為」という法律概念の事項的適用範囲を画定する

ことは，国際私法における法律関係の性質決定の問題であるが，この問題

は，「不法行為」という国際私法規定の解釈問題であって，具体的には，各

国際私法規定の精神・目的ないし趣旨とされるところに従い，各国実質法

の比較検討等を通じて決定される事項である。 

そして，その際には，前述の現代の国際私法が国家利益に直接反映され

る公法の領域を扱わず，私法の領域のみをその対象としているという国際

私法固有の考え方を十分に考慮すべきである。 

イ そこで，比較法的な観点から各国の実質法等を検討してみると，本件の

ような公権力の行使に伴う不法行為については，次のように，一般不法行

為とは異なる取扱いがされている。 

 アメリカでは，１９４６年（昭和２１年）に連邦不法行為請求権法が

成立するまでは，主権免責の法理により連邦が責任を負うことはなく，そ

れ以降も，同法２６８０条において「正当な注意を払った法令執行行為あ

るいは裁量権能の行使・不行使，郵便関係，租税・関税の賦課徴収，海事

事件，敵国通商規制，検疫，暴行・殴打・違法拘禁・違法逮捕・悪意ある

訴追・訴訟手続の濫用（以上の６種については警察官等によるものを除

く）および名誉毀損・不実表示・詐欺・契約上の権利に対する干渉等，国

庫の運営あるいは金融機関の規制，戦時の軍隊の戦闘行為，外国における

事件，テネシー渓谷公社の活動，パナマ運河会社の活動，連邦土地銀行等

の活動については，１３４６条(b)と本章の規定は適用されず，連邦政府

は責任を負わない。」とされている。 
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 中華人民共和国では，１９９４年（平成６年）に国家賠償制度が全面

的に確立されたが，中華人民共和国国家賠償法（１９９４年（平成６年）

５月１２日公布，１９９５年（平成７年）１月１日施行）３３条（２０１

２年（平成２４年）１０月２６日改正後の４０条も同じ。）は，①「外国

人，外国企業及び組織が中華人民共和国の領域内において中華人民共和国

の国家賠償（同法７条によれば，正確には国ではなく賠償義務機関とな

る。）を請求する場合には，この法律を適用する。」，②「外国人，外国企

業及び組織の所属国が中華人民共和国の公民，法人その他組織の当該国の

国家賠償請求の権利につきこれを保護せず，又は制限している場合には，

中華人民共和国は，当該外国人，外国企業及び組織の所属国と対等原則を

実行する。」と規定し，相互保証主義を採用している。 

 大韓民国においては，従前，日本の国家賠償法と同じ内容の国家賠償

法が制定されていたが，新しい国家賠償法（１９６７年（昭和４２年）法

律第１８９９号）は，９条において，陪審審議会の賠償金支給の決定を経

た後でなければ損害賠償の訴訟を提起することができないとして，陪審審

議会前置主義を採用しているとされる。 

 イギリスにおいては，１９４７年（昭和２２年）に制定された国王訴

追法があるが（それ以前は主権免責の法理により国は責任を負わなかっ

た。），その例外として，司法権の行使による損害については責任を負わ

ず，軍隊の行動による損害については，極めて責任を負う場合が制限され

ているほか，国王大権としての免責があるとされ，また，国に対し損害賠

償認容判決は執行できないとされている。 

 スイスにおいては，１９５９年（昭和３４年）に発効した連邦責任法

があるが，同法においては，軍隊に所属する者による損害は，同法の適用

はなく，損害が平時の軍事演習中又は現役の時に生じた限りにおいて別の

法令の定めに従って連邦が責任を負うとされているほか，連邦責任法上の
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請求は，公法上の請求とされ，まず，大蔵関税省へ請求し，同省が，請求

を却下するか，３か月以内に処理しない場合，行政庁の却下宣言から６か

月以内に，行政裁判所としての連邦裁判所に提訴できるとされている。 

 このように，諸外国の国家賠償制度をみても，相互保証主義，行政機

関への前置主義等各国独自の国家利益を反映した法制度が採用されている

ことがうかがわれ，一般の私法と異なる取扱いがされていること，及びそ

の結果として一般的な法の互換性が存在しないことが明らかである。 

ウ また，国家賠償に関する諸外国の裁判例をみても，旧西ドイツでは，内

国公務員の国外における職務違反に基づく請求等については，ドイツ国際

不法行為法の一般原則ではなく，常に西ドイツ法の適用があるとされ，こ

の点は，フランス，イタリア及びオーストリアの各最高裁でも同様とされ

ている。 

エ そして，日本の公権力行使に起因する損害賠償に関する法体系について

は，上記で述べたとおりであるが，前記の比較法的視点をも併せ検討すれ

ば，法律関係の性質決定として，公権力行使に伴う国家賠償の法律関係

は，法例１１条にいう「不法行為」概念に包摂されないものといわざるを

得ず，この点においても，本件に法例１１条が適用される余地はないとい

うべきである。 

⑶ 小括 

以上述べたところからすれば，本件で原告らが主張する被告の行為につい

ては，法例１１条の適用も，これを前提とする中華民国国内法の適用もな

い。 

したがって，中華民国民法を根拠とする原告らの請求は，本来適用されな

い法令に基づく請求であり，法的根拠を欠くものとして棄却を免れない。 

２ 日本法の累積適用によりいずれにしても原告らの請求は棄却を免れないこと 

⑴ 累積適用の内容について 
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ア 前記１で述べたとおり，原告らの各請求については，法例１１条の適用

も，これを前提とする中華民国国内法の適用もないため，日本法に基づい

てその根拠たる要件事実が主張，立証されるべきであるが，仮に原告らの

主張するように法例１１条の適用があることを前提としたとしても，以下

に述べるとおり，不法行為の成立及び効果には同条２項，３項により日本

法が累積適用されるから，いずれにしても日本法の要件事実の主張，立証

を欠くことができないことをなお念のため指摘する。 

イ すなわち，法例１１条１項は，「…不法行為ニ因リテ生スル債権ノ成立及

ヒ効力ハ其原因タル事実ノ発生シタル地ノ法律ニ依ル」と定め，不法行為

の成立及び効力に関する全ての問題に不法行為地法を適用するとしてい

る。一方，同条２項は，「前項ノ規定ハ不法行為ニ付テハ外国ニ於テ発生シ

タル事実カ日本ノ法律ニ依レハ不法ナラサルトキハ之ヲ適用セス」と定

め，不法行為の成立について法廷地法である日本法の適用を規定する。こ

のように，法例１１条が不法行為の成立につき，１項において不法行為地

主義を採りながら２項を置き，法廷地法主義との折衷主義を採ったのは，

内国公序の立場から，日本法に照らせば不法行為に該当しない行為まで不

法行為と認めて救済を与える必要がないとするものである。すなわち，法

例の規定は，不法行為地法と日本法との一般的な累積適用を認めたものと

して，両者の要件を共に具備しなければ不法行為が成立しないとするもの

である。 

ウ また，上記のように，法例１１条１項は，効力に関わる全ての問題につ

いても不法行為地法によるとしている。これら効力に関する問題として

は，損害賠償請求権を取得する者の範囲，損害賠償の範囲及び方法といっ

た事項はもとより，発生した損害賠償請求権の譲渡性，相続性，時効等の

問題等がある。しかし，効力の問題についても，同条３項は，「…被害者ハ

日本ノ法律カ認メタル損害賠償其他ノ処分ニ非サレハ之ヲ請求スルコトヲ



 

178 

 

得ス」と規定し，不法行為の効力の問題全般について，日本法を累積的に

適用するものとしている。そして，このような規定を置いた法例の趣旨

は，結局，日本の裁判所が日本法上不法行為であると認め，日本法の認め

る範囲内においてのみ不法行為による救済に助力するということにほかな

らない。 

エ 以上のとおり，法例１１条１項を根拠とする原告らの各請求について

は，同条２項，３項が適用されることにより，不法行為の成立及び効果の

双方について，不法行為地法と法廷地法とが累積的に適用されることにな

る。 

オ したがって，原告らは，その主張する行為が損害賠償請求権の発生根拠

としての不法行為に該当するというためには，当該行為に係る日本法の要

件事実についても主張立証しなければならない。 

⑵ 日本法の累積適用により原告らの請求は棄却を免れないこと 

ア 前記のとおり，仮に原告らが主張するように本件に法例１１条１項の適

用があり，中華民国民法が適用されるとしても，同条２項及び３項により，

原告らの各請求が認められるためには，日本法の要件も充足する必要があ

る。 

イ すなわち，法例１１条２項により，不法行為の成立について日本法が累

積適用されることになるが，別紙１１で詳述するとおり，原告らが主張する

旧日本軍人らの行為は，国家の公権力の行使である権力的作用であって，日

本の国家賠償法施行前においては，国の公権力の行使については民法の不法

行為法（７０９条以下）の適用は排除され，国の損害賠償責任が否定されて

いた（国家無答責の法理）。そして，その後，日本国憲法１７条に基づき制

定された国家賠償法附則６項の「この法律施行前の行為に基づく損害につい

ては，なお従前の例による。」との定めが国家無答責の法理を指すことは，

最高裁昭和２５年判決が明確に判示しているところである。したがって，国
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家賠償法施行前の旧日本軍人の行為に関する損害賠償請求等は，その法的根

拠を欠くものというほかない。 

ウ また，法例１１条３項の適用により，不法行為の効力についても日本法が

累積適用されるところ，原告らの各請求は，別紙１２記載のとおり，その主

張に係る不法行為の時から既に２０年以上が経過した後にされたものである

から，仮に原告らの請求権が発生したことが認められるとしても，日本の民

法７２４条後段によりその請求権は既に消滅している。 

エ したがって，いずれにしても，法例１１条の適用を前提とする中華民国

民法に基づく原告らの請求には理由がない。 

３ 小括 

以上から明らかなとおり，本件で原告らが主張する被告の行為については，

法例１１条の適用も，これを前提とする中華民国国内法の適用もない。また，

仮に法例１１条の適用があると解する余地があったとしても，日本法が累積適

用される結果，国家無答責の法理（別紙１１）及び除斥期間（別紙１２）の経

過により，結局のところ中華民国民法を根拠とする原告らの各請求はいずれに

しても棄却を免れない。 

以上 
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別紙８ 不法行為責任の成否２ 日本国民法 

第１ 原告らの主張 

１ 戦時中の行為 

  ⑴ 強制連行，引渡行為 

昭和１７年閣議決定及び昭和１９年次官会議決定に基づき，日本の軍隊，憲

兵らが，本件被害者らを日本に連行し，鹿島組花岡事業場や大阪の各事業場に

引き渡したことは，それ自体が不法行為に該当し，被告は，民法７０９条，７

１５条１項前段，７１９条１項により，不法行為責任を負う。 

  ⑵ 強制労働に従事させた行為 

別紙５記載のとおり，被告は，本件被害者らを日本において強制労働させた

上，本件被害者らの労働条件をより悪化させるような指導を行い，鹿島組花岡

事業場においては，憲兵隊等を用いて本件被害者らに対する拷問，弾圧行為を

行ったものであるから，民法７０９条，７１５条１項前段及び７１９条により，

不法行為責任を負う。 

  ⑶ 先行行為に基づく保護義務違反 

被告は，本件被害者らを日本に連行し，鹿島組花岡事業場や大阪の各事業場

に引き渡したという先行行為に基づき，事業場における本件被害者らを保護す

べき義務があるのにこれを怠った作為義務違反があるから，民法７０９条，７

１５条１項前段により，不法行為責任を負う。 

  ⑷ 国際法及び国際慣習法違反 

被告は，戦時中において，下記のとおり国際法及び国際慣習法に反する行為

を行っており，民法７０９条，７１５条１項前段及び７１９条に基づき，不法

行為責任を負う。 

ア ヘーグ陸戦条約及び同規則違反 

ヘーグ陸戦条約及びヘーグ陸戦規則は，別紙６記載のとおり，国内法とし

ての効力を有する。 
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     ヘーグ陸戦条約１条違反 

ヘーグ陸戦条約１条は，締結国はその陸軍軍隊に対し，本条約に付属す

る陸戦の法規慣例に関する規則に適合する訓令を発することと定め，被告

に対し，日本陸軍に向けてヘーグ陸戦規則に適合する訓令を発することを

義務付けているところ，被告はこれを作成しなかったものであり，被告の

かかる行為は，ヘーグ陸戦条約１条に反するものである。 

 ヘーグ陸戦規則４条違反 

  別紙６記載のとおり。 

 ヘーグ陸戦規則１６条及び４６条違反 

  別紙６記載のとおり。 

 ヘーグ陸戦規則１９条違反 

  別紙６記載のとおり。 

 ヘーグ陸戦規則２１条違反 

  別紙６記載のとおり。 

イ 強制労働条約４条違反 

１９３０年（昭和５年）６月２８日，国際労働機構（ＩＬＯ）第１４回総

会で強制労働条約が採択され，同条約は，１９３２年（昭和７年）５月１日

発効し，日本国政府は，同年１１月２１日に，同条約を批准したものであり，

強制労働条約は，国内法的効力を有する。 

強制労働条約２条は，「本条約に於て『強制労働』と称するは或者が処罰の

脅威の下に強要せられ且右の者が自ら任意に申し出たるに非ざる一切の労

務を謂う」と定め，４条は，「権限ある機関は私の個人，会社又は団体の利益

の為強制労働を課し又は課することを許可することを得ず」と定めている。 

それにもかかわらず，被告は，別紙５記載のとおり，本件被害者らを強制

労働に従事させていたものであり，このような被告の行為は，強制労働条約

４条に違反するものである。 
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ウ 俘虜条約違反 

１９２９年（昭和４年）７月２７日，ジュネーヴで締結された「俘虜の待

遇に関する条約」は，日本国政府も署名したが，軍部の反対により批准しな

かった。しかし，１９４２年（昭和１７年）１月２９日，日本国政府は，適

当な変更を加えて，同条約による意思があるとの声明を発した。 

同条約は，俘虜の待遇に関する国際的な議論の中で，国際慣習法として成

立していたものであり，国内法的効力を有する。 

同条約は，１９４９年（昭和２４年）に全面改正され，「俘虜の待遇に関す

る１９４９年８月１２日のジュネーヴ条約」となった（以下「第三条約」と

いう。） 

なお，別紙６記載のとおり，本件被害者らは，任意の意思で雇用契約を締

結したものではなく，日本陸軍などによって拉致，逮捕，連行されたもので

あり，国際人道法上の「俘虜」に当たる。 

 俘虜条約２条及び３条違反 

俘虜条約２条及び３条には，別紙６記載のヘーグ陸戦規則４条と同様の

定めが置かれているところ，被告は，これに反し，別紙５記載のとおり，

本件被害者らを私企業たる事業場の支配に委ね，強制労働に従事させた上，

非人道的な取扱いを行った。このような被告の行為は俘虜条約２条及び３

条に違反するものである。 

 俘虜条約３条及び７６条違反 

俘虜条約３条は，「俘虜は其の人格及名誉を尊重せらるべき権利を有す」

と定め，同７６条は，「交戦者は，拘束中死亡したる俘虜が鄭重に埋葬せら

るる様及墳墓が有用なる一切の表示を有し，尊敬せられ且相応に維持せら

るる様注意すべし」と規定している。 
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それにもかかわらず，鹿島組花岡事業場では，本件被害者らの人格や名

誉に配慮されることのないまま死体が火葬されていたのであり，このよう

な被告の行為は，俘虜条約３条及び７６条に違反する。 

 俘虜条約８条及び３６条違反 

俘虜条約８条及び３６条には信書に関する定めが置かれており，俘虜が

家族との通信の保証を受けていることを前提としているところ，本件被害

者らは，逮捕されてから解放されるまで，家族らとの通信は認められてい

なかったのであり，このような被告の行為は，俘虜条約８条及び３６条に

反する。 

 俘虜条約１０条ないし１５条違反 

俘虜条約１０条は，「俘虜は衛生及保健に付出来得る限りの保障ある建

物又は仮建物内に宿泊せらるべし」，「該宿泊所は全然湿気を避け，必要の

程度に保温且照明せらるべし火災の危険に対しては一切の予防法講ぜら

るべし」，「寝室（総面積，最小器容，寝具の設備及材料）に関しては捕獲

国の補充部隊に対すると同一条件たるべし」と定め，同１１条は「俘虜の

食糧は其の量及び質に於て補充部隊のものと同一たるべし」，同１２条は，

「被服，下着及靴は捕獲国に依り俘虜に支給せらるべし此等用品の交換及

修理は規則的に為さるべし」，同１３条は「交戦者は収容所の清潔及衛生

を確保し且伝染病予防の為必要なる一切の衛生的措置を執る義務あるべ

し」，「俘虜は生理的法則に適い且常に清潔に保持せられたる設備を日夜供

せらるべし」，「右の外収容所が出来得る限り設備すべき浴場及灌水浴場の

外に俘虜は身体の清潔を保つ為充分なる水を供給せらるべし」，「俘虜は運

動を為し及外気に当たる機会を与えらるべし」，同１４条は「各収容所は

医務室を備え俘虜が其の必要とすることあるべき有らゆる性質の手当を

受くることを得べし必要に応じ隔離室は伝染病患者の用に供せらるべし」，

同１５条は「俘虜の医学的検査は少なくも月に一回為さるべし該検査は一
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般の健康状態及び清潔状態の監督並に伝染病特に結核及花柳病疾患の検

出を目的とす」と定めている。 

それにもかかわらず，本件被害者らは，別紙５記載のとおり，疾病や疫

病に苦しみ，死に至るような状態であっても，医師の診察や治療をまとも

に受けることもできなかったのであって，このような被告の行為は，俘虜

条約１０条ないし１５条に反する。 

 俘虜条約２９条違反 

俘虜条約２９条は，「俘虜は何人と雖も肉体的に不適当なる労働に使役

せらるることなかるべし。」と定めているところ，別紙５記載のとおり，被

告は本件被害者らを強制的な労働に従事させていたのであって，このよう

な被告の行為は，俘虜条約２９条に違反する。 

２ 戦後の行為 

⑴ 国際法及び国際慣習法違反 

被告は，戦後において，下記のとおり，国際法及び国際慣習法に反する行為

を行っており，民法７０９条，７１５条１項前段及び７１９条に基づき，不法

行為責任を負う。 

ア 俘虜条約６８条等，ポツダム宣言，降伏文書違反（処遇改善義務違反） 

     処遇改善義務の存在 

１９２９年（昭和４年）の俘虜条約６９条１項は，「戦争開始後直に交戦

者は混成医員会を構成する為協定すべし同会は三名の委員より成り中二

名は中立国に属し一名は捕獲国の指名する者たるべし中立国医師の中一

名を以て委員長とす同会は俘虜にして病者又は傷者たる者を診察し且之

に対し有用なる一切の決定を為すべし」と定める。これは休戦条約の前後

を問わず，俘虜に対する医療体制を整備することを要求するものである。 

１９４５年（昭和２０年）８月１４日，日本国政府が受諾したポツダム

宣言１０項は，「我々の意志は日本人を民族として奴隷化しまた日本国民
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を滅亡させようとするものではないが，日本における捕虜虐待を含む一切

の戦争犯罪人は処罰されるべきである。日本国政府は日本国国民における

民主主義的傾向の復活を強化し，これを妨げるあらゆる障碍は排除するべ

きであり，言論，宗教及び思想の自由並びに基本的人権の尊重は確立され

るべきである。」と，特に「捕虜虐待」に言及した。 

１９４５年（昭和２０年）９月２日，東京湾上のアメリカ戦艦ミズーリ

の甲板上で，天皇及び日本国政府を代表する重光葵外務大臣と大本営を代

表する梅津美治郎参謀総長が署名し，またダグラス・マッカーサー連合国

最高司令長官が４連合国（アメリカ，イギリス，ソ連，中国）を代表する

とともに日本国と戦争状態にある他の連合国のために署名し，その後，各

国代表が署名した，大日本帝国と連合国との間の休戦協定であり，ポツダ

ム宣言を外交文書として固定する「降伏文書」の第７項には，「下名ハ茲ニ

日本帝国政府及日本帝国大本営ニ対シ現ニ日本国ノ支配下ニ在ル一切ノ

聯合国俘虜及被抑留者ヲ直ニ解放スルコト竝ニ其ノ保護，手当，給養及指

示セラレタル場所ヘノ即時輸送ノ為ノ措置ヲ執ルコトヲ命ズ」とある。こ

れは，「日本国ノ支配下ニ在ル一切ノ聯合国俘虜及被抑留者ヲ直ニ解放ス

ルコト」，「其ノ保護，手当，給養及指示セラレタル場所ヘノ即時輸送ノ為

ノ措置ヲ執ルコト」を日本国政府に課すものである。 

以上からすれば，被告は，戦後，本件被害者らの処遇を改善する義務を

負っていたことが認められる。 

     被告の義務違反行為 

中国人労働者は，１９２９年（昭和４年）の俘虜条約の「俘虜」に当た

るとともに，ポツダム宣言及び降伏文書の「連合国の捕虜」に当たる。し

たがって，被告は，強制労働に従事させられている中国人労働者を「直ち

に解放」するとともに，「その保護，手当，給養」を行い，「中国人労働者
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の指示する場所へ即時に輸送すべき措置をとる」義務を履行しなければな

らなかった。 

しかし，終戦後も，鹿島組花岡事業場における死亡者は発生し続けてお

り，アメリカ軍や秋田県内政部衛生課地方技師による報告書においても，

１９４５年（昭和２０年）１０月時点での中山寮の衛生状態，医療体制は

極めて劣悪であったことが記載されている。 

以上からすれば，中国人労働者は，終戦後も，衛生状態の改善や十分な

食糧を受けるなどの「処遇の改善」を受けていなかったものと認められ，

これが１９２９年（昭和４年）の俘虜条約７５条やポツダム宣言及び降伏

文書に違反することが明らかである。 

   イ 俘虜条約７５条違反（早期送還義務違反） 

     早期送還義務の存在 

１９２９年（昭和４年）の俘虜条約７５条は，「交戦者が休戦条約を締結

せんとするときは右交戦者は原則として俘虜の送還に関する規定を設く

べし此の点に関する規定が右条約に挿入せられ得ざりし場含と雖も交戦

者は成るべく速に之が為連絡をとるべし一切の場合に於て俘虜の送還は

平和克復後成るべく速に行はるべし」と定めている。また，同条約６８条

１項は，「交戦者は重病者及重傷者たる俘虜が移送せられ得る状態に至り

たる後階級及数に関係なく之を其の本国に送還する義務あるべし」と定め

る。 

これらは，休戦条約の前後を問わず，重病者及び重傷者である俘虜につ

いては，移送できる状態になった場合に本国に送還する義務を負うとする

ものである。 

さらに同条約７１条本文は，「俘虜にして労働災害の罹災者と為りたる

者は送還又は必要に応じ中立国に於ける收容に関し同一の規定の利益を

享有せしめらるべし」と定める。 
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これは休戦条約の前後を問わず労働災害の罹災者となった俘虜につい

ては本国に送還しなければならないとするものである。 

     被告の義務違反行為 

中国人労働者の帰国は当初の計画よりも遅れた。それは，中国側の交通

事情の悪化，中国人労働者の持帰金問題，帰国後の中国人労働者が「悪宣

伝」するのではないかという日本側の猜疑心があったからであり，また，

帰国後の中国人が，極東国際軍事法廷などで多くの日本の軍人，民間人に

対する厳格な処罰を求める活動をすることを極度に恐れてもいた。 

種々の事情により中国人労働者の送還が迅速にされなかったとはいえ，

強制的に連行したときには迅速になしたことからすると，送還の遅れは日

本国政府が早期送還の義務を怠ったからであるということができるので

あり，被告のかかる行為は，上記早期送還義務に反するものである。 

  ⑵ 先行行為に基づく戦後の保護義務，救護義務違反 

被告は，本件被害者らを日本に連行し，生命，身体，名誉，財産に対する

権利を侵害したものであるから，かかる先行行為に基づき，被告は，戦後，

強制労働期間中に受けた健康被害や障害等の後遺症により満足に仕事ができ

なくなった本件被害者ら，そのために十分な扶養を受けることができなかっ

た本件被害者らの妻，子，孫らの遺族に対し，保護し，救護すべき義務を負

う。しかるに，被告は，現在に至るまでかかる保護義務及び救護義務を怠っ

ているから，民法７０９条，７１５条１項前段及び７１９条に基づき，不法

行為責任を負う。 

⑶ 資料の焼却，隠蔽による名誉ないし名誉感情の侵害 

ア 重要書類の焼却 

被告は，事業者に，戦時中の中国人及び朝鮮人に関する統計資料，訓令

その他重要書類を焼却するよう命じ，１９４５年（昭和２０年）８月１６

日，焼却が実行された。かかる行為により，本件被害者らが，その意思に
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反して強制的に日本に連行され，強制労働に従事させられたという実態が

隠蔽された。それにより，本件被害者らが自発的に日本企業に協力したと

の風説が流布され，本件被害者らが自国において生活を再建する上で大き

な支障が生じることになった。 

イ 外務省報告書における事実歪曲と隠蔽 

外務省管理局は，中国人労働者の強制連行の状況を調査した上で，１９

４６年（昭和２１年），外務省報告書を作成した。しかし，この外務省報告

書は，強制連行された中国人労働者が「俘虜」であることを隠蔽し，「契約

労働者」であることを強調していた。また，１９６０年（昭和３５年）５

月３日の日米安全保障条約等特別委員会において，外務省アジア局長は，

外務省報告書の所在について，「全部焼却いたしたそうでありまして，現在

外務省としては，そうした資料を一部も持っておらない次第でございま

す。」と答弁し，その内容を明らかにしなかった。その後，同年６月６日の

岸信介首相の答弁等，政府は一貫して外務省報告書の存在を明言せず，ま

た，その内容も明らかにしなかった。 

ウ 以上のような対応によって，本件被害者らは，「契約労働者」であるかの

ように言われ，日本においても，自国においても，自らの意思で日本の事

業場で労働に従事したかのように思われ，その名誉ないし名誉感情はさら

に侵害されたものであるから，被告は，不法行為に基づき，損害の賠償及

び名誉回復の責任を負う。 

  ⑷ 国会答弁による名誉毀損行為 

被告は，別紙５の原告らの主張４⑸で主張したとおり，本件被害者ら及び

原告らの名誉権を侵害する行為を行ったものであり，不法行為に基づき，損

害の賠償及び名誉回復の責任を負う。 

ア 各答弁が本件被害者らに関する見解表明であること 

被告は，上記各答弁について，いずれも，本件被害者らを対象として言
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及したものではなく，移入に係る中国人労働者についての一般的・抽象的

な見解，あるいは，Ｆ氏についての見解を述べたものにすぎないと主張す

る。 

しかしながら，各答弁が，本件被害者らを含めた中国人労働者に関する

被告の見解を表明したものであることは明らかである。 

名誉毀損の成立要件については，事実の摘示が特定人を指したものかど

うかが問題となる場合，被害者が特定人であることを認識し得る者が不特

定又は多数であるか否かが判断の基準とされるところ，本件においては，

本件被害者らの氏名に言及がなくても，「戦時中日本に連行され，労働に従

事させられた中国人」という限度で特定されており，かかる要件に該当す

る人物は戦後日本においてもまた戦後中国においても，人口割合からいえ

ば僅かな比率しか占めていない以上，周囲の不特定又は多数人にとって，

上記各答弁が本件被害者らを対象とした見解表明であることは十分に認識

しうる。従って，上記各答弁は本件被害者らを含めた特定人を名宛人（被

害者）としたものといえ，名誉毀損の加害行為として十分である。 

そもそも名誉毀損に関する事実摘示については，摘示の相手方が単独で

ある必要はなく，複数人に関する事実の摘示もありうるのであり，一定の

範囲に属する複数人を対象として集合的名称を用いて事実を摘示すること

も名誉毀損に当たる。本件のような「戦時中日本に連行され，労働に従事

させられた中国人」という集団は，前提となる被害事実の重大さ，特異さ

からしても十分に具体的な集団であり，漠然としたものではない。 

さらに，別紙５の第１の４⑸ウの答弁については，確かにＦ事件に関し

て述べられたものであるが，全体を通じて，Ｆ氏のみに限定した趣旨では

なく，強制連行の被害者となった中国人労働者全体についての見解を述べ

ていることは明らかであり，本件被害者らを含む中国人労働者全員に対す

る名誉毀損に該当する。 
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従って，上記各答弁は，本件被害者らに対する名誉毀損となるものであ

り，被告の反論は失当である。 

イ 各答弁が本件被害者ら及び原告らの社会的評価を低下させること 

被告は，上記各答弁により「本件被害者らが自らの意思で日本の事業場

で労働に従事した」という事実が摘示されたとしても，その事実自体が本

件被害者ら及び原告らの社会的評価を低下させるものとは認められないと

する。 

そもそも，日本に強制連行された後，戦後に中国に帰還した中国人労働

者若しくはその遺族は，「自ら進んで日本に渡り，日本の軍国主義に協力し

たスパイ」である旨の誤解を受け，生まれ育った社会から迫害を受けるこ

とが常であった。そのような状況の中で，戦後，日本国政府により，強制

連行の事実が認められ，自身が自ら進んで日本国に協力したのではなくむ

しろ強制的に拉致連行され，警察官や軍隊の監視のもと日本に連れられ，

劣悪な環境に閉じこめられた上で奴隷労働に従事させられたとの事実が公

表されることにより，自身の名誉が回復されることが，従来の社会に受け

入れられ，平穏な生活を取り戻す上で必須であったといえる。 

かかる状況で，日本国政府が，「自由の身柄で来た」，「雇用契約の形でみ

な日本に来ております」などと説明することは，中国人労働者があたかも

自発的に，自らの意思で来日し，労働に従事していたかのような誤解をさ

らに強化するものであり，それ自体，原告ら及び本件被害者らの社会的評

価を低下させるものと言える。 

また，「強制して連れてきたのか，あるいは本人が承諾して来たのか，こ

れを確かめるすべがございません。」との説明，「中国人労務者が国際法上

捕虜に該当するものであつたか否かについては，当時の詳細な事情が必ず

しも判明していないので，いずれも断定し得ない。」との説明は，いずれ

も，「中国人労働者は自主的に日本に協力した」との中国社会において当時
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流布されていた風説と相まって，本件被害者ら及び原告らの社会的評価を

低下させるものである。 

さらに，外務省報告書の存在について「全部焼却した」と虚偽の説明を

することは，消極的な形態ながらも，上記中国社会における風説を強化す

るものであり，原告ら及び本件被害者らの社会的評価を低下させたといえ

る。 

⑸ 名誉回復義務違反 

日本国政府は，自ら国際人道法違反の行為によって，本件被害者らの名誉

を侵害したのであるから，これを回復する措置を講ずる義務がある。しか

し，被告は，戦後になっても名誉を侵害する答弁をさらに繰り返していたの

である。現時点においては，戦前の名誉侵害を回復する措置を講ずる義務が

あるばかりでなく，戦後に行った名誉侵害を回復する措置を講ずる義務をも

有するというべきである。それにもかかわらず，被告は現在においても上記

義務を履行していないのであって，かかる被告の行為は先行行為に基づく作

為義務としての名誉回復義務に反するものであり，被告は，不法行為責任を

負う。  

第２ 被告の主張 

   原告らの主張は争う。 

１ 本件で原告らが不法行為規定が適用されると主張する行為のうち，戦時中の行

為については，いずれも国家の公権力の行使である権力的作用に係る行為である。

国家の公権力に係る行為から生じた損害については，私法である民法の不法行為

責任規定の適用はなく，国家賠償法施行前は，国家の賠償責任を認める実定法の

規定もなかったことから，およそ国が損害賠償責任を負うことはない（国家無答

責の法理）ことは別紙１１記載のとおりである。 

２ 戦時中及び戦後の先行行為に基づく作為義務違反については，独立した不法行

為と解する余地はない。 
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３ 原告らの主張する名誉毀損に係る答弁は，いずれも国家賠償法施行後の行為

であり，同法施行後の国の公務員の公権力の行使に係る行為から生じた損害賠

償は，国家賠償法の適用領域であり，民法の不法行為規定の適用はない。 

４ したがって，原告らが主張する被告の加害行為には民法の不法行為規定の適用

はなく，原告らの主張は法律上の根拠を欠く。 

以上 
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別紙９ 国家賠償法に基づく責任の成否 

第１ 原告らの主張 

１ 国家賠償法に基づく責任 

日本国民法に基づく請求（別紙８）に記載した義務違反行為のうち，国家賠償

法が施行された１９４７年（昭和２２年）１０月２７日以降の公務員による加害

行為について，被告は，国家賠償法１条１項に基づく責任を負う。 

 ２ 相互保証の主張に対する反論 

被告は，本件について相互保証の要件が満たされているということはできず，

原告らの主張が失当であるとする。 

⑴ 国家賠償法６条は違憲であること 

相互保証に基づき外国人に対し日本人と異なる扱いをすることは，憲法１７

条が「何人も，公務員の不法行為により，損害を受けたときは，法律の定める

ところにより，国又は公共団体に，その賠償を求めることができる。」と規定し

ていることに照らし違憲であるから，相互保証を要求する国家賠償法６条は違

憲であり，本件において適用することはできない。 

  ⑵ 国家賠償法６条の規定は制限的に適用されるべきであること 

    仮に，国家賠償法６条の規定が違憲でないとしても，当該規定は憲法１７

条に照らして，妥当性に疑義があるから，その適用については，外国人によ

る権利行使を拡大するよう弾力的に解釈すべきである。そして，弾力的な解

釈の一環として，相互保証は，必ずしも不法行為時に存在することが必要で

はなく，請求権行使時に存在すれば足りると解すべきである。 

本件では，原告らが属する中華人民共和国は，１９９４年（平成６年）５月

１２日に国家賠償法を制定し，１９９５年（平成７年）１月１日から施行され

ているのであり，本件の訴訟提起時には相互保証の要件は充足されている。 

第２ 被告の主張 

１ 総論 



 

194 

 

   原告らの主張する行為のうち，政府答弁による名誉毀損については，かかる

答弁により本件被害者らの名誉権が侵害されたとは認められず，先行行為に基づ

く義務違反行為については，実質的には，国家賠償法施行前の行為による被害を

内容とするもので，別紙１１記載のとおり，国家無答責の法理が適用されるか

ら，かかる原状回復義務が認められる余地はない。 

２ 政府答弁による名誉権侵害が認められないこと 

⑴ 原告らは，①１９５４年（昭和２９年）９月６日の外務省アジア局長答弁，

②１９５８年（昭和３３年）３月２５日の同局長答弁，③同年４月９日の岸信

介首相答弁，④１９６０年（昭和３５年）５月３日の外務省アジア局長答弁及

び⑤同月６日の岸信介首相答弁が名誉毀損に当たると主張する。 

⑵ 不法行為法上保護に値する被侵害利益としての名誉（民法７１０条，７２３

条）とは，「人の品性，徳行，名声，信用等の人格的価値について社会から受け

る客観的評価のことであり，名誉毀損とは，この客観的な社会的評価を低下さ

せる行為のこと」をいうものと解されている。そのため，特定の個々人を対象

として言及したのでなく，一般的，抽象的な存在についての見解ないし意見を

表明したにすぎないものは，そのことによって直ちに特定の個人の社会的評価

を低下させたと評価できるものではないから，名誉毀損行為には当たらない。 

しかるに，本件では，一般人の普通の注意と聞き方で各答弁内容を聞いた場

合，前記①，②及び⑤の答弁については，「戦時中に中国から日本へ来て働いた

労務者」一般を対象とするものにすぎず，その中に本件被害者ら及び原告らが

いることまでが分かるものではなく，また，前記③の答弁については，戦後に

保護されたＦを対象とする答弁であって，それ以外の者を対象として述べられ

たものではないし，さらに，前記④の答弁については，「人」を対象として述べ

られたものですらないことは明らかである。 

なお，原告らは，前記③の答弁について，「全体を通じて，Ｆ氏のみに限定し

た趣旨ではなく，強制連行の被害者となった中国人全体についての見解を述べ
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ていることは明らかである」と主張するが，当該答弁は，質問者が「まずＦ君

の身分の問題でありますが」，「このＦ君の身分でありますが」と繰り返し述べ

ているとおり，その答弁がＦ氏に限定して述べられたものであることは明らか

であり，なぜ「全体を通じて」本件被害者ら及び原告らのことを述べたことに

なるのか全く不明である。 

一般人の普通の注意と聞き方で各答弁内容を聞いた場合，前記①及び②の答

弁については，「捕虜の身分で来たのではなくて，自由の身柄の人として来た」，

「俘虜ではございません。」，「雇用契約の形でみな日本にきております。」など

と述べるのみで，「自発的に，自らの意思で来日し，労働に従事していた」とは

述べられていないし，仮に「自発的に，自らの意思で来日し，労働に従事して

いた」という事実が摘示されたとしても，その事実自体が本件被害者ら及び原

告らの社会的評価を低下させるものではない。 

前記③ないし⑤の答弁については，外務省報告書の存在ないし内容を明らか

にしなかったもので，そのことが，なぜ本件被害者ら及び原告らの社会的評価

を低下させることになるのか全く不明である。 

さらに付言すれば，原告らが主張するように「『中国人労働者は自主的に日

本に協力した』との中国社会において当時流布されていた風説」が既に存在し

ていたのであれば，前記①ないし⑤の各答弁が本件被害者ら及び原告らの社会

的評価を低下させたという因果関係は認められない。 

⑶  各答弁が名誉感情を侵害するものともいえないこと 

原告らは，前記①ないし⑤の各答弁により，本件被害者ら及び原告らの名

誉感情も侵害されたと主張するもののようである。 

名誉感情とは，人が自己自身の人格的価値について有する主観的な評価を

いい，法律上保護される被侵害利益としての名誉には含まれない。その理由

として，名誉感情の社会生活上における重要性は，社会的名誉のそれほど高

くなく，名誉感情を侵害するにとどまる行為は，社会的名誉を侵害する行為
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に比して，違法性が低いこと，名誉感情には個人差があり，名誉感情は社会

の普通人に対する規範としての法の保護に適しないものであることなどが挙

げられている。したがって，名誉感情は，基本的には法的保護の対象とされ

ないというべきである。 

仮に，名誉感情が法的保護の対象となる場合があり得るとしても，極めて

例外的な場合に限られるというべきであり，そのように判断されるのは，社

会通念上許される限度を超える侮辱行為であると認められる場合に限られ

る。 

しかるに，本件の場合，前記①ないし⑤の各答弁が，社会通念上許される

限度を超える侮辱行為であるとは到底認められないから，これら各答弁が本

件被害者ら及び原告らの名誉感情を侵害するとの主張は失当である。 

⑷  各答弁が国家賠償法上違法の評価を受けるものではないこと 

前記①ないし⑤の各答弁が本件被害者ら及び原告らの名誉や名誉感情を侵

害するものであるとはいえないが，仮にこれらの侵害が認められるとして

も，前記①ないし⑤の各答弁は，いずれも，国家賠償法上違法の評価を受け

るものではない。以下，詳述する。 

ア 国家賠償法１条１項の「違法」とは，公務員が個別の国民に対し負担す

る職務上の法的義務に違背することをいう。 

そして，公権力の行使は，国民の権利に対する侵害を当然に内包し，法

の定める一定の要件と手続の下で国民の権利を侵害することが許容されて

いるから，権利侵害があることをもって公権力の行使を直ちに違法とする

ことができないのはもちろん，権利侵害の程度が大きいからといって，違

法性の有無・程度の判断が左右されることも不合理であるから，当該公権

力の行使が違法となるか否かは，公務員の職務上の法的義務（公権力の行

使に当たって遵守すべき行為規範）に違背するか否かによって判断される

（職務行為基準説）。 
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この「個別の国民に対して負担する職務上の法的義務に違背する」か否

かは，権利ないし法的利益を侵害された当該個別の国民に対する関係にお

いて，その損害につき国に賠償責任を負わせるのが妥当かどうかという観

点から，行為規範違背があるか否かによって判断され，職務上の法的義務

であっても，専ら公益目的のものや，行政の内部的な義務等，個別の国民

に対して負担する義務でないものに違背しても，国家賠償法上違法の評価

を受けることにはならないのである。 

以上より，公務員の職務行為は，その職務行為時を基準として，当該公

務員が職務上通常尽くすべき注意義務を果たすことなく，漫然と当該行為

をしたと認め得るような事情がある場合に限り，違法の評価を受けるもの

である。 

イ 本件において加害行為であるとされている各答弁は，いずれも衆議院若

しくは参議院の委員会又は衆議院の本会議において内閣総理大臣ないし政

府参考人である外務省アジア局長が行ったものである。 

この点，国会議員が国会で行った質疑等については，最高裁平成９年判

決が「国会議員が国会で行った質疑等において，個別の国民の名誉や信用

を低下させる発言があったとしても，これによって当然に国家賠償法１条

１項の規定にいう違法な行為があったものとして国の損害賠償責任が生ず

るものではなく，右責任が肯定されるためには，当該国会議員が，その職

務とはかかわりなく違法又は不当な目的をもって事実を摘示し，あるい

は，虚偽であることを知りながらあえてその事実を摘示するなど，国会議

員がその付与された権限の趣旨に明らかに背いてこれを行使したものと認

め得るような特別の事情があることを必要とすると解するのが相当であ

る。」と判示している。 

最高裁平成９年判決は，「質疑等は，多数決原理による統一的な国家意思

の形成に密接に関連し，これに影響を及ぼすべきものであり，国民の間に
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存する多元的な意見及び諸々の利益を反映させるべく，あらゆる面から質

疑等を尽くすことも国会議員の職務ないし使命に属するものであるから，

質疑等においてどのような問題を取り上げ，どのような形でこれを行うか

は，国会議員の政治的判断を含む広範な裁量にゆだねられている事柄とみ

るべきであって，たとえ質疑等によって結果的に個別の国民の権利等が侵

害されることになったとしても，直ちに当該国会議員がその職務上の法的

義務に違背したとはいえないと解すべきである。」ことを理由とし，日本国

憲法５１条で免責特権が規定されていることも考慮した上で，前記のとお

り判示したものである。 

また，内閣総理大臣としての答弁ないし政府参考人の答弁に関しては，

免責特権の保障が及ばないとしても，答弁内容に個別の国民の名誉や信用

を低下させる発言が含まれていたからといって，直ちに職務上の法的義務

違背があるとして国家賠償法上違法の評価を受けるものとすれば，かえっ

て不正確な答弁を強いることとなったり，答弁を躊躇するあまり，不十分

な内容の答弁しかできなかったりするなどの萎縮効果が生じ，その結果，

最高裁平成９年判決がいう「多数決原理による統一的な国家意思の形成に

密接に関連し，これに影響を及ぼすべきものであり，国民の間に存する多

元的な意見及び諸々の利益を反映させるべ」き質疑等を尽くすことができ

ないこととなるから，内閣総理大臣としての答弁ないし政府参考人の答弁

についても，最高裁平成９年判決の趣旨が妥当するというべきである。 

したがって，内閣総理大臣としての答弁ないし政府参考人の答弁が個別

の国民の名誉や信用を低下させることがあったとしても，当該答弁は，原

則として国家賠償法上違法とならず，例外的に，その発言が違法・不当な

目的に基づくものであったり，答弁の目的・範囲を著しく逸脱するとき，

又は，答弁の方法が甚だしく不当であるなど特別の事情がある場合に限

り，国家賠償法上違法の評価を受けるものというべきである。 
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そして，本件についてこれをみると，内閣総理大臣ないし外務省アジア

局長が個々の原告らに対する関係でいかなる法的義務を負担するか判然と

しないものの，その点をおくとしても，前記①ないし⑤の各答弁につい

て，かかる特別の事情が存在することの主張，立証は全くなく，かかる特

別の事情が認められるものでもない。 

３ 先行行為に基づく名誉回復等の義務違反について 

⑴ 原告らは，昭和１７年閣議決定及び昭和１９年次官会議決定に基づく政策に

より「強制連行を実行し，強制労働に従事させたという先行行為に基づき，戦

後は名誉回復及び生命，身体，財産に対する侵害の回復を速やかに行うべき義

務があったにもかかわらずこれをしなかった」ことが，国家賠償法１条１項の

適用上違法であると主張するものと思われる。 

⑵ しかしながら，原告らが主張するところは，実質的には国家賠償法施行前

の行為による被害であって，これと独立した作為義務を観念する余地はな

い。そして，上記の国家賠償法施行前の行為は，正に権力的作用であり，国

家無答責の法理により，被告は賠償責任を負うことがない。 

⑶ したがって，被告の公務員の違法な先行行為に基づく作為義務の違反を理

由とする原告らの主張は理由がない。 

なお，原告らは，「戦前の名誉侵害を回復する措置を講ずる義務」のみなら

ず，被告が「戦後になっても名誉を侵害する答弁をさらに繰り返していた」

として，「戦後に行った名誉侵害を回復する措置を講ずる義務をも有する」と

主張するが，上記のとおり，そもそも内閣総理大臣らの答弁は本件被害者ら

及び原告らに対する名誉毀損行為となり得ないから，原告らの上記主張は，

前提において失当である。 

４ 相互保障の不存在 

  ⑴ 本件について，相互保証の要件が満たされているということはできず，原告

らの主張は失当である。 
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ア 国家賠償法６条は，「この法律は，外国人が被害者である場合には，相互

の保証があるときに限り，これを適用する。」と規定し，外国人が日本国内

において，国家賠償法１条又は２条に規定する損害を受けた場合，その外

国人の本国で日本人が同様の損害を受けたときに，被害者である日本人が

その国又は公共団体に対して損害賠償を請求する権利が認められていると

きに限り，その外国人に対して国又は公共団体が同法１条又は２条に規定

する損害賠償責任を負う（相互保証主義）旨を明らかにしている。 

ところで，国家賠償法１条及び２条は，賠償請求権の取得に関する規定

であり，賠償請求権の保持，行使，処分等に関わる規定ではないから，同

法６条が「これを適用する」と規定するのも，その規定ぶりからして，賠

償請求権の取得のみに関わっていると解するのが素直である。したがっ

て，同条の相互保証は，権利取得の要件を規定したもの，すなわち外国人

につき権利取得の要件を加重したものと解するのが相当であるから，相互

保証は，不法行為時に存在することが必要であると解すべきである。 

イ この点，中華人民共和国は１９４９年（昭和２４年）に成立し，中国民

法通則は１９８７年（昭和６２年）１月１日に施行され，中華人民共和国

では１９９５年（平成７年）１月１日に国家賠償法が施行された。 

すなわち，中華人民共和国では，中華民国の法秩序が１９４９年（昭和

２４年）以降全く継承されず，民法を含む諸基本法や裁判制度が容赦なく

廃止される運命となり，最初の憲法である１９５４年（昭和２９年）憲法

９７条には，「国家機関の公務員によって，公民の権利を侵害され，そのた

め損害を受けた者は，賠償を得る権利を有する」という規定が設けられ

た。かかる条文からは，誰を相手にして賠償を得られるのかが不明ではあ

るものの，一応国家が代位責任を負うと解釈できないでもないという条項

である。国民党政府による広範な人民大衆を支配した道具としての六法全

書及び全ての司法制度を廃止した中華人民共和国では，その代わりとなる
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新しい基本的法典は作られず，国家賠償法を含む行政救済関係諸法はもち

ろん，民法や刑法などでさえ存在しなかった。そのため，憲法９７条が国

家の代位責任を（仮に）認めたものの，それ自体はあくまで直接効力をも

たないいわゆる「プログラム規定」にすぎず，実際には国家賠償責任制度

が確立するに至らず，人民の国家と人民との利益が一致するという理論か

ら演繹的に導かれた国家無責任の「法理」を理論的根拠とし，１９７５年

（昭和５０年）と１９７８年（昭和５３年）の両憲法には，１９５４年

（昭和２９年）憲法９７条の規定が削除され，１９８０年代初頭まで，中

国では，名実ともに国家無責任の状態が支配し，１９８２年（昭和５７

年）に改正された憲法４１条３項には「国家機関または国家公務員が公民

の権利を侵害したために損害を受けた者は，法律の定めるところにより，

賠償を受ける権利を有する」と規定されたものの，条文の中の「法律の定

めるところにより」という表現からして，賠償を定める法律がなければ，

それ自体は，直接に効力をもたないプログラム規定であったのである。 

ウ そして，「民法通則の執行の貫徹に係る若干の問題に関する意見（試行）

（１９８８年（昭和６３年）１月２６日最高人民法院裁判委員会討論採

択）１９６条では「１９８７年１月１日以後に受理する事件について，民

事行為が１９８７年以前に発生している場合は，民事行為発生時の法律及

び政策を適用する。当時の法律及び政策に具体的規定のない場合は，民法

通則に照らして処理することができる。」とし，民事行為発生時の法律及び

政策が存在する場合には，法律の不遡及が原則とされているところ，前記

イで述べたとおり，１９８７年（昭和６２年）に中国民法通則が施行され

る以前は，中華人民共和国において「政策」として国家無答責の法理が存

在した。 

エ  しかるに，本件では，原告らが主張する被告による戦後の加害行為は，

最も新しいものでも，１９６０年（昭和３５年）５月６日の岸信介首相の
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答弁であり，当該時点までに，中華人民共和国には国家賠償を認める法的

根拠は存在しなかったのであるから，相互保証の要件を欠くことは明らか

である。 

オ 以上のとおりであるから，被告と中華人民共和国との間には国家賠償に

つき相互保証はなく，原告らの主張は失当である。 

⑵ 国家賠償法６条が違憲であるとの主張について 

原告らは，憲法１７条において「何人も」と規定されていることに照らして，

相互保障を規定する国家賠償法６条が違憲であると主張する。 

憲法１７条は，「何人も」と規定する一方，「法律の定めるところにより」

損害賠償を請求できる旨規定しており，このような同条の文言からすれば，

同条に基づいて具体的な賠償請求権が生じるものではないと解され，また，

外国人による国家賠償請求について，必ずしも日本国民による国家賠償請求

と同一の保障をしなければならないことを要請するものではなく，外国人に

よる国家賠償請求について，日本国民による国家賠償請求とは異なる事情が

認められる場合に，法律により特別の定めを設けて制約を加えることも，そ

の内容が不合理なものでない限り，同条の規定に反しないと解すべきであ

る。そして，国家賠償法６条の立法趣旨は，日本国民に保護を与えない国の

国民に我が国が積極的に保護を与える必要がないという衡平の観念に基づく

ものと解されること，外国人による国家賠償請求について相互の保証を必要

とすることにより外国における日本国民の救済を拡充することにも資すると

考えられることからすると，国家賠償法６条による相互保証の規定に合理性

が認められることは明らかである。したがって，国家賠償法６条は憲法１７

条に反するものではない。さらに，実質的にみても，日本人が受けた被害に

ついて，その外国を相手に損害賠償請求ができない場合にまで，日本国が当

該外国の外国人の被害に対して損害賠償責任を負わなければならない理由は

ないというべきである，このような観点からしても，国家賠償法６条には合
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理性があり，憲法１７条に反するものとはいえない。 

以上 
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別紙１０ 損害 

第１ 原告らの主張 

 １ 本件被害者らの損害 

⑴ 逮捕（拉致）・収容・連行・強制労働による損害 

被告は，中国人労働者の拉致・連行政策を立案し，本件被害者らを中国におい

て拉致連行し，その結果，本件被害者らに，以下のような損害を与えた。 

ア 家族と引き離されたことによる精神的苦痛による損害 

本件被害者らは，自宅にいる際，あるいは，仕事に出ている最中，ある日突

然，日本軍によって拉致され，又は日本軍の手先である漢奸に騙されて，異国

である日本に強制的に連行され，長期にわたり家族との関係を引き裂かれ，著

しい精神的苦痛を被った。 

ａ１は，家に押し入ってきた私服の漢奸に連れ出され，ａ９は，保定城内で紙

を売り終えたての帰宅後に鉄橋を通過していた際，日本軍と傀儡軍に捕らえられ

た。ａ１２は，行商に行った際に捕らえられ，ａ６は，原告Ａ６の母や兄が泣き

叫ぶ中，漢奸に捕らえられた。 

そして，本件被害者らは，日本での強制労働の最中，家族と一切の連絡をとる

ことはできず，ａ１やａ９は，花岡で死亡したため，再び家族に会うことはでき

なかった。 

イ 俘虜収容所における「訓練」過程の肉体的，精神的苦痛による損害   

本件被害者らは，まず，俘虜収容所等に送られた。俘虜収容所等では，食料

も不足する中で，過酷な訓練が行われ，従わない者や逃亡を疑われた者は，暴

行・拷問を受けたりするなど著しい肉体的，精神的苦痛を被った。 

ａ３，ａ４，ａ８，ａ９，ａ１０，ａ１３らは，石門俘虜収容所に送られた。 

ａ１３は着ている服をすべて脱がされ，代わりに着古された短いズボンに着替

えさせられ，消毒といって高圧の水をかけられた。毎日隊列訓練を強いられ，「大

東亜共栄」と叫ばされた。食事は１日２食で，１食につき１両の高梁飯が与えら
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れた。数十人の中国人労働者が小さな小屋に押し込まれ，伝染病が流行しても，

死体は埋葬されることなく放置され，小屋の中はダニやノミであふれていた。寝

るときも話をしてはならず，隊列を組むときは直立不動を強いられた。飢えで腰

を伸ばせない者がたくさんいたが，日本兵に警棒で殴られた。少しでも不服従が

あれば，全く日が射さない水牢に入れられた。毎日７，８０人が死亡し，病人が

出ても治療を受けさせてもらえず，働けなくなった中国人労働者は，まだ息があ

るうちから万人坑に投げ込まれた。 

ａ１４は，洛陽西宮営房で，５０人余りの中国人労働者とともに２つの部屋に

押し込まれた。そして，この部屋の中で大小便を強いられ，外に出ることも許さ

れず，毎日生のトウモロコシと汚れた水を与えられるだけで２０日余り監禁され，

その間に多くの中国人労働者が飢えや病気で死亡した。死体は，建物の近くにあ

った井戸の中に投げ込まれた。 

ａ１２は，山東省済南市新華院で１か月余り苦役に就かされたが，毎日粗末な

食事と，まともな衣服もない状態で，日本軍の監視員から暴行を受け続けた。 

   ウ 輸送過程における肉体的，精神的苦痛による損害 

本件被害者らは，飲料水や食糧も足りないまま，貨物船に詰め込まれて

輸送されたため，船内は劣悪な環境となり，著しい肉体的，精神的苦痛を

被った。 

ａ６は船底の船倉に押し込められた。船倉内は窒息しそうなほどむせかえって

おり，食事は，粟の飯を湯呑みほどの器で１膳しか与えられず，水も極めて僅か

な量しか与えられなかった。 

ａ８は，鉄鉱石を積載した貨物船に詰め込まれた。 

ａ１４も一面の鉱石が積まれた船倉に詰め込まれて，数百人の中国人労働者と

ともに鉱石の上に座らされた。 

⑵ 強制労働中の日本における損害 

被告は，日本に連行された本件被害者らが，各事業場において強制労働に従事さ
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せられた際，その健康管理や保護を怠り，劣悪な労働環境を作出し，その結果，本

件被害者らに，以下のような損害を与えた。 

ア 過酷な労働と食料不足による肉体的，精神的苦痛による損害 

鹿島組花岡事業場や港運大阪築港事業場における労働実態は，その過酷な労働

内容と食料不足のため，本件被害者らにとって苛烈を極め，被告は，かかる労働

状況を自ら作出し，そのことを把握しながら何の保護措置も執らず，本件被害者

らに，著しい肉体的，精神的苦痛を与えた。 

ａ５，ａ６は，鹿島組花岡事業場において，暗渠を掘り，堤防を修築する工事

につかされ，長時間にわたり，石や砂を運び，あるいは手押し車で数百キログラ

ムもある石や砂を運ばされた。満足な食べ物を与えられなかったばかりか，作業

中も日本人補導員から暴行を受け続けた。 

ａ８は，暗渠の改修作業を毎日十三，四時間以上させられながら，食べ物はど

んぐり粉と漬け物だけであった。冬になると，寒風大雪の中でも草鞋履きで，凍

りつく水に入ったまま作業をすることを強いられた。寒さに耐えきれず，セメン

ト袋を身にまとったが，補導員に見つかると，怒鳴られてセメント袋を捨てさせ

られた。 

ａ４は，１９４４年（昭和１９年）の冬の間は，セメントの作業をしたり，河

床を掘ったり，トロッコを押したりしていたが，積雪量が２メートルの中でも，

透けて見えるほど薄い衣服しか与えられず，草鞋で作業したため，凍傷で足は腫

れあがった。 

ａ９は，過労と飢えによって倒れたため，病舎に収容されたが，満足な治療

も医薬品も与えられず，逆に食事の量を半分に減らされ，補導員から激しく殴

打され，ついには死亡した。 

港運大阪築港事業場においても，ａ１３は，食べ物にも事欠き，身体にぼろ毛

布を羽織り，つま先が露出したぼろ靴を拾って履いていた。冬も一重の服で，板

張りのみすぼらしい小屋には火もなく，まるで氷穴の中にいるようであった。海
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辺で貨物船での荷役を毎日１３時間もさせられ，少しでも動作が鈍いと監督に

散々殴られた。 

ａ１４やａ１２は，鉄の塊や石炭を毎日，数十時間も運ばされながら，食事は，

朝昼晩それぞれ，マントウ１個と１碗のかゆだけ，おにぎり一つだけなどとごく

僅かであった。 

被告は，このような過酷な労働を放置したばかりか，むしろそれを助長した。 

イ 暴行虐待拷問を受け続けたことによる肉体的，精神的苦痛による損害 

本件被害者らは，日常的に，仕事が遅い，言葉が通じない，ミスをしたなどの

ささいな理由で，補導員から暴行虐待を受け続けた。 

中でも，鹿島組花岡事業場における，花岡事件後の暴行虐待はすさまじく，本

件被害者らは，帰国後も残存するほどの肉体的，精神的苦痛を被った。 

ａ２，ａ３，ａ４，ａ５，ａ６，ａ７，ａ８，ａ１０は花岡事件に参加したが，

全員捕らえられ，花岡中山寮共楽館広場で，３日間，飲まず食わずで，砂利石だ

らけの広場にひざまずかされた。日中は強い日ざしにさらされ，一日目の夜は大

雨にさらされ，加えて，暴行虐待が行われた。 

ａ３は，かかる暴行，虐待を受けた結果，１９４５年（昭和２０年）７月７日，

死亡した。 

ａ４やａ８は，その後も執拗に拷問を受けた。 

ａ４は，警察官から，棍棒で殴りつけられ，両親指をひもで体の後ろで縛られ

た状態にされてはしごにくくり付けられ，天井に引き上げられて，棒で背中や上

肢，下肢を殴られ，胃が一杯に膨れ上がるまでやかんで口から水を注がれ，吐き

出すまで腹を踏みつけられるなどの拷問を受けた。 

ａ８も警察署に連行され，肉が焼けるほど脚に炭火を押し付けられたり，手の

関節を木の棒で打ち砕かれるという激しい拷問にさらされた。 

被告は，このような暴行，拷問及び虐待を禁止すべき立場にあったにもかかわ

らず，これを放置し，むしろ助長した。 
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⑶ 帰国後も継続した後遺症による損害 

被告が中国人労働者を強制連行し，保護義務を怠ったことにより生じた上記の肉

体的，精神的苦痛は，帰国後も残存して，本件被害者らを苦しめ続けた。 

ａ２は，花岡での苦しみを家族にも話さず，一人で抱え込んで死亡し，ａ５は，日

本での苦難と身内が日本兵に殺されていた精神的なショックのため，帰国後，胃潰

瘍を患い，精神錯乱にも陥った。 

ａ６は，花岡で罹患した気管支炎，胃潰瘍に苦しんだ。 

ａ７は，手の震えが後遺症として残り，６０年以上にわたって，農業に支障が生

じた。 

ａ１３は，日本での過酷な状況による精神的なショックに加え，体中に疥癬の痕

が醜く残ってしまったことから勃起障害となり，帰国後，子ができなかった。 

ａ１２は，大阪での石炭荷役の影響で肺結核と肺気腫に罹患し，働くことができ

なくなったほか，家族はその治療費，薬代を調達するために借金を重ねることにな

った。 

⑷ 戦後の保護義務・救護義務違反，新たな加害による損害 

被告は，ポツダム宣言を受諾後，本件被害者らが，強制連行による損害を回復で

きないまま生活に困窮していた際に，何らの補償もせずに救護義務を怠り，本件被

害者らに謝罪しないばかりか名誉回復を妨害したことによって，本件被害者らに以

下のような損害を与えた。 

   ア 生活困窮による財産的損害 

     強制連行された本件被害者らは，皆一家の稼ぎ頭であったため，長期にわたる連

行により，家族は困窮した。 

それにもかかわらず，被告は，ポツダム宣言受諾後も何らの補償もしなかった

ため，本件被害者らは，帰国しても，その後遺症から十分に働けない，日本に強

制連行されたことで裏切り者扱いされ職にも就けないなどの理由で，生活が困窮

し，多大な財産的な損害を被った。 
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ａ８は，祖国に戻った後，日本に連行されたことを理由にスパイであると疑わ

れ，軍（武装部）においても昇進がないなど苦労を重ねた。 

ａ１４は，１９６０年代に，日本で労工をしていたことが原因で復員軍人鋼鉄

工場を解雇され，１９６７年（昭和４２年）頃，「裏切り者」として，故郷に帰さ

れた。 

ａ１１は，人民解放軍の第四野戦軍に編入され，中国農業銀行に勤務したが，

１９７０年（昭和４５年）になると日本に連行されたことを白状しろと問い詰め

られ，売国奴とつるし上げられ，同銀行を解雇されたため，一家は，生活に困窮

することとなった。 

イ 名誉侵害による精神的損害 

     被告は，本件被害者らに謝罪しないばかりか，俘虜であることを隠蔽し，契約労

働者であるなどとしたため，本件被害者らは，自らの意思で，日本の事業所で労働

に従事したかのように扱われた。本件被害者らは，愛する祖国から敵国に連行され，

侵略する側の生産活動に従事させられたという重大な負い目を持って生活せざる

を得なかった上，上記のとおり裏切り者扱いをされ続け，勤務先において不当に解

雇されたり，昇進もままならなかったりするなど，その名誉ないし名誉感情は侵害

され続けている。 

２ 遺族固有の損害 

   原告らのうち，本件被害者らの子ないし孫である者については，父ないし祖父がある

日突然，日本に強制連行され，強制労働の結果死亡したことによる悲しみは著しく，ま

た，父ないし祖父が死亡したことで，それまでの暮らしが没落し一家離散となり，経済

的にも困窮を極めているのであって，かかる精神的苦痛及び財産的損害については，遺

族固有の損害として認められるべきである。 

   原告Ａ１の一家は，父ａ１を失ったことで，日々の食事にさえ困るほどに生活に困窮

し，兄とともに方々に物乞いをしたり出稼ぎにいったり，姉は幼くして嫁がざるを得ず，

一家はばらばらになった。 
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   ａ３の家庭は，もともと裕福であったにもかかわらず，ａ３の死によって，一気に生

活に困窮し，家族にも次々と不幸が訪れ，生き残ったのはＢＮと原告Ａ３だけであった。 

６ 損害額並びに謝罪文及び謝罪広告の必要性 

⑴ 損害額 

ア 以上のような被告の行為によって生じた，本件被害者らの肉体的，精神的苦痛，

財産的損害を慰謝料として金額に評価すれば，一人当たり５０００万円を下らず，

原告らのうち本件被害者らの遺族である者については，これを相続分に応じて相

続すること，遺族固有の慰謝料請求権も加わることも勘案して，一部請求として

以下のとおり請求する。 

 原告Ａ１，原告Ａ２，原告Ａ３，原告Ａ４，原告Ａ５，原告Ａ６，原告Ａ１１，原

告Ａ１２，原告Ａ１５，原告Ａ１６，原告Ａ１７，原告Ａ１８，原告Ａ１９ 

一人当たり５００万円 

 原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０ 一人当たり１２５万円 

 原告Ａ１３及び原告Ａ１４ 一人当たり２５０万円 

イ また，原告らは，本件訴訟の提起及び追行に当たっては，原告代理人ら弁護士に

訴訟遂行を依頼せざるを得なかったため，弁護士費用についても，相当因果関係

がある損害であり，その額は以下のとおりである。 

原告Ａ１，原告Ａ２，原告Ａ３，原告Ａ４，原告Ａ５，原告Ａ６，原告Ａ１１，原

告Ａ１２，原告Ａ１５，原告Ａ１６，原告Ａ１７，原告Ａ１８，原告Ａ１９ 

一人当たり５０万円 

 原告Ａ７，原告Ａ８，原告Ａ９及び原告Ａ１０ 一人当たり１２万５０００円 

 原告Ａ１３及び原告Ａ１４ 一人当たり２５万円 

⑵ 謝罪文及び謝罪広告の必要性 

被告の行為によって原告ら及び本件被害者らの名誉が侵害され続けていること，

被害の大きさ，被害の特殊性に鑑み，原告らの精神的苦痛を慰謝するためには，被告

の誠意ある謝罪が必須であることから，請求の趣旨のとおりの謝罪文の交付及び謝
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罪広告の掲示を求める。 

第２ 被告の主張 

   原告らの主張は争う。 

以上 
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別紙１１ 国家無答責の法理の適否 

第１ 被告の主張 

 １ 大日本帝国憲法下においては国家無答責の法理が基本的法政策として確立し

ていたこと 

⑴ 行政裁判法１６条及び旧民法３７３条の制定において，国家の公権力の行

使に係る行為から発生した損害の賠償責任を認める規定が設けられなかった

こと 

国家無答責の法理とは，国家の公権力の行使に係る行為から発生した損害

については，私法である民法の適用はなく，大日本帝国憲法下においては，

その他国家の賠償責任を認める実定法の規定がなかったことを根拠とする実

体法上の法理である。 

すなわち，大日本帝国憲法は，行政裁判制度に関し，行政裁判を司法裁判

より分離し，行政訴訟を審理するために司法裁判所とは別に行政裁判所を設

けること及びその構成は法律をもって定むべきものとする原則を掲げた（６

１条）。そして，１８９０年（明治２３年）６月３０日に公布された行政裁判

法１６条は，「行政裁判所ハ損害要償ノ訴訟ヲ受理セス」と規定し，行政裁判

所は国家に対する損害賠償請求訴訟を受理しないものとされていた。このよ

うに，国家の公権力の行使に係る行為から発生した損害については，司法裁

判所及び行政裁判所のいずれもが受理しないこととされていた。 

また，実体法である旧民法においても，制定過程では，ボアソナードの民

法草案３９３条に，「主人及ヒ棟梁，工業及ヒ運送ノ起作人又ハ其他ノ者，公

ケ及ヒ私ノ管理所ハ彼レ等ノ僕婢，職工，傭員又ハ使用人ニ因リ引起サレタ

ル損害ノ責ニ任スヘクアル，彼レ等ニ委託セラレテアル所ノ職務ノ執行ニ於

テ又ハ其効果ニ於テ」と定められ，国が私人と同様，民法に基づいて使用者

責任を負う旨が規定されていたが，最終的には，同草案３９３条の国家責任

を定めた部分は旧民法３７３条において削除され，国家の賠償責任は規定さ
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れなかった。 

このような立法がされた理由は，立法者が公権的活動に対しては民法に基

づく国家責任を否定する意思を有していたことによるのであって，行政裁判

法と旧民法が公布された１８９０年（明治２３年）の時点で，公権力の行使

について国家無答責の法理を採用するという基本的法政策が確立したのであ

る。 

⑵ 現行民法７１５条は公法上の行為には適用されないものとして制定された

こと 

現行民法（明治２９年法律第８９号）も，国家無答責の法理を前提として

制定されたものである。 

この点については，現行民法の起草者の一人である梅謙次郎が，現行民法

制定後の文献において，立法論としては国の損害賠償責任を規定した方がよ

いとの見解を述べつつ，現行民法７１５条（草案７２３条）の解釈として

は，「國ニ付テ何等ノ規定ガナイカラト云ッテ，民７１５ヲ適用スルコトハ出

来ヌ，寧ロ國ニハ不法行為ノ責任ナシト論決セネバナラヌ」と明確に述べ，

同じく起草者の一人である富井政章も，民法制定後の文献において，やはり

立法論としては国の損害賠償責任を肯定すべきであるとしつつ，現行民法７

１５条（草案７２３条）の解釈としては，「官吏ノ加害行為ニ對スル国家ノ責

任モ」民法７１５条「ニヨリテ規定シ居ルモノナランカ余ハコノ場合ニ適用

スヘキ規定ニアラスト思フ，民法ハ此ノ問題ノ決定ヲ行政法規ニ譲ル考ナリ

シカト思ハル（中略）余ノ解スル所ニヨレハ特別ノ明文アル若干ノ場合ヲ除

ク外一般原則トシテハ国家ニ賠償ノ義務ナシト云フ仕組ニナリ居ルト思フ」

と明確に述べているところである。 

⑶ 国家賠償法が国家無答責の法理を前提として制定されたこと 

ア 公権力の行使による国家賠償の問題と民法の不法行為責任の問題とは性

質が異なること，及び国家賠償法１条は公権力の行使による損害につき国
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家賠償責任を創設した規定であることについては，１９４７年（昭和２２

年）７月１６日の第１回国会衆議院司法委員会において，国家賠償法案を

審議する際に，ＣＷ政府委員により，「從來國家公権力行使についての不法

行爲の場合においては，國家は賠償責任がないという理論が判例，学説で

大体確立されておりますので，今度憲法の規定によって國家が賠償責任が

あるというそういう立法をすべきことを憲法で要請されておりますので，

すなわちこの法律によって初めて國家が賠償の義務あることを明らかにい

たしたものと考えております。」旨説明され，明確にされている。民法と国

家賠償法の関係について，立法者は，一般法と特別法の関係ではなく，別

個の法体系に属するものと考えて，国家賠償法案を作成したのである。 

そして，ＣＷ政府委員は，１９４７年（昭和２２年）７月２９日の同国

会衆議院司法委員会において，「本法案が國家賠償の一般法になり，さらに

特別法があればその特別法によるという建前が５條であります。」旨説明

し，国家賠償法が，新たに創設された国家賠償制度における一般法である

ことも明言している。 

イ また，国家賠償法案の国会への提出は，ＧＨＱの認可を経てなされたも

のであるが，国家賠償法案についてのＧＨＱとの折衝は，１９４７年（昭

和２２年）５月から６月にかけて，１０回にわたって行われた。そのＧＨ

Ｑとの折衝の際に，日本国政府は，①国又は公共団体の公権力の行使によ

る損害については，民法上の責任はない，②国又は公共団体の純然たる私

経済活動については，民法の規定で責任を負う，③その中間の場合，即

ち，公権力の行使は伴わないが民法が働くか否か疑問の場合は２条で救済

するという考えを示した。これに対し，公法私法二元論をとらないアメリ

カにとって，両者の区別を前提とした日本側の説明は理解に苦しむもので

あったようであるが，最終的には，日米両法制の基本的構造の相違という

ことで納得して，公権力の行使による損害について民法上の責任がないと
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いう日本国政府の説明を了承している。 

ウ 以上の審議内容及びＧＨＱとの折衝過程から明らかなように，戦前及び

戦後を通じて，公権力の行使による損害については，公法関係の問題とし

て，私法関係を規律する民法の不法行為規定の適用がないことを前提に，

戦前は，公権力の行使による損害については，賠償責任を認める一般的規

定はなく，原則として賠償責任を認めず，個別の行政分野について，例外

的に特別法によって賠償責任を認めるにとどめていた。これに対し，戦後

は，国家賠償法の制定により，違法な公権力の行使による損害について

は，原則として賠償責任を負わせることとしたが，国家賠償法５条によ

り，個別の分野において，合理性がある限り，その例外を設けたり，国家

賠償法１条とは異なった要件を設けることを許容した。すなわち，戦前

は，公権力の行使という公法関係の分野において，国家賠償責任を認める

法律がなかったことがいわば一般法として位置づけられ，戦後は，逆に，

一般的に国家賠償責任を認める国家賠償法がいわば一般法として位置づけ

られることとなったのである。 

エ そして，上記の理解の下，国家賠償法は，附則６項において，「この法律

施行前の行為に基づく損害については，なお従前の例による。」と定めてい

る。この「なお従前の例による」との法令用語は，法令を改正又は廃止し

た場合に，改廃直前の法令を含めた法制度をそのままの状態で適用するこ

とを意味するものである。すなわち，国家賠償法施行前の公権力の行使に

伴う損害賠償が問題とされる事案については，国家賠償法それ自体の遡及

適用を否定するのみならず，それまでに採用されていた国家無答責の法理

という法制度がそのまま適用されることにより，国又は地方公共団体が責

任を負わないことを明らかにする趣旨である。 

この点，国家賠償法案を審議した第１回国会の衆議院本会議（１９４７

年（昭和２２年）８月７日開催）において，司法委員長松永義雄は，司法



 

216 

 

委員会における同法案の審議経過の報告として，「本法案施行前の行為に基

き施行後に発生した損害に対する処置いかんとの質疑がなされたのに対

し，国または公共団体に賠償責任なしとの政府の答弁でありました。」と述

べており，その後本会議で討議が行われ，可決されているところである。

この答弁は，国家賠償法施行前の行為に基づき同法施行前に発生した損害

について，国又は公共団体が賠償責任を負うことがないことを当然の前提

とした上で，国家賠償法の立法者意思として，同法施行前の公権力の行使

については，その損害の発生が同法施行前か施行後かにかかわらず，一律

に国又は公共団体は賠償責任を負わないとしていることを示し，「従前の

例」が国家賠償法施行前に適用されていた国家無答責の法理であることを

明らかにしている。 

⑷ 小括 

以上のとおり，行政裁判法，旧民法，現行民法及び国家賠償法の規定振り

及びその立法者意思によれば，大日本帝国憲法下においては，国家の公権力

の行使に係る行為から発生した損害については，私法である民法の適用はな

く，その他国家の賠償責任を認める実定法の規定も設けなかったことを根拠

とする実体法上の法理である国家無答責の法理が基本的法政策として確立し

ていたことは明らかである。 

２ 国家無答責の法理が適用されていたことは判例上も確立していること 

大日本帝国憲法下において，国家の公権力の行使に係る行為から発生した損害

について，民法の適用がなく，国の賠償責任が認められる余地のないことは，大

審院及び最高裁の確立した判例でもある（大審院昭和１６年判決，最高裁昭和２

５年判決）。 

このように，判例は，少なくとも現行民法制定後においては，公権力の行使に

ついて，一貫して，法律に特別の規定がない限り民法の不法行為法の適用がない

（民法は対等な私人間の法律関係に関する法であり，国と私人との権力的関係に
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本来適用されるものではない。）ものとして，国の損害賠償責任を否定してきた

のである。 

３ 原告らが民法の不法行為規定が適用されると主張する被告の加害行為が公権

力の行使である権力的作用に該当すること 

⑴ 国の権力的作用とは，行為の性質上，「国の統治権に基づく優越的な意思の

発動としての強制的・命令的作用」，「国家が個人に対して命令し服従を強制

する作用」をいい，それには，法的義務を課す強制のみならず，相手方の意

思を抑圧して物理的力を行使することを含むとされている。 

原告らが民法の不法行為規定が適用されると主張する被告の加害行為のう

ち，昭和１７年閣議決定及び昭和１９年次官会議決定に基づき，「日本の軍

隊，憲兵らが，本件被害者らを日本に連行し，鹿島組花岡事業場や大阪の各

事業場に引き渡した」，「内務省の官吏などは，事業場における中国人労働者

の処遇をより過酷なものにするよう指示している」といった作為に係る行為

は，国家行政の最高意思決定である閣議決定等に基づく戦時下における日本

国内の労働力を確保するという政策の遂行として，国の公務員である旧日本

軍等によって強制的に行われた拉致，連行行為や，中国人に強制労働を強い

ている私企業に対する指示といったものであり，行為の性質上，国の主権に

基づく権力的作用であることが明らかであるから，民法７０９条及び７１５

条等が適用される余地はない。 

また，原告らは，先行行為に基づく不法行為責任を掲げているが，その実

質は，国家賠償法施行前の行為による被害を内容とするものであって，独立

した不法行為を構成するものとはいえない。そもそも，上記で述べたとお

り，国家賠償法附則６項は，同法施行前の行為に基づき施行後に発生した損

害について国は賠償責任を負わないとしているところ，同法施行前の行為に

よって発生した損害について同法施行後に原状回復の義務を負わせ，その不

作為につき同法の適用を認めれば，結局，同法施行前の行為について賠償責
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任を負わせることになるから，同法附則６項の趣旨に反するのであって，か

かる点からも，原告らが主張するような作為義務を観念する余地はない。 

⑵ これに対し，原告らは，「強制連行・強制労働の契機となった昭和１７年閣

議決定及び昭和１９年次官会議決定は，日本の私企業の労働力確保に関する

ものであり，私経済作用の性質を有しているから，官吏らによる加害行為に

よる損害については，民法が適用される。」旨主張する。 

しかしながら，原告らの上記主張は，国の公務員のいかなる行為が，本件

被害者らとの関係においてどのような意味で私経済作用の性質を有している

と主張するものか具体的な主張がないため，主張自体失当であるというほか

ない。 

なお，原告らのいう「日本の私企業の労働力確保」について，私企業で本

件被害者らが労働するという点を私人間の雇用関係として私経済的な作用と

とらえる余地があるとしても，国と本件被害者らとの間には雇用又はこれに

準じるような法律関係が存在するわけではないから，国との関係についてま

で直ちに私経済作用と認めることはできない。また，上記のとおり，原告ら

が民法の不法行為規定が適用されると主張する被告の加害行為のうち戦時中

の作為に係る行為は，原告らの主張を前提とすれば，行為の性質上，当然に

権力的作用と認められるものであるところ，これが私企業の労働力確保を目

的とするものであったとしても，あるいは，仮に，その行為の一部分に私経

済的な面を認め得る余地があるとしても，当該行為の強制的・命令的作用が

否定されない限り，権力的作用であることが否定されるものではない。 

したがって，いずれにしても，民法の不法行為規定が適用されるとの原告

らの前記主張は失当である。 

第２ 原告らの主張 

１ 被告は，行政裁判所法１６条及び旧民法３７３条の制定において，国家の公権

力の行使に係る行為から発生した損害の賠償責任を認める規定が設けられず，現
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行民法７１５条及び国家賠償法も，国家無答責の法理を前提として制定されたと

主張する。 

しかし，大日本帝国憲法は国家賠償を否定する規定を置いておらず，行政裁判

所法１６条は，行政処分に対する不服の訴訟はもちろん，行政処分に起因する損

害賠償請求事件や損失補償請求事件，すなわち行政裁判法の規定に基づいて行政

裁判所の管轄事件とすべき訴訟を司法裁判所の管轄外としたものにすぎず，国家

無答責の法理を当然の前提として，行政裁判所の損害賠償請求事件に係る事物管

轄の範囲を定めたものではない。また，裁判所構成法や，旧民法３７３条の立法

過程においても，公権力の行使に伴う賠償責任が否定されてはいなかった。そし

て，現行民法及び国家賠償法も，その立法過程に照らし，国家無答責の法理を前

提として制定されたものとはいえない。 

 また被告は，大日本帝国憲法下において，国家の公権力の行使に係る行為から

発生した損害について，民法の適用がなく，国の賠償責任が認められる余地のな

いことは，大審院及び最高裁の確立した判例であると主張する。 

しかし，大審院が国家無答責の法理について一貫した立場をとっていたなどと

いう事実はなく，その内容は動揺しており，法源性は認められない。そして，戦

前の立法者意思，裁判例の変遷，学説状況等から見ると，「国家無答責の法理」な

るものは，法理論上は極めて脆弱なもので，常に変容し得る可能性を秘めたもの

であったのであり，戦前の法令の解釈をし直し，究極的には個人の幸福追求権の

尊重（憲法１３条，民法２条）という価値原理に則って法令の解釈適用を行わな

ければならない現代において，これを堅持する必要は全くない。 

このように，国家無答責の法理は，法令ではないことはもちろんのこと，実定

法上の根拠を持つ法理でもなく，判例法理にすぎないから，日本国憲法を前提と

する現在の価値観により，国家無答責の法理の判例法理としての妥当性は否定さ

れるべきである。 

２ 被告の加害行為が公権力の行使である権力的作用に該当しないこと 
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仮に国家無答責の法理を適用する余地があるとしても，本件における被告の加

害行為は，公権力の行使である権力的作用には当たらず，国家無答責の法理は適

用されない。 

「公権力の行使」「国の権力的作用」に当たるためには，以下の３つの要件が必

要である。 

第１に，加害行為が実質的に強制力ないし権力の行使といえる性質のものであ

ることが必要である。すなわち，法行為であれば相手方である私人の権利・自由

を一方的に制限し，事実行為であれば身体・財産に強制を加える性質のものでな

ければならない。 

第２に，適法に行使すれば適法な公権力の行使と評価されるような授権が与え

られていることが必要である。そもそも，「適法に公権力を行使する権限」が与え

られてこそ，初めて「違法に公権力を行使する権限」があり得るのである。それ

に対して，「適法に公権力を行使する権限」なくして行われた公務員の実力行使

は，単なる「裸の暴力」にすぎず，国家無答責の法理が妥当する前提となるべき

「公権力の行使」に当たらない。 

第３に，加害行為が国の統治権ないし主権に服する者に対する行為であること

が必要である。これは，日本国の主権ないし統治権が，他国ないし他国の国民に

対して及ばないことから導かれる当然の要件である。 

原告らが民法の不法行為規定が適用されると主張する被告の加害行為は，いず

れも，第１の要件は充足するものの，第２及び第３の要件を充足していないから，

国家無答責の法理が適用されず，民法の不法行為規定が適用される。 

以上 
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別紙１２ 除斥期間による請求権の消滅の成否 

第１ 被告の主張 

１ 総論 

仮に，中華民国民法（別紙７），不法行為（別紙８）又は国家賠償法（別紙９）

に基づく損害賠償請求権が発生したとしても，原告らの主張する被告の加害行為

のうち，先行行為に基づく保護義務違反以外の行為は，民法７２４条後段の除斥

期間の経過により，その損害賠償請求権は法律上消滅している。 

すなわち，原告らが主張する加害行為のうち，連行政策を立案した上で，本件

被害者らを中国において拉致し，連行した行為，及び，日本に連行された本件被

害者らが，各企業において強制労働に従事させられる際，劣悪な労働環境を作出

した行為は，戦前における行為であり，名誉毀損等（国家賠償法）については，

原告らが指摘する国会の答弁ないし被告の戦前の違法な国家政策が実施されて

から２０年以上経過してから権利主張をしたものであるから，民法７２４条後段

の除斥期間の経過により，その損害賠償請求権は消滅している。なお，先行行為

に基づく保護義務違反については，独立した法的主張と解する余地はない。 

２ 除斥期間の適用制限がないこと 

⑴ 除斥期間の適用が制限されるためには，①時効の停止等その根拠となる規定

があり，かつ，②除斥期間を適用することが著しく正義・公平に反する事情が

あるという２つの要素が必要である。 

⑵ア ①につき，本件の事案においては，法定代理人の不存在や相続人未確定等

による民法上の時効の停止（民法１５８条，１６０条等）のような，除斥期

間の適用を制限する実体法上の規定はない。 

イ この点につき原告らは，刑訴法２５５条が根拠条文になると主張する。 

刑訴法２５５条が，㋐犯人が国外に逃亡している場合又は㋑逃げ隠れてい

るため有効に起訴状の謄本の送達若しくは略式命令の告知ができなかった

場合において，公訴時効が停止する旨を規定している趣旨は，㋐の場合につ
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いては，起訴状謄本の送達が困難であること及び犯人が国外にいる場合に捜

査権が及ばないことにあるとされ，㋑の場合については，訴追を免れるため

に逃げ隠れしている者に時効の利益を与えるのは不合理であるとの趣旨で

あるとされている。 

本件においては，原告らが主張する被告の加害行為（中国における拉致・

連行行為，強制労働時における保護義務違反行為及び積極的加害行為，戦後

における救護義務違反行為及び積極的加害行為）について，原告らが被告を

相手方として損害賠償訴訟を提起するに当たり，訴状送達が困難であったり，

訴訟提起のための資料の収集が不可能になっていたり，被告が訴訟提起を免

れるために逃げ隠れしていたという事情はない。 

原告らは，原告らが一民間人であるにすぎないから，提訴が困難であるこ

とも根拠として，刑訴法２５５条の法意が本件に妥当すると主張しているも

のと解される。しかし，同条は，被訴追者が国外にいるとか，被訴追者が逃

げ隠れしていることなど，飽くまで被訴追者側の事情によって起訴等が困難

になる場合について公訴時効の停止を認める趣旨の規定なのであって，被訴

追者側の事情とは関係がない訴追者側の属性に基づいて公訴時効の停止を

認めるものではない。よって，一民間人にすぎないという原告側の属性は，

刑訴法２５５条の法意が本件に妥当するか否かに関して影響するものでは

ない。 

さらに，原告らは，被告が組織的に事実の隠滅隠蔽を図ったことからして

も，刑訴法２５５条の法意が本件に妥当すると主張する。原告らがいかなる

意味において被告が組織的に事実の証拠隠滅を図ったと主張するのかは明

確でないが，仮に原告らの主張する戦後の政府答弁を指すのであるとしても，

上記答弁は，答弁当時の調査状況等に基づいてなされたものであって，殊更

虚偽が述べられたというものではない。 

そうすると，本件について，刑訴法２５５条が上記㋐及び㋑の場合につい
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て公訴時効の停止を規定している趣旨が妥当するとはいえず，同条は，除斥

期間の適用を制限することの根拠にはならない。 

⑶ ②についてみても，原告らが主張する内容は，加害行為の悪質性を強調する

のみで，最高裁平成１０年判決や最高裁平成２１年判決の事案におけるような，

被害者の権利行使が客観的に不可能な状況があり，かつ，それが加害者の不法

行為に起因するという事情はない。 

すなわち，原告らは，加害行為の内容として，連行政策を立案した上で，本

件被害者らを中国において拉致し，連行を行った行為（加害行為①），日本に連

行された本件被害者らが，各企業において強制労働に従事させられる際，本件

被害者らの健康管理や保護を怠った行為（加害行為②），日本に連行された本

件被害者らが，各企業において強制労働に従事させられる際，劣悪な労働環境

を作出した行為（加害行為③），戦後，本件被害者ら及び原告らが，強制連行に

よる損害を回復できないまま生活に困窮していた際に，救護義務を怠った行為

（加害行為④），戦後，中国人労働者らの被害の事実を積極的に隠蔽する答弁

を行い，本件被害者ら及び原告らの名誉を毀損し，名誉回復を妨害した行為（加

害行為⑤）を主張するものの，これらは，原告らの視点で加害行為の悪質性を

強調するものにすぎず，これらの行為に起因して損害賠償請求権の行使が客観

的に不可能になったという事情ではない。 

原告らは，権利行使の可能性がなかった事情をるる主張するが，本件被害者

ら及び原告らにおいて，被告による加害行為及びこれによる被害を認識し得た

以上，損害賠償請求をすることは可能であり，日本の裁判所への提訴は日本へ

の渡航を法的要件とするものではないし，除斥期間の性質とその法意に照らせ

ば，本件被害者ら及び原告らの経済状況，あるいは中国国内における政策的な

事情はもとより，国交正常化がなされていなかった等の事情についても，除斥

期間の進行を妨げる理由になるものではない。 

この点，原告らは，被告が殺人や虐待を覆い隠す内容の外務省報告書を作成
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し，その後，これを焼却した上，国会において虚偽答弁をしたなどとして，「被

告は，加害者の立場でありながら，被害者が，事実を知り得ない状況を殊更に

作出し，そのために被害者は権利行使をすることができず，除斥期間が経過し

てしまった」と主張するが，仮にこれらの事情があったとしても，本件被害者

ら及び原告らは，その主張する加害行為及びこれによる被害を認識し得たこと

には変わりはなく，原告らの当該主張は，結局のところ，法的に損害賠償請求

が可能であることを前提にして，証拠資料の収集等の訴訟提起の準備が整わな

かったことを述べるものにすぎない。 

よって，除斥期間を適用することが，著しく正義・公平に反するとはいえな

い。 

第２ 原告らの主張 

被告の除斥期間の主張は争う。 

原告らは，被告の加害行為を，連行政策を立案した上で，本件被害者らを中国

において拉致し，連行を行った行為（加害行為①），日本に連行された本件被害者

らが，各企業において強制労働に従事させられる際，本件被害者らの健康管理や

保護を怠った行為（加害行為②），日本に連行された本件被害者らが，各企業にお

いて強制労働に従事させられる際，劣悪な労働環境を作出した行為（加害行為③），

戦後，本件被害者ら若しくはその遺族である原告らが，強制連行による損害を回

復できないまま生活に困窮していた際に，救護義務を行った行為（加害行為④），

戦後，中国人労働者らの被害の事実を積極的に隠蔽する答弁を行い，原告ら及び

本件被害者らの名誉を毀損し，名誉回復を妨害した行為（加害行為⑤）に分けて

主張しているが，いずれについても除斥期間が適用される余地はない。 

１ 加害行為①について 

加害行為①については，法例１１条１項の「不法行為」に該当するから，行為

地法主義の原則により，当時の中国法（中華民国民法１８４条１項前段，１８８

条１項前段，１９５条１項）が適用される。 
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したがって，除斥期間を定めた民法７２４条後段の適用はない。 

２ 加害行為①，②，③，⑤について 

  ⑴ 総論 

加害行為②，③，⑤については，民法７２４条後段の除斥期間の適用は制限

されるべきである。また，仮に，上記①の行為について，法例１１条３項によ

って，民法７２４条後段が累積適用されるとしても，除斥期間の適用は制限さ

れるべきである。 

すなわち，民法７２４条後段は，法律関係を速やかに確定し法的安定性を維

持するという公益性の観点から，「不法行為の時」から２０年で不法行為に基

づく損害賠償請求権が消滅するとして，除斥期間を定めたものである。したが

って，著しく正義・公平に反し，条理にもとるような特段の事情がある場合に

は，時の経過の一事によって権利を消滅させる公益性に乏しいから，除斥期間

の適用を制限しなければならない。そして，特段の事情の判断に当たっては，

加害行為の悪質性，被害の重大性，除斥期間経過前の権利行使の客観的可能性，

その他加害者に損害賠償義務を免れさせることが相当でないような事情の有

無を検討するべきである。 

  ⑵ 加害行為の悪質性，被害の重大性 

本件は，被告による中国に対する全面的侵略戦争下において行われた，大規

模な残虐非道な中国人の強制連行であって，何の罪もない本件被害者らを強制

的に日本国内に移入させ，過酷な労働に従事させ，賃金は全く支払わず，食事

も満足に与えず，暴力虐待を繰り返し，人間としての尊厳を踏みにじったもの

であり，重大な国際法違反である。 

また，加害行為⑤についても，中国人労働者は，故郷である中国において，

戦後，「日本軍に自発的に協力した」，「日本軍のスパイ」として差別を受ける対

象になっており，被告の政府答弁の内容は，かかる差別を助長し，本件被害者

らの生活の立て直しを著しく困難にさせた。本件被害者らの中には，戦後昇進
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等において差別を受け，自殺をした者さえ存在するのである。 

かかる加害行為の悪質性を無視して，原告らの請求を，除斥期間を理由に切

り捨てることは，著しく正義，公平の原則に反する。 

⑶ 被告による隠蔽行為 

既述のとおり，被告は，強制連行という悪質極まりない行為によって，原告

らに多大な被害を与えてきたのであり，かかる先行行為をした被告には，真実

を解明し，被害者に賠償する義務がある。 

ところが，被告は，戦犯事案として追及されることに備えるため，実情調査

を開始しながら，中国人労働者に対する殺人や虐待を覆い隠す内容の外務省報

告書を作成した。そして，戦犯事案として追及されるおそれがなくなるや否や，

関係者に命じて外務省報告書及び事業場報告書を焼却させた。 

そして，国会においては，１９５４年（昭和２９年）９月６日以降，強制連

行・強制労働の事実はなかった，中国人労働者は自由な意思による雇用契約に

基づくものであったなどという虚偽の政府答弁を繰り返し，事実の解明を妨害

し，事実を隠蔽した。 

このように，被告は，加害者の立場でありながら，被害者が，事実を知り得

ない状況を殊更に作出し，そのために被害者は権利行使をすることができず，

除斥期間が経過してしまったのであり，かかる場合にも，被害者は一切の権利

行使をすることが許されず，原因を作った加害者は損害賠償義務を免れるとい

うことは，著しく正義・公平の理念に反する。 

⑷ 権利行使の客観的可能性がなかったこと 

強制連行・強制労働の対象となった中国人労働者は，「敵国のために働いた

者」という扱いを受け，名乗りを上げるのが困難な状況であった。 

また，日本国と中華人民共和国は，１９７２年（昭和４７年）に発出された

日中共同声明によって国交が正常化し，１９７８年（昭和５３年）の日中平和

友好条約により，正常な国家関係の基礎が確立された。もっとも，日中共同声
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明の中において「日本国に対する戦争賠償の請求を放棄する」とされていたこ

とから，中国人（中華人民共和国の国民。以下同じ。）にとっては，被告に対し

て損害賠償請求をすることができるのかが明らかではなかった。 

中華人民共和国の一般市民に海外渡航の道が開かれたのは，１９８６年（昭

和６１年）２月に公民出入国管理法が施行されてからである。しかも，旅券の

発給を受けるためには，旅行に必要な外貨費用証明が要件となっており，原告

ら及び本件被害者らにとって，高額の渡航費用は負担できなかった。また，中

国政府の旅券の発給を受けたとしても，日本国政府が入国査証を発給しなけれ

ば，日本に入国することはできず，原告ら及び本件被害者らの経済状況では到

底不可能であった。 

公民出入国管理法の施行後も，中華人民共和国は，かつて，国家主席が対日

関係に配慮した発言をしていたため，民間の市民運動や政治的活動の許されな

い社会状況が続き，中国人労働者が，中華人民共和国政府の意向を無視して，

日本に渡航し，訴訟を起こすなどして権利行使をすることは，不可能であった。 

その後，銭中国副首相兼外交部長が，１９９５年（平成７年）３月，「日中共

同声明で放棄したのは国家間の賠償であって，個人の賠償は含まれない」と発

言したことにより，初めて，中国人が被告に損害賠償請求を行うことが政治的，

社会的に可能となった。さらに，１９９５年（平成７年）頃から，強制連行の

被害者の訴訟支援を行う日本の弁護士もようやく現れたのであり，原告らによ

る権利行使が可能になったのは，日本の弁護士と出会った時期のことである。 

かかる被害者が置かれた状況を無視し，時の経過を理由にして一切の権利行

使をすることが許されず，加害者は損害賠償義務を免れるということは，著し

く正義・公平の理念に反する。 

⑸ まとめ 

以上のように，原告らの損害賠償請求権が除斥期間の経過によって消滅した

と解することは，著しく正義・公平の理念に反するものであることが明白であ
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って，除斥期間の適用は制限されるべきである。 

３ 加害行為④ 

加害行為④は，継続的な不作為であり，本件被害者らが帰国し，強制連行を脱

した時に開始しており，現在でも，終了していない。 

すなわち，被告は，戦時中，強制連行という悪質極まりない行為によって，本

件被害者らに多大な被害を与えてきたのであり，かかる先行行為をした被告には，

真実を明らかにし，本件被害者らが被った損害を賠償する義務がある。 

ところが，被告は，戦犯事案として追及されることに備えるため，実情調査を

開始しながら，殺人や虐待を覆い隠す内容で，外務省報告書を作成した。そして，

被告は，戦犯追及のおそれがなくなるや否や，強制連行の関係者に命じて，外務

省報告書及び事業場報告書を焼却させた。国会においては，強制連行・強制労働

の事実はなかったなどと，虚偽の答弁を繰り返し，事実の解明を妨害し，事実を

隠蔽した。さらに，被告は，現在に至るまでの間，加害企業に対して何ら刑事制

裁を加えなかったばかりか，手厚い国家補償までなしている。 

かかる被告の行為自体が，真実を明らかにし，本件被害者らが被った損害を賠

償する義務に違反しているのであって，本件被害者らに対して，新たな違法行為

を構成するのであって，被告の違法行為は現在まで継続しているというべきであ

る。 

継続的な不作為という違法行為の特質，違法行為終了時において，人生の被害

を全体として評価しなければ，損害額の適正な算定ができないという本件におけ

る損害の特質からは，除斥期間の起算点である「不法行為の時」は，違法行為終

了時と解するべきであって，除斥期間の規定により，損害賠償請求権は消滅しな

い。 

したがって，加害行為④は終了しておらず，除斥期間の規定は適用されない。 

４ 被告の反論について 

⑴ 被告は，除斥期間の適用が制限されるためには，時効の停止等その他根拠と
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なる規定があり，除斥期間を適用することが著しく正義・公平に反する事情が

あるという２つの要素が必要であると反論する。 

⑵ そもそも，除斥期間の適用が制限されるためには，時効の停止等その他根拠

となる規定が必要とはいえないが，仮に必要であるとしても，本件においては

刑事訴訟法２５５条の規定が根拠規定となる。 

刑事訴訟法２５５条は「犯人が国外にいる場合又は犯人が逃げ隠れているた

め有効に起訴状の謄本の送達若しくは略式命令の告知が出来なかった場合に

は，時効は，その国外にいる期間又は逃げ隠れている期間はその進行を停止す

る。」として，権利行使が困難でその期待可能性がない期間は，時効は進行しな

いことを定めている。これは，犯人が国外に逃亡している又は逃げ隠れしてい

るために有効に公訴提起等ができないことから，国外にいる間又は逃げ隠れし

ている間は公訴時効の進行自体を停止することを定めているものである。 

本件は，被告という国家が犯した行為の責任を追及する訴訟であり，原告ら

が被告を訴追する立場にあるといえる。日本国外にいる中国人の原告らが，被

告を相手にその責任を追及する裁判を起こすのであるから，刑事訴訟法の時効

の停止の規定の趣旨は，本件においても共通の基盤を有する。のみならず，刑

事訴訟法は，国家権力である捜査機関，訴追機関がその強力な権限を駆使して

もなお，犯人が国外にいる場合や逃げ隠れている場合は，公訴提起等の期待可

能性がないとして時効が停止すると規定しているのである。本件では，証拠を

収集し提訴するのは，国家権力とはおよそ無縁の一民間人である個人の中国人

にすぎない。しかも訴える相手は組織的に事実の隠滅隠蔽を図った被告という

外国の国家権力である。原告ら及び本件被害者らの権利行使が不可能であった

ことは，刑事訴訟法２５５条が予定する起訴の困難性，不可能性の比ではない。

同条の法意によって，本件において除斥期間の適用は制限されるべきである。 

以上 
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別紙１３ 請求権放棄による請求権の消滅の成否 

第１ 被告の主張 

１ 請求権の放棄により法的義務が消滅していること 

⑴ 別紙６ないし９，１１及び１２記載のとおり，原告らの請求にはいずれも法

的根拠がないが，仮に原告らの主張する被告の加害行為によって，本件被害者

ら及び原告らが被告に対し損害賠償請求権等を取得したと解する余地がある

としても，いわゆる請求権放棄の抗弁により，原告らの請求は棄却されるほか

ない。 

   ア サン・フランシスコ平和条約について 

日本国は，１９５１年（昭和２６年）９月８日，サン・フランシスコ市に

おいて，連合国４８か国との間でサン・フランシスコ平和条約を締結した。

サン・フランシスコ平和条約は，第二次世界大戦後における日本国の戦後処

理の骨格を定めたものであるところ，同条約の１４条(b)において，戦争賠

償（講和に際し敗戦国が戦勝国に対して提供する金銭その他の給付をいう。）

及び請求権の処理等に関し，「この条約に別段の定がある場合を除き，連合

国は，連合国のすべての賠償請求権，戦争の遂行中に日本国及びその国民が

とった行動から生じた連合国及びその国民の他の請求権並びに占領の直接

軍事費に関する連合国の請求権を放棄する。」と規定され，明文上，同条約の

当事国政府の有する日本国及びその国民に対する請求権のみならず，当事国

の国民の有する日本国及びその国民に対する同条項所定の請求権も含めて

放棄することが明示的に規定されている。 

ここにいう「請求権」とは，サン・フランシスコ平和条約１４条(b)が「戦

争の遂行中に日本国及びその国民がとった行動から生じた」請求権と定めて

いるとおり，戦争の遂行中に生じた請求権に限られるものではない。また，

ここにいう請求権の「放棄」とは，当該請求権に基づいて裁判上訴求する権

能を失わせることを意味するものと解される。 
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サン・フランシスコ平和条約の締結後，日本国政府と同条約の当事国政府

又は同条約の当事国とならなかった諸国又は地域との間で二国間の平和条

約及びその他関連する条約等を締結するなどして，戦争賠償及び請求権の処

理を行ってきたところであり，これらの諸国又は地域との間の条約等におい

ても，相手国及びその国民の日本国又はその国民に対する請求権の放棄が明

示的に規定されている。 

イ 日華平和条約及び日中共同声明について 

中華民国は，上記サン・フランシスコ平和条約の当事国ではなく，日中両

国及びその国民の間の戦争賠償及び財産並びに請求権の処理等については，

二国間条約において規定されている。 

すなわち，日本国政府は，１９５２年（昭和２７年）４月２８日，中華民

国政府を，中国を代表する正統政府であるとして，国家としての中国との間

で日華平和条約に署名した。日華平和条約１１条は，「この条約及びこれを

補足する文書に別段の定がある場合を除く外，日本国と中華民国との間に戦

争状態の存在の結果として生じた問題は，サン・フランシスコ条約の相当規

定に従って解決するものとする。」と規定しているところ，この規定にいう

「サン・フランシスコ条約の相当規定」には，１４条(b)及び１９条(a)も含

まれることから，この規定に従って，日本国及びその国民と中国及びその国

民との間の相互の請求権は，サン・フランシスコ平和条約１４条(a)１に基

づく賠償請求権と併せて，同条約１４条(b)及び１９条(a)の規定により，全

てが放棄されたことになる。 

その上，日本国政府は，いわゆる日中国交正常化交渉を経て，１９７２年

（昭和４７年）９月２９日，中華人民共和国政府とともに日中共同声明に署

名した。日中共同声明５項においては，「中華人民共和国政府は，中日両国国

民の友好のために，日本国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言す

る。」と述べられている。日中両国は，互いの立場の違いを十分理解した上
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で，実体としてこの問題の完全かつ最終的な解決を図るべく，このような規

定ぶりにつき一致したものであり，その結果は日華平和条約による処理と同

じであることを意図したものである。すなわち，戦争の遂行中に日本国及び

その国民がとった行動から生じた中国及びその国民の請求権は，法的には前

述のとおり，日華平和条約により，国によって放棄されているというのが日

本国の立場であり，このような立場は日中共同声明によって変更されている

わけではない。 

以上に述べたところによれば，このような中国国民の請求権については，

サン・フランシスコ平和条約の当事国たる連合国の国民の請求権と同様，裁

判上訴求する権能を失ったというべきであり，その請求は棄却されるべきで

ある。 

  ⑵ しかるところ，原告らの請求のうち，戦前の被告の行為を直接の原因とする

請求はもとより，戦後の名誉毀損行為や保護義務違反を原因とする請求につい

ても，その実質は戦前の被告の加害行為によって生じたとする損害ないし被害

状態を前提として，これを増加させ又はその回復を懈怠したというものである

から，いずれについても，「戦争の遂行中に日本国及びその国民がとった行動

から生じた（中略）請求権」に該当することは明らかである。 

したがって，原告らの請求権は全体として「放棄」されており，これにより，

原告らは裁判上訴求する権能を失ったというべきであるから，原告らの裁判上

の請求が認容される余地はない。 

２ 原告らの主張が失当であること 

  ⑴ 原告らは，いわゆる請求権放棄に関する被告の前記主張のみならず，最高裁

平成１９年判決に対しても，るる反論する。 

しかしながら，日本国である被告が，日華平和条約１１条，サン・フランシ

スコ平和条約１４条(b)及び日中共同声明５項を踏まえた請求権放棄の抗弁を

主張した場合に，「日中戦争の遂行中に生じた中華人民共和国の国民の日本国
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又はその国民若しくは法人に対する請求権」に基づく裁判上の請求が棄却を免

れないとの最高裁平成１９年判決の法理は，確立した判例であって，本件にお

ける原告らの損害賠償請求等がいかなる理由によっても認容される余地がな

いことは明らかである。 

したがって，原告らの主張は失当である。 

  ⑵ アクセス権侵害の主張は理由がないこと 

原告らは，Ｂ規約２条３項が「効果的な救済を受ける権利」を保証するもの

とし，Ｂ規約１４条が「公正な裁判を受ける権利」を保証するものとした上で，

両者を併せて「司法へのアクセス権」と構成し，最高裁平成１９年判決がサン・

フランシスコ平和条約の枠組みを日中共同声明にあてはめて原告らの裁判上

訴求する権能を喪失させる判断をしたことは，「司法へのアクセス権」を侵害

する重大な人権侵害である旨主張する。 

しかし，日本国は，日本国憲法の秩序においてＢ規約を批准したものであっ

て，Ｂ規約２条３項や１４条の規定が存在したとしても，それらの規定が保障

する内容は，裁判を受ける権利を保障した憲法３２条において十分保証されて

いる。 

そして，最高裁平成１９年判決は，日中戦争の遂行中に生じた中華人民共和

国の国民の請求権について，裁判上請求する権能を失ったというにすぎず，原

告らが裁判を受けること自体については何ら否定されていないのであるから，

同判決の判断は，憲法３２条の保障する裁判を受ける権利を侵害するものでは

ないし，Ｂ規約２条３項や１４条の規定にも違反しない。 

したがって，最高裁平成１９年判決が原告らの裁判上訴求する権能を失った

と判断したことは，「司法へのアクセス権」を侵害する重大な人権侵害である

と主張する原告らの主張はおよそ理由がない。 

第２ 原告らの主張 

被告の請求権放棄の主張は争う。請求権放棄の抗弁を認めた最高裁平成１９年
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判決の判断には誤りがある。 

１ 条約解釈の基準と日中共同声明５項の解釈について 

条約の解釈は，ウィーン条約法条約がその定めを置いており，文脈によりかつ

その趣旨及び目的に照らして与えられる用語の通常の意味に従い，誠実に解釈し

（同条約３１条１項），これにより得られた意味を確認ないし決定するため，条

約の準備作業及び条約締結の際の事情に依拠することになる（同条約３２条）。

また本件は，中国人労働者及びその遺族による戦争遂行過程における重大な違法

行為を理由とする損害賠償請求権に関する裁判であるから，これに加え，人権保

護の国際基準や，戦争責任，戦後賠償に関する国際法の発展と判断基準にも依拠

する必要がある。 

⑴ 文言解釈 

日中共同声明５項は，「中華人民共和国政府は，中日両国国民の友好のため

に，日本国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言する」と規定してい

るが，放棄の対象となる「請求」の主体が明示されておらず，国家間のいわゆ

る戦争賠償のほかに請求権の処理を含む趣旨かどうか，また，請求権の趣旨を

含むとしても，中華人民共和国の国民が個人として有する請求権の放棄を含む

趣旨かどうかが必ずしも明らかではない。 

したがって，文言解釈によった場合，日中共同声明５項により個人の損害賠

償請求権が放棄されたと解釈することはできない。 

⑵ 国家の対人主権に関する不当な拡大解釈 

最高裁平成１９年判決は，国家は，戦争の終結に伴う講和条約の締結に際し，

対人主権に基づき，個人の請求権を含む請求権の処理を行い得ると判示する。 

しかし，一般論として国家は対人主権に基づく個人の損害賠償請求権の放棄

ができるとしても，人権保護の国際法整備・発展に照らすと，明文にない個人

の権利制限を導く拡大解釈はいかなるものも許されるものではなく，上記判示

は誤りである。 
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⑶ 日中共同声明の発出に至る過程及び発出後の中華人民共和国の対応 

ア 日中共同声明の発出に至る過程における日本国と中華人民共和国におけ

るやりとりは，以下のとおりである。 

 １９７２年（昭和４７年）７月２９日，周恩来国務院総理は，訪中した

竹入義勝公明党委員長と会談し，共同声明に関する中国側の草案を示した。

その第７項には，「中日両国人民の友誼のため，中華人民共和国政府は，日

本国に対する戦争賠償の請求権を放棄する」と記載されていた。 

 １９７２年（昭和４７年）９月２６日午前，北京で行われた姫鵬飛外交

部長と大平正芳外相との第１回日中外相会談で，日本側の共同声明に関す

る草案が示され，その第７項には，「中華人民共和国政府は，日中両国人民

の友好のため，日本国に対し，両国間の戦争に関連したいかなる賠償の請

求も行わないことを宣言する。」と記載されていた。 

また同会談で，高島益郎条約局長が共同声明について日本側案の対中説

明を行い，次のように発言した。 

「賠償の問題に関する第７項は，本来わが方提案すべき性質の事項では

ないので，括弧内に含めてある。その内容は，中国側の「大綱」第７項と

その趣旨において変わりがないが，若干の表現上の修正が行われている。

すなわち，日本政府は，わが国に対して賠償を求めないとの中華人民共和

国政府の（２字欠落）を率直に評価するものであるが，他方，第１項の戦

争状態終結の問題と全く同様に，日本が台湾との間に結んだ平和条約が当

初から無効であったことを明白に意味する結果となるような表現が共同

声明の中で用いられることは同意できない。日本側提案のような法律的で

はない表現であれば，日中双方の基本的立場を害することなく，問題を処

理しうると考えるので，この点について中国側の配慮を期待したい。」 

 １９７２年（昭和４７年）９月２６日，北京で行われた周恩来国務院総

理と田中角栄首相との第１回日中首脳会談で，周総理は高島発言に対して，
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次のように反論した。 

「……蒋が賠償を放棄したから，中国はこれを放棄する必要がないとい

う外務省の考え方を聞いて驚いた。蒋が台湾に逃げていった後で，しかも

桑港条約の後で，日本に賠償放棄を行った。他人のもので，自分の面子を

立てることはできない。戦争の損害は大陸が受けたものである。我々は賠

償の苦しみを知っている。この苦しみを日本人民になめさせたくない。…

…日中両国人民の友好のために，賠償放棄を考えた。しかし，蒋介石が放

棄したから，もういいのだという考え方は我々には受け入れられない。こ

れは我々に対する侮辱である。……」 

 １９７２年（昭和４７年）９月２７日，北京で行われた第３回日中外相

会談で，両外相は次のように日中共同声明草案５項に対する確認を行った。 

大平大臣  「賠償請求については中国側の案を受け入れることが出来

る。従って，賠償の部分については，『中華人民共和国政府は，日中両国

人民の友好のため日本国に対し戦争賠償の請求を放棄することを宣言

する。』との表現を採ると理解してよいか。」 

姫外交部長 「その通りである。」 

イ 日中共同声明発出後における中華人民共和国政府の対応は以下のとおり

である。 

 １９９２年（平成４年）４月１日，江沢民中国共産党総書記兼国家主席

は，訪日前に，日本人記者団のインタビューに対して次のように答えてい

る。 

「日本軍国主義が起こした中国侵略戦争は中国人民に巨大な損害を与

えた。戦争が残したいくつかの問題に関して，われわれは一貫して事実に

基づいて真実を求める，厳粛に対処するという原則を主張し，相互に協議

してこれらの問題について条理にかなう形で妥当に解決すべきだ，と主張

してきた。このようにすることが，われわれ両国の友好協力，共同発展及
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び両国人民の友好増進に有利である。戦争賠償問題に関しては，中国政府

はすでに１９７２年に発表した『中日共同声明』で自らの立場を明らかに

述べており，この立場は変わらない。」 

同発言は，読売新聞が報道したように，中国当局として民間賠償要求の

動きを黙認する考えを示唆している。 

  １９９５年（平成７年）３月７日，銭其琛中国副首相兼外交部長は，全

国人民代表大会の台湾省分科会で，劉彩品代表の質問に対して，次のよう

に答えた。 

「１９７２年『中日共同声明』で放棄したのは国家間の賠償であり，中に

は個人の賠償請求は含まれていない。強制連行強制労働の被害者が日本の

企業へ賠償を求めることについて，中国政府は干渉も阻止もしない態度で

ある。」 

 １９９５年（平成７年）５月３日，陳健中国外交部新聞司長は記者のイ

ンタビューに対して，次のように答えた。 

「賠償問題はすでに解決している。この問題に関するわれわれの立場に

変化はない。もちろん日本の侵略戦争はいまだ問題を残しており，これら

の問題は今に至っても関係する中国人に精神的に損害を残している。これ

らの問題について日本側は真剣に対応し，善処し，必要なことを行うよう

希望する。」 

朝日新聞はこれに対して，「『民間賠償が必要』中国外務省立場変え踏み

込む」という見出しで，「中国はこれまで，国家間の賠償問題は決着してお

り，民間賠償については，基本的には日本政府と中国国民の関係であると

の，第三者的な立場に立っていた。今回の発言は，対日民間賠償に対する

中国政府の立場の変化を示した。」と報道している。 

日中共同声明５項には民間賠償を含まないという中国政府の立場は，前

述のように１９９０年代に既に表明され，かつこの立場を基礎にして，民
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間賠償要求運動を容認または支持をするようになっている。 

 ２００５年（平成１７年）７月２９日，中国法律援助基金会のもとで，

中国民間対日賠償請求法律援助専用基金が設立された。同基金は中国民間

対日賠償請求法律援助活動に専用し，中国人戦争被害者の権利救済の手助

けを目的とするものである。 

 ２００７年（平成１９年）４月２６日，劉健超中国外交部報道官は定例

の記者会見で記者のインタビューに対して，次のように答えた。 

「『中日共同声明』は中日両国政府が調印した厳粛な政治外交文書であ

り，戦後の中日関係の回復と発展の政治的基礎を成しており，どちら側も

文書で述べられた重要な原則と事項について，司法解釈を含め，一方的に

解釈を行うべきではない。日本の裁判所が明日下そうとする判決について，

日本側が上述のような原則に従って関連する問題を処理するようわれわ

れは求めている。強制連行・強制労働は，日本軍国主義が中国侵略中に犯

した重大な犯罪行為である。日本政府は，誠実な姿勢で責任を負い，同問

題を真剣に対処しかつ妥当に処理しなければならない。」 

 最高裁平成１９年判決があった当日，劉報道官は次のように同判決を非

難した。 

「『中日共同声明』で日本への賠償請求権を放棄したのは，両国人民の

友好と共存に着眼して行った政治判断である。中国側が再三にわたって行

った厳正な申し入れを顧みず，この条項を恣意的に解釈した日本最高裁判

所の行為に我々は強く反対する。日本最高裁判所が『中日共同声明』につ

いて行った解釈は違法なものであり，無効である。中国側の関心に真剣に

対処し，この問題を善処するよう我々は日本政府に求めている。日本は中

国侵略中に，中国国民を強制連行し，奴隷のように扱った。これは日本軍

国主義が中国人民に対して犯した重大な犯罪行為であり，かつ今も妥当に

処理されていない現存している重大な人権問題でもある。中国側は既に，
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歴史に責任を負う姿勢で同問題を善処するよう日本側に求めている。」 

 ２００８年（平成２０年）９月１８日，姜瑜中国外交部報道官は記者の

インタビューに対して，次のように答えた。 

「強制連行・強制労働は，日本軍国主義が中国侵略中に中国人民に対し

て犯した重大な犯罪行為である。日本政府は誠実に対応し，妥当に処理す

るようわれわれが一貫して求めている。日本側は強制連行・強制労働の中

国人被害者の正当な要求を真剣に対処するよう希望する。」 

   ウ 以上のとおり，日中共同声明の発出に至る過程において，個人の請求権が

明白に放棄されているものとは認められない。また，日中共同声明発出後は，

中華人民共和国政府側による国民の請求権の放棄に関する言動は存在して

いないどころか，１９９０年代に日中共同声明５項に民間賠償を含まないと

いう立場も表明されているし，最高裁平成１９年判決前後に，さらに重大な

戦争犯罪行為を理由に同問題の善処を求めるように自らの主張を強めてき

ているのである。 

⑷ したがって，日中共同声明５項を中華人民共和国の国民の個人の請求権が放

棄されたと解釈することは，文言，発出に至る過程，発出後の経緯など，ウィ

ーン条約法条約に基づく解釈としても，人権保護や戦後賠償に関する国際法の

基準の発展等に照らした解釈としても，誤りである。 

２ サン・フランシスコ平和条約の枠組みによる解釈の誤り 

⑴ サン・フランシスコ平和条約の第三国拘束力 

ア 条約の効力が及ぶ範囲は，条約の締結に参加した当事国の間のみに限られ，

第三国には及ばず，締約国でない第三国は条約上の権利を有し義務を負うこ

とはない。ウィーン条約法条約の３４条においても，「条約は，第三国の義務

又は権利を当該第三国の同意なしに創設することはない」との基本原則が確

認されており，同３５条は，条約が第三国に義務を課す場合には，締約国が

それを意図し，当該第三国が書面によってそれに明示的に同意することを求
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めている。 

これを本件についてみるに，サン・フランシスコ平和条約には，第三国で

ある中国と朝鮮への利益付与について定める規定（第２１条）は存在するが，

第三国に対していずれかの義務を課す規定は存せず，そのような意図を推認

できる事情も存しない。また，中華人民共和国が書面によって明示的にサン・

フランシスコ平和条約に基づくいずれかの義務を引き受けたという事実も

ない。 

イ サン・フランシスコ平和条約締結後，日本国と中華民国とは，日華平和条

約を締結し，同条約１１条においては，「この条約及びこれを補足する文書

に別段の定がある場合を除くほか，日本国と中華民国との間に戦争状態の存

在の結果として生じた問題は，サン・フランシスコ条約の相当規定に従って

解決するものとする。」と規定している。さらに日華平和条約の交換公文第

１号は，「この条約の条項が，中華民国に関しては，中華民国政府の支配下に

現にあり，又は今後に入る全ての領域に適用がある。」と規定している。 

しかし，その後，日本国政府は，中華人民共和国政府と日中共同声明を発

出し，中華人民共和国を，中国を代表する唯一の合法政府として承認し，日

中共同声明５項では，戦争賠償について別途規定を設けている。また，日中

共同声明の発出に至る過程において，日本側と中華人民共和国側は日華平和

条約の処理を巡って対立していたが，最終的に日本側は，日華平和条約が不

法，無効であり，廃棄されなければならないという中国側の主張を受け入れ

ないが，日中共同声明の全文で「十分理解する」という方法で妥協している。 

これらの事情に照らせば，サン・フランシスコ平和条約と日中共同声明は，

政府承継に基づく日華平和条約を介した関係もないのであって，日中共同声

明は，サン・フランシスコ平和条約とは何の関係もない。 

ウ そもそも，中華人民共和国政府は，以下のとおり，サン・フランシスコ平

和条約は国際協定に違反するものであると断定し，根本的な批判のもと，そ
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の不法と無効を主張し続けている。 

 １９５０年（昭和２５年）１２月４日，周恩来外交部長は対日講和問題

に関して，「対日講和条約の準備と起草に中華人民共和国の参加がなかっ

たなら，その内容と結果の如何にかかわらず，中央人民政府は，それが不

法であり，従って無効である」と断じた上で，①できる限り短い期間に共

同して対日講和条約を締結して，日本国との戦争状態を早期に終決せしめ

ること，②対日講和の主要な基礎は「カイロ宣言」，「ヤルタ協定」，「ポツ

ダム宣言」及び１９４７年（昭和２２年）６月１９日に極東委員会で採択

された「降伏後の対日基本政策」との４つの国際的文書に置かれるべきこ

と，③台湾，澎湖諸島等の領土問題は既に解決されており，改めて討議す

る必要は一切ないこと，④外国の占領軍は日本から撤退すべきであること，

⑤日本を再武装してはならないこと，を骨子とする「対日講和８項目原則」

を発表した。 

 １９５１年（昭和２６年）８月１５日，周恩来外交部長は，中国を除外

する「アメリカ，イギリス草案は，全面的に国際協定を覆すものであり」，

「アメリカ政府とその衛星国が一緒になって追求している唯一の中心目

標は，アジアにおける侵略戦争を持続して拡大し，かつ新たな世界戦争準

備を強化するために，日本を再武装することである。それゆえ，この平和

条約草案は，中国人民と，かつて日本の侵略を蒙ったアジアの人民の絶対

に受け入れられないものである」と痛論した上で，「対日平和条約の準備，

起草及び署名に中華人民共和国の参加がなければ，その内容と結果の如何

にかかわらず，中央人民政府はこれをすべて不法であり，それゆえ無効で

あると考えるものである」と厳重に抗議し，対日賠償請求する権利を保留

することを宣言した。 

 １９５１年（昭和２６年）９月８日，中国代表を除外し，アメリカが主

導する単独対日講和のサン・フランシスコ平和条約と日米安全保障条約が
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調印された。 

 １９５１年（昭和２６年）９月１８日，周恩来外交部長は，対日平和条

約調印に関して，「サン・フランシスコ対日平和条約は，中華人民共和国の

参加なくして準備され，起草され，調印されるものであるゆえに，中央人

民政府はこれを不法・無効と考える。従って絶対に承認することはできな

い」と，同条約の無効性を主張し，サン・フランシスコ平和条約の全ての

取決めに，中華人民共和国はいささかも拘束されないと厳粛に声明した。 

 １９５２年（昭和２７年）５月５日，周恩来外交部長は，「アメリカ政府

は，自ら署名した１９４２年（昭和１７年）１月１日の連合国宣言，カイ

ロ宣言，ヤルタ協定，ポツダム宣言及び協定，１９４５年（昭和２０年）

のモスクワ外相会議における連合国対日理事会設置に関する決定，並びに

降伏後の日本に対する基本政策に関する極東理事会の決議等，日本問題を

巡る国際協定を無視して，自分で一手に請け負い，不法にでっちあげた単

独対日平和条約が発効したと勝手に言い放ち，さらに独断で極東委員会と

連合国対日理事会を解散させてしまったが，こうした一方的措置は，全く

不法であり，全く根拠のないものである」，「中華人民共和国中央人民政府

は，重ねて次の点を声明する必要を認める。すなわち，我々はあらゆる占

領軍が日本から撤退すべきこと，アメリカが発効したと宣告する不法な単

独対日平和条約に絶対に承認できないものがあること，中国人民を公然と

侮辱し，敵視する吉田，蒋介石の『平和条約』については，断固反対する

態度を堅持するものである」と声明した。 

エ したがって，中華人民共和国は，サン・フランシスコ平和条約の枠組みに

拘束されず，中華人民共和国が当事国となっている日中共同声明の解釈にお

いてサン・フランシスコ平和条約の枠組みが影響するものではない。 

⑵ 国際法上のユース・コーゲンスとの関係 

ユース・コーゲンス（強行法規）は，任意法規に対する観念である。任意法



 

243 

 

規の場合には，国家がそれと内容を異にする条約を締結しても当事国相互の関

係においては有効である。しかし，ユース・コーゲンスの場合には，そのよう

なことは認められない。当事国相互の関係においても，合意によってそれから

離脱することは許されない，というのがユース・コーゲンスの特徴である。 

国際法においては，一般に「特別法は一般法を破る」という原則が認められ，

一般国際法に反する内容の条約を締結しても，少なくとも当事国間においては，

条約としての効力を認められるのが通常であった。しかし，国内法において，

公序良俗の原則が認められ，契約自由の原則がある程度制限されているように，

国際法においても，国際関係が緊密となるにつれ，国際公序の観念を認め，そ

して国際公序を形作っているユース・コーゲンスの性質をもつ一般国際法に反

する内容の条約の効力を否定しようという傾向がある。 

ウィーン条約法条約も，そうした考え方の基調に立って，「締結の時に一般

国際法の強行規範に抵触する条約は，無効である」（第５３条）としている。し

かし，具体的に何が一般国際法の強行規範であるかについては，ウィーン条約

法条約は明示せず，「一般国際法の強行規範とは，いかなる逸脱も許されない

規範として，また，後に成立する同一の性質を有する一般国際法の規範によっ

てのみ変更することができる規範として，国により構成されている国際社会全

体が受け入れ，かつ，認める規範をいう」と規定している。 

以上の国際法におけるユース・コーゲンスの理論から判断しても，サン・フ

ランシスコ平和条約は強行法規ではありえず，中華人民共和国が同条約の「枠

組み」に拘束されることはない。 

⑶ 客観的制度の法理との関係 

中華人民共和国が当事国でないサン・フランシスコ平和条約のいわゆる「枠

組み」をもって日中共同声明５項に対する解釈を行い，これを通じて，中華人

民共和国政府がその国民の請求権を放棄するという効力を与え，放棄の範囲と

性質に関して，中華人民共和国が当事国でないサン・フランシスコ平和条約に
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よって拘束されるように解釈するという枠組み論は，客観的制度の法理によっ

て日中共同声明５項を解釈したとの評価を免れ得ない。しかし，その枠組み論

は，客観的制度でいわれた非武装化の制度，国際水路の制度及び機構を創設す

る制度などを内容とするものではなく，当然対世的性格を有してはいない。し

かも，国際法委員会においても客観的制度論が激しい論争の的となってきたが，

非当事国に対する条約の効果に関する同概念は，結局，実定法上認められては

いない。 

このように，個人の損害賠償請求権にかかわる条約解釈を拡大解釈へ導き，

個人の権利を著しく不合理に制限する判断をすることは許されない。 

３ 請求権放棄の抗弁は司法にアクセスする権利を侵害するものであること 

⑴ 司法にアクセスする権利の保障と国際人権法 

ア Ｂ規約第２項３項に規定される「効果的な救済を受ける権利」と同規約第

１４条１項の第２文に規定される「公正な裁判を受ける権利」を主要素とし

て構成される司法にアクセスする権利は，国際人権法において，民主社会に

おける法の支配の要と位置づけられている。アメリカ大陸およびカリブ海地

域に妥当する米州人権条約の履行を監視する同裁判所は，侵害された実体的

権利が強行規範である場合には，司法へのアクセス権もまた強行規範として

の性格を帯びることを確認しており，Ｂ規約の履行を監視するために設置さ

れた同規約委員会も，同規約第１４条の解釈指針を示した一般的意見３２に

おいて，公正な裁判の保障が，公の緊急事態においても義務の免脱を認めら

れない権利の保護を妨げるような免脱措置の対象にはなり得ないとし，「公

正な裁判の基本的諸原則からの逸脱は，いかなる時にあっても禁止される」

と明言する。 

Ｂ規約の締約国である日本の管轄下にある本件原告らにも当然にその保

障が及んでいる。 

イ 日本も締約国であるジュネーヴ第４条約は，殺人，拷問若しくは非人道的
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待遇，身体若しくは健康に対して故意に重い苦痛を与え，若しくは重大な傷

害を与えること，軍事上の必要によって正当化されない不法かつ恣意的な財

産の広範な破壊若しくは徴発を行うことなどの重大な違反行為について，締

約国は，自国が負うべき責任を免れ，又は他の締約国をしてその国が負うべ

き責任から免れさせてはならないと規定し，さらに，いかなる特別協定も，

同条約で与えられた保護の水準を下げることは許容されない旨を定めてい

る。国際人道法の根幹をなすこれらの規定の意味は，国家は個人の権利水準

を低下させ，あるいは重大な国際人道法の違反にかかる自国の責任を免れる

ような合意をなすことができないということである。そして，ジュネーヴ第

４条約の上記の規定は，従前の諸条約に内在していたものを具現化させたも

のであり，第二次世界大戦後に新設されたものではないというべきであるし，

仮に同条約に遡及効の規定がないことを考慮するとしても，条約締結前に生

じた当該条約違反行為による人権侵害の状態が当該条約発効後にも引き続

いている場合，すなわち「継続的状態」の場合は，条約違反の犠牲であるこ

とを主張し得るとするのが，確定した国際人権基準である。 

⑵ 最高裁平成１９年判決による司法へのアクセス権の制限 

「請求権の問題を事後的個別的な民事裁判上の権利行使による解決にゆだ

ねるのを避けるという点にあることに鑑みると，ここでいう請求権の『放棄』

とは，請求権を実体的に消滅させることまでを意味するものではなく，当該請

求権に基づいて裁判上訴求する権能を失わせるにとどまるもの」とする最高裁

平成１９年判決は，日中戦争中の戦争法ないし人道法及び人権侵害違反行為に

よる被害者個人の損害賠償請求権の存在そのものを否定してはいないが，司法

的救済への道を遮断するものであり，司法へのアクセス権に対する制限にほか

ならない。 

このような制限が合理的であるかどうかは，第１に，当該制限が正当な目的

を追求するものであるか（目的の正当性），第２に，手段が当該目的と比例して
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いるか（比例原則），という点の審査を通して判断されなければならない。 

まず，最高裁平成１９年判決によれば，裁判上訴求する権能が失われる理由

は，「この枠組みが定められたのは，平和条約を締結しておきながら戦争の遂

行中に生じた種々の請求権に関する問題を，事後的個別的な民事裁判上の権利

行使をもって解決するという処理にゆだねたならば，将来，どちらの国家又は

国民に対しても，平和条約締結時には予測困難な過大な負担を負わせ，混乱を

生じさせることとなるおそれがあり，平和条約の目的達成の妨げとなるとの考

えによるものと解される」としており，国際法秩序にあって平和条約の果たし

てきた役割に鑑みるに，この目的の正当性について，全てを否定するものでは

ないとしても，そのために採用される裁判上訴求する権能の喪失が上記目的と

比例するものではない。 

本件で問題となっているのは，日中戦争中の日本国による強制連行，強制労

働という重大な人道に対する罪に相当する重大な国際人道法違反，人権侵害に

より生じた損害の救済であるが，日本国政府による原告ら及び本件被害者らへ

の賠償措置は，現在まで全く執られておらず，裁判以外の方法による将来的な

賠償の手当の見込みもないのであり，上記⑴イに照らせば，条約違反行為によ

る人権侵害は継続的状態にある。 

日本国政府によって何らの代替措置も執られず，かつ，執られる見込みもな

い中で，「過大な負担」が事後的に被告に発生することを憂慮して，重大な国際

人道法違反，人権侵害の被害者の裁判上訴求する権能を喪失させることは，目

的とその手段との均衡を欠くものである上，国際人権法の基本的要請を体現す

るジュネーヴ第４条約等にも違反するもので，司法にアクセスする権利のまさ

しく本質を侵害する重大なる人権侵害である。そうすると，最高裁平成１９年

判決の「請求権の放棄」を「裁判上訴求する権能の喪失」と解する判断は，日

本を拘束している条約上の義務に違背する深刻な事態を引き起こすものであ

り，誤りというべきである。 
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⑶ 被告の主張への反論 

被告は，原告らの司法にアクセスする権利と最高裁平成１９年判決の判断の

誤りに関する主張に対して，最高裁平成１９年判決は，日中戦争の遂行中に生

じた中華人民共和国の国民の請求権について，裁判上訴求する権能を失ったと

いうにすぎず，原告らが裁判を受けること自体については，何ら否定されてい

ない，憲法３２条の保障する裁判を受ける権利を侵害するものではないし，Ｂ

規約２条３項や１４条の規定にも違反しないなどと主張する。 

日本国憲法第３２条は，「何人も，裁判所において裁判を受ける権利を奪わ

れない」とする。ここでいう裁判所による裁判は，人々の権利・自由の保障に

仕えるものである。そうであれば，裁判を受ける権利は，権利・利益の侵害に

対して，裁判所による救済の途を確保しておくことが不可欠である。 

しかるに，最高裁平成１９年判決は，「請求権に基づく裁判上の請求に対し

て，請求権放棄の抗弁が主張されたときは，当該請求は棄却を免れないことと

なる」と判示しているのであり，裁判を受ける権利の本質部分である，適正な

裁判手続のもとで適正かつ公正に救済を受ける権利自体を否定する。かかる判

断は，憲法３２条の解釈を誤るものであり，さらに，前記のとおり国際人権法

が保障した司法にアクセスする権利を侵害するものである。 

以上 

 


